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韓末の政治体制と政体論
(Korean Political Regime and the State Theory in the Early 20th Century)
　　　　　　　　　　　　 國分典子(Kokubun Noriko , 筑波大学)
1、 はじめに

　私は、これまでの本会議の報告のなかで、『大韓国国制』の示す皇帝権限についての分析を試みてきた。特に、大韓帝国の国家体制の基礎と君主の位置づけを示す第二条の「大韓帝国の政治は由前は即ち五百年伝来し、由後は即ち万世不変の専制政治である」という文言については、日本の明治憲法の条文からの影響ではないかともいわれている。この「専制政治」の意味については、条約に対する権限との関係でも問題にされるところである。一般的に「専制」とは何かについては、最近、笹川教授が古今の議論をまとめられた詳細な論稿があり、そのなかでも、「専制」の意味が一様ではないことが示されている。このため、ここでも「専制」が一般にどのような意味で捉えられてきたかよりも、当時の韓国の制度・思想においてどのように理解されていたかという点に着目して考えてゆく必要がある。これまでの報告では、1905年前後の官制の変化、憲法理論状況を紹介してきたが、ここでは、それらを総合して、大韓帝国における「専制」の意味について考え直してみたい。
2、 韓国史上の君主の位置づけの問題
　朝鮮半島において、君主は王、君、覇（伯）、天子、皇帝等の名称で呼ばれたが、これらを総称して、人君という地位で表されてきた。李正圭『韓国法制史』は、草創時代から朝鮮時代までの人君は「絶対的な権能を享受することができ、ここに専制君主制が確立されたということができる」としている
。同著では、この人君の具体的権能は、
1 その国家のなかにある土地は観念上すべて自己の所有としてこれを自由に収益・処分することができる。
2 国家のなかにいる人民は、すべて自己が支配するものとしてこれに対して民事上・刑事上すべての問題ひいては生殺与奪の権限まですべての自由に処決することができる。
3 外国と国際的に重大なすべての事項、特に国家の分離と合併に関する問題に至るまですべて自己の任意に処決することができる。
4 法律の規定と国王の意思が互いに衝突または矛盾する場合に、どちらに従うかはひとつの問題となるということができるが、この点は時代と王朝如何に従い、相当な変遷があったということができるものの、実地において多くの国王が法に違反する無所不為の行為が多くあったということができる。

とされており、「専制君主」が必ずしも法の上に立つものとされていたわけではないことが指摘されている。

　この点に関連して注目されるのは、独立協会（1896年7月2日～1898年12月25日）の呼びかけにより開かれた官民共同会
で1898年10月29に公開決議された献議六条の第1条で、「外国人に依附せず、官民が同心合力して専制皇権を堅固にする事」とされていることであろう。官民共同会には、独立協会および独立協会系列のすべての姉妹団体と親露守旧派の皇国協会、政府官僚、一般市民等、1万余名が参席していた
。この一条の意味については、皇帝権限の強化とみる研究がある一方で、「対外的な君権の象徴として表現したものに過ぎず、対内的な意味で皇権の専制化を主張する意味と解釈することはできない」
という有力な見方があり、その意味を一義的に確定することは難しいようである
。しかし、いずれにしても、ここで考えられている「専制皇権」が「なんらの制限も受けない絶対的な権力」という意味ではなかったのではないかということは推測できる。というのも、「献議六条」中の第2条が「鉱山・鉄道・煤炭・森林ならびに借款・借兵およびすべての政府と外国人との条約事は万一各部大臣と中枢院議長が合同で署名捺印されていなければ、施行できない」としており、「専制皇権」を謳う一方で、「献議六条」自らが皇帝権限の制限を予定しているからである。
「献議六条」作りの中心になった独立協会は議会設立運動を展開する上で、運動の思想的基盤になったのは、実学派の民本思想そして西洋的な民主主義思想・議会主義思想の受容であり、独立協会の活動を通じて、ロック、ルソー、ジェファーソンらの思想が紹介された。しかし一方で、かれらも君主制を正面から否定するような主張は展開していたわけではない。そもそもかれらの求めていたのは議会主義で、皇帝権限の強化と議会の設立を相容れないものではないと見ていたとも考えられる。

　一方、「対外的な君権の象徴」という意味を重視するとすれば、「大韓国国制」においても、「専制」は対外的な意味なのではないかということを考える必要がある。「大韓国国制」の条文配列を見ると、
第1条 大韓国は世界万国に公認された自主独立した帝国である
第2条 大韓帝国の政治は由前は即ち五百年伝来し、由後は即ち万世不変の専制政治である
第3条 大韓国大皇帝におかれては無限の君権を享有せられていて、公法に謂うところの自立政体である
となっている。1条および3条は『公法会通』の説明によるものと考えられており、国際法上の側面から君権を捉えていると考えられる。その文脈でいえば、2条も対外的な意味を重視すべきものではないかとも考えられるのである。

　韓国の「専制」の問題を考えるにあたっては、以上の二点、すなわち、「専制」の意味自体が限定的なものであったのではないかという点と、「専制」の意味が主に対外的なものなのではないかという点が問題になるが、ここでは皇帝の位置づけにとってより問題を含む前者の点について当時の制度と理論をみてみることにする。

3、 当時の中央官制
（１）中枢院官制
　前述の「献議六条」が出された翌日、1898年10月30日に、「急務五条佈告中外の件」で「中枢院章程を確定し実施すること」とされたが
、これは皇帝が「献議六条」を受け入れたことを意味した。これを受けて、中枢院については、11月2日に以下のような「中枢院官制改正件」が出され、議会の開設が決められることとなったのである
。

第1条 中枢院は以下の事項を審査議定するところとする事

1 法律および勅令の制定・廃止又は改定に関する事項
2 議政府で経議・上奏する一切の事項
3 勅令により議政府で諮詢する事項

4 議政府で臨時建議に対し諮詢する事項
5 中枢院で臨時建議する事項
6 人民の献議する事項
第2条 中枢院は以下の職員からなる事
　　議長　１人

　　副議長　１人

　　議官　50人

　　参書官　2人

　　主事　4人

第3条 議長は大皇帝陛下が聖簡をもって勅授され、副議長は中枢院の公薦により勅授され、議官の半数は政府で国家に労勩ある者を会議で奏薦し、半数は人民協会で27歳以上の者が政治・法律・学識に通じた者を投票選挙する事

＊但し、このうち第3条については早くも11月12日には改正され、議官はすべて「国家に労勩ある者と政治法律学識に通達した者を会議で奏薦する」こととされている。
これによって、すべての法律・勅令について中枢院が審議することとなった。しかし、その後、守旧派の影響により皇帝は1898年12月には、独立協会を敵対勢力として、解散させ
、中枢院についても、1899年8月25日の改正では（勅令第34号）では、法令の制定について、「議政府から諮詢された法律勅令の制定廃止或いは改正に関する事項」とされて、すべての法律・勅令が中枢院で審議されなければならないわけではなくなった。こうして中枢院は元来の諮問機関に戻ったのであった
。1899年8月17日の「大韓国国制」発布直後のこの中枢院官制の改正は、皇帝の立法権強化への逆行を推測させるものである。

（２）議政府の役割

　中枢院の役割が「大韓国国制」制定後の改正で縮小したとして、その改正で中枢院に諮詢する立場とされている議政府の位置づけはどうなっていたのか。朝鮮王朝の中央官制をみると、議政府が最高の官府であり、一種の会議制機関であった。もちろん、時代によってその権限は変動した。しかしその「最高かつ統括的地位」は変動しなかったといわれている
。

韓国の近代法制導入の始まりは1894年の甲午改革であると位置づけられているが
、中央統治構造の改革もこのときに行われた。6月25日、軍国機務処が設立され、政務と軍事に関する主要事項を審議・決定する機関となった。27日には宮内府と議政府に大別され、軍国機務処は議政府に所属する機関となった。議政府は、百官を率いて、総理大臣、左右賛成、司憲5人、参議5人、主事31人等を官員とした。軍国機務処は総裁（総理大臣と兼任）、副総裁、会議員10人以上28人以下、書記官3人からなり、国内の大小の事務を議決するものとされている
。また中枢院もこの議政府の下におかれたのであった。

1895年の乙未改革では、1895年3月25日の勅令38号により、内閣官制が制定され、日本をモデルとするといわれる国務大臣からなる内閣が作られた。法律・勅令案や国際条約・重要な国際条件は内閣会議をへなければならないものとされた
。また中枢院が内閣の諮詢に応じて、法律・勅令案や臨時に内閣から諮詢された事項を審査議定するものとされている。しかし、1896年9月24日には内閣制は廃止され、議政府が復活した。議政府で議定する事項については、前回の報告で紹介したが、1896年9月24日の勅令第1号「議政府官制」中で

第4条 議政府は左の事項を議定する

1、 法律および規則および制度を新たに定める事項

2、 現行法律および規則および制度を廃止あるいは改正し、或いは疑義があれば解明する事項
とされており、この部分は、1904年3月4日の勅令第１号まで変更されなかった。1904年の変更では、
第8条 左の事項は会議を経た後上奏し、裁を請うことができる。
1、 法律、勅令案の制定、廃止或いは改正の件
とされている。この1904年の変更とそれ以前を比べると、1899年8月17日に大韓国国制が出されたのちも、1904年までは、すべての法律、規則、制度は議政府の審議事項になっていたと読み取れる。従って、中枢院が1899年以降、諮問機関に過ぎなくなったとしても、その上にある議政府が法令を定める上では重要な権限を有していたと考えられる。

（３）小結

以上から言えるのは、まず、献議六条が出された直後に中枢院が議会類似の機能を有するものと想定されており、それを皇帝も容認したと考えられること、かつそうした状況のなかで「専制皇権」という言葉が使われていたということである。ここで「専制」の意味はやはり通常の理解とはかなり異なっていたのではないか、という可能性が生ずる。第二は、中枢院官制は1899年の大韓国国制発布直後に改正されているが、議政府官制が改正されていないという点をどう捉えるかである。中枢院の議会的性格を重視するとすれば、1899年の中枢院官制の改正は大幅な権限縮小とみることもできる。しかし、そもそも1895年の改革で日本をモデルとした内閣官制ができたときにも、中枢院は内閣の諮問機関としての位置づけであったということを考えるならば、内閣が廃止されて以後の議政府下での位置づけはこれとあまり違いはない。かつ、議政府官制については大韓国国制制定前後で変化はないのであるから、皇帝に対する議政府およびその下の中枢院の制度的位置づけは大韓国国制の制定前後では変化はあまりないとも考えられるのである。議政府に、法律、規則、制度についての審議権があるとすれば、皇帝は絶対的な権限は持たなかったということになる。問題はむしろ、実際にその権限がどの程度機能していたか、ということのほうにあるといえるであろう。

以上の点に加えて、法制度上考えた場合にもうひとつ、問題になりうる論点がある。それは、1894年12月12日に制定・公布された洪範１４個条
との関係である。学者によっては、この洪範14個条に「近代国家の憲法的性格」を見出す者もいる
。洪範14個条のなかには、

4、 　大君主は正殿で政事を見、政務は大臣に親詢して採決し、后嬪および宗戚が関与することを容認しない
5、 王室事務と国政事務は分離せねばならず、混同してはならない
といった規定がある。洪範14個条と大韓国国制は内容的には明確に相矛盾する内容をもっているわけではないので、仮に両者ともに憲法的性格を有すると考えるとしても前者が後者によって廃止されたものとみる必要はないように思われる。そうであるとすると、「政務は大臣に親詢」という文言が皇帝の政務事項の必要条件と考えられるのかどうかという問題が生ずる。前述のように議政府に法律等についての議定の権限が与えられていたことをこの文脈で考えると、洪範14個条の流れはそのまま続いていたとみることもできる。
4、当時の国制についての議論
　それでは、当時の韓国人は学問的にはこの「専制」の問題をどのように受容していたのか。

近代化の一貫として日本に派遣された韓国人留学生の間でおそらく最初に結成されたのは、1895年4月に誕生した「大朝鮮人日本留学生　親睦會」（以下、「親睦会」と略記する）であった。同会は1895年4月に114名の留学生が慶應義塾に送り込まれたのに先立って、既に日本に来ていた尹致旿、魚充迪、朴羲秉、李秉武らが結成したものであったといわれている
。1898年には解散しているので、1899年の大韓国国制ができる以前のことになってしまうが、創刊号（1896年10月）に掲載された演説に評議員洪奭鉉の「大朝鮮君主國形成如何」が
、また第5号（1897年6月）には「立憲政体の概論」というタイトルで憲法の概説が説明されている
。前者は、国を組織するものとして政治、法律、兵備、経済を挙げ、これらに関する学問の必要性を説き、日本の開化といっても具体的には、立憲政治の導入と汽船による航海、汽車による通行程度のものであるとして、特に憲法公布後、国会開設、内閣等の諸組織の整備、租税法の成立、諸法律の制定によって国全体の開化が行われたことを説明している。後者の「立憲政体の概論」では、憲法の定義、種類、由来が述べられている。この憲法の定義に関連して、日本の憲法3条の天皇の神聖不可侵、4条の統治権の総攬、5条の帝国議会の協賛による立法権の行使に触れられて「天皇は統治権を有するがその独断で法律を制定することができない。立憲政体の要旨がここにある」と述べられたあとで、以下のように述べられている：

「そうであるが故に立憲国の君主は無責任君主である。ではその責任はだれが負うか、即ち国務大臣が負い、君主は負わない。ゆえに立憲君主は無責任であるというのである。責任とは即ち国家政治法律上の責任を言うのであるが、立憲国の君主は統治権を行使するときに憲法の条規に従わなければならない。これをみれば、統治権は国家主権とならないことは明らかである。故に主権を区別して、国家主権と君主主権の二種に分ける説がある。国家主権は国家全体の権力であるが、国家全体内で君主と人民が合わせて蓄える権力であるが故に君主主権というのは国家全体の権力ではありえずただその君主の権力である。であるから、即ち君主主権が国家主権に比べ一歩譲らざるを得ない。これをもって国家権力は憲法以外の権力であり、君主主権は憲法以内の権力である。故に統治権は憲法条則によって行わなければならないのであって、万一憲法によらないときには効力がない。統治権即ち君主主権は憲法外にはなく憲法内にある。これが実に立憲政体の義である」

ここでは立憲君主は憲法によって統治権を拘束されているとされるとともに、立法権が制約されているものという点が重視されている。

時代が下るが、同様な説明は1907年の兪星濬『法学通論』にもみられる。そこでは君主政体の二種類として
「其一　君主独裁政体　万機を唯その君主一人の独裁によって決し、その権力に対抗したり掣肘する者が無いものである。清国およびわが国等がこれである
　其二　君主立憲政体　一定の憲法を制定し君主もその憲法の規定により行動し、かつ代議の機関を置いて人民中から選出した代議士が政治に参与し君主が行う立法および財政等の事に対して協賛の任に当たるものである。日本、英国、ドイツ等がこれである」
と述べている
。

しかし、これらの著作では、憲法がどのような内容を有しなくてはならないか、また誰が憲法を制定するかについては触れられていない。この点に関連して、例えば1905年5月24日に創立された憲政研究会
の綱領では

帝室威権之掲於欽定憲法者　期圖尊栄事
内閣職権之載於官制章程者　期圖責成事
国民義権之得於法律範囲者　期圖自由事
とされており
、憲政研究会も憲法自体を定める君主の権限を認めていたと考えられる
。憲法制定者ないし憲法の内容に立憲主義の実質的意味を見出せないとすれば、ここでの立憲君主制と専制君主制の実質的相違のポイントは君主の立法権に対する制約の有無ということになろう。
　一方、以前に紹介した兪致衡
の教科書『憲法』では以前に紹介したように、大韓帝国を「専制君主国」と捉えるとともにドイツや日本の憲法を「専制君主制に最適」とみていた。彼の本の元本は穂積八束の講義録であるが、穂積の理解は天皇の権限を憲法によって与えられたものではなく、憲法の上にあるものと捉える考え方であったし、前述の引用におけるような意味での君主の無答責は否定されていた。そうした理解の下に考えるならば、前述の立憲主義の定義からいっても、日本は専制君主制といえるものであったのである。
　立憲君主制か専制君主制かの区分のメルクマールが君主の立法権に対する制約というところに求められるとするならば、そしてそれが議会制度の有無から判断されるとすれば、大韓帝国は専制君主制であったといえる。しかし先にみた議政府がどのような機能をもっていたかによって実質的に皇帝が立法権を独占していたといえるのかどうかは異なってくるであろう。ちなみに1896年9月24日から1904年までの議政府官制の規定では、議政府の会議には「大君主陛下が従便に親臨され或いは太子殿下に命じて代臨させられる」（第２款第１条）となっていた。この点とすべての法律等が議定事項になっていることを考えると、議会制度がないとはいえ、立法については合議体としての議政府で決定されるシステムになっていたのではないかと考えられる。但し、この規定は1904年3月4日の改正では9条で議政府会議への皇帝の出席については「大皇帝陛下には臨御せられる事もある」となり、1905年2月26日の勅令第8号では「9条　大皇帝陛下には臨御せられることもあり、各大臣を面接開議せられることもある」となった。また「法律勅令案制定廃止或いは改正の件」も「国際条約及び重要な国際条件に関する事項」も「議定」事項ではなく「上奏裁可」事項となっている
。

6、 付言

以上は、「大韓国国制」の「専制」の意味を対内的なものと見た場合に、それがどのような意味をもちうるのかという点についての考察であった。対外的な意味での「専制」と看做すとすれば、それは外交上の主権の担い手は誰かという問題になる。この点について、議政府官制の規定は前述のとおりである。
第二次日韓協約締結の合法性を考えるとき、国内法上の手続が一つの重要な論点になるわけであるが、実はこの手続については第二次日韓協約締結以降の条約でも問題があったことが最近の学術報告で示されている
。

それによれば、1905年11月の協約締結前後の3つの条約が検討されているが、
1 1904年12月21日　病院条約
　　　　　前文：　韓国皇帝陛下
　　　　　正文：　韓国皇帝陛下
　　　　　記名調印：　仏蘭西国駐在特命全権大使　閔泳攅
2 1906年5月26日　万国郵便条約
　　　　前文：　韓帝国
　　　　正文：　韓帝国
　　　　記名調印：　松木幹一郎
　　　　　　　　　　　川村武治

③　1906年6月11日～7月6日　改正赤十字条約

　　　　　前文：韓国皇帝陛下
　　　　　正文：韓国皇帝陛下
　　　　　記名調印：白耳義国駐箚日本国特命全権公使
　　　　　　　　　　　　　　　　　加藤恒忠

となっている。つまり形式上、①②③はともに条約締結権者を韓国皇帝としており、皇帝が全権委任者として日本人を派遣した形態になっている。「保護国」となった日本側はこれらの条約で依然として韓国が条約締結権をもっていると認識されることを憂慮し、批准段階で外交主権の所在を明らかにするための一文を加える等の措置を行ったといわれている。こうした点を考えると、法制度上の権限配分の問題もさることながら、果たして当時の条約文書がどこまで性格に当時の法制を反映しているかという問題も残されているように思われる。
官僚儒生層의 上疏에서 提起한 乙巳條約의 問題點과 對策
李相燦(Lee Sang Ch’an, 서울大學校) 

머리말 

  을사조약 당시 주권자는 황제였기 때문에 을사조약을 高宗이 재가하였는지의 여부가 조약 성립에 매우 중요하다는 사실은 새삼스러운 것이 아니다. 을사조약을 고종이 재가하는 가장 좋은 방식은 조약 체결의 권한을 문서로 위임하고 조인된 조약안을 비준하는 것이다. 조약안에는 全權代表가 날인하고 비준서에 고종이 서명, 날인한 다음 비준서를 교환하는 것이 가장 확실한 방법이다. 이 경우 고종은 委任狀, 批准書에 捺印할 뿐만 아니라 國內法에 규정된 조약안의 처리 절차에 따라 생산되는 문서를 ‘裁可’하게 될 것이다. 가능하다면 草案부터 修正案, 確定案까지 裁可를 받아두면 가장 확실할 것이다.   

  그러나 널리 알려져 있다시피 을사조약은 위임과 비준의 과정이 생략되어 있다. 이에 대해 海野福壽는 을사조약이 정부간 協定의 형식에 의해 체결하는 국제약속으로서 전권위임장을 발급하지 않고 ‘勅命’에 의해 교섭을 진행하고 조인하도록 하였는데 고종이 교섭의 ‘勅命’을 내렸고 궁극적으로 裁可한 것으로 보인다고 하였다.1) 고종이 조약안을 재가하였다고 주장하는 일본 측 연구자들은 『駐韓日本公使館記錄』의 「日韓協約調印事情報告ノ件」과 『日本外交文書』의 「伊藤特派大使復命書」를 주로 인용하고 있다. 

  그러나 비준의 과정을 생략할 수 있다고 해도 조약안에 대해 고종의 재가를 받지 않아도 되는 것은 아니다. 대한제국 국내법이 조약안의 처리 과정에 대해 규정하고 있기 때문이다. 그리고 조약의 내용에 대한 고종의 재가 여부는 대한제국의 公文書에서 확인할 필요가 있다. 이런 문제에 처음 주목한 것은 李泰鎭이다.2)  

  대한제국 국내법에 규정된 조약안의 처리 절차에 주목하지는 않으면서 原田環는 고종이 긍정적으로 協商을 하도록 지시한 결과 을사조약이 성공적으로 조인될 수 있었다고 주장하였다. 1905년 12월 16일의 5 大臣上疏文을 주요 자료로 하여 고종이 마치 을사조약을 찬성한 것처럼 교묘하게 왜곡하면서 고종의 재가 여부 문제에서 벗어나고 있다. 이에 대해 이태진은 5 大臣 상소문을 다시 검토하면서 일본 측의 입김으로 작성되었고, 事後에 歪曲이 이루어졌다는 것을 밝혀내어 原田環의 주장을 반박하였다.3)   

  한편 을사조약 직후인 11월 19일부터 5 大臣 상소문이 올려지는 12월 16일까지 을사조약이 가진 문제점을 조목조목 지적하는 관료 및 유생층의 상소 운동이 전개되었다. 原田環가 근거하고 있는 5 大臣 상소문의 내용분석도 중요하지만 11월 19일 이후 전개된 상소 운동에서 주장하고 요구한 내용을 정리해 보면 5 大臣 상소문이 나오게 된 또다른 배경을 금방 이해하게 된다. 또한 일련의 상소에서도 국내법 절차에 따라 조약안을 처리하지 않은 문제가 지적되고 있기 때문에 여기서는 11월 19일 이후의 상소의 주요 내용을 분석하고 국내법 규정에 따라 처리할 때 생산되는 문서의 구체적인 사례를 살펴 보려고 한다. 

    

1. 乙巳條約直後 上訴運動의 展開 

  1905년 11월 19일부터 을사조약 처리 과정의 문제점에 대한 상소가 올라오기 시작하였다. 趙秉世와 李根命을 疏頭로 하여 일련의 상소가 올려졌는데 12월 16일 5大臣이 상소하기까지 날짜별로 上疏者를 정리하면 다음과 같다.4)   

11월19일 : 宮內府特進官 李根命 

11월20일 : 秘書監卿 李愚冕, 帝室會計審査局長 朴鏞和 

11월21일 : 正二品 朴箕陽, 社稷署提調 朴鳳柱. 

11월23일 : 中樞院議長 閔種黙 等, 前秘書院丞 尹斗炳, 趙秉世(稟達) 

11월24일 : 議政府參贊 李相卨 

11월25일 : 農商工部大臣 權重顯, 中樞院贊議 李建夏, 從一品 李裕承, 從二品 朴齊斌, 社稷署提調 朴鳳柱, 侍從院副卿 徐相喬, 學部編輯局長 李鍾泰, 秘書監郞 鄭鴻錫, 法官養成所敎官 丁明燮 等, 前秘書院丞 尹斗炳, 秘書監郞 高鼎柱, 奎章閣直閣 申性均, 前侍讀 姜遠馨, 法部主事 安秉瓚 

11월26일 : 宮內府特進官 趙秉世 等, 判敦寧司事 趙秉式, 中樞院贊議 閔泳奎, 法官養成所敎官 丁明燮 等, 正三品 洪祐晳, 正三品 安鍾和, 奎章閣學士 李容泰, 正二品 朴箕陽, 侍講院侍讀 朴齊璜, 正三品 尹秉 

11월27일 : 宮內府特進官 趙秉世, 從一品 李根秀, 中樞院贊議 洪淳馨, 表勳院摠裁 朴定陽, 崔在學, 前秘書院丞 李渭來 

11월28일 : 侍從府 武官長 閔泳煥, 判敦寧司事 趙秉式 等, 秘書監卿 李愚冕 等, 宮內府大臣 李載克, 判敦寧司事 趙秉式, 從一品 金宗漢, 平理院裁判長 嚴柱益, 成均館敎授 李商永 等, 前內部主事 盧鳳洙, 秘書監丞 李明翔 

11월29일 : 崔益鉉 

11월30일 : 領敦寧司事 沈舜澤, 宮內府大臣 李載克, 禮式院掌禮卿 金完秀, 從二品 李南珪 

12월 1일 : 領敦寧司事 沈舜澤, 正一品 趙秉世, 正一品 李根命 等 

12월 2일 : 宮內府特進官 李根命, 領敦寧司事 趙秉世 遺疏 

12월 3일 : 判敦寧司事 趙秉式 

12월 5일 : 郭鍾錫, 宋秉璿, 宮內府特進官 李根命 

12월 7일 : 宮內府特進官 李根命, 領敦寧司事 沈舜澤, 田愚 

12월 8일 : 侍從院卿 閔泳徽, 侍從武官長 李鍾鍵, 議政府參贊 李相卨, 外部交涉局長 李始榮, 軍部參謀局長 權泰益 

12월14일 : 郭鍾錫 

12월16일 : 郭鍾錫, 宗廟署提調 尹泰興, 五大臣(李完用 朴齊純 李址鎔 權重顯 李根澤) 

  이들은 상소에서 을사조약의 처리 과정에서 많은 문제점이 있다고 주장하고 있는데 그 내용을 정리하면 다음과 같다. 

① 군대를 동원하여 국왕과 大臣들을 협박하여 강제로 체결하였다. 

② 고종은 을사조약안을 재가하지 않았다. 박제순의 조인은 私的인 행위일 뿐이다. 박제순이 조인한 을사조약은 僞造文書이다. 

③ 議政府 회의가 법에 규정된 대로 열리지 않았다. 

④ 中樞院에 諮問과 협의를 구하지 않았다. 

   (위의 ② ③ ④는 대한제국의 법 규정에 의해 처리하지 않았다는 것이기도 하다.) 

⑤ 萬國公法에 의하면 비준을 거쳐야 조약이 성립하는데 아직 비준하지 않았으므로 성립하지 않았다.  

  이러한 문제점을 제기하면서 이들은 다음과 같은 내용을 요구하였다. 

① 고종이 재가하지 않았음에도 조약을 체결한 5 大臣을 免職하고 처벌해야 한다. 

② 外部大臣을 교체해야 한다. 

③ 일본에 대해 을사조약을 환수하거나 폐기해야 한다. 

④ 강압에 의해 체결되었고 고종의 재가를 받지 않았기 때문에 외국에 대해 을사조약이 무효라고 선언해야 한다. 

⑤ 국왕은 을사조약을 비준하지 말아야 한다.  

  趙秉世 등은 상소가 받아들여질 때까지 궁궐에 머물러 있겠다고 하고 실제로 이틀 동안을 궁궐 내에 머물기도 하였다. 이들에 대해 고종은 궁궐 밖으로 黜送시키라고 지시하거나 법부로 하여금 구속 처벌하라고 지시하거나, 免官 조치를 취하기도 했다. 趙秉世 등은 일본 헌병대에 감금 당하기도 했다. 黜送門外 조치나 법부에 의한 구속 처벌 지시 등에 대해서도 상소자들은 무서워하지 않았기 때문에 그냥 내버려 두거나 오히려 면관 조치를 취소하고 원직 복직 조치를 취할 수밖에 없었다. 상소가 수그러들지 않았고 점차 在野元老人士들이 상소 운동에 참여하였다. 在野元老人士들의 상소가 올려지면서 상소의 내용은 약간의 차이를 보여서 법규정에 따른 처리를 주장하거나 세부적인 문제점을 지적하는 것보다는 5 大臣의 처벌과 조약의 破棄를 강하게 주장하고 있었다.  

  그럼에도 상소의 내용이 관철되지 않자 閔泳煥과 趙秉世가 自決하였다. 이들은 을사조약의 문제점을 지적하는 상소 운동의 핵심인물들이었다.   

  이러한 상황에 이르자 상소자들을 탄압하고 구속하는 것만으로 사태를 해결할 수가 없게 되었다. 상소에서 제기한 문제점들에 대해 답변하여 사태를 수습할 필요가 있었고 별달리 뾰족한 방법이 없었던 상황에서 5 大臣으로 하여금 상소를 올리게 했던 것이 아닌가 생각된다. 

  5 大臣 상소문의 문제점에 대해서는 자세한 분석이 이미 이루어졌기 때문에 여기서는 생략하기로 한다.5) 

  1905년 11월 19일부터 12월 16일까지 근 한 달 동안 李根命과 趙秉世를 疏頭로 하여 전개된 상소 운동이 제기한 문제점들에 대해 해명하는 방법은 여러 가지가 있을 수 있지만 가장 확실한 방법은 고종이 재가하였다는 證據公文書를 제시하는 것이다. 뒤에서 자세히 살펴보겠지만 그러나 고종은 을사조약안에 대해 재가한 적이 없었다. 議政府 회의를 거쳐서 奏本으로 上奏되지 않았기 때문이다. 

  을사조약안은 1905년 11월 16일 林權助 駐韓日本公使로부터 대한제국 외부에 공문으로 접수되었다. 당시 대한제국의 實定法에 의하면 공문을 접수한 외부는 을사조약안을 議案으로 첨부하여 請議書를 작성한 후 議政府로 보내서 議政府 회의에 부쳐야 한다. 議政府 회의에서 各部 大臣들은 자신들의 의사를 可否로 표시하고 議政府 회의록에 기록하고 中樞院의 자문과 협의를 거쳐 奏本을 작성하여 국왕에게 올린다. 이런 절차를 거쳐서 국왕은 비로소 재가를 하게 되고 만약 국왕이 재가하면 주한일본공사관에 국왕의 재가 사실을 공문으로 통보하고 실무 대표자들이 비로소 조인을 할 수 있게 되는 것이다. 만약 이렇게 원만한 처리 과정을 거치게 되면 조인 후에 비준서를 교환하는 것은 그다지 어렵지 않을 것이다.  

  을사조약안이 대한제국 외부에 공문으로 보내진 이후 만약에 이와 같은 과정을 순조롭게 거쳤다면 일본 측은 대한제국으로부터 받은 回信公文을 가지고 있을 것이고 그 공문에는 議政府 회의를 거쳤고 고종이 재가하였다는 사실이 분명하게 기록되어 있었을 터이다. 

  그러나 대한제국 外部는 議案과 請議書를 작성하지도 않았고, 議政府 회의 결과인 會議標題를 작성하지도 않았다. 따라서 奏本이 작성될 수 없었음은 물론이고 고종이 재가하고 싶어도 재가할 수 없는 상황이었던 것이다. 상소운동의 전개와 함께 원로들의 자결로 사태는 점점 꼬여가고, 국왕의 재가 사실을 입증할 증거 공문서가 없었던 일본으로서는 ‘逆賊’으로 여겨지고 있었던 5 大臣들로 하여금 해명하게 하는 방법을 취하게 되었던 것이라고 보여진다. 

2. 조약안의 처리 절차 

  위의 상소 중에서 우선 주목되는 것이 11월 25일에 올려진 農商工部大臣 權重顯의 상소이다. 먼저 그 중요 내용을 간추리면 다음과 같다. 

① 대체로 외국에서 본국과 조약을 체결할 수 있는 방법은 다음과 같습니다. 먼저 서울에 주재하는 공사를 통해 외부에 조회로 요청하고 정부에 제의를 하면 자문을 거쳐 모두 동의하기를 기다린 뒤에 首席大臣이 모두 모아 可決하고 다시 主任大臣과 함께 서명하여 문서로 聖上께 아뢰는 절차를 거칩니다. 그리고 聖上의 재가를 받은 뒤에 외부에 指令을 내려 관인을 찍는 것이니 이는 실로 바꿀 수 없는 법규입니다.6) 

② 이번에 한일 간의 조약 원고가 일본공사관에서 외부로 발송된 것이 이달 16일었는데 그 때는 아직 提案書가 정부에 도착한 것을 보지 못하였습니다. 17일 榻前에서 회의하면서 아뢸 때에는 단지 들은 것에 의거하여 所懷를 말하였을 뿐입니다. 그러다가 일본 공사가 휴게실에 들어와 기다릴 때에서야 參政大臣 이하가 시간을 넘겨 가며 어지러이 의논하였고 뒤이어 일본 대사가 와서 모임에 참가하여 여러 의견을 듣기를 원하는 정도에 불과하였고 可否를 기록하거나 날인하는 등의 뒤에 증거가 될 만한 행적을 벌인 적은 없었습니다....... 이것이 얼마나 중대한 사건인데 성상의 재가를 거치지도 않고 갑자기 조인해서 서로 교환한단 말입니까.7) 

  위 내용 중 ① 부분은 당시 대한제국이 실정법에 규정되어 있는 조약안의 처리 절차를 아주 잘 요약하고 있다. ② 부분은 議政府에 의안이 제출되지 않았다는 것, 따라서 17일의 御前會議는 ‘의견 청취’ 정도의 자리였지 증거가 될 만한 행위를 하는 자리는 아니었다는 것을 말해 주고 있다. 그리고 고종의 재가를 받지 않았다는 사실도 분명하게 밝히고 있다. 

  이 상소는 12월 16일에 올려진 5 大臣 상소에 聯名한 大臣 중의 하나인 權重顯이 올렸다는 데에서도 주목할 필요가 있다. 5 大臣上疏나, 調印始末, 伊藤博文復命書 등에는 어전회의에서 고종이 어떤 발언을 했는지, 어전회의 이후 各部 大臣들의 찬성여부는 어떠했는지 등에 대해서 자세하게 기록하고 있다. 

  그러나 조약안이 11월 16일 대한제국 외부에 공문으로 보내진 이후 당연히 거쳐야 하는 처리 절차(議政府 회의에 의안으로 제출, 회의, 가부 표결, 中樞院 자문, 奏本 작성과 고종의 재가 등)를 모두 거치지 않았다는 것과 17일 하야시 공사와 이토 대사가 주관한 ‘회의’가 구두로 의견을 청취하는 자리였다는 사실을 알려주고 있다. 고종의 발언의 사실 여부(예를 들어 협상 지시 등)나 조약안에 찬성한 大臣이 누구인가를 따지는 것이 무의미해진다. 뿐만 아니라 林公使와 伊藤博文가 주관한 ‘회의’의 결과가 어떻든 간에 당시 대한제국의 법 규정에 따라 문서로 정리되어야만 비로소 회의 결과가 효력을 갖는다는 사실도 알 수 있을 것이다. 

  당시의 법률에 따르면 국제조약은 議政府 會議를 거쳐서 ‘上奏裁可’한다고 규정되어 있다.8) 당시 議政府 회의의 절차는 議政大臣의 開會, 參贊의 議案 조사 提出, 提議한 大臣의 제출 이유 설명, 회의(토론, 설명, 질문, 답변), 可否 標題, 議政大臣의 閉會, 原案에 討論 筆記와 標題 記載, 經議上奏案 서명(議政大臣과 主任大臣), 재가 안건에 御押과 御璽를 찍음, 官報 頒布 등의 절차를 거쳐서 마무리되었다.9) 이 과정에서 主務大臣이 안건과 請議書를 주무부서의 公用用紙에 작성하고, 議政府 회의를 거쳐 그 결과가 회의표제로 작성된다. 이들 세 문서는 議政府 회의록으로 보관되는데 문서철의 순서는 ①會議標題 ②請議書 ③案件 등으로 정리된다.10) 

  林 공사로부터 공문으로 보내온 을사조약안 역시 이러한 議政府會議規程에 따라서 처리되어야 마땅하다. 駐韓日本公使 林權助가 대한제국 外部大臣 박제순에게 을사조약안을 공식적으로 보낸 것은 11월 16일이었다.11) 박제순 外部大臣은 이 공문을 접수하고 외부 용지에다 의안을 작성하여 議政府會議에 부쳐야 한다. 을사조약안이 만약 議政府 회의를 통과하면 中樞院의 자문을 거쳐서 奏本으로 국왕에게 올려질 것이다.  

  을사조약안이 대한제국의 법 규정에 따라 공식적으로 처리되었다면 1905년 11월 17일자 議政府 회의에 관한 기록은『議政府會議案』(奎 17760)이나 『奏本』(奎 17703)에 철해져 있어야 한다. 그런데 1905년 11월 17일자 議政府 회의에 관한 기록은 위의 두 자료에서 도저히 찾을 수가 없다. 

  고종에게 상주하여 재가를 받은 안건으로 을사조약과 가장 가까운 때에 처리된 것이 1905년 11월 8일자 中樞院官制改正件이다. 中樞院官制改正件의 奏本은 1906년 11월 8일자 ‘奏本 제157호’로 上奏되어 裁可를 받았다. 이 ‘奏本 제157호’를 여기에 옮겨 놓으면 다음과 같다(이미지 참조).12) 

   

奏本第百五十七號 

議政府參政大臣臣韓圭卨 

奏本年十一月八日以參政大臣臣韓圭卨請議中樞院 

  官制改正事 

勅令案已經會議標題可否另具粘附幷呈原案伏 

  候 

聖裁 

  光武九年十一月八日奉 

旨制曰可 

  臣韓(手決)13) 

(勅命之寶) 

  參政大臣 韓圭卨이 청의한 中樞院官制改正件을 議政府會議를 거쳐 가부를 표제하여 칙령안과 함께 參政大臣 韓圭卨이 上奏하니 성상의 재가를 바란다고 하였고, 이에 대해“분부하여 말씀하시기를 可라 하였다(制曰可)”는 것이다. “制曰可”라는 부분을 자세히 보면 새로 써넣었음을 알 수 있다.  

  을사조약안의 경우 고종의 재가를 받지 않았다고 하는 것이 바로 이 부분이다. 議政府 회의를 통과하였다면 당연히 奏本이 작성되었을 것이고 이 주본의 “制曰可”부분에 고종의 의사가 표시되어 있을 것이다. 그런데 누누이 얘기했다시피 공식적인 議政府 회의를 거치지도 않았고14) 따라서 주본이 작성될 수도 없었기 때문에 을사조약안에 대해 고종이 재가할 수가 없었던 것이다. 그리고 고종이 재가하지 않았기 때문에 박제순 外部大臣은 林公使에게 공문으로 회신할 수 없었던 것이다. 

  다시 여기에 첨부된 議政府 會議標題와 中樞院官制改正請議書, 中樞院官制改正勅令案을 차례로 살펴 보자(이미지 참조). 먼저 회의표제를 옮겨보면 정해진 양식에다 안건의 제목과 참석자, 可否 등을 써넣었음을 알 수 있다.15)   

  議政府會議規程에 따라 을사조약안이 만약 議政府 회의에서 논의되고, 논의 결과가 회의 표제에 기재되었다면 을사조약안에 대해 누가 찬성하였는지, 반대하였는지가 분명해질 것이다. 일본 측 기록에서 한국 政府大臣의 찬성 여부를 확인할 필요가 없어질 뿐만 아니라 법적 책임 소재 역시 확실해질 것이다. 11월 16일 하야시 공사가 외부로 보내온 을사조약안도 안건으로 첨부되어 있었을 것이다. 

  을사조약안이 議政府회의에서 공식적으로 다루어졌다고 한다면 『議政府會議案』(奎 17760) 이라는 문서철에 ①회의표제 ②청의서 ③안건(조약안)으로 철해져 있거나, 만약 고종의 재가를 받았다면 『奏本』(奎 17703)이라는 문서철에 ①주본(‘制曰可’라는 표시가 있을 것이다) ②회의표제 ③청의서 ④안건(조약안)이라는 묶음으로 철해져 있어야 한다. 그런데 『議政府會議案』(奎 17760) 과 『奏本』(奎 17703)에 이 기록은 전혀 보이질 않는다. 고종의 재가를 받은 주본으로는 1905년 11월 8일자 제157호 中樞院官制改正件과 12월 9일자 제158호 度量衡製造所職制及實施局職制件이 실려 있을 뿐이다. 따라서 을사조약안에 고종이 재가하였다는 사실을 기록으로 뒷받침할 수는 없다. 

  을사조약안은 대한제국 議政府회의에서 공식적으로 논의, 처리되지 않았고 따라서 고종의 재가를 받았다는 것도 있을 수 없는 일이었다. 다만 伊藤博文와 林權助公使의 협박에 못 이겨서 大臣會議나 御前會議가 열리고 그 회의에서 구두로 논의된 것이 사실일 수는 있을 것이다. 하지만 당시의 국무 처리규정과 절차에 따라서 처리하여 관련 공문서가 완전히 갖추어질 때까지 일본 측은 기다렸어야 한다. 시간이 걸리더라도 박제순이 조약안을 회의 안건으로 議政府에 올리고, 議政府회의 소집권자가 회의를 소집해서 협의 토론하여 可否를 결정한 후 中樞院의 자문을 받은 후 고종황제에게 상주하여 재가를 받을 때까지 기다렸어야 한다. 이런 과정을 정상적으로 거쳐서 공식 기록을 남겼더라면 고종의 재가 여부를 확인하는 일은 별로 어렵지 않았을 것이다. 고종 역시 을사조약을 비준하지 않고 버티기도 어려웠을 것이다. 

  그런데 伊藤 特使는 11월 16일 박제순을 제외한 政府大臣과 元老大臣을 설득하기 위해서 이들을 자신의 숙소로 불렀고, 11월 17일 林公使는 政府大臣을 일본공사관으로 불렀다. 한국 政府大臣會議를 伊藤博文의 숙소와 일본공사관에서 개최한다는 것도 이상하고, 일본의 특사와 전권대표가 회의를 소집하고 주재하는 것도 이상하다(議政府會議規程에 의하면 의정부회의는 議政大臣이 소집한다). 뿐만 아니라 大臣들이 결정할 문제가 아니고 황제가 결정해야 할 문제라는 결론에 도달했을 때 소위 어전회의를 여는데, 그 어전회의 역시 林公使와 伊藤博文가 소집(?)하였다. 이런 회의에서 대다수의 大臣이 조약안에 찬성하였다고 해서 과연 그것이 효력을 가질 수 있을 것인가? 

  게다가 위에서 확인하였듯이 11월 16일과 17일 伊藤博文의 숙소와 일본공사관, 慶運宮에서 열린 한국 政府大臣회의와 어전회의의 공식회의록은 없고 다만 發言要旨만이 일본 측에 의해서 정리되어 伊藤博文復命書, 5大臣 상소문 등에 기록되어 있다. 지금까지 연구자들은 당연하다는 듯이 이 자료들을 이용해 왔다. 그러나 이것은 일본 측이 남긴 기록일 뿐이지, 대한제국 정부의 공식기록, 법적 효력을 갖는 기록은 아니다. 당시 회의에서 논의되고 결정된 내용이 있는 그대로 정리되었다고 볼 수도 없다.   

  더욱이 경운궁에서 열리는 어전회의에 일본인 통역과 실무자 이외에도 長谷川好道 韓國駐車軍司令官, 佐藤 憲兵隊長, 丸山重俊 警務顧問 등이 함께 참석하였다는 것은 이상한 일이 아닐 수 없다. 한국의 議政府회의(또는 政府大臣會議)에 왜 이들이 참석해야 하는가? 

  伊藤博文와 林權助가 소집한 政府大臣會議를 설령 인정할 수 있다고 하더라도 을사조약안 처리 과정에서 또다른 문제가 야기되어 있었다. 중추원 자문 절차를 빠트렸던 것이다. 1905년 2월 26일 勅令 第12號 中樞院官制에 의하면 “議政府로서 諮詢하는 法律 勅令 制定 廢止 或 改正에 關한 事項”을 “審査 議定”한다고 되어 있었고 1905년 10월 24일 勅令 第46號 中樞院官制改正件에서 이 條項은“議政府로서 諮詢하는 軍國重要事項과 法律 勅令 制定 廢止 或 改正에 關한 事項”으로 개정되었다.16) “法律 勅令 制定 廢止 或 改正에 關한 事項”이라고 규정하기만 해도 국제조약을 처리할 때 中樞院의 자문을 거쳐야 하지만 이제 “軍國重要事項”을 더 집어넣었기 때문에 국제조약을 처리할 때 중추원의 자문을 거치지 않을 수가 없게 되었다. 그런데 연구자들이 인용하고 있는 을사조약 관련 자료들 속에서 을사조약을 처리할 때 중추원의 자문을 거쳤다는 기록은 아직은 어디에서도 찾을 수 없다.  

맺음말 

  伊藤博文나 林權助가 主宰하는 회의에서 高宗과 政府大臣들이 구두로 얘기하는 것은 비교적 자유롭다고 할 수 있다. 조약안의 처리 절차가 국내법에 규정되어 있었기 때문에 구두로 회의하였다고 해도 뒤에까지 효력을 갖기 위해서는 문서로 작성되고 최종적으로 국왕의 재가를 거쳐야 한다는 것을 고종과 대신들이 잘 알고 있기 때문이다. 

  다시 말해서 을사조약안을 고종이 재가하였다고 말하기 위해서는 ① 外部大臣이 작성한 請議書와 議案 ② 議政府 會議標題 ③ “制曰可”라고 쓰여져 있는 奏本 ④ 中樞院 諮問을 위해 往復한 公文書 등의 關聯文書가 原本으로 확인되어야 하는 것이다. 그러나 ① ~ ④ 까지 중에서 단 한 가지의 文書도 아직까지는 발견되지 않고 있다. 따라서 을사조약안은 고종이 재가하지 않았다고 말할 수 있다. 이들 문서가 한국 측의 공문서이기 때문에 혹시라도 일부러 없애버릴 수도 있다. 그러나 ① ~ ④의 공문을 생산하였다면 일본공사관으로 이러한 사실을 통보했을 것이고 일본 측은 그 공문을 가지고 있을 것이다. 고종이 재가하지 않았다고 주장하는 수많은 상소가 올려질 때 일본 측이 대한제국이 회신한 공문 하나만 공개해도 꼼짝 못하게 할 수 있었을 것이다.     

  여기서 우리는 고종의 협상지시설의 함정에 주의할 필요가 있다. 고종이 협상을 지시했다고 해서 곧 조약안을 재가한 것은 아니라는 사실이다. 상대방 국가가 조약안을 제시했을 때 긍정적인 방향이든 부정적인 방향이든 주권자는 협상을 지시할 수는 있는 것이다. 다만 협상 지시부터 비준까지의 일련의 과정이 당시 대한제국의 법 규정에 따라 처리되어 관련 문서를 작성, 보존하였는가 하는 것이 문제일 것이다. 고종이 협상을 지시했다고 하여 고종이 마치 을사조약안에 찬성하는 입장을 가지고 있었던 것으로 몰고 가는 것은 또다른 왜곡일 뿐이다. 

  만약 고종이 을사조약안에 찬성하는 입장을 가지고 있었고, 성공적으로 체결될 수 있도록 협상하라고 지시했다면 대한제국의 법령에 규정되어 있는 절차에 따라 처리했을 것이고 관련 문서를 남기지 않을 이유가 없는 것이다. 주권자인 고종이 찬성을 하는데 관련 공문서를 재가하지 않을 수는 없을 것이기 때문이다. 

  또한 5 大臣 상소문을 분석할 때 중요한 포인트 중의 하나가 을사조약에서 고종의 역할은 伊藤博文의 역할에 따라 달라질 수 있다는 점이다. 양국이 대등한 관계에서 자유롭게 협상을 할 수 있는 상황에서 5 대신 상소문에서처럼 고종이 발언을 했다면 당연히 고종에게 책임이 있는 것이지만 伊藤博文가 군대 동원과 뇌물 공여 등을 통해 고종을 노골적으로 협박하는 그런 상황에서 나온 발언이라면 그것은 전적으로 고종에게 책임지울 일은 아니다. 


1) 운노 후쿠쥬, 「한국병합의 역사인식」 『한국병합 성립하지 않았다』 (이태진 편저, 太學士) 155~8, 163-5쪽. 
2) 이태진, 2000 〈약식조약으로 어떻게 국권을 이양하는가〉《한국병합, 성립하지 않았다》
3) 이태진, 2005 〈1905년 「保護條約」에 대한 高宗皇帝의 協商指示說 批判〉《歷史學報》185집, 107~138쪽.
4) 《秘書監日記》 高宗 42년 10월 23일부터 11월 20일까지 上疏者를 정리한 것이다. 을사조약 때문에 사직 상소를 올린다고 생각되어도 상소 내용에 을사조약 관련 내용이 없을 경우, 그리고 상소 내용이 기재되어 있지 않은 경우는 정리하지 않았다. 
5) 이태진, 2005 〈1905년 「保護條約」에 대한 高宗皇帝의 協商指示說 批判〉《歷史學報》185집, 107~138쪽.
6) 大抵 外國之於本國 有可以締結條約者 則先由駐京公使 照請于外部 提議于政府 對其洵謀僉同 首席大臣都聚可決 再與主任大臣 聯署經奏 蒙有上裁然後 指令于外部 乃行交印 實不易之規也
7) 此次韓日約稿之自日館送交于外部 在於本月十六日 而尙未見提案之到于政府者 十七日榻前會奏 只是憑所聞陳所懷而已 而及其日使之入待于休憩室也 參政大臣以下議論 踰時紛紜 而同國大使隨後來會 願聞群議 當此時口頭辯論 要不過智識交換 而曾無題籤捺章等憑後之跡 ...... 是果何等大事件 而不由上裁 輒行鈐換乎
8) 「勅令第八號 議政府官制」(1905년 2월 26일) 제8조에 “左開 事項은 會議를 經 後 上奏裁可이라”고 되어 있고 모두 12개 사항 중 네 번째에 “國際條約 及 重要한 國際條件에 關한 事項”이 들어 있다. 서울대학교 도서관, 奎章閣자료총서 금호시리즈 근대법령편, 『勅令』下, 10-11쪽 참조.
9) 「勅令第33號 議政府會議規程」(1905년 5월 31일) 第6條. 서울대학교 도서관, 奎章閣자료총서 금호시리즈 근대법령편, 『勅令』下, 52-53쪽 참조.
10) 議政府 회의록은 奎章閣에 여러 종 소장되어 있다. 1905년도 議政府 회의록은『議政府會議案』13책(奎 17760)으로 남아 있다. 이 회의록은 議政府 회의를 거쳐서 확정이 되었지만 국왕에게 상주하여 처리할 필요가 없이 議政府의 회의 결과만으로 결정, 시행되는 안건들을 묶고 있다.
11) 『日案』(奎 18058) 제 41책의 ‘公文 제152호’. 이 공문에는 별지에 4개조의 조약안이 일본어본과 한글 번역본으로 첨부되어 있다. 공문과 별지에는 朱書로 “極秘”라고 쓰여 있다. 
12) 서울대학교 奎章閣, 奎章閣자료총서 금호시리즈 議政府篇, 『奏本 8』, 422쪽.
13) 議政府會議規程에 의하면 議政大臣과 主任大臣이 副署한다고 하였다. 이 때에는 議政大臣이 임명되지 않았고 또 參政大臣이 請議한 主任大臣이라서 韓圭卨 參政大臣만 署名하고 있다. 
14) 伊藤博文나 林權助가 주관하는 大臣회의를 대한제국의 공식적인 議政府會議로 볼 수 있는지에 대한 논의도 필요하다.
15) 光武(九)年(十一)月(八)日議政府會議
事項(參政大臣請議中樞院官制中改正事勅令案)
議政大臣    (공란)   (未差)

參政大臣    (韓圭卨) (請議)

外部大臣    (朴齊純) (可)

內部大臣    (李址鎔) (實病不參)

度支部大臣  (閔泳綺) (依議)

軍部大臣    (李根澤) (陳疏)

法部大臣    (李夏榮) (依議)

學部大臣    (李完用) (可)

農商工部大臣(權重顯) (可)

進參(六)人 可(六)人

不參(二)人 否(0)人

16) 『勅令』(奎 17706) 第14, 15冊
官僚儒生層の上疏で提起した乙巳条約の問題点と対策
李相燦（ソウル大学校人文大学国史学科教授）
はじめに

　乙巳条約（第二次日韓協約：訳者）当時、主権者は皇帝であったため、高宗が裁可したかどうかの有無が、条約成立にとても重要であるという事実は今更珍しいことではない。乙巳条約っを高宗が裁可する最も良い方式は、条約締結の権限を文書で委任し、調印された条約案を批准することである。条約案には全権代表が捺印し、批准書に高宗が署名・捺印した後、批准書を交換することが最も確実な方法である。この場合、高宗は委任状、批准書に捺印するだけではなく、国内法で規定された条約案の処理手続きに従って生産される文書を「裁可」することになるであろう。可能ならば、草案から修正案、確定案まで裁可をすればもっとも確実であろう。

　だが、広く知られているとおり、乙巳条約は委任と批准の過程が省略されている。これについて海野福寿は、乙巳条約が政府間協定の形式によって締結された国際約束で、全権委任状を発給せず「勅命」によって交渉を行い調印するようにしたが、高宗が交渉の「勅命」を出したし究極的に裁可したと見られると主張した
。高宗が条約案を裁可したと主張する日本側研究者は、『駐韓日本公使館記録』の「日韓協約調印事情報告ノ件」と『日本外交文書』の「伊藤特派大使復命書」を主に引用している。
  だが、大韓帝国国内法が条約案の処理過程について規定しているため、条約のないように対する高宗の裁可可否は大韓帝国の公文書で確認する必要がある。この問題に最初に注目したのは、李泰鎮である
。
  大韓帝国国内法に規定された条約案の処理手続きに注目せず、原田環は高宗が肯定的に協商するよう支持した結果、乙巳条約を成功裏に調印することができたと主張した。1905年12月16日の5大臣上疏文を主要材料とし、高宗がいかにも乙巳条約に賛成したように巧妙に歪曲し高宗の裁可可否問題から抜け出している。これに対して李泰鎮は5大臣上疏文を再検討し、日本側の影響力によって作成され、事後歪曲が行われたことを明らかにし、原田環の主張に反駁した
。
  一方、乙巳条約直後の11月19日から5大臣上疏文があげられる12月16日まで、乙巳条約が持つ問題点を条目ごとに指摘する官僚及び儒生層の上疏運動が展開された。原田環が根拠としている5大臣上疏文の内容分析も重要ではあるが、11月19日以後展開された上疏運動で主張し要求している内容を整理してみると、5大臣上疏文が出ることになったほかの背景をすぐに理解することになる。また一連の上疏にも国内法手続きに従って条約案を処理していない問題がしてきされているため、ここでは11月19日以降の上疏の主要内容を分析し、国内法規定に従って処理するときに生じる文書の具体的な事例を見てみようと思う。
１．乙巳条約直後、上疏運動の展開

　1905年11月19日より乙巳条約処理過程の、問題点に対する上疏があがりはじめた。趙秉世と李根命を 疏頭とし、一連の上疏があげられた。12月16日、5大臣が上疏するまで、日付別に上疏者を整理すると以下のとおりである
。
11月19日：宮内府特進官 李根命
11月20日： 秘書監卿・李愚冕、帝室会計審査局長・朴鏞和
11月21日： 正二品・朴箕陽,、社稷署提調・朴鳳柱
11月23日： 中枢院議長・閔種黙等、前秘書院丞・尹斗炳、趙秉世(稟達)
11月24日 ： 議政府参贊・李相卨
11月25日： 農商工部大臣・権重顕、中枢院参議・李建夏、従一品・李裕承、従二品・朴斎斌、社稷署提調・朴鳳柱,、侍従院副卿・徐相喬、学部編集局長・李鍾泰、秘書監郞・鄭鴻錫、法官養成所教官・丁明燮等、前秘書院丞・尹斗炳、秘書監郞・高鼎柱、奎章閣直閣・申性均、前侍讀・姜遠馨、法部主事・安秉瓚 
11月26日： 宮内府特進官・趙秉世等、判敦寧司事・趙秉式、中枢院参議・閔泳奎、法官養成所教官・丁明燮等、正三品・洪祐晳、正三品・安鍾和、奎章閣学士・李容泰、正二品・朴箕陽、侍講院侍讀・朴齊璜、正三品・尹秉 
11月27日 ： 宮内特進官・趙秉世、従一品・李根秀、中枢院参議・洪淳馨、表勳院摠裁・朴定陽、崔在学、前秘書院丞・李渭來 
11月28日： 侍従府武官長・閔泳煥、判敦寧司事・趙秉式等、秘書監卿・李愚冕等、宮内府大臣・李載克、判敦寧司事・趙秉式、従一品・金宗漢、平理院裁判長・厳柱益、成均館教授・李商永等、前内部主事・盧鳳洙、秘書監丞・李明翔
11月29日 ： 崔益鉉
11月30日 ： 領敦寧司事・沈舜澤、宮内府大臣・李載克、禮式院掌禮卿・金完秀、侍従二品・李南珪
12月 1日 ： 領敦寧司事・沈舜澤、正一品・趙秉世、正一品・李根命等
12月 2日 ： 宮内府特進官・李根命、領敦寧司事・趙秉世遺疏
12月 3日 ： 判敦寧司事・趙秉式
12月 5日 ： 郭鍾錫、宋秉璿、宮内府特進官・李根命
12月 7日 ： 宮内府特進官・李根命、領敦寧司事・沈舜澤、田愚
12月8日 ： 侍従院卿・閔泳徽、侍従武官長・李鍾鍵、議政府参贊・李相卨、外部交涉局長・李始榮、軍部參謀局長・権泰益
12月14日 ： 郭鍾錫
12月16日 ： 郭鍾錫、宗廟署提調・尹泰興、 五大臣(李完用、朴齊純、李址鎔、権重顕、李根澤)
　彼らは上疏にて、乙巳条約の処理過程で多くの問題点があると主張しているが、その内容を整理すると以下のとおりである。
　①軍隊を動員し国王を大臣を脅迫し、強制的に締結した。

　②高宗は乙巳条約案を差異化しなかった。朴斎純の調印は私的な行為である。朴斎純が調印した乙巳条約は偽造文書である。

　③議政府会議が法に規定されたとおり開かれなかった。

　④中枢院で諮問と協議を求めなかった。（上②、③、④は大韓帝国の法規定によって処理されなかったということでもある）
　⑤万国公法によれば、批准を経てこそ条約が成立するが、まだ批准していないため成立していない。

　このような問題点を提起しながら、彼らは次のような内容を要求した。

　①高宗が裁可しなかったにもかかわらず、条約を締結した5大臣を免職し処罰しなければならない。

　②外部大臣を交替しなければならない。

　③日本に対し乙巳条約を還収または廃棄しなければならない。

　④強圧によって締結され、高宗の裁可を受けなかったため、外国に対して乙巳条約が無効であると宣言しなければならない。

  ⑤国王は乙巳条約を批准してはならない。

　趙秉世らは上疏が受け入れられるまで王宮に留まっているとし、実際に2日間王宮に留まっていた。彼らに対し高宗は王宮の外に退出させよと指示したり、法部によって拘束・処罰せよと指示したり、免官措置をとったりもした。趙秉世らは日本憲兵隊に換金されたりもした。退出門外措置や法部による拘束処罰指示等についても、上疏者は恐れなかったため、そのまま放っておいたりむしろ免官処置を取り消し原則として復職措置を取るしかなかった。上疏が静まらず、だんだんと在野元老人士らが上疏運動に参加した。在野元老人士の上疏が上げられるにしたがって、上疏の内容は若干の差を見せ、法規定に従った処理を主張したり、細部的な問題を指摘するというよりは、⑤大臣の処罰と条約の破棄を強く主張していた。

　にもかかわらず、上疏の内容が貫徹されないとあって、閔泳煥と趙秉世が自決した。彼らは乙巳条約の問題点を指摘する、上疏運動の核心人物であった。

　このような状況になって、上疏者を弾圧し拘束するだけでは事態を解決することができなくなった。上疏で提起した問題点に対し答弁する必要があったし、別の方法がなかった状況から、5大臣をして上疏をあげるようにしたのではなかったかと思われる。

　5大臣上疏文の問題点については、仔細な分析が既に行われているため、ここでは省略する
。

　1905年11月19日より12月16日まで1ヶ月近くにわたって、李根命と趙秉世を筆頭にし展開された上疏運動が提起した問題点について解明する方法はいくつかあるが、最も確実な方法は高宗が裁可したという証拠公文書を提示することである。後ほど詳細にみることにするが、高宗は乙巳条約案について裁可したことはなかった。議政府会議を経て奏本として上奏されなかったためである。

　乙巳条約案は1905年11月16日、林権助・駐韓日本公使から大韓帝国外部に公文として受け付けられた。当時、大韓帝国の実政法によれば、公文を受け付けた外部は乙巳条約案を議案として添付し請議書を作成した後、議政府に送り議政府会議の決裁を受けなければならない。議政府会議で各部大臣は、各自の意思を可否で表示し、議政府会議録に記録する。通過した場合、中枢院の諮問と協議を経て奏本を作成し国王に上げる。このような手続きを経て、国王はようやく裁可をすることになり、もし国王が裁可すれば駐韓日本公使館に国王の裁可の事実を公文で通報し、ようやく調印することができるのである。そしてこのような円満な処理過程を経たならば、調印後に批准書を交換することはそう難しくなかったはずである。

　乙巳条約案が大韓帝国外部に公文として送られて後、もしこのような過程を円満に経ていたならば、日本側は大韓帝国から受けた回信公文を持っているはずであるし、その公文には当然、議政府会議結果と共に高宗の裁可の事実がはっきりと記録されていたであろう。

　だが大韓帝国は外部で議案と請議書を作成しなかったし、議政府会議結果である会議表題を作成もしなかった。したがって奏本が作成されなかったのはもちろん、高宗が裁可したくても裁可できない状況であった。上疏運動の展開と共に、元老の自決によって事態はだんだんと深刻化し、国王の裁可事実を立証する証拠公文書がなかった日本は、「逆賊」として扱われていた5大臣をして、解明させる方法をとったものと思われる。その内容は言うまでもなく、上疏運動でその間提起していた問題点について、事実を歪曲するものであった。
２．条約案の処理手続き

　上述の上疏中でまず注目されるのが、11月25日付の農商工部大臣・権重顕の上疏である。まず、その内容を簡単に整理すると以下のとおりである。
　①大体、外国で本国と条約を締結できる方法は、以下のとおりです。まず、ソウルに駐在する公使を通じて外部に照会を要請し、政府に提議をすれば諮問を経て全員の同意を待った後、主席大臣がすべて集めて可決し再び主任大臣と署名し、文書で聖上にお伺いするという手続きを経ます。そして聖上の裁可を受けた後、外部に指令を下し官印するのでこれは変えることができない法規です
。

　②今回、日韓間の条約原稿が日本公使館から外部に発送されたのが、今月16日でしたがそのときはまだ議案書が政府に到着したのを見ることができませんでした。17日、榻前で会議しお伺いするときには、ただ聞いたことによって所懐を言ったに過ぎません。そうしていると日本公使が休憩室に入り待つときに、参政大臣いかが時間を過ぎてまで色々議論し、続いて日本大使が来て集まりに参加し色々な意見を聞くことを望む程度に過ぎず、可否を記録したり捺印する等の後に、証拠となるような行跡を行ったこともありませんでした。…これがどれほど重大な事件であるか、聖上の裁可を経もせず急に調印し、お互い交換したというのですか
。
　上記の内容中、①部分は当時大韓帝国が実政法に規定されている条約案の処理手続きをとてもよく要約している。②部分は議政府に議案が提出されなかったこと、したがって17日の御前会議は「意見お伺い」程度の場であり、証拠となるような行為をする場ではなかったということを示している。そして、高宗の裁可を受けていないという事実も、明らかにしている。

  この上疏は12月16日にあげられた、5大臣上疏に連名した大臣の中の一人である、権重顕が上げたということにも注目する必要がある。5大臣上疏や調印始末、伊藤博文復命書等には、御前会議で高宗がどのような発言をしたか、御前会議後、各部大臣の賛成可否はどうであったのか等について、詳細に記録している。
　だが、条約案が11月16日、大韓帝国外部に公文として送られた後、当然経なければならない処理手続き（議政府会議に議案として提出、会議、可否評決、中枢院諮問、奏本案作成と高宗の裁可等）をすべて経なかったということと、17日林公使と伊藤大使が主観した「会議」が口頭で意見を聞き取る場であったという事実を示している。高宗の発言の事実有無（例えば協商指示等）や、条約案に賛成した大臣が誰であるかを追うのは無意味となる。のみならず、林公使と伊藤が主管した「会議」の結果がどうであれ、当時大韓帝国の法規定に従って文書で整理されてこそ会議の結果が効力を持つという事実も解るであろう。

　当時の法律に従えば、国政条約は議政府会議を経て、「上奏裁可」すると規定されている
。当時、議政府会議の手続きは議政大臣の開会、参賛の議案調査提出、提議した大臣の提出理由説明、会議（討論、説明、質問、答弁）、可否標題、議政大臣の閉会、原案に討論筆記と標題記載、経議上奏案署名（議政大臣と主任大臣）、裁可案件に御印と御璽を押す、官報頒布等の手続きを経て終わった
。この過程で主務大臣が案件と請議書を主務部署の公用用紙に作成し、議政府会議を経てその結果が会議標題として作成される。これら3文書は議政府会議録に保管されるが、文書綴の順序は①会議標題、②請議書、③案件等に整理される
。
  林公使から公文として送られてきた乙巳条約案もやはり、このような議政府会議規定に従って処理されるべきであった。駐韓日本公使・林権助が大韓帝国外部大臣・朴斎純に乙巳条約案を公式的に送ったのは、11月16日であった
。朴斎純外部大臣は、この公文を受け付け、外部用紙に議案を作成し、議政府会議に送らなければならない。乙巳条約がもし議政府会議を通過すれば、中枢院の諮問を経て奏本として国王に上げられていたであろう。
  乙巳条約案が大韓帝国の法規定に従って、公式的に処理されたならば1905年11月17日付、議政府会議に関する記録は『議政府会議案』（奎 17760）や『奏本』（奎 17703）に綴られていなければならない。だが、1905年11月17日付議政府会議に関する記録は、両資料から探すことができなかった。

　高宗に上奏し裁可を受けた案件として、乙巳条約と最も近いときに処理されたものは、1905年11月8日付、中枢院官制改正の件である。中枢院官制改正の件の奏本は、1906年11月8日付「奏本第157号」として上奏され、裁可を受けた。「奏本第157号」をここに引用すると、以下のとおりである。（イメージ参照）

奏本第百五十七號
議政府參政大臣臣韓圭卨
奏本年十一月八日以參政大臣臣韓圭卨請議中樞院
  官制改正事
勅令案已經會議標題可否另具粘附幷呈原案伏
  候
聖裁
  光武九年十一月八日奉
旨制曰可
  臣韓(手決)

(勅命之寶)
　参政大臣・韓圭卨が請議した中枢院官制改正の件を、議政府会議を経て可否を標題し、勅令案と共に参政大臣・韓圭卨が上奏するので聖上の裁可を願うとし、これについて「吟味して仰るに可とされた（制曰可）」となっている。「制曰可」という部分を詳しく見ると、新しく書き加えたということがわかる。
　乙巳条約案の場合、高宗の裁可を受けなかったといえるのが、まさにこの部分である。議政府会議を通過したのであれば、当然、奏本が作成されたはずであり、この奏本の「制曰可」の部分に高宗の意思が表示されているはずだ。だが、これまで話したとおり、公式的な議政府会議を経ず
、したがって奏本が作成されるはずもなかったので、乙巳条約に対して構想は裁可することができなかったのである。そして高宗が裁可しなかったため、朴斎純外務大臣は、林公使に回答することができなかったのである。
　再びここに添付された議政府会議標題と中枢院官制改正請議書、中枢院官制改正勅令案順に見てみよう。（イメージ参照）まず、会議標題を見ると、定められた様式に案件の題目と参加者、可否等を書き込んでいたこことがわかる。

　議政府会議規定に従って、乙巳条約がもし議政府会議で議論され、議論結果が会議標題に記載されたならば、乙巳条約案について誰が賛成したのか、反対したのかが明らかになるであろう。日本側の記録から韓国政府大臣の賛成可否を確認する必要がないだけでなく、法的責任所在もやはり確実となるであろう。また、11月16日林公使が外部に送った乙巳条約案を案件として添付したであろう。

　乙巳条約案が議政府会議で公式的に扱われたならば、『議政府会議案』(奎 17760)という文書綴に、①会議標題、②請議書、③案件（条約案）として綴られていたり、もし高宗の裁可を受けたならば『奏本』（奎 17703)という文書綴に①奏本（「制曰可」という表示があるはず）、②会議標題、③請議書、④案件（条約案）というまとまりで、綴られていなければならない。だが、『議政府会議案』(奎 17760)と『奏本』（奎 17703)に、乙巳条約に関連する記録が全く見られない。高宗の裁可を受けた奏本としては、1905年11月8日付第157号と、12月9日付第158号が載っているだけである。したがって、乙巳条約案に高宗が裁可したという事実を、記録で裏付けることはできない。

　乙巳条約案は、大韓帝国議政府会議で公式的に議論、処理されなかったし、したがって高宗の裁可を受けたということもありないことであった。ただ、伊藤と林公使の脅迫に勝てず大臣会議や御前会議を開き、その会議で口頭で指示したことが事実では有り得るのである。だが、当時の国務処理規定と手続きにしたがって処理し、関連公文書が完全に揃うまで日本側は待たなければならない。時間がかかっても、朴斎純が条約案を会議案件として議政府に上げ、議政府会議招集権者が会議を招集し協議討論し可否を決定した後、中枢院の諮問を受けた後、高宗皇帝に上奏し裁可を受ける時まで待たなければならない。このような過程を正常的に経て、公式記録を残したならば、高宗の裁可可否を確認することは特に難しくなかったであろう。高宗やはり乙巳条約を批准せず、持ちこたえることも難しかったであろう。
  だが、伊藤特使は11月16日、朴斎純を除いた政府大臣と元老大臣を説得するため宿舎へ呼び、11月17日林公使は政府大臣を日本公使館に呼んだ。韓国政府大臣会議を伊藤博文の宿舎と日本公使館で開催することは異常であり、日本の特使と全権代表を会議を招集し主催することもおかしい。（議政府会議規定によれば、議政府会議は議政大臣が召集する）のみならず、大臣らが決定する問題ではなく、皇帝が決定しなければならない問題という結論に到達したとき、所謂御前会議を開くが、その御前会議やはり全権代表と特使が召集（？）した。このような会議で大多数の大臣が条約案に賛成したとして、たとえそれが効力を持つことができたであろうか。

　そこにまた、上述したとおり11月16日と17日、伊藤博文の宿舎と日本公使館、慶運宮で開かれた韓国政府大臣会議と御前会議の公式会議録はなく、ただ発言要旨だけが日本側によって整理され、伊藤博文復命書、5大臣上疏文等に記録されている。今日まで研究者たちは、当然のようにこの資料を利用してきた。だが、これは日本側が残した記録であって、大韓帝国政府の公式記録、法的効力を持っている記録ではない。当時会議で議論され決定された内容が、あるがままに整理されていると見ることもできない。

　さらに慶運宮で開かれる御前会議に日本人通訳と実務者以外にも、長谷川好道・韓国駐箚軍司令官、佐藤憲兵隊長、丸山重俊警務顧問等が共に参加したということは、異常なことではないと言えない。韓国の議政府会議（または政府大臣会議）になぜ、彼らが参加しなければならないのか。

　伊藤博文と林権助が召集した政府大臣会議を認定できるとしても、乙巳条約案処理過程でまた別の問題を引き起こした。中枢院諮問手続きを抜かしたのである。1905年2月26日、勅令第12号中枢院官制によれば、「議政府として諮詢する軍事重要事項と、法律勅令制定廃止或は改正に関する事項」として改正された。「法律勅令制定廃止或は改正に関する事項」として規定することだけでも、国際条約が中枢院の諮問を経なければならないが、既に「軍国重要事項」を含むことにより、国際条約が中枢院の諮問を経なければならないことがより明らかになったといえるであろう。だが、研究者が引用している乙巳条約関連資料の中で、乙巳条約を処理する際に中枢院の諮問を経たという記録は、どこからも見つけることはできない。
おわりに

　伊藤博文や林権助が主宰する会議で、高宗と政府大臣が口頭で話すことは比較的自由であるといえる。条約案の処理手続きが国内法に規定されていたため、口頭で会議をしたとしても後々まで効力を持つためには、文書で作成され最終的に国王の裁可を経なければならなかったからである。

　ようするに、乙巳条約案を高宗が裁可したというためには、①外部大臣が作成した請議書と議案、②議政府会議標題、③「制曰可」と書かれている奏本、④中枢院諮問のため往復した公文書等の関連文書が原本で確認されなければならないということである。だが、①～④までの中で、どの1つの文書も今まで発見されていない。したがって、乙巳条約案は高宗が裁可しなかったということができる。

　ここで私たちは、高宗の協商指示説の落とし穴に注意する必要がある。高宗が協商を指示したとして、すぐ条約案を裁可したのではないという事実である。相手方国家が条約案を提示したとき、肯定的な方向であれ否定的な方向であれ、主権者が協商を指示することは可能なのである。ただ、協商指示から批准までの一連の過程が、当時大韓帝国の法規定に従って処理され、関連文書を作成、保存したのかということが問題となるであろう。高宗が協商を指示したとして、いかにも乙巳条約案に賛成する立場を持っていたというように捉えることは、また別の歪曲に過ぎない。

　もし高宗が乙巳条約案に賛成する立場を持っており、成功裏に締結できるよう協商せよと指示したならば、大韓帝国の法令に従って文書を残さない理由がないのである。主権者である高宗が賛成するのに、関連公文書を裁可しないはずはないからである。

　また、5大臣上疏文を分析するとき、重要なポイントの中の一つが乙巳条約での高宗の役割は伊藤博文の役割によって、変わる可能性があるという点である。両国が対等な関係で自由に協商可能な状況で、5大臣上疏文のよう高宗が発言をしたならば、当然高宗が責任を負うべきであるが、伊藤博文が軍隊動員と賄賂供与等を通じ、高宗を露骨に脅迫するような状況で出た発言ならば、それは高宗が責任を負うべきことではない。乙巳条約案の処理過程で高宗の役割を見る際には、常に伊藤博文の役割を共に見る必要があるだろう。
韓國保護國化 過程에서의 日本軍部의 役割 
                                      姜 希雄 (美國 Hawaii大學校) 

   日本의 朝鮮半島政策 實現過程에서 수행한 日本軍部의 役割의 중요성은 自他가 인정한다. 그러나 그 중요성에 비해, 그러한 政策樹立過程과 그 履行에서 軍部가 遂行한 具體的 實體에 對한 韓國硏究는 의외로 稀少하다. 그 理由의 하나로 原來 軍部는 그 本質상 機密을 重視하기 때문에 그 役割의 實體를 파악하는데 必要한 史料의 入手가 어렵다는 것이었다. 그러나 筆者는 그에 못지않은 理由가 있을 可能性에 注目한다. 그것은 明治時代에는 日本軍部와 文民政府사이에 對朝鮮政策 遂行過程에서 特別히 個別的인 分派間의 距離는 없었을 것이라는 漠然한 前提이다. 이러한 前提가 그동안 明治日本軍部에 대한 깊이 있는 硏究를 排除시켰다고 본다. 그러면 果然 明治軍 內部에는 朝鮮半島政策에 대한 獨自的인 생각과 行動이 없었을까? 筆者는 “없었다”고 보는 것보다 “있었다”고 하는 前提가 더 史實에 가깝다고 생각한다. 

   그러면 1904年의 韓國保護國化 過程에서 當時 朝鮮 駐箚日本軍司令官 長谷川好道中將이나 그 直系 軍部上官들이 獨自的으로 立案하고 推進한 政策을 밝히는 具體的인 史料가 있어야 한다. 不幸히도 아직은 該當되는 一次的 史料는 많이 發見되지 않고 있다. 그러나 이러한 現實때문에 그러한 可能性을 앞으로도 排除할 必要는 없다고 본다. 또 그래서는 안 된다고 보는 것이 筆者의 見解이다. 그보다는 그러한 可能性을 想定하여, 지금 現存하고 入手할 수 있는 史料를 驅使하여 可能한 作業을 漸次的으로 해 나가야 한다고 믿는다.1) 

   그러한 見地에서 할 수 있는 傍證作業을 試圖해 보려는 것이 拙稿의 目的이다. 특히 이러한 試圖를 하게끔 한 事例 하나를 여기에 于先 紹介한다. 그것은 1899-1900年의 馬山浦事件과 關聯된 이야기이다. 

   1899年 駐韓公使로 任命된 直後, 韓國으로 向해 出發하기도 前에 林權助의 “送別會”를 僞裝하여 만나줄 것을 要請하는 軍人들이 있었다.2) 當時 參謀總長 川上操六가 信賴하는 參謀本部 第一部長 田村怡與造大佐와 그의 同僚 福島安正･ 長岡外史 兩中佐가 그들이다. 手製의 큰 地圖를 持參하여 “鎭海가 露國에 押入되면, 日本에 打擊이라”고 하면서 協助를 求하는 것에 대해 林은 마음에 든다고, 즉시 快諾하고 그 地圖를 赴任時에 持參하였다고 한다.  

   送別會를 假裝하고 林新任公使에게 會合을 要請한 이들 參謀本部 重堅將校들의 擧動은 偶發的이고 私的性格을 띤 것이 아니었다. 이 무렵에 일어난 日本軍 首腦部의 動向이 이를 證明한다. 먼저, 軍首腦部의 擧動의 背景에는 當時 東北亞에서 일어나고 있는 國際情勢, 특히 日本과 러시아(露國)사이에 韓半島와 滿洲를 두고 다투고 있던 角逐戰이 있었다. 소위 馬山浦事件은 이 角逐戰이 韓半島에 미친 하나의 結産物이었다. 즉 겨울에도 얼지 않는 港灣을 갖겠다는 露國의 慾求와 이를 沮止하여 制海權을 잡겠다는 日本의 戰略이 부딪친 곳이 韓半島의 南海岸, 특히 巨濟島와 馬山浦이었다.3) 

   1899年 3月에 露國의 巨濟島 租借說이 나돌자, 日本參謀本部는 이에 대한 對策의 立案에 들어갔다. 日本軍部(參謀總長 大山嚴와 海軍令部長 伊東祐亭)에서 立案한 것을 陸･海大臣 (桂太郞와 山本權兵衛)이 閣議에 提出(第二次 山縣內閣, 1898.11.8 -1900.10.18)이 決定하여, 이 해 4月에는 이미 外相 靑木周藏가 在韓日本公使에게 軍用地 調査를 訓令한다. 그러나 이와 別途로 軍部에서도 獨自的으로 買收地를 選定한다. 同年 5月 5日에 露國軍艦이 馬山浦의 南쪽 滋福浦 土地 10万坪을 買收할 準備作業에 들어가니, 日本側은, 한편으로는 韓國政府의 親日勢力(農商工部大臣 閔洙綺)과 協議하여 이를 妨害하고, 다른 한편으로는 參謀本部의 鑄方德藏 少佐를 馬山浦에 派遣하여 約 20万坪의 買收地를 確定하고, 곧 釜山에 있는 日本商人 迫間房太郞를 動員하여 그의 心腹 孫德守가 直接 買入하는 形式으로 購入했다. 이에 所用된 돈은 6月 17日 5万圓, 7月 14日 9万5千圓으로 兩分되어 日本陸軍省에 送金되었다.4) 

  

   이와 같은 馬山浦事件의 經緯를 本論文에서 主題로 다루는 問題와 關聯시켜, 몇 가지 注目해야할 事項을 아래에 列擧한다. 

   첫째는 日本參謀本部가 獨自的으로 세운 軍事的 計劃을 機密裏에 推進하고 있었다는 事實이다. 當時(1899.8), 現役 陸軍將星인 桂太郞 陸軍大臣은 「馬山浦에 約 5万坪의 土地를 購入한다」는 意見書에서 有事時 서울을 占領하는 軍事作戰에 動員될 日本軍隊를 馬山浦를 起點으로 上陸시켜야 한다고 主張하였다.5) 이 意見은 林公使任命者(1899.6.24 着任)에게 協助를 付託한 參謀本部 第一部長 田村怡與造 大佐가 말한 것과 一致한다. 

   둘째로, 軍部에서 立案하여 執行하는 일에 外務部와 林公使가 積極 同調하여 그 實現에 參與했다는 것이다. 그러나, 이와 關聯하여 指摘되어야 할 것은 列强國이 當時 韓國에서 土地購入은 1885年에 締結된 韓英修好通商條約에 그 法的根據를 두고 있었다는 点이다.6)  그러므로 이 土地購入은 日本外務省外의 權限下에 進行되었어야 했다. 法的으로도 日本政府의 政策施行은  內閣에서 採擇되면, 關係部處를 通해 推進되는 것이 常則이었다. 對韓國關係政策은 對外關聯의 外交政策이니 常識的으로 응당 日本外務省이 主體가 되어 推進되어야 한다. 그리고는 그 推進過程에서 陸･海軍의 도움이 必要하면, 陸･海軍省을 통해서 도움을 要請해 施行되는 것이 順序이었을 것이다. 그러나 위에서 본 것은 參謀本部의 重堅將校들이 直接 着任前의 林公使에게 私的으로 會同하여 極秘裏에 請託을 하는 方式이다. 

   셋째로, 土地買入의 資金이 陸軍省의 機密費에서 流用되었다는 事實이다. 이러한 事實과 有關하여 여기서 指摘되어야 할 点이 있다. 그것은 當時 日本內閣의 陸･海軍의 大臣은 각각 現役의 將星만으로 任命되어야 했다는 事實이다. 그리고 그들은 慣例上 內閣總理를 거치지 않고 直接 天皇에게 上訴할 수 있는 特權을 가지고 있었다. 이러한 狀況은 當時 日本軍部가 獨自的으로 考案하고 立案하여 實行할 수 있는 法的根據를 마련해 주었다고 할 수 있다. 이와 같은 動向을 더욱 부채질한 것은 當時의 日本內閣構成도 軍部實勢로 가득 매워져 있었다는 事實이다. 이 무렵의 內閣全員 10名中 (第二次 山縣內閣, 1898.11.8-1900.10.18도 그러했지만 日本의 첫內閣 第一次 伊藤內閣, 1885.12.22.-1888.4.29도) 무려 6名이 現役軍將星으로 任命되어 있었다는 事實이다. 入閣이 그들의 軍服을 벗기기는커녕 그들은 入閣後에도 당당히 現役으로 남아 있을 수 있는 制度이었다. 

   넷째로, 이와 같은 軍部의 君臨的 姿勢에 대해 日本閣僚들이 何等의 拒否感을 느끼지 않았던 現實의 背景에는 무엇이 있었을까 하는 点이다. 그 背景에는 멀리는 明治維新以前까지 내려온 幕府統治時代 武臣執權의 傳統이 있었고, 가까이는 또 明治時代의 執權勢力이 거의 全部가 德川幕府時代의 侍(사무라이) 階級出身이었다는 事實이 있었다고 본다. 그들은 대개 德川後期의 侍家門의 胎生으로 靑少年時節에 侍로서 立身出世할 素養을 갖춘 者들이었다. 明治維新의 王政復古를 具現하고 그後 西歐化라는 明治政府의 革新的 事業에 積極的으로 參與한 者들이었다. 그들 가운데는 비록 文民의 길을 택하여 窮極的으로 文治主義의 길을 택한 者들도 있었다. 그러나 이들 亦是 自身들의 出身家門의 侍 傳統과 그들의 靑少年期에 닦은 武士的 素養과 氣質에서 完全히 벗어날 수는 없었다는 点에 注目할 必要가 있다.  이와 같은 그들의 素養은 위의 馬山浦事件에서 보다시피, 後日 그들의 行動範疇와 思考方式에서 엿보이는 果敢性과 實踐的 行動에서 그 한 面貌가 엿보인다. 즉 그들은 武士답게 그들이 立案하고 計劃한 政策을 直接 行動으로 勇氣있게 執行하려는 成就慾 속에 그들의 强烈한 武士的 實體가 나타난다고 보는 것이다. 

   다음으로는 이러한 点들을 念頭에 두고, 1904年에 在朝鮮 日本駐箚軍司令官으로 赴任한 長谷川好道中將에 焦點을 맞추어, 그를 통해서 推理할 수 있는 日本軍部의 對韓保護國化 役割을 傍證해 보고자 한다. 

   長谷川好道(1850-1924)는 長州支藩 岩國에서 한때 劍道스승이었던 아버지의 長男으로 태어났다. 當時의 傳統的 世襲制度 아래에서는 長男인 그는 응당 劍術에 盡力하여 아버지의 職業을 이어받아야 하는 身分이었다. 이러한 事實은 長谷川好道의 背景에 대해서 두 가지 点을 알려준다. 그 하나는 그가 侍 家門의 出身이라는 것과 그것도 明治維新의 主役을 맡은 長州의 支藩出身이라는 것이다. 또 다른 하나는, 아버지의 職業이 暗示하는 바와 같이, 侍의 傳統的 規範을 重視해야하는 家門에 태어나서 그러한 傳統을 重視하는 家庭敎育을 받았을 것이라는 点이다. 

   이 두 가지 点을 實質的으로 뒷받침해 주는 것을 그의 經歷에서 發見할 수 있다. 그것은 다름 아니고, 그가 弱冠에 日本陸軍士官學校의 前身인 兵學寮에 進學한 事實이라든지, 혹은 그後 西南戰爭에 聯隊長(陸軍少佐)으로 出征했을 때에 勇猛을 떨쳐, 그의 上官이고 長州先輩 小田顯義 司令官의 認定을 받아 昇進의 궤도에 오르는 契機가 되었다든가, 또는 36歲의 젊은 나이로 (1886年) 陸軍少將에 昇進한 그가 淸日戰爭(1894-5年) 人海作戰에 參與하여 旅順攻略에 赫赫한 武功을 세웠다는 것이 이들 事實을 傍證한다. 

   그럼에도 不拘하고 長谷川好道가 明治 初創期의 日本軍에 어떠한 經路를 거쳐 처음 入隊했는지는 明確치 않다. 그러나 그의 入隊는 明治維新後 急激히 現代 西歐式 軍隊의 創設을 서두른 時期에, 그것도 그 過程이 意外로 便宜的이고 粗雜했던 때에 入隊한 것은 事實이다. 原來 現代 日本軍의 그 始作은 天皇의 “親兵”이라 하여 浪人(失業者) 侍를 召集하여 만들어졌고, 또 이에 앞서 明治元年(1868)에 一種의 徵兵令을 내려, 각 封建領主에게 그들이 가진 領土의 1万石에 대해 10名의 侍를 派遣시켜서 모은者로 京畿의 常備 兵力으로 했던 것이기 때문에 長谷川好道도 아마 後者에 속해 入隊했을 것이다. 入隊後에 日本天皇의 軍人으로서 長谷川가 한 첫從軍은 所謂 戊辰戰爭이었다. 德川幕府가「大政奉還」이라는 이름아래 國家權力을 天皇에게 돌려 준 後에도 親德川藩들의 侍들의 抵抗이 계속되자, 이를  征伐하기 위해 이루어진 戰爭이었다. 이 戰爭에서 小隊를 이끌고 活躍한 것이 刮目할 武功으로 認定받게 되고, 그뿐 아니라, 長州支藩의 侍出身이라는 점이 勘案되어, 앞서 말한 것과 같이, 그는 1870年 그가 20歲때에 特別히 拔擢되어 西歐的 現代 日本軍의 將校를 育成하기 위해 創立한 大阪兵學寮의 靑年學舍에 入學하였다. 이 日本陸軍士官學校의 前身인 이 學舍에서 短期敎育을 받은 後 1871年에 陸軍大尉로 任命되었다. 그後에 그를 軍人으로서 出世街道에 오르게 한 決定的 動機는 그가 1877年에 일어나는 西南戰爭에 聯隊長으로 出征하여, 위에서 言及한 것처럼, 武功을 세워서 그의 直屬師團長 山田顯義少將의 庇護아래서 長州軍閥의 一員으로서 成長하게 되었던 것이다. 

   長谷川好道가 現代 西歐式 軍隊敎育을 처음 받은 大阪의 兵學寮, 즉 大阪에 처음 設立된 이 士官學校는 어떠한 方針아래 어떠한 軍事敎育을 시켰을까? 兵學寮의 創設을 擔當한 大村益次郞을 비롯하여 그와 함께 兵學寮의 여러 規則을 作成하고 그 育成에 努力한 山田顯義, 川村鈍義, 曾我祐準, 原田權頭 등은 모두 長州와 蕯摩의 侍階級出身이었다.7) 그들은 大部分 일찍부터 蘭學에 접해, 이로부터 西洋의 兵制에 대한 關心을 갖고 明治維新을 前後한 時期에 가진 짧은 歐美視察期間동안 兵制를 硏究하여 歸國한 後, 明治政府의 日本軍隊創設에 크게 이바지하였다. 이들이 내세운 新軍의 敎育方針은『日本軍閥興亡』의 著者 松下芳男에 의하면, 새로운 日本軍隊의 武器와 組織은 西洋式으로 改革하되, 그들의 軍人精神의 基調는 日本의 傳統的 武士道에서 찾았다고 한다.8) 그것은 “軍人은 自己의 鍊磨로 自我를 克服하고 生死를 超越하는 精神狀態에 이르는 것을 그 目的으로 했다”고 한다. 이러한 敎育方針아래 成長한 明治時代의 새 日本軍人, 특히 그 初創期의 將星들은 옛 日本 侍를 西洋武器와 組織으로 再武裝시킨 것에 不過했음을 말한다. 더욱이 明治日本의 軍首腦部는 거의 모두 長州와 蕯磨의 侍階級出身으로 獨占되어 있었기 때문에 그들이 計劃한 版圖에 앞장서서 自身들이 그 實現에 盡力했을 것이라는 것은 想像하기 어렵지 않다. 

   그 하나의 實例를 長谷川好道의 Mentor인 山田顯義의 49歲라는 比較的 짧은 人生과 그동안의 그 軍 經歷에서 찾아보고자 한다.9) 明治時代의 日本 陸軍의 創設에 絶對的 貢獻을 하여 日本陸軍의 元祖라고 呼稱받는 山縣有朋에 이어, 한때 陸軍의 第二人者로 指目되던 山田顯義는 山縣과 같은 長州의 侍집안 出身이었다. 德川幕府 後期에 이미 西洋文物의 長點을 說破한 先覺者들(吉田松陰 등)을 排出한 이 封建領土에서 그는 西洋兵制의 長點을 採擇한 高杉晉作의 騎兵隊에 投身한 後, 明治維新事業에 專念한 한사람이었다. 原來 뛰어난 才能의 所持者인 그는 戊辰戰爭에서 처음 海軍參謀, 그後에는 陸軍參謀로 活躍한 후, 初期 明治政府의 兵部大丞으로 拔擢되어 1871年(明4年)에 나이 不過 28歲로 陸軍少將에 任命된다. 곧 岩倉具視을 團長으로하는 歐美視察團의 隨行員으로 따라가, 西歐의 兵制에 대해 各別한 見解를 갖게 되어, 歸國後 그가 提出한 建議書는 그後 日本軍制의 基礎가 되었다고 한다. 岩倉 視察團을 急激히 歸國시킨 西鄕隆盛 등의 “征韓” 決定은 結局 西南戰爭으로 이어지는데, 그 戰爭에 그는 別働 第二旅團司令官으로 出戰하여 戰功을 세우게 된다. 그리고 이 西南戰爭에서 그는 當時 陸軍少佐로 從軍한 同鄕 長州出身 後輩 長谷川好道와 인연을 맺게 된다. 그後 山田의 庇護아래 長谷川은 軍엘리트(elite) 昇進의 길을 걷는다. 山田 自身도 西南戰爭後에 陸軍中將으로 昇進하였으나, 그 後에 그는 主로 軍政官 및 司法大臣으로 活躍한다. 

   여기서 우리가 注目해야할 点은 當時 아직 創設初期였던 明治時代 日本軍隊의 內實的인 未完狀態이다. 于先 當代의 時代的인 要求에도 不拘하고 軍事的 專門智識과 經綸을 다 갖춘 將星의 供給이 이 時節에는 턱없이 不足하였다. 이렇게 實質的 需要에 못 미치다 보니, 軍部 內의 混亂과 摩擦이 적지 않았음은 물론이고 거기에 隨伴되는 物的, 人的 犧牲도 如意치 않았을 것은 想像하기 어렵지 않다. 山田自身도 그와 同鄕 軍閥巨頭인 山縣와의 不和音 때문에, 이미 指摘한 바와 같이, 軍人의 本役인 戰鬪部隊의 勤務보다 軍政家로서 奉職하는데 滿足해야 했다. 더욱이 1885年부터 始作되는 日本初期內閣에서는 심지어 法務大臣으로 入閣하였고, 1892年에 그가 死亡하기 몇 달 前까지 새로운 組閣때마다 계속 入閣하여 法務長官을 네 번이나 歷任하였다. 

   明治 初期의 이러한 否定的인 側面에도 不拘하고, 現代日本軍隊 初創期는 同時에 有能한 當代의 人才에게는 稀代의 機會를 提供하는 時期이기도 하였다. 앞서 言及한 바와 같이 山田은 28歲의 新任將星으로 岩倉具視의 歐美視察團의 隨行員으로 同行했다가 歸國한 後, 西歐式 日本軍隊建設에 크게 이바지하였다고 한다. 여기에서 우리가 注目해야 할 点은 山田가 軍政家로, 혹은 內閣의 國務委員으로 活躍할 동안, 그의 軍身分은 現役으로 維持했다는 事實이다. 그는 軍政官으로 服務할 때는 물론이거니와 內閣에 入閣하여 法務長官으로 在職할 時節도 역시 現役陸軍中將이라는 身分을 維持했다. 이것은 그가 軍의 命令系統에 벗어나지 못하는 身分이었다는 것이고, 軍令에 服從해야하는 軍人身分이었다는 事實이다. 더욱 놀라운 것은 이미 指摘한 것처럼  山田과 같은 現役將星이 日本의 初代 內閣부터 內閣의 主流를 이루고 있었다는 事實이다. 이들은 말할 것도 없이 獨自的 軍部의 政策立案과 그 執行을 全的으로 擁護하고 積極 支持하지 않으면 안 될 現役軍人으로서 身分上의 制約을 받고 있었다. 

   이와 관련하여 또 指摘되어야 할 한 가지 事實은 明治軍部의 特權的이고 越權的 權限의 行使이다. 이것은 內閣의 陸･海大臣을 現役의 將星만으로 充當해야 한다는 傳統에서 오는 弊端이었다. 이러한 弊端은 明治憲法과 그 內閣官制에 包含되어 있는 軍制事項의 解釋에 起因한다고 하지만, 內閣의 陸･海 兩大臣을 現役將星만으로 制限한다는 背景에는 이미 그것을 法制化하기 以前부터 있었던 傳統的 慣習때문으로 보아야 한다. 그러므로 明治天皇이 1900年(5月)에 明治憲法의 立案者인 伊藤博文에게 問議했을 때에 그의 答은 陸･海 兩大臣은 現役將星에 限한다는 見解이었다. 더욱 重要한 것은 이러한 制限이 이미 1892年부터 露骨的으로 軍部의 特權意識으로 나타난다는 事實이다. 軍部의 要求가 甘受안되면 入閣을 拒否하는 軍部의 橫暴가 바로 그것이다. 陸軍의 경우, 이러한 狀況은 陸軍首腦部가 長州派 一色으로 掌握되는 奇現象으로 이어졌다. 特히 1898年(1月 12日)에 組閣되는 第三次 伊藤內閣 以後는 陸軍大臣을 비롯한 陸軍首腦部는 長州派 將星이라야 한다는 것이 當然視 된다. 이러한 狀況에 이르기까지에는 물론, 長州派 將星들 서로 간에도 葛藤이 없었던 것은 아니었다. 주로 이러한 葛藤은 山縣有朋 系列에 抑壓에도 不拘하고 그를 따르지 않는 非山縣系의 將星 三浦伍郞, 鳥尾小彌太, 谷 于城 등의 失脚에서 엿보인다. 山田顯義는 이들 非山縣系에 속하지는 않았으나, 그래도 山縣과는 積極的으로 提携하지 않아, 陸軍首腦部의 要職에 同參하지는 못했다. 그와는 달리 長谷川好道는 山縣系列로 자리를 굳혀서, 陸軍 首腦部의 街道를 걷게 된다. 

   그렇지만 長谷川好道는 陸軍에서 明晳한 頭腦를 所有한 戰略家로 進級하기보다는, 勇猛과 武斷으로 알려진 行動派 一線軍人으로 認定을 받고 昇進한다. 그래서 그는 마침내 1886年에 36歲의 젊은 나이로 陸軍少將에 進級한다는 것은 앞서 指摘했다. 그는 1894年의 淸日戰爭時에는 混成第十二旅團을 이끌고 韓國에 進駐하고, 그後에 旅順攻略에서 勇猛을 떨친다. 이러한 功勞로 戰後(終戰 4個月 後)에 男爵을 受位하여 日本華族에 登列하고 다음 해에 陸軍中將으로 昇進한다. 그리고 그 2年後(1898.1)에는 日本天皇의 親衛部隊 格인 近衛師團長으로 奉職하던 中, 日露戰爭이 勃發하자 日本陸軍 第一軍에 編入된 近衛師團을 引率하여 海路로 鎭南浦에 上陸하여 다시 戰勝을 세우게 된다. 그가 滿洲 遼陽을 占據한  한 달 後인 1904年(9月8日)에 韓國駐箚軍司令官으로 그를 補任하는 勅令이 내린다. 

   當時 韓國駐屯日本軍은 이에 앞서 締結된 韓日議定書에 依據하여 韓半島의 防衛를 擔當한다는 名分으로 1904年 4月3日에 設置된 韓國駐箚日本軍司令部 揮下로 들어갔으며, 그 司令官은 日本天皇의 “直隸”이었다. 그리고 1905年 7月에 改定 發付된 同駐箚軍의 “軍律”에는 日本이 韓國에 設置한 通信網과 鐵道線을 侵犯 破壞하는 者는 死刑에 처하게 되어 있고, 그 軍事警察 訓令에는 韓國의 治安維持를 이 駐韓日本軍이 擔當하고, 特히 그前 1905年 正初부터는 서울과 그 周邊의 治安警察權을 韓國警察을 代身하여 이들이 擔當한다는 軍令이 그 發令와 함께 韓國政府에도 通告되었다. 

   이러한 駐韓日本軍의 權限 擴大措置는 果然 무엇을 意味하는 것일까?  1904年 5月3日에 있었던 日本“元老”會議, 그리고 곧 그 다음 날의 閣議에서 決定된「對韓方針」에서 韓國은 “길게 그 獨立을 維持할 수 없을 것이 明瞭”하다고 銘記한 1年後에 이루어졌던 이 措置는 日本의 韓國保護國化에 어떠한 意味를 가졌을까? 그리고 1905年 4月8日 閣議에서 韓國의 保護를 決定한 後, 위와 같은 軍令의 擴大措置를 發付한 4個月後에 伊藤博文은 第二次 韓日協約(乙巳 保護條約)을 締結하기 위해 韓國에 赴任한다는 事實과 어떠한 關聯을 찾아볼 수 있을까? 

   周知하다싶이, 保護條約의 締結遂行에는 日本政府가 伊藤博文을 앞세웠다. 그러나, 그前에 있었던 日本政府의 韓國保護權의 確立政策의 決定過程에서 明治日本의 軍首腦部가 이미 그들 本然의 役割을 履行했다고 보아야 한다. 于先 山縣의 直系이고, 現役將星으로 內閣總理職에 在任하고 있었던 桂太郞 (第一次 桂內閣, 1901.6.2-1906.1.6)가 그 役割의 推進者였음은 잘 알려져 있는 事實이다. 그리고 그 桂內閣의 陸軍大臣도 桂와 같은 長州藩 侍出身이고 山縣의 直系將星인 兒玉源太郞과 그 後任은 寺內正毅이었다. 特히 寺內는 明治陸軍 內에서 軍事輸送, 즉 鐵道運送 專門家로서, 日本의 韓半島鐵道運送의 基幹인 京釜線의 完工에 寄與한 바가 컸다. 이러한 그들이 明治日本의 宿願이었던 韓國의 掌握에 空手傍觀했을 理는 萬無하다. 伊藤博文이 高宗에게 直接 “....日本의 保護를 拒絶하려는 것보다, 차라리 日本에 대해 堂堂히 宣戰布告하라”10)고 威脅한 背景에는 必要時에는 언제든지 日本軍의 武力을 動員할 수 있다는 自信이 있었다. 이러한 自信은 日本駐箚軍司令官 長谷川好道가 “이 機運을 利用하여, 最後의 手段을 取할 絶好의 機會”11) 라고 믿고, 그가 傘下部隊의 武力으로 日本軍 首腦部가 決定한 政策을 成功시킬 用意와 決意가 있었다는데 起因한다고 본다. 그뿐 아니라, 伊藤特使의 서울 到着 以前에 이미 全權을 委任받고 保護條約 締結의 萬般의 準備를 서슴지 않았던 林權助駐韓日本公使가 韓國大臣들을 아침부터 日本公使館에 參集하게 한 裏面에도 長谷川司令官이 護衛라는 名目아래 日本軍憲兵을 動員시켰다는 事實과, 林公使가 條約締結 決行當日에 “國璽 保管者를 아침부터 監視하지 않으면 안 된다”는 指令을 내리고, 이날 “王宮 깊숙이서 무엇이 일어나는가를 지켜 볼 把守꾼을 配置”하여 日本의 密使노릇을 하게 한 裏面에도 이런 日本軍司令官의 實力行使 用意와 決心이 깔려있었기에 可能했던 것이다. 故로 本論考의 最終結論은 日本의 韓國保護國化 實現에 明治日本의 軍部는 決定的 役割을 했다는 것이다. 이러한 軍部의 役割이 1905年의 乙巳條約締結에 미친 直接的 影響이 同條約을 不法 혹은 合法化하는 問題의 檢討는 다음 機會로 期約한다.     
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고종의 외교전략과 제2차 만국평화회의 특사 파견
(The Emperor Kojong's Diplomatic Approach and the Dispatch of Delegation to 1907 Hague Peace Conference)
                                                                                    서 영 희(Suh Young-Hee, 한국산업기술대학교) 

 1. 머리말 
  을사늑약이 강제로 체결된 후 절박한 위기위식 속에서 국권 수호를 위한 고종의 노력은1) 1907년 제2차 만국평화회의 특사 파견으로 절정을 이루었다. 특사단이 회의에 참석하지 못했을뿐더러 결과적으로 고종의 폐위를 불러왔으므로 실패한 사건이라고 평가하는 경우도 있으나 그 역사적 의의는 다른 측면에서 파악되어야 한다고 생각한다. 한국 특사단은 헤이그 평화회의에 집중된 국제사회의 관심과 언론을 충분히 이용하여 을사조약의 부당성을 알리고 한국의 독립 지지를 호소하였다. 특사단원 중 한명인 이준의 순국 역시 현지 언론에 대서특필되면서 한국 문제의 심각성을 알리는데 일조하였다.2) 

  하지만 지금까지 이 사건은 이준, 이상설, 이위종 등 세 특사의 활동 중심으로 인식되어 왔던 탓에 정작 고종의 특사 파견 경위와 배경에 대해서는 상대적으로 덜 주목되어 왔다. 만국평화회의 특사 파견은 일부의 평가처럼 국제정세에 무지한 고종이 즉흥적으로 시도한 무모한 사건이 아니라 을사늑약 이전부터 대한제국이 열강을 상대로 펼쳐온 국제외교의 연장선상에서 파악되어야 한다. 대한제국은 국제열강 공동 보증하의 중립국화를 가장 이상적으로 생각하고 추구했지만 한반도에 위기가 고조될 때마다 친러동맹 전략도 동시에 추진하였다. 하지만 러일전쟁과 을사조약의 결과로 양자가 모두 좌절된 시점에서 마지막으로 러시아가 주선하는 국제회의에 한국문제를 상정함으로써 외교적인 해결을 모색하고자 시도했던 것이다. 

  고종은 일찍이 대한제국 선포로 전통적인 중국 중심의 동아시아 질서에서 벗어나 만국공법이 지배하는 국제사회의 일원이 되고자 하였다. 1899년 한청통상조약의 체결로 중국과 근대적 외교관계를 수립한데 이어3) 1901년 벨기에, 1902년 덴마크와 수교하고 영국, 프랑스, 독일 등 유럽 주요국가에 상주 외교관을 파견하여 유럽외교를 강화해갔다. 지금까지 대한제국의 대외관계는 일본, 러시아 혹은 미국과의 관계를 중심으로 얘기되고 상대적으로 유럽외교에 대해서는 소홀히 다루어 왔으나, 실제로는 프랑스를 중심으로 한 유럽국가와의 외교에도 상당한 비중이 있었다. 특히 벨기에는 비무장 중립국으로서 열강의 공동 보증을 받는 모델로 채택되었으며 이는 고종의 개인고문으로 초빙된 벨기에인 델레비유(Delevigue)가 1904년 1월 21일 戰時중립선언에 관여한데서도 확인할 수 있다.4) 뿐만 아니라 각종 국제조약(만국우편조약, 적십자조약, 1899년 헤이그에서 조인된 陸戰의 법규 관례에 관한 조약, 적십자 조약의 원칙을 海戰에 응용하는 조약, 1904년 헤이그에서 조인된 病院船에 관한 조약 등 5개 특별조약)에도 적극 가입함으로써 스스로 국제사회의 일원으로 행동하였다.5) 이러한 외교노력들은 일단 유사시에 한반도 문제에 국제사회가 개입해주기를 바라는 전략에서 나온 것이었기에 일제는 우선적으로 대한제국의 외교권을 박탈하는 보호조약을 서둘러 강제할 수밖에 없었다. 그러한 마당에 보호조약의 불법성을 폭로하기 위한 만국평화회의 특사 파견은 일제가 가장 우려했던, 또 일제의 의도를 가장 정면에서 거스르는 저항방법이었다. 

2. 대한제국 외교전략의 두 갈래 

  1907년 만국평화회의 특사 파견은 그간 대한제국 외교가 추구해 온 두 갈래 외교전략이 하나로 통합되어 나타난 결과물이기도 했다. 대한제국은 중립국화와 친러동맹을 병행적으로 추진했다. 일견 모순적으로 보이는 두 전략은 한반도 주변정세와 위기의 강도에 따라 선택적으로 혹은 동시적으로 추진되었다. 중립국화 전략이 한반도 문제를 국제사회의 ‘公議’에 의해 해결해 보려는 방안이었다면 이는 곧 만국평화회의 참여의 의도와 일맥상통한다. 보호국으로서 외교권이 박탈된 처지에 국제회의 참여를 위해 러시아에 주선을 의뢰한 것은 친러동맹안이 추진되어 왔기에 가능한 일이었다.          

  대한제국 외교의 최고목표는 영세중립국화를 보장받는 것이었지만 러일전쟁 발발과 같은 급박한 위기상황 하에서는 戰時 국외중립이라도 보장받기를 추구하였다. 1900년 이래 고종이 가장 우려했던 것은 러․일 양국이 한반도 분할점령과 같은 협상안에 몰래 합의할 가능성이었다. 1900년 7월 측근 밀사인 현영운을 일본에 파견하여 일본측 첩보를 수집하고 8월, 다시 조병식을 파견하여 주일 미국공사 및 러시아공사와 중립국화를 논의한 것도 이러한 우려에서 출발한 것이었다. 1901년 7월에는 러시아가 일본에게 ‘韓滿交換論’에 입각한 한국 중립국화를 제안했다는 소식을 듣고 서둘러 박제순을 파견하여 열강 공동보증하의 중립국화를 제시하였다. 1903년 9월에는 외부대신 이도재 명의로 주일한국공사를 통해 공식적으로 전시 국외중립 보장을 요구하기도 하였다. 하지만 일본은 이 모든 제안을 거부하였고 오히려 한일동맹조약 체결을 제안하였다.6)  

 한편 러시아는 1902년에 일본과 미국을 상대로 한반도 중립화를 타진했던 적이 있으면서도 정작 고종이 제안하는 한반도 중립화에 대해서는 부정적이었다. 1903년 10월 주러한국공사 이범진을 통해 러․일 양국이 한국을 중립국으로 간주해 줄 것을 요청하는 외교 문서를 전달했을 때, 한국이 중립을 표명한다 해도 이를 지킬 힘이 있는지, 혹은 중립 상태를 누가 보증할 것인지에 대해 의문을 제기하였다.7) 즉 러시아가 생각하는 한반도 중립화는 사실상 미국을 개입시켜 일본과 러시아가 한반도를 공동 보호하는 방식에 가까운 것이고 진정한 중립화가 아니었던 것이다.   

  그렇다고 러시아가 적극적으로 한러동맹 체결을 선호했던 것도 아니었다. 1898년 ‘만주집중책’을 채택한 이래 한반도를 만주 안전을 위한 완충지대로서 생각하고 있던 러시아는 대한제국이 보호나 군사동맹에 준하는 조약 체결을 요구했을 때 미온적인 반응이었다. 고종 역시 러시아에 보호를 요청하면서도 러시아의 租借 요구와 같은 주권 침탈 행위에는 방어적이었다. 따라서 이러한 상황에서 고종은 러시아에 지지를 호소하면서 동시에 국제사회를 향해 중립국화를 추구하는 전략을 구사할 수밖에 없었다. 

1903년 8월 고종이 측근 궁내관으로서 佛語에 능한 玄尙健을 유럽에 파견한 것도 이러한 전략에서 나온 것이었다. 현상건의 사명은 우선 駐佛 공사 閔泳瓚과 함께 네덜란드 헤이그의 상설중재재판소((Permanent Court of Arbitration)에 가서 러일이 개전하여 양국 군대가 한국 영토를 유린할 경우에 대한 조언을 구하는 것이었다. 나아가 한국을 영구 중립국으로 하는 문제를 프랑스를 비롯한 유럽 각국과 상담하는 것이라고 알려졌다. 주불공사 민영찬은 이미 오래 전부터 한국 중립국화 방안을 모색하라는 고종의 밀명을 받고 있었다.8)  

프랑스는 러․일의 각축 속에서 중재 역할을 해줄 수 있는 나라로 인식되었고 법률고문 크레마지(Crémazy)를 비롯하여 광산기사․군사교관․철도기사 등 다수의 기술 고문관들을 대한제국에 파견하고 있었다. 또한 1900년 12월 평양광산 채굴권 획득, 1901년 雲南商社(Rondon Plaisant & Compagnie) 차관 및 安南米 공급 계약 등 경제적으로도 활발하게 한국에 진출하고 있었다. 군사적으로는 러시아와 동맹관계에 있었지만 러일간의 전쟁에 대해서는 반대하는 입장이었다. 만약 러시아가 패전하면 인도차이나제국에 대한 일본의 위협이 커질 것이므로 차라리 러일간의 타협에 의한 전쟁 회피를 원했다.9) 

프랑스에 도착한 현상건은 駐佛공사 민영찬과 함께 프랑스 외무대신 델카세(Delcassé)를 만나 호의적인 반응을 얻었다. 헤이그의 중재재판소를 방문했는지에 대해서는 자료적으로 확인할 수 없으나 에밀 루베 프랑스 대통령이 고종에게 보내는 親書와 親러․불 정책을 권유하는 封書를 받아 가지고,10) 10월 하순 파리를 떠나 베를린을 거쳐 11월 14일 러시아의 수도 페테르부르크에 도착한 것으로 나타난다.11) 

러시아에 도착한 현상건은 고종황제의 친서를 러시아 황제에게 전달하였는데, 현재 모스크바 帝政러시아 대외정책문서 보관소에 보관중인 8월 15일자 親書의 내용은 러․일 개전시 한국은 러시아를 지지할 것이므로 유사시 한․러간에 긴밀히 연결하여 일본의 침략을 막아내자는 것이었다. 주러공사 이범진은 이러한 고종의 친서에 따라 한․러 비밀동맹 체결을 목표로 교섭을 추진하기 시작하였다는데,12) 이러한 일본측 첩보가 사실이라면 현상건은 프랑스에서는 중립국화 방안을 자문받고 이어서 러시아에 가서는 보호를 요청한 셈이 된다. 이미 10월 하순 러시아 정부에 중립 보장을 요구하라는 훈령을 받은 주러공사 이범진으로서도 상당히 곤혹스러운 상황이었다. 

현상건은 귀로에는 旅順에 들러 강경파로 알려진 알렉시에프 극동총독을 만나 향후 한국이 취할 방책에 대해 조언을 구한 후 1904년 1월 11일 러시아 군함으로 귀국하였다.13) 그런데 이로부터 열흘 뒤인 1월 21일, 대한제국은 중국 芝罘에서 전격적으로 전시 중립선언을 각국에 타전하였다. 이 선언은 궁중에서 李容翊이 총 지휘하고 玄尙建, 姜錫鎬, 李學均, 李寅榮 등 고종의 측근 궁내관들이 프랑스어 교사 마르텔(Martel), 벨기에인 고문 델레비유(Delevigue) 등의 협조를 받아 추진하였다고 알려졌다. 佛文 번역은 주한 프랑스공사 퐁트네(Fontenay)가 맡았고, 外部 번역관 李建春을 밀사로 지부주재 프랑스 副영사에게 파견하여 직접 타전하게 했다는 것이다. 지부의 프랑스 부영사는 한국총영사를 겸하고 있었다.14) 

그렇다면 현상건의 유럽행의 결과는 전시중립선언으로 나타난 것이다. 러일이 개전할 경우 한반도가 전쟁터가 될 것을 가장 우려하는 대한제국에게 프랑스는 전시중립이라도 선언하라고 조언했고 실무적으로도 이를 지원했다고 생각된다. 러시아에 가서는 보호를 요청했으나 현상건의 귀국 보고를 듣고 고종은 전시중립선언을 선택했다고 볼 수 있겠다.            

한편 한국의 중립 선언에 대해 1월 22일 영국정부를 필두로 이태리, 독일, 프랑스, 덴마아크, 청국정부는 회신을 보내왔으나,15)미국, 러시아, 일본정부는 회답하지 않았다. 일본은 한국에 대해 직접 당사자이므로 제3국인 영국 등과는 달리 쉽게 회답할 수 없다는 것이었고16) 주러공사 이범진이 모종의 內應條約을 추진하고 있던 러시아측에서도 회답이 없었다. 불과 얼마 전에 보호를 요청하는 친서를 받은 러시아로서는 난데없는 중립선언에 당황했을 수도 있다고 생각된다.17) 

그럼에도 불구하고 고종은 영국 등의 회답으로 한국의 중립을 국제사회가 승인한 것으로 생각했다. 그것이 영구적인 것이 아니고 러일전쟁시에 중립을 지킨다는 일시적인 것일지라도 각국의 반응에 고무된 고종은 중립화를 보다 본격적으로 추진하기 시작했다. 駐佛公使 민영찬에게 프랑스 외무성의 법률고문 르노(Louis Renault)를 소개받아 중립국의 권리와 의무를 상의하라고 지시한 것도18) 이러한 맥락에서 나온 것이었다. 

하지만 주지하듯이 러일전쟁이 발발하자 러일 양국 군대는 아무런 거리낌없이 한반도에 진주하였다. 영구 중립국화는 물론이고 전시중립조차도 지켜낼 수 없는 것이 당시의 현실이었던 것이다. 게다가 일본군이 진주한 상태에서 체결된 한일의정서와 고문협약 이후로는 대한제국이 설치한 해외공관의 철수가 강요되었다. 공사관 철수를 거부한  주영공사 李漢應이 자살하는 사태가19)벌어진 이후에도 고종은 밀지를 내려 참사관을 부임시키는 등20)열강 외교를 포기하지 않았으나, ‘을사늑약’이후 결국 모든 재외공관은 폐쇄되기에 이르렀다.21) 서울주재 각국 외교사절도 1905년 12월초까지 대부분 철수하였다. 11월 24일 미국 공사관이 가장 먼저 철수 의사를 표명하였고22)12월 26일 열강 중에서는 가장 늦게 공사를 귀국시킨 것은 프랑스였다.23)     

3. 제2차 만국평화회의 특사파견의 경위와 특사활동의 의의 

공식적인 외교교섭의 통로가 폐쇄되자 대한제국의 대외교섭은 密使들을 통한 비밀외교로 전환할 수밖에 없었다. 러일전쟁 발발 직후 상해로 망명한 李學均과 玄尙建 등 황제의 측근 궁내관들은 여전히 러시아 및 구미열강에 호소하여 간섭을 요청하는 수밖에 없다고 주장하였다. 24) 고종은 러시아 황제에게 보내는 친서에서 러일전쟁 발발이후 일본이 완전히 한국의 주권을 횡탈하며 ‘公法’을 무시한 폭압을 다해도 열강 중 누구도 돌아보는 사람 없다고 한탄하면서 러시아가 하루빨리 한반도에 진주하여 구원해주기를 갈망하였다.25). 

러시아 역시 러일전쟁에서 패배했다고 해서 한국에 대한 관심을 완전히 포기한 것은 아니었다. 1905년 9월 포츠머스 강화조약에서 일단 일본의 한국에 대한 保護․指導․監理의 권한을 인정하였지만, 한국의 독립 지지를 철회한 것은 아니라는 입장이었다.26) 

하지만 고종은 러일전쟁이 미국의 중재로 강화에 들어간 것을 보고 먼저 미국이 한반도 문제에 개입해 줄 것을 요청하는 교섭을 시작하였다. 강화조약 직후인 1905년 10월 헐버트(Homer B. Hulbert)를 파견하여 미국 대통령에게 친서를 전달하고 1882년 朝美條約의 ‘居中調整’ 조항에 의거하여 중재에 나서주기를 요청한 것이다. 미국이 나서서 韓日議定書를 파기하고, 열강의 공동보호를 통해 일본의 침략을 견제해 달라는 요청이었다. 전시중립선언이 러일전쟁기에 무참하게 폐기되고 미국은 중립선언에 대한 회답도 보내지 않았지만 조미조약에 명시된 바 중재 의무를 다해주기를 기대했던 것이다. 일제의 강압으로 다시 ‘保護條約’이 체결된 직후인 11월 26일에도 芝罘를 통해 헐버트에게 勒約은 무효라는 긴급 전문을 보냈으나, 미 국무성은 이러한 고종의 요구를 모두 묵살하였다.27) 헐버트를 통한 교섭이 무위로 돌아가자 고종은 다시 前주한미국공사 알렌에게 운동자금 1만불을 주고 미국에서 유능한 법률가를 고용, 미국정부가 한국사태에 대해 열강과 공동으로 진상 조사를 벌이도록 교섭하게 하는 한편, 미, 영, 일 3국의 공동 보호를 요청하였다.28) 일본의 한국 보호국화를 막기 위해서는 미국이 중재에 나서거나 혹은 미국이 참여하는 열강의 공동 보호라도 감수해야 한다는게 고종의 판단이었던 것이다.  

그러나 미국을 향한 모든 교섭은 실패로 돌아갔다. 주지하듯이 미국은 이미 7월에  가츠라-태프트 비밀각서를 통해 일본의 한국 보호국화를 승인한 상태였고 루즈벨트 대통령의 입장이 일관되게 친일적이었기 때문이다. 

이처럼 미국의 냉담한 반응에 실망한 고종은 다시 러시아에 기대를 가질 수밖에 없었고 이후에는 러시아에 의존하여 국제사회에 외교적 해결을 호소하는 교섭이 시작되었다. 러시아 역시 을사늑약 직후인 1905년 12월에도 육군대위 로쏘프(P. A. Rossop)를 파견하여 고종 황제를 몰래 알현하게 하고 모종의 내용을 상주하는 등29) 고종황제나 그 측근들이 충분히 기대감을 가지도록 행동하고 있었다. 

  사실 러시아를 향한 구원 요청은 포츠머스 조약 직후인 1905년 9월말부터 더욱 본격화되고 있었다. 일본의 보호권 획득에 불안해 하면서도 아직은 러시아가 한국의 독립 주권을 지지한다는 판단하에 고종의 측근 심복인 이용익이 9월 29일 러시아를 향해 출발했다. 상해에서 프랑스 선박을 타고 유럽으로 출발한 이용익은 10월 31일 프랑스 마르세이유 항구에 도착해서 11월 1일 파리 주재 한국공사관을 방문하였고, 베를린을 거쳐 11월 27일, 러시아 페테르부르크에 도착하였다.30) 따라서 1905년 11월 18일 을사늑약 당시, 이용익은 베를린에서 페테르부르크로 가는 도정에 있었으며, 러시아에 도착해서 주러시아 공사 이범진에게서 늑약 사실을 전해 들었을 것이다. 

  이용익은 러시아측에 한국의 이권을 넘겨주는 대신 보호를 요청하는 고종의 啓字 공문을 제시했으며, 前주한 러시아공사관 서기 슈타인, 외무대신 람스도르프와 수차례 회견했다는 기록이 남아 있다. 현재 러시아 연방 국립문서보관소 소장 한국 관련 자료에는 1905년 12월 11일자로 작성된 람스도르프 외상의 러시아 황제 니콜라이 2세에 대한 상주서에 이용익의 러시아 방문 보고와 아울러 황제의 접견 예정 친필이 남아 있다.31) 이 자료를 볼 때 대화의 내용은 알 수 없으나 이용익이 러시아 황제를 알현했을 가능성은 크다고 생각된다. 한편 고종의 또 다른 측근 궁내관인 현상건도 을사조약 체결 직후인 1905년 11월 20일 경 이용익의 뒤를 이어 고종의 친서를 가지고 페테르부르크로 향한 것으로 나타나는데, 친서의 내용은 일본의 만행을 러시아 황제가 서방 문명국에 알려 규탄하고 독립을 회복시켜 주기 바란다는 내용이었다.32) 

  이러한 고종의 친서들을 접한 러시아측은 런던, 비엔나, 로마, 워싱턴, 베를린, 파리 주재 러시아 공관장들에게 전문을 보내 을사늑약이 강요에 의해 체결된 불법 조약임을 설명하고 이에 대한 주재국의 의사를 타진해 보라는 훈령을 내렸다. 하지만 프랑스 정부의 불만 외에 영국, 미국, 독일정부 등이 대부분 일본의 대세를 인정하고 공사관 철수를 결정했다는 보고를 받은 니콜라이 2세는 더 이상 을사늑약을 문제삼지 않기로 결정하고 ‘국내문제로 더 이상 대한제국을 도와줄 수 없다’는 전문을 고종에게 보내라는 칙령을 내렸다. 국내문제는 러일전쟁 패배후 혁명세력의 급증으로 러시아 국내질서가 혼란에 빠져들고 있었던 점이었다.33) 

  따라서 이용익의 니콜라이 2세 알현이나 고종황제의 친서 전달은 기대했던 만큼  효과를 보지 못했다. 그러던 차에 1906년 1월 12일 이용익 암살 미수 사건이 발생함으로써 이용익은 아무런 소득 없이 1월 24일 러시아를 떠나 프랑스를 거쳐 3월 8일 상해로 귀환하였다.34) 

러시아측에서 적극적인 보호 의지를 확인하지 못한 고종은 이제 한반도 문제를 국제문제화하기 위한 전략으로 세계 열강을 상대로 을사늑약의 불법성을 알리고 한국문제 에 개입을 호소하는 방안을 택할 수밖에 없었다. 1906년 1월 29일자로 런던 트리뷴지 기자인 스토리(Douglus Story)에게 의뢰하여 북경주재 영국공사에게 전송한 國書에서 5년간 열강의 공동 보호를 요청한 것도35) 혹시라도 영국 정부가 공동 보호의 주체로 한국문제에 개입해 줄 수 있는지 타진해 본 것이었다.    

그밖에도 고종은 대한제국과 수교관계에 있던 모든 체약국들을 상대로 친서 외교를 벌이려고 하였다. 헐버트에게 1906년 6월 22일자로 내린 위임장을 보면 미국, 영국, 프랑스, 독일, 러시아, 오스트리아․헝가리, 이태리, 벨기에, 중국 등 9개국 국가원수에게 한국을 대표하여 친서를 전달하고 나아가 헤이그의 상설중재재판소에 한국 문제를 제소하라는 사명까지 부여하였다.36) 1903년 여름 현상건이 유럽행에서 알아본 결과를 토대로 헐버트에게는 직접 중재재판소에 제소하라는 임무를 부여한 것이다. 당시 제국주의 질서 하에서 열강이 1899년 제1차 만국평화회의의 결과로 상설중재재판소를 개설한 것은 고종의 기대처럼 약소국 문제를 해결하기 위해서라기 보다는 강대국간 분쟁을 중재해보려는 것이었으므로 1900년부터 1902년까지 재판에 상정된 것은 불과 몇 건이고 별로 해결된 것도 없었으나37) 고종은 중재재판소에 상당한 기대를 걸고 있었던 것이다. 

고종의 특명을 받은 헐버트는 1907년 5월 8일 한국을 떠나 헤이그로 출발하였다. 헐버트가 이준, 이상설, 이위종 등 제2차 만국평화회의 한국 특사단과 동행이었는지에 대해서는 확증이 없지만 7월 10일 헤이그에 나타나서 특사단의 활동을 지원한 것은 확인된다.38) 

원래 1906년 8월에 열릴 예정이었던 제2차 만국평화회의는 위기에 처한 고종황제에게는 다시 올 수 없는 절호의 기회였다. 기대했던 미국으로부터 외면당하고  러시아로부터도 미온적 반응을 접한 후 국제사회에 직접 호소하는 방법밖에 없다고 생각한 고종에게 세계 47개국이 모일 예정이었던 평화회의는 최고의 기회였던 것이다. 러시아가 주도하여 열린 제1차 평화회의에 참여는 못했지만, 이미 1902년 2월 16일자로 네덜란드 외무장관에게 만국평화회의 가입 신청을39) 해놓았던 고종으로서는 제2차 회의가 열리기만을 고대하고 있었다. 

제2차 평화회의는 1904년 10월 미국의 루즈벨트 대통령이 먼저 제안했으나 러일전쟁으로 논의가 일시 중단되었다가 포츠머스 강화조약 직후에 러시아가 주관하기로 미국측과 합의가 되었다. 이때 러시아가 평화회의를 주최하기로 한데는 포츠머스 강화조약에서 일본에 넘겨준 한국 보호권을 국제회의 석상에서 재논의해 볼 속셈도 있었던 것 같다.40) 

따라서 고종이 1905년 10월말 불어학교 교사 마르텔을 북경주재 러시아 공사에게 보냈을 때, 러시아는 대한제국의 주권 불가침을 인정하며 국제회의에서 그 견해를 밝힐 수 있도록 헤이그 국제회의에 대한제국 대표를 초청한다는 의사를 전달하였다. 또 초청장은 이미 10월 3일 러시아 주재 한국공사에게 외교문서로 전달하였으며 러시아 정부는 여전히 이범진을 합법적인 공사로 인정하고 있다는 의사도 통지하였다. 이때는 아직 을사조약 체결 이전이지만 한일의정서와 고문협약 이후 일본이 강압적으로 한국의 재외공관 철수를 강요하고 있는 현실에 불안해하는 고종에게 러시아는 제2차 평화회의 초청이라는 해결책을 제시한 것이다.41) 이처럼 포츠머스 강화조약에도 불구하고 러시아가 아직 한국의 독립주권 지지를 포기하지 않았고 국제여론을 이용하여 문제해결을 시도할 것이라는 판단 때문에 일본은 서둘러 대한제국의 외교권을 박탈하는 을사늑약을 강행했다고 생각된다. 한국문제를 제2차 평화회의 안건으로 올려 국제적 중재를 이끌어내려는 러시아측 의도를 무력화시킨 것이다.     

  하지만 이러한 러시아측 태도에 고무된 고종은 1906년 4월에서 8월 사이 블라디보스톡에 있는 이용익에게 헤이그행을 지시했으며 러시아에 들러 니콜라이 2세에게 도움을 청하라는 밀명도 내렸다고 일본측 첩보는 파악하고 있었다.42) 하지만 1906년 8월에 열릴 예정이었던 평화회의는 강대국간의 사정으로 1년이 연기되어 1907년 6월에 열리게 되었고 이용익은 1907년 2월 24일 갑자기 사망하는 바람에 새로운 특사단을 선발할 수밖에 없게 되었다.   

  제2차 평화회의 1년 연기의 원인에 대해서는 몇 가지 주장이 있는데, 군비축소를 둘러싼 독일과 오스트리아의 참가 문제,43) 혹은 같은 시기 리오데자네이로에서 열릴 예정이던 미주회의와 겹친다는 미국측 연기 요청, 혹은 러시아측 내부사정 등으로 정리될 수 있다. 이중 러시아측 사정이란 1905년 말 현재 심각한 재정위기 상황을 1906년 3월 프랑스 등 국제차관으로 겨우 해소하고 난 후인 1906년 4월에 들어서야 평화회의 준비 시작할 수 있었으므로44) 기술적으로 1년이 연기되었다는 주장이다.  

 문제는 연기된 1년 동안 일어난 러일간의 협상으로 한국을 초청했던 러시아의 입장에 대변화가 일어난 점이었다. 1906년 4월 3일자 헤이그 주재 러시아 대사 차리코프가 네덜란드 외무성에 보낸 서한에는 한국은 이미 초청장을 발송한 47개국 중 12번째로 명단에 있으면서 동시에 회답을 보내오지 않은 국가에 포함되어 있다. 평화회의를 절호의 기회로 생각해온 고종은 왜 회답을 보내지 않았을까? 일제의 방해책동을 우려해서 응답을 안했을 수도 있고 혹은 1902년 이미 가입 의사를 밝히는 공문을 네덜란드에 보냈으므로 또다시 초청장에 응답하지 않아도 된다고 생각했는지도 모르겠다. 

  그런데 이러한 상태에서 1906년 5월 새로이 러시아 외상으로 취임한 이즈볼스키는 러시아의 동아시아 전략을 대일타협론으로 반전시켰다. 1906년 6월 7일 주일러시아공사 바흐메쩨예프는 일본 외상에게 평화회의에 한국을 초청한 사실을 알리면서 일본측 의사를 타진하였다. 일본은 당연히 한국 초청에 반대하고, 특히 1차 회의 불참국이 네덜란드 정부에 가입 의사만 표시하면 ‘국제분쟁의 평화적 처리조약’ 가맹국 이 되게 하자는 러시아측 제안에 문제를 제기하였다. 원체약국들의 가입 동의를 얻지 않아도 가입 의사 통지만으로 가맹할 수 있게 하자는 러시아측 제안에 따르면 한국은 이미 ‘국제분쟁의 평화적 처리조약’ 가맹국이고 그 자격으로 평화회의에 참석하면 한국문제를 중재재판소에 제소할 수 있기 때문이었다.45)   

  한편 러시아로서는 당면 현안으로 한국총영사 파견을 두고 일본측과 갈등하고 있었으므로 영사 파견 문제와 평화회의 초청을 연계해서 논의하려 하였다. 즉 1905년 12월 26일자로 한국총영사 파견을 신청하고도46) 일본의 강요에 의해 이루어진 한러관계의 단절을 인정할 수 없다는 논리로써47) 일본 천황이 아닌 한국 황제로부터 인가장을 받겠다고 고집하던 러시아는 1906년 8월 11일 결국 일본 외무대신의 假承認을 받고  총영사를 부임시켰다. 이어서 10월 9일에는 주일러시아공사가 일본외상에게 헤이그 회의에 한국을 불참시킬 의사를 최종 통보하였다. 11월 21일에는 공식적으로 일본천황의 인가장을 부여받았다. 삼국간섭 이래 한반도를 두고 일본과 경쟁하며 전쟁까지 불사하였던 러시아가 마침내 일본의 한국 보호권을 승인하는 순간이었다.48) 

  결과적으로 한국은 러시아에 있어서 일본과의 협상을 유리하게 이끄는데 사용될 수 있는 여러 협상카드 중 하나일 뿐이었다. 이러한 러시아측 태도에도 불구하고 고종은 여전히 평화회의 참석만이 남겨진 유일한 희망이었으므로 1907년 4월 다시 법률에 밝은 이준을 특사로 선발하고 이미 1906년 4월경부터 블라디보스톡에 가있던 이상설과 함께 페테르부르크에 가게 하였다. 원래 특명을 받았던 이용익이 사망하는 바람에 이준이 새로이 특사단에 합류한 것이다. 1907년 4월 20일자로 되어 있는 위임장은49) ‘한국의 자주독립은 세계 각국이 인정한 바인데 1905년 11월 18일 일본이 공법을 위반하여 외교대권을 강탈하여 열국과의 우의를 단절시켜 놓았다. 특사단은 헤이그 평화회의에 가서 우리의 고난 사정을 피력하고 외교대권을 회복하기 바란다’는 내용이었다. 

  이상설, 이준이 러시아 황제에게 보내는 고종의 친서를 가지고  러시아에 도착한 것은 6월 4일이고 여기서 주러공사 이범진의 아들 이위종과 합류한 다음 15일간 체류하면서 러시아측 지원을 위한 교섭을 벌였다. 하지만 니콜라이 2세를 알현하지는 못한 것으로 보이며 황제의 친서만 외무성에 접수시켰다. 고종의 친서는 ‘1905년 11월 18일 늑약 이후 일본의 불법 행위를 각국 위원에게 알리고자 하니, 세계가 모두 公法에 의거하여 公議로써 다시 한국의 국권을 찾을 수 있도록 도와달라’는 것이었다. 또한 格外의 派員이기 때문에 러시아 황제가 헤이그의 러시아 위원에게 칙명을 내려 회의석상에서 한 번 호소할 수 있도록 한국 위원들을 도와달라고 한 것으로 볼 때, 고종은 보호조약으로 이미 외교권이 박탈된 현실에서 한국대표가 국제회의에 참여할 자격이 없는 점을 충분히 인지하고 있었다.50) 하지만 평화회의 의장을 맡은 러시아대표 넬리도프의 지원으로 회의에 참석이 가능해진다면 을사조약이 불법적으로 체결된 사실을 공표하고 공법(국제법)에 의거하여 국권 회복을 도모하겠다는 생각이었다. 

  그러나 러시아는 1907년 7월 30일 러일협약 타결을 앞두고 있던 시점에서 한국측 지원 요구를 들어줄 수 없었고 오히려 외상 이즈볼스키가 헤이그의 넬리도프에게 전문을 보내 한국 특사단에 협조하지 못하도록 지시하였다.51) 특사단은 할 수 없이 6월 19일 페테르부르크를 출발하여, 평화회의가 시작된지 열흘이나 지난 6월 25일 헤이그에 도착하였다. 잘 알려져 있듯이 특사단의 평화회의 참석은 불가했고 러시아 대표 넬리도프 백작을 비롯하여 미국, 프랑스, 영국, 독일 등 주요국 위원에 대한 면담 신청도 거절되었지만, 특사단이 준비해 온 控告詞를 발표하고 언론(William Stead 발행 Courrier de la Conference 등)을 통해 일본의 국제법 위반 행위를 폭로함으로써 소기의 성과를 거두었다. 7월 14일 갑작스러운 이준의 순국 이후에도 이상설, 이위종은 영국, 미국 등을 순방하며 한국의 독립 주권 지지를 호소하였다. 고종이 헐버트에게 내린 9개국 원수에게 보내는 친서는 전달되지 않고 남아 있지만, 이상설, 이위종 등의 순방으로 고종이 애초에 구상했던 對열강 외교의 일부는 달성된 셈이다.52) 그러면 애초에 친서 전달의 임무를 부여받은 헐버트는 왜 고종의 친서를 전달하지 않았을까? 그것은 친서 작성의 주체인 고종황제가 이미 7월 20일자로 양위된 상태에서 각국 원수에게 이를 전달한다는 것이 넌센스로 여겨졌기 때문이었을 것으로 생각한다. 또다른 사명이었던 헤이그 중재재판소에 제소했다는 기록도 없으나, 10월 18에 폐막된 2차 평화회의에서 ‘의무적인’ 중재 원칙을 만장일치로 결의했다는 사실을 돌아본다면, 한국 특사가 평화회의에 참석만 했더라면 한국문제가 당연히 중재재판의 대상이 되었고 한국의 운명이 달라졌을 것 같은 아쉬움은 남는다. 그런 면에서 고종의 외교전략은 전혀 현실성 없는 헛된 노력이 아니었고 제2차 만국평화회의가 연기되지 않고 1906년 8월에 그대로 열리기만 했어도 충분히 성과를 볼 수 있는 전략이었다고 생각된다.   

  

4. 맺음말 

    

  1907년 제2차 만국평화회의 한국 특사단의 활동은 결코 완전한 실패는 아니었다. 헤이그에 모인 세계 각국 대표를 직접 대면한 것은 아니지만 일본의 불법적인 한국주권 강탈과정을 국제여론을 통해 널리 알렸다는 점에서 그러하다. 혹자는 고종과 그 측근들이 제국주의 시대 냉혹한 국제현실에 둔감했다고 비판하는데, 시시각각 변해가는 강대국간의 밀실 흥정에 대해 충분한 정보를 가지고 있었다고 할지라도 절대적으로 약소국인 대한제국이 택할 수 있는 선택지는 많지 않았다. 

  대한제국이 구사해온 외교전략의 두 갈래, 즉 국제사회를 향해 한국 중립국화 보장을 추구하면서 동시에 위기가 고조될 때마다 러시아에 의존하여 일본의 주권 침탈에 저항하려 한 것은 나름대로의 생존전략이었다. 하지만 러시아에게 대한제국은 만주를 지키기위한 하나의 카드에 불과했으므로 러시아가 대일타협론으로 돌아서는 순간 남은 방법은 소위 만국공법이 지배하는 국제사회를 향한 직접적 호소뿐이었다.  

  그런 점에서 만국평화회의 특사 파견은 고종이 취할 수 있는 마지막 선택이었지만, 동시에 이상주의적으로 생각해온 국제사회의 ‘公議’와 만국 ‘公法’의 실체를 깨닫게 하는 계기가 되기도 하였다. 근본적으로 고종과 측근 근왕세력의 만국공법 인식은 약육강식의 제국주의시대적이라기 보다는 국제사회의 ‘신의’와 ‘공론’을 중시하는  유교적 사고방식의 틀에 입각하고 있었다고 생각된다. 따라서 영일동맹, 카쓰라․태프트 밀약, 러일협상 등에 대한 정보를 충분히 가지고 있었음에도 불구하고 公法에 입각한 정당한 대한제국의 호소가 국제사회의 公議를 움직일 수 있으리라 확신하였다. 을사늑약의 절차적 하자를 지적하며 국제중재재판소에 제소할 것을 추진한 것도 국제법을 이상주의적으로 해석한데서 나온 처사였다. 하지만 두 차례나 평화회의를 개최한 국제사회는 ‘정의’가 아니라 ‘세력’에 의해 움직이는 세계였고, 정작 보호국으로 전락한 대한제국이 그로부터 벗어나는데 만국공법은 아무런 도움도 되지 못했다.    

  그럼에도 불구하고 대한제국의 만국평화회의 특사 파견은 몇 가지 측면에서 세계사적 의의를 가지고 있다고 생각한다. 첫째 19세기말, 20세기초 이제 막 태동하려는 국제사회에 약소국이 참여하는 방법과 절차에 대한 문제의식을 환기시켰고, 둘째 이상주의적으로는 국제평화를 목표로 하는 평화회의가 실제로는 강대국간의 이해타산과 밀실흥정에 의해 작동되는 것에 불과하지 않은지 근본적인 질문을 제기했으며, 마지막으로 국가간에 발생하는 갈등을 국제법이 중재하여 해결할 수 있는지 매우 현실적인 한계를 지적했다고 생각된다.     
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高宗の外交戰略と第2次萬國平和會の特使派遣 
(The Emperor Kojong's Diplomatic Approach and the Dispatch of Delegation to 1907 Hague Peace Conference)

                                                                                     徐 榮 姬(Suh Young-Hee, 韓国産業技術大学) 

 1. はじめに 
  乙巳勒約が強制的に締結された後、切迫した危機意識の中で国権守護のための高宗の努力は1)1907年第2次万国平和会議特使派遣において絶頂に達した。特使団が会議に参加することが出来ず、結果的に高宗が廃位を招いたため事件は失敗であったと評価する場合もあるが、その歴史的意味は他の側面から把握しなければならないと考える。韓国特使団はハーグ平和会議に集中した国際社会の関心と言論を充分に利用して乙巳條約の不当性を知らせ、韓国の独立支持を訴えた。特使団員の一人である李儁の殉国も現地言論に大書特筆されつつ韓国問題の深刻性を訴える助けとなった2)。 

  しかし今までこの事件は李儁、李相卨、李瑋鍾など三人の特使の活動中心に認識されて来たため、高宗の特使派遣経緯と背景に対しては相対的に充分に注目されてこなかった。万国平和会議の特使派遣は一部の評価のように国際情勢に無知な高宗が即興的に試みた無謀な事件ではなく、乙巳勒約以前から大韓帝国が列強を相手に広げた国際外交の延長線上として把握されなければならない。大韓帝国は国際列強の共同保証の下、中立国化を最も理想的なものとして追求したが、韓半島に危機が高まる度に、親露同盟戦略も同時に推進された。しかし露日戦争と乙巳條約の結果、両者が全て挫折した時、最終的に露西亜が取り持った国際会議に韓国問題を上程することによって外交的な解決を模索しようと試みたのである。 

  高宗は早くから大韓帝国宣布を通して、伝統的な中国中心の東アジア秩序から脱し、万国公法が支配する国際社会の一員になろうとした。1899年韓清通商条約の締結によって中国と近代的外交関係を樹立したのに次ぎ3)、1901年ベルギー、1902年デンマークと修交し、イギリス、フランス、ドイツなどヨーロッパ主要国家に常駐外交官を派遣してヨーロッパ外交を強化して行った。それまで大韓帝国の対外関係は日本、露西亜、或いはアメリカとの関係を中心に話し合われており、相対的にヨーロッパ外交に対しては疎そかであったが、実際はフランスを中心としたヨーロッパ国家との外交にも相当な比重が置かれていた。特にベルギーには非武装中立国として列強の共同保証を受けるモデルとして採択されており、これは高宗の個人顧問に招聘されたベルギー人デルレビユ(Delevigue)が1904年1月21日戦時中立宣言に関与したことからも確認出来る4)。それだけでなく各種国際條約(万国郵便条約、赤十字條約、1899年ハーグにおいて調印された陸戦の法規慣例に関する条約、赤十字条約の原則を海戦に応用する条約、1904年ハーグで調印された病院船に関する条約等、5つの特別条約)にも積極加入することで自ら国際社会の一員として行動した5)。このような外交努力は一旦、韓半島問題に有事が生じた場合、国際社会が介入出来る様に意図されたものであったため、日帝はまず大韓帝国の外交権を剥奪する保護条約を早急に強制せざをえなかった。そのような時に保護条約の不法性を暴露するための万国平和会議特使派遣は日帝が最も憂慮し、また日帝の意図を最大限に正面から逆らう抵抗方法だったのである。 

2. 大韓帝國 外交戰略の二つの分岐 

  1907年の万国平和会議特使派遣は、その間に大韓帝国外交が追求していた二つに分かれていた外交戦略が一つに統合されたために現われた結果物でもあった。大韓帝国は中立国化と親露同盟を併行的に推進していた。一見矛盾して見える二つの戦略は韓半島の周辺情勢と危機の強度によって選択的、或いは同時に推進されていた。中立国化戦略が韓半島問題を国際社会の‘公議’によって解決する方案であったが、これは万国平和会議参加の意図と一脈相通ずるものである。保護国として外交権が剥奪された境遇で、国際会議参加のために露西亜に取り持ちを依頼したことは、親露同盟が推進されていたため可能だったのである。 

  大韓帝国外交の最高目標は永世中立国化の保障を受けることであったが、露日戦争勃発のように切迫した危機状況の下では、戦時国外中立の保障を求めた。1900年以来、高宗が最も憂慮していたことは露・日両国が韓半島分割占領のような協議案を密かに合議する可能性であった。1900年7月は側近密使である玄映運を日本に派遣して日本側の諜報を収集し、8月には趙秉式を派遣し、駐日アメリカ公使及び露西亜公使と中立国化についての論議をしたのもこのような憂慮から出発したものである。1901年7月には露西亜が日本に‘韓満交換論’に即した韓国中立国化を提案したという消息を聞き、直ちに朴齊純を派遣して列強共同保証の下による中立国化を提示した。1903年9月には外部大臣李道宰の名義で駐日韓国公使を通して公式的に戦時国外中立保証を要求したりした。しかし、日本はこの全ての提案を拒否し、却って韓日同盟条約締結を提案した6)。 

  一方露西亜は1902年に日本とアメリカを相手に韓半島中立化を打診した事がありながら、高宗が提案する韓半島中立化に対しては否定的であった。1903年10月駐露韓国公使李範晉を通じて露・日両国が韓国を中立国として見なすように要請した外交文書を伝達した際、韓国が中立を表明したとしても、これを守り通す力があるのか、或いは中立状態を誰が保証するのか、という点に対して疑問を提議した7)。すなわち露西亜が考える韓半島の中立化は事実上アメリカを介入させて日本と露西亜が韓半島を共同保護する方式に近く、真正な中立化ではなかったのである。 

  露西亜は積極的に韓露同盟の締結を推し進めたわけではなかった。1898年の‘満洲集中策’を採択して以来、韓半島を満洲安全のための緩衝地帯として捉えていた露西亜は大韓帝国が保護や軍事同盟に準する条約締結を要求した際、微温的な反応であった。高宗もやはり露西亜に保護を要請しながらも、露西亜の租借要求のような主權侵奪行為には防御的であった。従ってこのような状況において高宗は露西亜に支持を訴えつつも、同時に国際社会に向けて中立国化を追求する戦略を駆使せざるをえなかったのである。 

  1903年8月に高宗が側近宮内官として仏語が流暢な玄尚健をヨーロッパに派遣したのも、このような戦略から出たのだった。玄尚健の使命はまず駐仏公使閔泳瓚と共にオランダハーグの常設仲裁裁判所((Permanent Court of Arbitration)に出向き、日露が開戦して両国軍隊が韓国領土を踏み躪った場合に対する助言を求めるというものであった。さらに韓国を永久中立国にする問題をフランスを含めたヨーロッパ各国と相談することした。駐仏公使閔泳瓚はかなり以前から韓国中立国化方案を模索せよという高宗の密命を受けていたのである8)。 

  フランスは露・日の対立の中、仲裁的な役目をしてくれる国家として認識され、法律顧問クレマジー(Cremazy)を含めて鉱山技師・軍事教官・鉄道記事など多数の技術顧問官たちを大韓帝国に派遣していた。また1900年12月には平壌鉱山採掘権獲得、1901年に雲南商社(Rondon Plaisant & Compagnie) 次官及び安南米供給契約など経済的にも活発に韓国に進出していた。軍事的には露西亜と同盟関係にあったが、日露間の戦争に対しては反対する立場であった。もし露西亜が敗戦すればインドシナ帝国に対する日本の脅威が強化されるため、却って日露間の妥協による戦争回避を望んでいた9)。 

  フランスに到着した玄尚健は駐仏公使閔泳瓚と共にフランス外務大臣デルカセ(Delcasse)に面会し好意的な反応を得た。ハーグの仲裁裁判所を訪問したかについては、資料的に確認することが出来ないが、エミール・ルーブフランス大統領が高宗に送った親書と親露・仏政策を勧める封書を受けており10)、10月下旬にパリを発ってベルリンを経て11月14日露西亜の首都ペテルブルクに到着したとなっている11)。 

  露西亜に到着した玄尚健は高宗皇帝の親書をロシア皇帝に伝達したが、現在モスクワ帝政露西亜対外政策文書で保管所に保管中の8月15日付親書の内容は、露・日開戦時に韓国は露西亜を指示し、有事には韓・露間に緊密に連結し防ぎ止めようというものであった。駐露公使李範晉はこのような高宗の親書に従って韓・露秘密同盟締結を目標に交渉を推進し始めたとあるが12)、このような日本側の諜報が事実であるならば玄尚健はフランスでは中立国化方案の諮問を受け、露西亜へ行ってからは保護を要請したことになる。既に10月下旬には露西亜政府に中立保障を要求せよという訓令を受けていた駐露公使李範晉としても非常に困惑する状況であった。 

  玄尚健は帰路には旅順に立ち寄り、強硬派として知られていたアレックジーエフ極東総督に会い、今後の韓国が取るべき方策について助言を求めた後、1904年1月11日露西亜軍艦で帰国した13)。ところが、十日後の1月21日、大韓帝国は中国芝罘において電撃的に戦時中立宣言を各国に打電した。この宣言は宮中において李容翊が全て指揮し、玄尚建、姜錫鎬、李学均、李寅栄など高宗の側近宮内官たちがフランス語教師マルテル(Martel)、ベルギー人顧問デルレビユ(Delevigue)などの協助を受けて推進したと知られている。仏文翻訳は在韓フランス公使フォントネィ(Fontenay)が引き受け、外部 翻訳官李建春を密使として支部駐在フランス副領事に派遣し直接打電したのだ。支部のフランス副領事は韓国総領事を兼ねていた14)。 

  玄尚健のヨーロッパ行の結果は、戦時中立宣言として現れた。日露が開戦した場合、韓半島が戦地になることを最も憂慮した大韓帝国にフランスは戦時中立を宣言を助言し、実務的にもこれを支援したと考えられる。露西亜に行き保護を要請したが、玄尚健の帰国報告を聞いて高宗は戦時中立宣言を選択したと考えられる。 

  一方韓国の中立宣言に対して1月22日英政府を筆頭としてイタリア、ドイツ、フランス、デンマーク、清国政府は返信を送ったが15)、アメリカ、ロシア、日本政府は回答しなかった。日本は韓国に対して直接の当事者なので第3国であるイギリス等とは異なり簡単に回答することは出来ないとし16)、駐露公使李範晉がある種の內應條約を推進していた露西亜からも回答が無かった。少し前に保護を要請する親書を受けた露西亜としては突発的な中立宣言に当惑したとも考えられる17)。 

  それにも関わらず高宗はイギリス等の回答によって韓国の中立を国際社会が承認したと考えた。それが永久的なのではなく、日露戦争時の一時的なものでも、各国の反応に鼓舞された高宗は中立化をより本格的に推進し始めた。駐仏公使閔泳瓚に対してフランス外務省の法律顧問ルノー(Louis Renault)の紹介受け、中立国の権利と義務を相談しなさいと指示しのも18)このような脈絡から出たのである。 

　しかし主旨するように露日戦争が勃発すると、日露両国軍隊は何の遠慮もなく韓半島に進駐した。永久中立国化は勿論、戦時中立までも守り通すことが出来ないのが当時の現実だったのである。そして日本軍が進駐した状態で締結された韓日議定書と顧問協約以後、大韓帝国が設置した海外公館の撤収が強要された。公使館撤収を拒否した駐英公使李漢應が自殺する事態が19)起こった後も、高宗は密旨を下し参事官を赴任させる等20)、列强外交を放棄しなかったが、‘乙巳條約’以後、結局すべての在外公館は閉鎖されるのに至った21)。ソウル駐在各国外交使節も1905年12月初までに大部分撤収した。11月24日アメリカ公使館が真っ先に撤収意思を表明し22)、12月26日列強の中では最も遅く公使を帰国させたのはフランスであった23)。 

3. 第2次萬國平和會議 特使派遣の經緯と特使活動の意義 

  公式的な外交交渉の通路が閉鎖されると、大韓帝国の対外交渉は密使を通じた秘密外交に切り替えるしかなかった。露日戦争勃発直後、上海に亡命した李学均と玄尚建 等の皇帝側近宮内官達は、相変らず露西亜及び欧米列強に訴えて干渉を要請するしかないと主張した24)。高宗は露西亜皇帝に送る親書において露日戦争勃発以後、日本が完全に韓国の主権を横奪して‘公法’を無視した暴圧を尽くしても列強の中で何処も神経を払わない、と嘆きながら露西亜が一日も早く韓半島に進駐して救援してくれるのことを切望した25)。 

  露西亜も露日戦争で敗れたからと言って韓国に対する関心を完全に諦めたわけではなかった。1905年9月のポーツマス講和條約において一応、日本の韓国に対する保護・指導・監理の権限を認めたが、韓国の独立支持を撤回したわけではないという立場であった26)。 

  しかし高宗は露日戦争がアメリカの仲裁で講和に入ったことを知り、先ずアメリカが韓半島問題に介入するよう要請する交渉を始めた。講和條約直後の1905年10月ハルバート(Homer B. Hulbert)を派遣してアメリカ大統領に親書を伝達し、1882年朝美條約の‘居中調整’条項に基づいて仲裁を要請したのだ。アメリカによって韓日議定書を破棄し、列強の共同保護を通じて日本の侵略を牽制してくれという要請であった。戦時中立宣言が露日戦争期に無惨に廃棄され、アメリカは中立宣言に対する回答も送らなかったが朝美条約に明示されていた仲裁義務を全て行ってくれることを期待したのだ。日帝の強圧によって再び ‘保護條約’が締結された直後の11月26日にも芝罘を通じてハルバートに勒約は無效という緊急電文を送ったが、米国務省はこのような高宗の要求を全て黙殺した27)。ハルバートを通じた交渉が無為に帰ると高宗は再び前在韓アメリカ公使アルレンに運動資金1万ドルを与えてアメリカで有能な法律家を雇用し、米政府が韓国事態に対して列強と共同で真相の調査をするよう交渉する一方、米、英、日3国の共同保護を要請した28)。日本の韓国保護国化を阻むためにはアメリカが仲裁に出るか、或いはアメリカが参加する列強の共同保護を甘受しなければならないというのが高宗の判断であった。 

  しかしアメリカに向けた全ての交渉は失敗に終った。主旨するようにアメリカは既に7月に桂-タフト秘密覚書を通じて日本の韓国保護国化を承認した状態であったし、ルーズベルト大統領の立場は一貫して親日的であった。 

  このようにアメリカの冷淡な反応に落胆した高宗は、再び露西亜に期待を期待をかけざるをえなかった。以後、露西亜に頼って国際社会に外交的解決を訴える交渉が始まった。露西亜も乙巳條約直後の1905年12月に陸軍大尉ロソプ(P. A. Rossop)を派遣して高宗皇帝を密かに謁見し、ある種の内容を上奏する等29)、高宗皇帝やその側近達が充分に期待感を持つように行動していた。 

  実は露西亜に向けた救援要請はポーツマス条約直後の1905年9月末からさらに本格化されていた。日本の保護権獲得を不安に思いつつ、露西亜が韓国の独立主権を支持しているという判断の下に、高宗の側近腹心である李容翊が9月29日ロシアに向けて出発した。上海でフランス船舶に乗りヨーロッパに出発した李容翊は10月31日フランスのマルセイユ港に到着し、11月1日パリには駐在韓国公使館を訪問した。ベルリンを経ち11月27日、露西亜のアペテルブルクに到着した30)。したがって1905年11月18日乙巳勒約当時、李容翊はベルリンからペテルブルクで行く道程おいて、露西亜に到着して駐露公使李範晉から勒約事実を伝え聞いたはずである。 

  李容翊は露西亜側に韓国の利権を渡す代わりに、保護を要請する高宗の啓字公文書を提示し、前在韓露西亜公使館書記シュタイン、外務大臣ラムスドルプと何度も会見したという記録が残っている。現在露西亜連邦国立文書保管所所長韓国関連資料には 1905年12月11日付けに作成されたラムスドルプ帳付けのロシア皇帝ニコライ2世に対する上奏書に李容翊の露西亜訪問報告と同時に皇帝の接見予定親筆が残されている31)。この資料を見ると、対話の内容は分からないが、李容翊が露西亜皇帝を謁見した可能性は大きいと考えられる。一方、高宗の側近宮内官である玄尚建も乙巳條約締結直後の1905年11月20日頃、李容翊の後を引き継いで高宗の親書を持ってペテルブルクへ向かったと出てくるが、親書の内容は日本の蛮行を露西亜皇帝が西側文明国に知らせ、糾弾して独立を回復させてくれという内容であった32)。 

  このような高宗の親書に接した露西亜側はロンドン、ヴィアンナ、ローマ、ワシントン、ベルリン、パリ駐在露西亜公館長たちに電文を送り乙巳勒約が強要によって締結された不法条約なのを説明し、これに対する駐在国の意思を打診せよという訓令を出した。しかしフランス政府の不満以外にもイギリス、アメリカ、独政府など大部分が日本の大勢を認め公使館撤収を決めたという報告を受けたニコライ2世はこれ以上乙巳勒約を問題視しないことに決め、‘国内問題によってこれ以上大韓帝国を助けることは出来ない’と言う電文を高宗に送るよう勅令を出した。国内問題とは露日戦争敗北後、革命勢力の急増でロシア国内秩序が混乱に陥っていたことである33)。 

  したがって李容翊のニコライ2世謁見や高宗皇帝の親書伝達は期待した程效果が得られなかった。そのうちに1906年1月12日李容翊暗殺未収事件が発生し、李容翊は何ら得ることなく1月24日露西亜を去り、フランスを経て3月8日上海に帰還した34)。 

  露西亜側で積極的な保護意志を確認することが出来なかった高宗はもはや韓半島問題を国際問題化するための戦略として、世界列強を相手に乙巳勒約の不法性を知らせ、韓国問題に介入を訴える方案を選ぶしかなかった。1906年1月29日付けでロンドントリビューン紙記者であるストーリー(Douglus Story)に依頼して北京駐在イギリス公使に送った国書において5年間列強の共同保護を要請したのも35)、若しイギリス政府が共同保護の主体として韓国問題に介入することが出来るのか打診して見たのである。 

  その他も高宗は大韓帝国と修交関係にあった全ての締約国を相手に親書外交を試みた。ハルバートに1906年6月22日付けで下ろした委任状を見るとアメリカ、イギリス、フランス、ドイツ、ロシア、オーストリア、ハンガリー、イタリア、ベルギー、中国など9ヶ国の国家元首に韓国を代表して親書を伝達し、ひいてはハーグ常設仲裁裁判所において韓国問題を提訴せよという使命まで付与した36)。1903年夏に玄尚建がヨーロッパ行で調べた結果を土台として、ハルバートには直接仲裁裁判所に提訴せよという任務を付与したのだ。当時、帝国主義秩序下において列強が1899年第1次万国平和会議の結果、常設仲裁裁判所を開設したことは高宗が期待したような弱小国問題を解決するためというよりは、強大国間紛争を仲栽しようというものであった。それゆえ1900年から1902年まで裁判に上程されたのは、わずか何件かであり、解決されたこともなかったが37)、高宗は仲裁裁判所に多大な期待をかけていたのだ。 

　高宗の特命を受けたハルバートは1907年5月8日韓国を去りハーグに出発した。ハルバートが李儁, 李相卨, 李瑋鍾など第2次万国平和会議韓国特使団と同行したかについては確証がないが7月10日ハーグに現れ特使団の活動を支援したことは確認されている38)。 

  元々1906年8月に開かれる予定だった第2次万国平和会議は危機に処した高宗皇帝にはまたとない絶好の機会であった。期待したアメリカからは無視され、露西亜からも微温的反応を受けた後、国際社会に直接訴える方法しかないと考えた高宗にとって世界47ヶ国が来日予定であった平和会議は最高の機会であった。露西亜が主導して開かれた第1次平和会議には参加出来なかったが、1902年2月16日付けでオランダ外相に万国平和会議加入申し込みを39)していた高宗としては第2次会議が開かれることだけを期待していた。 

  第2次平和会議は1904年10月アメリカのルーズベルト大統領が提案したが露日戦争で論議が一時停止し、ポーツマス講和條約直後に露西亜が主催することに米国側と合意した。この時、露西亜が平和会議を主催することに一度はポーツマス講和條約で日本に渡した韓国保護権を国際会議席上で再論議する意図もあったようだ40)。 

  したがって高宗が1905年10月末に仏語学校教師マルテルを北京駐在露西亜公使に送った際、露西亜は大韓帝国の主権不可侵を認めて国際会議でその見解を明らかにするようにハーグ国際会議に大韓帝国代表を招待するという意思を伝達した。また招請状は既に10月3日露西亜駐在韓国公使に外交文書として伝達してあり、露西亜政府は変らずに李範晉を合法的な公使として認めているという意思も通知した。この時は未だ乙巳條約締結以前だが、韓日議定書と顧問協約以後日本が強圧的に韓国の在外公館撤収を強要している現実を不安に思っていた高宗に対して、露西亜は第2次平和会議の招請という解決策を提示したのだ41)。このようにポーツマス講和條約にも関わらず露西亜は未だ韓国の独立主権支持を放棄せず、国際世論を利用して問題解決を試みるという判断を行っていたため、日本は急いで大韓帝国の外交権を剥奪する乙巳勒約を強行したと考えられる。韓国問題を第2次平和会議案件に挙げ、国際的仲裁を導き出そうとする露西亜側の意図を無力化させたのだ。 

  しかし、このような露西亜側の態度に鼓舞された高宗は1906年4月から8月の間ウラジオストックにいる李容翊にハーグ行を指示し、露西亜に立ち寄りニコライ2世に助力を要請せよという密命を下したと日本側諜報は把握していた42)。しかし1906年8月に開かれる予定だった平和会議は強大国間の事情で1年延期され、1907年6月に開かれることになり、李容翊は1907年2月24日に急死したため、新しい特使団を選抜せざるをえなくなった。 

  第2次平和会議の1年延期の原因については、いくつか主張があるが、軍備縮小を巡るドイツとオーストリアの参加問題43)、あるいは同時期にリオデジャネイロで開かれる予定だった米洲会議と重なるという米国側の延期要請、そして露西亜側の内部事情等に整理することが出来る。この中でも露西亜側の事情とは、1905年末の深刻な財政危機状況を1906年3月フランス等からの国際借款でようやく解消し、その後1906年4月から平和会議準備が始められたため44)、技術的に1年延期されたという主張である。 

  問題は延期された1年の間に起こった日露間の交渉において韓国を招待した露西亜の立場に大変化が起こった点である。1906年4月3日付けハーグ駐在露西亜大使チァリコプがオランダ外務省に送った書簡には韓国は既に招請状を発送した47ヶ国中、12番目に名簿にあるが、それと同時に回答を送っていない国家に含まれている。平和会議を絶好の機会に思っていた高宗がどうして回答を送らなかっただろうか? 日帝の妨害策を憂慮して回答をしなかったのか、或いは1902年において既に加入意思を明らかにした公文書をオランダに送っていたため、再度招請状に回答しなくても良いと思ったかも知れない。 

  このような状態で1906年5月、新たに露西亜外相に就任したイズボルスキーは露西亜の東アジア戦略を対日妥協論に反転させた。1906年6月7日駐韓露西亜公使バフメチェイェプは日本外相に平和会議に韓国を招待した事実を知らせつつ、日本側の意思を打診した。日本は当然、韓国の招請に反対し、特に1次会議不参国がオランダ政府に加入意思さえ表示すれば ‘国際紛争の平和的処理条約’ 加盟国として扱うという露西亜側の提案に問題を申し立てた。元締約国の加入同意を得ずとも、加入意思を通知すれば加盟可能とする、という露西亜側の提案では、韓国は既に‘国際紛争の平和的処理条約’加盟国であり、その資格で平和会議に参加すれば韓国問題を仲裁裁判所に提訴することが出来るからであった45)。 

  一方露西亜としては当面の懸案として韓国総領事派遣を巡り日本側と争っていたため、領事派遣問題と平和会議の招請を連携して論議しようとした。即ち1905年12月 26日付けに韓国総領事派遣を申し込んだが46)、日本の強要によって成立した韓露関係の断絶を認めることは出来ないという論理から47)日本天皇ではなく韓国皇帝から認可　　状を受けると固執した露西亜は、1906年8月11日に結局日本外務大臣の仮承認を受けて総領事を赴任させた。続いて10月9日には駐韓露西亜公使が日本外相にハーグ会議に韓国を不参加させる意思を最終的に知らせた。11月21日には公式的に日本天皇の認可状を受けた。三国干渉以来、韓半島を巡り日本と競争し戦争まで辞さなかった露西亜が遂に日本の韓国保護権を承認した瞬間であった48)。 

  結果的に露西亜において韓国は日本との交渉を有利に導くことの出来る多くの交渉カードの中の一つであるだけあったのだ。このような露西亜側の態度にも関わらず、高宗は相変らず平和会議参加だけが残された唯一の希望であり、1907年4月再び法律に詳しい李儁を特使に選抜し、1906年4月頃からウラジオストックに行っていた李相卨と共にペテルブルクに向かわせた。元々特命を受けていた李容翊が死亡したため、李儁が新たに特使団に合流したのである。1907年4月20日付けの委任状は49) ‘韓国の自主独立は世界各国が認めるところであるが、1905年11月18日に日本が公法を違反し、外交大権を強奪して列国との友誼を断絶させた。特使団はハーグ平和会議に行き、私たちの苦難の事情を打ち明け、外交大権を回復してほしい’と言う内容であった。 

  李相卨、李儁が露西亜皇帝に渡す高宗の親書を持ち露西亜に到着したのは、6月4日であり、ここで駐露西亜公使李範晉の息子李瑋鍾と合流した後、15日間滞留しながら露西亜側の支援のための交渉を行った。しかしニコライ2世と謁見することは出来ず、皇帝の親書だけを外務省に渡した。高宗の親書では ‘1905年11月18日乙巳勒約以後日本の不法行為を各国委員に知らせ、世界が公法に基づいて公議として再び韓国の国権が回復するように助力してほしい’というものであった。また格外の派員であるため、露西亜皇帝がハーグの露西亜委員に勅命を下し、会議席上において一度訴えることが出来るように韓国委員たちを助力してくれ、という内容を考察した場合、高宗は保護条約で外交権が剥奪された現実において、韓国代表が国際会議に参加する資格がない点を充分に認知していた50)。しかし平和会議議長を引き受けた露西亜代表ネルリドプの支援によって会議に参加が可能となるならば、乙巳條約が不法的に締結された事実を公表し、公法(国際法)に基づいて国権回復を図るという考えであった。 

  しかし露西亜としてはは1907年7月30日の日露協約妥結を控えていた時であり、韓国側のサポート要求を聞き入れることは出来なかった。寧ろ外相イズボルスキーがハーグのネルリドプに電文を送り、韓国特使団に協調しないように指示した51)。特使団は仕方なく6月19日ペテルブルクを出発し、平和会議が始まってから十日過ぎた6月25日ハーグに到着した。よく知られているように、特使団の平和会議参加は不可能であり、露西亜代表ネルリドプ伯爵を含めてアメリカ、フランス、イギリス、ドイツなど主要国委員に対する面談申し込みも断られたが、特使団が準備して来た控告詞を発表して言論(William Stead発行 Courrier de la Conference等)を通じて日本の国際法違反行為を暴露することで所期の成果を収めた。7月14日の突然の李儁の殉国以後も李相卨、李瑋鍾はイギリス、アメリカなどを巡回して韓国の独立主権支持を訴えた。高宗がハルバートに下した9ヶ国元首に送った親書は伝達されずに残っているが、李相卨、李瑋鍾の巡回によって高宗が最初に構想した対列強外交の一部は達成されたわけである52)。それでは最初に親書伝達の任務を受けたハルバートはなぜ高宗の親書を伝達しなかっただろうか?　それは親書作成の主体である高宗皇帝が既に7月20日付けで譲位させられた状態であり、各国元首にこれを伝達するということが無意味であると考えたからではないだろうか。もう一つの使命であったハーグ仲裁裁判所に提訴したという記録もないが、10月18日に閉幕された2次平和会議で‘義務的な’仲裁原則を満場一致で決意したという事実を振り返ると、韓国特使が平和会議に参加だけでもしていたなら、韓国問題は当然仲裁裁判の対象となり、韓国の運命が変わったのではないか、という惜しさは残る。そのような面から高宗の外交戦略は全く現実性の無い、虚しい努力では無く第2次万国平和会議が延期されずに1906年8月に開かれていただけでも、充分に成果を見られる戦略であったと考えられる。 

4. おわりに 

  1907年第2次万国平和会議における韓国特使団の活動は決して完全な失敗ではなかった。ハーグに集まった世界各国代表と直接対面してはいないが、日本の不法的な韓国主権強奪過程を国際世論を通じて広く知らせたという点もある。或者は高宗とその側近達が帝国主義時代の冷酷な国際現実に鈍感だったと批判するが、時々刻々変わる強大国間の密室取り引きに対して十分な情報を持っていたとしても、絶対的に弱小国である大韓帝国が選ぶことの出来る選択肢は多くはなかった。 

　大韓帝国が駆使した外交戦略の二つの分岐点、すなわち国際社会に向けて韓国中立国化の保証を追求しながら、同時に危機が高まる度に露西亜に頼り日本の主権侵奪に抵抗しようとしたのは、それなりの生存戦略であった。しかし露西亜にとって大韓帝国は満洲を守るための一つのカードに過ぎず、露西亜が対日妥協論で背信した瞬間、大韓帝国に残った方法はいわゆる万国公法が支配する国際社会に向けた直接的な訴えだけであった。 

  そのような点から万国平和会議特使派遣は高宗が取ることの出来た最後の選択であったが、理想主義的に考えていた国際社会の‘公議’と万国‘公法’の実体を悟るきっかけになった。根本的に高宗と側近勤王勢力の万国公法認識は弱肉強食の帝国主義時代的と言うよりは、国際社会の‘信義’と‘公論’を重視する儒教的考え方のフレームに即していたと考えられる。従って日英同盟、桂ータフト密約、日露交渉などに対する情報を充分に持っていたにも関わらず、公法に即した正当な大韓帝国の訴えが国際社会の 公議を動かすことができると確信していた。乙巳勒約の手続き的欠点を指摘して国際仲裁裁判所に提訴することを推進したことも、国際法を理想主義的に解釈したことから出た行動であった。しかし二度も平和会議を開催した国際社会は‘正義’ではなく‘勢力’によって動く世界であったし、いざ保護国に転落した大韓帝国がそれから脱するのに万国公法は何らの助けにもならなかった。 

  それにも関わらず大韓帝国の万国平和会議特使派遣はいくつかの側面で世界史的意義を持っていると考えられる。第一に19世紀末、20世紀初めに胎動しようとした国際社会に弱小国が参加する方法と手続きに対する問題意識を換気させた。第二に、理想主義的には国際平和を目標とする平和会議が実際は強大国間の欲得と密室取り引きによって作動しているに過ぎないのではないか、という根本的な質問を提議した。最後に国家間に発生する葛藤を国際法が仲栽して解決することが出来るのか、いう非常に現実的な限界を指摘したと考えられる。 
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1. 머리말 

  일본제국은 「의정서」(1904. 2)을 통해 한반도 내 군사 기지 사용권을 획득한 다음, 「제1차일한협약」(1904. 8)으로 일본정부가 추천하는 재정·외교의 고문을 대한제국 정부에 투입하여 중요한 政務를 장악하였다. 이어 「제2차 일한협약」(1905. 11)을 강제하여 외교권을 탈취하였다. 이러한 성과는 모두 러일전쟁에 동원된 군사력을 배경으로 이루어졌다. 

   대한제국의 근대화는 일본제국의 군사적 팽창주의와는 달리 영세중립국의 실현과 산업경제의 개발에 목표를 두어 군사력의 양성은 상대적으로 취약하였다. 대한제국 정부는 1900년을 전후하여 외국자본의 유치에 성과를 거두면서 근대화 실현에 대한 기대가 컸지만 1904년 러일전쟁으로 일본군이 한반도에 진주하여 펼친 상황 앞에서 절망적이었다. 그 가운데서도 일본의 보호국화 강제를 저지하려는 투쟁은 치열하였다. 황제는 보호조약을 강제 당할 때 러시아 니콜라이 황제로부터 제2차 만국평화회의에 대표를 파견해달라는 초청을 받고 있었다. 9개월 뒤인 1906년 8월 3일로 예정된 이 회의는 ‘국제분쟁 평화적 처리방법’과 ‘강제중재재판문제 및 상설중재재판소 설치문제’ 등을 다룰 예정이었다. 황제는 이 회의에 한 가닥 희망을 걸고 일본 측이 내민 조약문에 서명 날인하기를 강력하게 거부하였다.  

   1905년 11월의  보호조약은 지금까지의 연구를 통해 소정의 법적 절차를 거치지 않은 점, 문서요건상의 하자, 무력 위협, 황제의 동의 거부 등 효력 불발생의 문제점들이 많이 확인되었다. 이 조약은 일본이 한국의 주권을 탈취한 ‘구조약’의 핵심으로 이 조약에 나타나는 문제점들은 36년간의 한국통치의 불법성을 더욱 강하게 보증하게 될 것이다. 그런데 일본정부가 한국의 주권 탈취를 위해 범한 불법행위는 비단 조약의 강제에 그치지 않는다. 일본정부는 저항하는 한국의 황제를 강제로 퇴위시키고 결코 정당하지 않은 절차를 통해 한국의 내정에 대한 통감의 감독체제를 만든다. 특히 후자에서 관련 문건 60 여 점에 대한 통감부 직원들의 한국 ‘신황제’의 서명 위조의 非行은 경악을 금치 못하게 한다. 

   일본에 의한 한국병합이란 역사적 대사건은 조약 강제 하나로만 이루어진 것이 아니라, 황제권에 대한 직접적인 파괴 행위를 거쳐 국가 讓與를 강요하는 순서를 거치게 된다. 이 글은 1905년 11월의 조약 강제 후에 펼쳐진 한국 황제권에 대한 일본의 파괴행위와 이에 근거한 통감 섭정체제 수립에서 저질러진 범법 행위의 실상에 대한 고찰로 한국병합의 법적 문제점에 대한 시야를 넓히는 데 기여하고자 한다.  

2. 한국황제의 ‘보호조약’ 무효화 국제 투쟁 

  한국 황제는 1905년 9월의 러일강화조약의 결말을 보면서 일본이 취해올 위협을 예상하고 이를 막아보기 위해 10월에 미국 대통령에게 한국에 대한 ‘열강국의 공동보호’를 제안하는 것을 시도하였다.1) 한국정부의 고문으로 활동하던 미국인 헐버트Homer Bezaleel Hulbert에게 이에 관한 친서를 대동하고 미국으로 가게 하였다. 한국 황제는 미국정부가 이미 일본 편이 되어있다는 것을 잘 알고 있었지만 데어도어 루즈벨트 대통령이 제2차 만국평화회의 개최 제안자이기 때문에 ‘공동보호’에 대한 이해가 있을 것을 기대해 보았던 것이다. 그러나 이 일은 친서 전달 과정에서 비밀이 보장되지 못했고 미국 국무장관과 접촉이 이루어졌을 때는 이미 보호조약이 강제된 후여서 실패하고 말았다. 한국황제는 11월 26일에 헐버트 앞으로  “총검의 위협과 강요로 체결된 조약은 무효”라는 내용의 전문을 보내 자신의 뜻을 확실히 표명하여 미국정부와의 접촉에 활용하도록 하였다. 그러나 미국정부의 태도는 바뀌지 않았다. 황제는 주불공사 민영찬에게도 루트 국무장관과의 접촉을 지시했지만 마찬가지로 반응을 얻지 못했다. 

   일본정부는 1905년 보호조약에 근거해 1906년 2월 1일자로 한국의 외교권을 행사할 주체로서 통감부를 설치하기로 정하였다. 한국황제는 이에 대한 반대의사를 국제적으로 표명해 둘 필요가 있었다. 황제는 이 반대의사를 담은 친서를 해외에 알릴 역할을 해줄 사람을 찾았다. 황제의 측근은 러일전쟁 취재차 서울에 와 있던 영국 런던의 ‘트리뷴’지 기자 스토리Douglus Story를 찾았다. 그에게 5년 기한의 열강국의 ‘공동 보호’를 제안하는 국왕의 친서(1906년 1월 29일자)를 전달하였다. 다글라스 기자는 격의 위협까지 받으면서 인천으로 가 놀웨이인 선장의 배를 타고 중국으로 건너 가 베이징 주재 영국공사에게 국서를 전달하였다.2) 

   한국 황제는 1906년 8월 3일로 예정된 제2차 만국평화회의에 대표를 보내는 것이 가장 중대하였다. 황제는 1906년 6월 22일자로 헐버트에게 수교국 원수들에게 일본의 부당한 주권 위협행위를 알리고 앞으로 헤이그 만국공판소의 공정한 변리를 요청하는 일을 착수할 것이라는 내용의 친서를 전달하는 임무를 부여하였다. 헐버트에 대한 위임장과 미국, 러시아, 영국, 프랑스, 독일, 오스트리아 헝가리, 이탈리아, 벨기에, 중국 등 9개국 원수에게 보내는 친서들이 모두 이 날자로 작성되었다.3) 그런데 이 위임장과 친서는 회의가 1907년 6월 15일로 연기되면서 사용처를 잃고 말았다. 

    러시아 황제가 제2차 평화회의에 한국을 초대한 사실을 일본정부가 안 것은 1906년 5월 9일이었다. 주일러시아공사(박메테흐, Georgii P. Bakhmetev)가 이 회의에서 러시아정부가 제기할 문건을 전한 것 속에서 그 사실을 발견하게 되었다.4) 일본정부는 1906년 6월 18일 각의를 열고 대책을 세워 6월 25일에 러시아공사에게 회의 개최시기를 연기하고 외교권을 상실한 나라의 경우 원 외교권 보유국의 의사를 존중해야 한다는 의사를 전달하였다.5) 일본의 이런 제안은 회의의 제안자, 개최국, 초청국 등에 전달되어 1907년 6월 15일로 변경시키는 데 성공한다. 러일전쟁의 승전국이란 지위가 이를 가능하게 하였던 것으로 보인다. 

   제2차 만국평화회의의 연기는 한국황제의 계획에 큰 차질을 가져왔다. 무엇보다도 일본정부가 회의 연기를 통해 시간을 벌면서 열강국을 상대로 한국대표의 참가를 봉쇄하는 외교활동을 벌임으로써 상대적으로 큰 불이익을 당하게 되었다. 더글러스 기자가 북경주재 영국공사관에 전달한 한국황제의 ‘공동보호’의 제안도 빛을 보기가 더욱 어려워 졌다. 영국은 러일전쟁 발발 직전에 한국의 중립국 선언을 제일 먼저 인정해 준 나라였지만 전쟁에서 일본이 승리하는 것을 보면서 한국에 대한 지원 의사는 점차 사라졌다. 오히려 영국이 스스로 나서서 저지해야 할 러시아의 남하를 대신 담당해주는 일본이 고마웠다. 

  다글러스 기자는 제2차 만국평화회의가 10개월 뒤로 연기된 가운데 1906년 12월 6일 자 런던 트리뷴지에 황제의 제안을 담은 국서의 내용을 사진과 함께 실었다. 영국정부의 무반응 속에 자신이 한국에 대해 약속한 임무를 수행하기 위한 것이었다. 한국의 대한매일신보는 이 기사를 1907년 1월 16일자 지면에 전재하여 실었다. 한국황제가 발부한 국서가 1년을 소요하여 지구를 한바퀴 돌아 국내 신문에 보도되었다는 것은 아이러니칼한 일이지만, 당시 일본군의 서울 장악이 얼마나 삼엄했던가를 보여주는 좋은 증언이다. 스토리 기자는 1907년에 “극동의 내일(Tomorrow in the East)"(London, George Bell & Sons)이란 저서를 내어 자신이 얼마나 위험한 분위기에서 국서를 전달하게 되었던가를 술회하였다.6)  

   한국 황제는 1907년 봄에 6월 15일부터 열릴 회의에 보낼 특사를 새로 구성하였다. 이상설, 이위종, 이준 등 3인을 특사로 뽑았다. 일본의 감시망을 뚫기 위해 3인의 출발지와 출발 시각은 서로 달리하여 페테스부르크에서 합류하였다. 이들은 일본에 의해 한국 대표의 참여 자격이 상실된 것을 알고 이를 만회할 수 있는 방법을 찾아 페테스부르크에서 러시아 황제의 도움을 구하던 끝에 회의장에 지각 도착을 하게 되었다. 그들이 헤이그에 도착한 것은 회의가 시작된 지 10일이 지난 6월 25일이었다. 특사 일행은 일본이 구축한 방벽에 부딪혀 회의장에 들어가지 못하고 참가국 위원들에게 일본의 침략과 한국의 요구를 알리는 ‘控告詞’와 부속문서 ‘일본인 불법행위’를 전한 다음, 이를 지역 발행신문인 ‘쿠리에 드 콘페란스’Courrier de la Conference (6월 27일자)에 공개하였다.7) 이것이 한국황제 측이 할 수 있었던 주권 수호의 국제적 활동의 최정점이었다. 

3. 일본정부의 황제 퇴위 강제의 결정  

  1907년 6월 27일자 「쿠리에 드 라 콘페란스」지의 보도는 러일전쟁 후 일본이 동양평화의 미명으로 한국의 주권 탈취를 위해 저지른 조약 강제의 불법성을 서방세계에 폭로하는 계기가 되었다. 대한제국 정부와 그 臣民이 일본의 한국지배를 거부하고 있는 사실이 국제사회에 처음으로 제대로 알려졌다. 그러나 한국황제가 이에 대해 치룬 대가는 엄청나게 큰 것이었다. 일본정부는 이 사건을 고종황제를 퇴위시키고 한국의 내정권을 장악하는 기회로 삼기로 결정하였다. 

   한국 특사 3인이 평화회의장에 나타나 일본의 만행을 폭로하자, 일본 대표 츠즈키 케이로쿠都筑馨六가 즉각 하야시 타다스 林董 외무대신에게 보고하였다. 일본 특명전권대사 츠즈키는 1905년 11월의 조약 강제 때 특파대사 이토 히로부미伊藤博文를 추밀원 의장 비서실장 자격으로 수행했던 인물이다. 그가 평화회의의 위원으로 참가한 것은 한국보호조약 실행 팀이 평화회의를 이 조약의 국제적 완결의 기회로 간주하여 임무를 부여받고 있었던 것을 의미한다. 

   츠즈키의 보고는 한국 통감 이토 히로부미에게도 곧 전해졌다. 이토는 1907년 7월 3일자로 하야시 外相 앞으로 보낸 전문에서 특사파견이 황제의 칙령에 따라 이루어진 것이라면 한국의 징세권, 병권 또는 재판권을 우리가 접수할 좋은 기회라고 말하면서 ‘局面 一變’의 조치를 취할 것을 주장하였다.8) 그리고 서울의 고종황제에 대해서는 이번 일은 일본에 대한 공공연한 적의 표명으로 이는 보호조약 위반이며 따라서 일본은 한국에 대해 開戰을 선언할 권리까지 있다고 협박하였다.9) 통감 이토는 이어서 7월 7일자로 사이온지西園寺公望 총리대신에게 이번 일에 대해 한국황제에게 엄중 경고하였지만 이에 대한 정책을 어진회의에서 결정해주기를 품청하였다.10) 이 요청에 대해 일본정부는 7월 12일에 元老와 각료가 참여하는 어전회의를 열어 원칙적으로 일본제국 정부는 이번의 기회를 놓치지 않고 한국 내정에 관한 全權을 장악하기를 희망하여 이의 실행은 통감에게 일임하기로 하였다. 그리고 필요한 모든 조치는 한국황제의 칙령에 의해 이루어 지는 형식을 빌어야 하며, 이를 위한 양국 정부 간의 협약의 체결은 극히 중요한 안건이므로 외무대신을 한국에 보내 직접 통감에게 설명하도록 하였다.11) 이 결정의 통지는 (1) 처리요강안 (2) 제2요강안 (3) 찬부상황 등 3개의 <附記>를 첨부하여 통감이 선택하여 조치하도록 하였다. 

  위 <부기> 중 (1)은 한국황제가 내치 정무의 실행을 통감에게 위임하여 통감의 동의로 내정이 시행되도록 하는 방안, (2)는 한국황제가 황태자에게 양위하여 화근을 없애도록 하되 이는 한국정부로 하여금 실행하도록 하고 내정은 통감의 副署없이는 이루어질 수 없도록 한다는 것이었다.  (3)은 상정된 의제들에 대한 원로 야마카다 아리토모 山縣有朋, 데라우찌 마사다케 寺內正毅와 내각의 ‘多數’의 의견을 정리한 것이다. 이 때 병합도 고려되었지만 대부분 시기상조라고 하였고 (1)(2)가 다수 의견으로 나와 이를 정리하여 「요강안」을 정리했던 것이다. 일본 내각은 이의 시행과정에서 생길 마찰에 대비하여 혼성 1개여단을 파견할 것을 결정하기도 하였다.12) 당시 한국에는 주차군이 2개 사단 체류 중이었는데 황제 퇴위 시 예상되는 저항으로 병력을 더 추가하였던 것이다.    

4. 강제 퇴위 과정의 파행성 

   통감 이토는 본국정부로부터 하달된 두가지 「요강안」중 (2)를 택하였다. 한국 정부의 내각의 대신들로 하여금 한국황제에게 황태자에게 양위토록 건의하게 한 다음 통감이 내정을 장악하는 체제를 만드는 근거로 새로운 협약의 체결을 준비하였다. 이토의 요청을 받은 한국의 총리대신 이완용 등은 연일 회의 끝에 7월 16일에 황제에게 양위하기를 奏請하였다. 한국황제는 격노하면서 侍從院卿 李道宰를 통감 이토의 처소에 보내 입궐을 요구하였다. 이토는 18일 오후 5시에 입궐하여 이 일은 한국 대신들이 하는 일로 자신이 간여할 일이 아닐뿐더러 한국대신으로부터 어떤 상담도 받은 일이 없다고 답하였다. 이날 황제는 신하들에게 나는 이미 최후의 결심을 했으니 경들도 끝까지 일본의 요구를 방어할 수단을 강구해야 한다고 언명하였다. 이완용 내각은 원로들을 소집하여 황제에게 양위의 불가피성을 進達하게 하였다. 원로로 9인(徐正淳, 申箕善, 閔泳徽, 李容植, 李重夏, 閔泳韶, 南廷哲, 李允用 金在豊)이 이에 응해 입궐했지만 4인(朴泳孝, 朴齊純, 李道宰, 成岐運)은 참석하지 않았다.13) 이런 강요 속에 일본 측은 19일 오전 1시에 “폐하가 양위에 동의한” 것으로 간주하고 3시에 양위의 조칙을 발포하였다. 그러나 이 조칙은 상당한 혼동을 내포하고 있었다. 

  먼저 발포된 조칙은 날자가 18일로 되어 있고, 문구상으로는 아래에 보듯이 양위가 아니라 “황태자로 하여금 대리케” 하는 것이었다.14) 

  “(前略) 내가 생각해 보니 고달프고 힘이 들어서 황위를 물려주는 것(倦勤傳禪)은 원래 역대에 행한 예가 있고, 우리 선대 임금들의 훌륭한 禮는 마땅히 바르게 이어받아 행해야 한다. 내가 지금 軍國大事를 황태자로 하여금 代理케 하려 하노니, 의식절차는 宮內府 掌禮院에서 마련하여 거행하게 하라. 光武 11년 7월 18일 (어세) 내각총리대신 훈2등 李完用. 

  이 조칙문은 물론 양위를 강제하기로 결정한 일본정부 측에서 준비한 것이다. 일본정부는 7월 18일을 조칙 발포의 날로 잡아 미리 문안을 만들어 두었다가 실제 발표한 날이 19일이 되어서도 고치지 않고 그대로 사용했다. 보호조약 강제일이 1905년 11월 17일로 잡혀 18일 새벽 1시를 넘겨서도 17일을 공식 날자로 삼은 것과 비슷한 경우이다. 7월 19일에 외무대신 하야시 타다스가 총리대신에게 보낸 보고 電文에 따르면 일본 측은 조칙문의 구절이 미흡한 점이 있기는 하지만 조선의 예에 따르면 왕이 생존 중에 양위를 행할 때는 ‘대리’의 형식으로 국정을 수행할 때가 있고 서두에 “고달프고 힘이 들어서 왕위를 물려준다”는 자구가 따로 있으므로 양위로 간주해도 된다는 해석을 내리고 있었다.15) 그러나 곧 조선왕조의 관례로는 대리의 형식으로 물러난 왕이 언제든지 친정에 다시 나설 수 있다는 것을 알게 되어 통감부 측은 한국정부 내각으로 하여금 ‘진짜 양위’를 고종황제로부터 받아내도록 강요하였다. 내각대신들은 19일 낮부터 황제에게 전정한 양위를 표시하도록 요구하였다.16) 그러나 황제는 더 이상 양보할 수 없었다. 

   황제측이 조칙을 수정할 기미를 보이지 않자 내각과 통감부는 양위를 기정사실화 하는 작전을 폈다. 19일 밤에 太廟에 칙사를 보내고, 20일 아침 7시에 中和殿에서 ‘權停例’ 즉 임금이 참석하지 않은 상태에서 환관 2인이 ‘구황제’와 ‘신황제’를 대역하여 양위식을 거행하였다.17) 조선왕조에서 각종 하례나 임금의 생일, 과거합격자 발표 등에서 임금이 참석하기 어려울 때 권정례란 이름으로 궐석 거행을 할 때가 있었으나 국왕의 양위식이나 즉위식에서는 이 형식을 취한 예가 없다. 한국의 황제와 황태자가 모두 양위에 응하지 않았기 때문에 이런 사상 유례가 없는 의식의 거행이 발생하였다. 이 의식에는 최소한 궁내부 대신이라도 참석해야 하는데 궁내부 대신 朴泳孝는 양위에 반대하면서 참석하지 않았다. 총리대신 이완용과 통감부 측은 그의 불참에 당황하여 이완용이 궁내부 대신 임시서리가 되어 식을 올렸다. 통감 이토는 양위식의 거행으로 양위가 이루어진 것으로 기정사실화 하고자 입궐하여 ‘신황제’를 알현하고 축사를 건넨 후, ‘구황제’도 알현하고 7시에 퇴출하였다.18) 당시 서울 시가지에서는 이완용의 집을 방화하는 등 양위 반대 시위의 소요가 일고 있었는데도 통감 이토 일행은 무장 군인들의 호위 속에 입궐하였다. 그러나 고종황제와 그 측근들은 이 의식을 인정하지 않았다. 

   7월 21일에 궁내부 대신 박영효가 입궐하여 이완용의 궁내부대신 임시서리 자체를 인정할 수 없는 것이라 하면서 양위의 부당성을 강력하게 비판하였다. 박영효의 입궐 소식을 듣고 이완용 등이 들어오자 박영효는 그를 면전에서 내각의 잘못을 공박하면서 궁지로 몰았다. 그러나 황제 지지세력의 우세는 22일 새벽 1시경에 끝났다. 일본군이 궁궐 안으로 들어와 그들을 모두 체포함으로써 상황이 역전되었다. 시종원경 겸 내대신 이도재를 비롯한 황제 근신들과 군부 참장 李熙斗(군부 군무국장)를 비롯한 군부와 시위대 장교들이 이완용 등 친일 분자들을 체포하여 양위를 저지하는 친위 쿠데타를 일으키려 하였는데 일본군이 이를 사전에 탐지하여 보병 제51연대의 1개대대를 동원해 박영효, 이도재, 일단의 시위대 장교 등을 체포하였다.19) 

   총리대신 이완용 측은 친위 구테타를 진압한 뒤 두개의 조칙을 나란히 발표하였다. 하나는 황태자가 “大朝(父皇)의 명백한 지시를 정중히 받아들여 庶政을 대리하는” 마당에서 인민의 大業協贊을 구하는 조칙, 다른 하나는 “大朝의 처분을 이미 받았으니 太皇帝로 받드는 의식과 절차를 궁내부 장례원에서 都監을 설치하여 거행하라”는 조칙이었다. 두 조칙은 모두 황제의 이름으로 나가는 것이지만, 22일 새벽 1시경에 황제의 어새를 관리하는 內大臣이 체포된 상황에서는 조칙이 황제의 뜻을 담은 것이 될 수 없었다. 체포 이후는 체포한 측의 뜻을 담은 것이 될 수 밖에 없었다. 

   두 조칙에 날인된 어새는 내대신의 체포와 동시에 일본의 괴리가 된 총리대신 또는 통감부가 관장하는 것이 되었다. 두 조칙이 발부된 날자는 모두 7월 21일이었지만 그것은 단지 준비된 날자에 불과한 것이었다. 문안을 미리 준비하였다가 내대신 체포 후에 그가 관리하는 어새를 빼앗아 날인하여 공포하였던 것이다. 친위 쿠데타라는 것은 이 어새를 탈취하기 위한 각본이었는지도 모른다. 어쨌든 이후 ‘칙명지보’의 어새는 통감부 측이 장악한 바 되어 후술하듯이 ‘신황제’의 서명 위조사건까지 일어나게 된다. 7월 22일 현재 한국의 ‘구황제’와 ‘신황제’는 통감 이토의 뜻대로 양위를 한 것으로 간주되었다. 『순종황제실록』은 이에 대해 “이날 낮, 내각대신들은 태황제로의 尊奉에 맞추어 황태자에게 代理라는 칭호대신 皇帝라는 큰 칭호를 쓸 것을 요청한” 것으로 기록하였다.20) 현 황제와 황태자가 원하지 않는 양위가 이렇게 사상 유례가 없는 방식을 통해 강요되었다. 

   통감 이토 히로부미는 양위를 강제한 뒤, 이어서 7월 24일자로 「韓日協約」의 체결을 강행하였다. 이 협약은 통감이 한국의 ‘施政改善’을 지도하고 한국정부의 모든 내정에 대한 권한을 통감이 총괄하는 근거를 마련하기 위한 것이었다. 이 조약의 체결자는 통감 이토 히로부미와 내각 총리대신 이완용으로 두 사람은 “각국 정부로부터 相當한 위임을 받아서 기명 날인”하였을 뿐 황제의 승인 여부에 대해서는 어떤 언급도 없다. 한국 측의 경우, 통감부의 의도대로라면 ‘신황제’가 ‘위임’의 주체가 되어야 할 것이지만 7월 24일은 양위가 강제된 직후이기 때문에 한국의 ‘신황제’가 조약의 위임 문제에 개입할 상황이 전혀 아니었다.  

   통감 이토 히로부미는 7월 24일에 한일협약을 강제하면서 총리대신 이완용에게 대한제국의 軍隊解散에 관한 「覺書」를 제시하였다.21) 한국군은 황궁 守衛의 임무를 담당할 1개 대대만 남기고 모두 해산한다는 것이다. 통감 이토는 군대해산을 명하는 황제의 조칙을 스스로 기초하여 한국어로 번역하여 7월 31일에 발표하였다. 황제가 작성해야 할 조칙을 통감이 대신 만들어 황제의 승인 절차 없이 공포하여 군대를 강제 해산시켰다. 그리고 8월 2일에는 ‘신황제’의 年號를 隆熙로 정하고, 태황제의 宮号는 德壽, 府號는 承寧으로 발표하였다. 통감부는 ‘신황제’를 ‘구황제’의 영향권에서 떼어 내기 위해 7월 24일부터 ‘兩帝의 隔離’를 논의하여 8월 14일에 확정지었다. ‘구황제’는 경운궁에 그대로 머물게 하는 대신 宮号를 德壽宮으로 바꾸어 쓰게 하고 ‘신황제’는 昌德宮으로 移御하도록 방침을 세웠다. 즉위식은 8월 27일에 慶運宮의 敦德殿에서 거행하였다. 통감 이토가 각국 領事들을 대동하고 ‘신황제’를 방문한 것이 즉위식이었다. 모든 절차는 통감부의 각본대로 진행된 것일뿐 한국의 황제와 황태자의 뜻이 담긴 것은 전혀 아니었다. 

  통감 이토 히로부미는 어린 英王(垠)을 인질로 일본으로 보내 고종황제가 반발하지 못하게 하는 정책을 병행하였다.22) 8월 7일에 영왕을 황태자로 책봉하고 16일에 육군보병 參尉로 임명하여 일본 보병유년학교에 유학시킬 준비를 하였다. 10월 16일에 양국 황실의 우호를 빙자하여 일본의 황태자가 서울에 왔다. 일본 황태자의 방문은 어디까지나 한국의 황태자를 데려가기 위한 분위기 조성에 불과한 것이었다. 황태자 垠은 실제로 ‘太子太師’ 이토 히로부키의 인도아래 11월 19일에 일본으로 떠나야 했다. 한국의 ‘구황제’는 이 인질극 각본에 저항할 힘을 잃었다. 11월 13일 ‘신황제’가 창덕궁으로 移御한 뒤, 15일에 스스로 태묘와 永寧殿을 참배하고 돌아오는 길에 창덕궁의 ‘신황제’를 방문하였다. 3일 후인 18일에 ‘신황제’도 태묘를 참배하여 祖宗의 神位 앞에 자신의 즉위를 알리는 誓告文[添附 資料1]을 읽었다.23) 신구황제의 양위와 등극은 이때 비로소 이루어졌던 것이다.  

   태황제 고종은 이렇게 부득이 하게 양위를 허용하였지만 社稷의 앞날은 너무나 비관적이었다. 신황제는 1898년의 이른바 毒茶事件으로 심신 장애증을 앓고 있었으므로 일본의 농락을 감당할 수 없는 처지였다. 태황제가 기대를 걸 곳은 전국 각지 또는 해외에서 일본군과 싸우고 있는 의병들의 투쟁뿐이었다. 그는 비밀리에 의병 조직에 군자금을 보내기도 하였지만 한성에서는 더 이상 움직일 수가 없었다. 

  

5. 통감 섭정체제 수립과정의 불법성  
   1907년 10월 18일 ‘신황제’의 誓告文에는 李坧이란 자신의 이름자를 세번 써넣도록 기안되어 있었다.[별첨 자료 1] 신황제는 자신의 이름자를 준비된 문안의 빈 공간에 세 번 직접 써넣었다. 이 서고식은 실질적인 등위식을 의미하는 것이었기 때문에 통감부 측은 이를 기념하기 위해 두가지 조칙문을 준비하게 하였다. 하나는 ‘慶會를 맞아 행하는 大赦免의 단행’ 다른 하나는 ‘維新國是와 應行六條目’이었다. 전자는 ‘登位‘하면서 대사면을 취한다는 것, 후자는 국정의 개선 대상 여섯가지에 관한 명시이다.24) 

   그런데 서고문에 신황제가 써넣은 이름자는 통감부 측이 향후 2개월간 61건의 문건에 대한 황제의 이름자 서명을 위조하는 데 악용되었다. 두 조칙을 필두로 이후 대한제국의 조칙, 법률, 칙령 등은 일본식 공문서 결재 방식을 따라 황제의 이름자 친필 서명제도를 도입하여 결재하게 되었다. 대한제국에서는 지금까지 황제의 手決印과 ‘勅命之寶’의 어새 날인으로 결재가 이루어 졌는데, 통감부는 이때부터는 이를 버리고 일본식으로 어새가 날인 된 자리 위에 황제가 이름자를 직접 서명하도록 제도를  바꾸었다. 이 제도는 서고식이 이루어진 그날에 반포된 위의 두 조칙에 대한 서명에서부터 적용되었는데 그 서명이 황제의 필체와는 전혀 다른 것이었다. 이때부터 1908년 1월 18일까지 2개월 간 결재된 61건의 문건에 가해진 황제의 이름자 서명은 5~6개의 서로 다른 필체로 이루어져 있는 사실이 밝혀졌다. 다시 말하면  5~6명의 관계자가 각기가 담당한 문건을 작성하여 황제의 이름자 서명을 자신의 손으로 써 넣어 처리해 버렸던 것이다. 황제의 서명 위조가 무더기로 자행되었던 것이다.  해당 문건들은 「한일협약」에 따라 통감이 한국의 내정을 감독하기 위해 대한제국의 관제와 재정회계 등을 바꾸는 법률과 칙령들이다. 이것이 사실이라면 일본의 한국에 대한 지배권은 범법행위로 획득되었다는 것을 의미한다. 

   해당 문건 61건은 등위(즉위) 초의 제반 시책 및 인사에 관한 것 5건, 관제 제정 또는 개정 31건, 재정 회계 관련 14건, 재판소 운영 관련 3건 등의 순으로 통치체제의 핵심 사항에 관한 것들이 대부분이다.(별표 참조) 예컨대 「各部官制通則」의 경우, 정부 운영체제를 바꾸는 사항이다. 즉 1905년 2월 26일의 통칙은 제7조에서 “각부 대신은 소속 관리를 총독하여 奏任官의 진퇴는 내각 정부회의를 거쳐 上奏하고 判任官 이하는 專行한다”고 했는데 1907년 12월 13일자의 개정문건은 “내각 의정부회의”의 부분을 ‘내각총리대신’으로 바꾸었다. 총리대신이 통감의 뜻을 받들어 전담하는 것으로 바꾼 것이다. 그리고 같은 날자의 「內部官制」의 경우, 이전에는 監獄 관리가 내부대신의 권한이었는데 같은 날의 「監獄官制」는 감옥을 신설하여 법부대신 소관으로 하였다. 법부대신이 임명하는 판임관의 看守長은 무려 54인으로 하고 通譯 專任職 9인을 두어 일본인이 간수장의 직책을 맏을 수 있게 하였다. 「재판소구성법」은 대한제국의 법원제도를 일본식으로 완전히 바꾸는 것이었다. 이렇듯 대한제국의 통치의 근간에 해당하는 조직 개편의 칙령, 법률 등이 황제의 서명 위조를 통해 이루어졌다는 것은 경악을 금치 못하게 하는 중대사이다. 

   서명 위조 행위는 누가 한 것일까? 이태진의 조사 결과, 12월 13일자의 칙령 23건에 가해진 필체는 통감부 문서과장을 지낸 일본인 마에마 교사쿠(前間恭作)의 것으로 확인되었다.  마에마는 1905년 11월의 보호조약 강제 때 특명전권공사 하야시 및 특파대사 이토의 통역관으로 활약하면서 헌병을 대동하고 한국 外部로 가서 외부대신의 職印을 가져와 날인하게 한 인물이다. 표 1의 정리에 따르면 위조 서명은 날자별로 거의 한 사람의 필체로 이루어 지고 있다. 이 점은 통감부에서 문서를 기안한 자들이 각기 일괄적으로 황제의 이름자 서명을 자필로 처리해 버렸다는 것을 明證한다. 신황제가 서고식에서 준비된 서고문에 기입한 이름자를 보고 그 필체를 모방하여 통감부 日人 관리들이 무더기 서명 위조를 자행했던 것이다. 이런 식의 작업은 1908년 1월 18일자의 「臨時帝室有及國有財産調査局
官制改正」을 끝으로 종료되고 이후로는 황제가 직접 서명하도록 하였다. 통감 섭정체제 확립에 필요한 문건 60여개를 황제에게 모두 보여 직접 서명하게 한다면 황제가 최소한 지연시키는 저항을 보일 것을 우려해 서명 위조의 범법행위를 몰래 자행했던 것이다. 이 작업이 끝난 후로는 중요한 사안이 있을 수 없었기 때문에 황제에게 자필 서명의 기회를 주었던 것이다. 

6. 맺음말 
   1905년 11월의 보호조약 강제, 1907년 7월의 한국황제에 대한 양위 강제, 「한일협약」의 강제를 통한 통감의 섭정체제의 구축, 군대해산 등은 일본제국의 대한제국 국권 탈취의 가장 중요한 국면들이다. 그 국면들은 모두가 불법 또는 범법적인 방식과 절차에 의해 이루어진 것이 확인되었다. 1905년의 보호조약의 부당성, 불법성을 세계에 알리기 위해 제2차 평화회의에 특사를 파견한 것을 빌미로 한국의 황제위를 강제로 바꾸고, 신황제의 서명을 위조하여 통감 섭정체제 구축에 필요한 칙령, 법률의 제정을 처리하였다. 이러한 사실들은 어느 모로나 이후 달성되는 일본의 한국병합의 ‘합법성’을 주장할 수 없에 하는 것이다. 설령 ‘한국병합’의 법적 문건이 다 갖추어졌다 하더라도 그 예비적 기반 구축이 범법적 방식의 점철로 이루어졌다면 누가 어떻게 ‘합법’을 주장할 수 있겠는가? 일본의 한국병합 합법론자들은 열강국의 묵인 내지 승인을 중요한 근거로 삼고 있지만 그것은 열강국들이 일본제국의 동양평화론의 선전전에 휘말려 진상을 알지 못한 상태에서 나온 묵인일 뿐이었다. 열강국들이 만약 일본체국이 통감 섭정체제 구축을 위해 한국에 대해 자행한 범법행위들을 알았다면 어떤 태도를 취했을지는 알 수 없지만, 불법 또는 범법의 행위는 열강국의 묵인 여부와는 무관하게 지워질 수 없는 엄연한 사실이다.    
  

별표:  純宗皇帝 署名을 위조하여 처리된 문건 분석표 

	연월일  
	 종류 
	 관련 사항 분류 
	 도합 
	위조필체수 

	(1907)
 11.18~26, 
	조칙  
	대사면 1, 응행조목 1, 예우 및 임명 2.
  
	 5 
	2(18~19일 1, 26일 1) 

	 12. 4. 
	칙령 
	잡세(상공세) 처리 1 
	 1 
	1  

	 12. 13. 
	조칙 
	귀순자 면죄문빙 급여 1 
	 1 
	1  

	 12. 13.  
	칙령 
	각부관제통칙1, 관제개정 11, 관제 9, 직원증원 1, 세입세출예산 1
  
	23 
	1(위와 동) 

	 12. 20. 
	칙령 
	근위기병편제 1 
	 1 
	1 

	 12. 23. 
	법률 
	재판소 구성, 시행, 설치법 3 
	 3 
	1 

	 12. 23. 
	칙령 
	봉급령 개정 1, 관제 1 
	 2 
	1(위와 동) 

	 12. 27. 
	칙령 
	관리 봉급 지위 정원 수당 등 9, 관제개정 2, 관제 4, 회계법 2, 증명규칙 개정 1 
	19 
	1 

	 12. 30. 
	칙령 
	관제 개정 3, 은사금규정 1, 학교령개정 1 
	 4 
	1 

	(1908)
  1. 7. 
	칙령 
	함북청진개방건 1 
	 1 
	1 

	  1. 18. 
	칙령  
	관제개정 1 
	 1 
	1 

	  
	  
	  
	61 
	  


	[별첨 자료 1]
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1) 이하 한국 고종황제의 주권수호를 위한 외교 활동에 대한 서술은 金基奭, 「光武帝의 주권수호 외교, 1905-1907; 乙巳勒約 무효 선언을 중심으로 -」, 李泰鎭 편『일본의 대한제국 강점』(까치, 1995) pp. 229-231
2) 김기석, 앞의 논문 pp. 246-253.  
3) 1906년 6월 22일 9개국에 보낸 고종의 친서는 87년만에 김기석이 발견했다. 뉴욕 컬럼비아대학교 귀중도서실, 김용중문고 소장. 김기석 앞 논문, pp. 254-267
4) 김지영,「헤이그 만국평화회의와 일본정부의 대책」, 『이준열사와 제2차 만국평화회의』, 이준열사순국100주년기념학술대회 논문집, 이준열사순국백주년기념사업추진위원회, 2007, 서울, p.9; 『헤이그만국평화회의 일본외교문서』2권 「제2차만국평화회의 개최에 관해 국제분쟁평화적처리조약 가맹방법에 관해 제국정부의 의향조회의 건」「제2차만국평화회의 개최 기일에 관한 건」pp. 107-109. 『주한일본공사관기록』31권「제2차만국평화회의에 관한 건」pp.50-51. (再引用)

5) 김지영, 앞 논문, p.10; 『헤이그만국평화회의 일본외교문서』2권, 「국제분쟁평화적처리조약 가맹 방법에 관한 회답통지의 건」pp. 114-115. (再引用)

6) 김기석, 앞 논문, pp. 252-253.
7) 尹炳奭, 『李相卨傳』, 一潮閣,, 1984, 제7장 海牙 萬國平和會議의 使行 참조. 
8) 『日本外交文書』40-1, 「헤이그에서의 한제 밀사의 성명 자격 등 문의 및 대한조치에 관한 건」 pp. 430-431. 이하 한국 고종황제 강제 퇴위 강요에 대한 서술은 李泰鎭 , 「통감부의 대한제국 寶印 탈취와 純宗皇帝의 署名 僞造」, 『일본의 대한제국 강점』에 주로 의거함.
9) 김지영, 앞 논문, p. 3;「일본외무성특수조사문서」37, pp. 87-91  (再引用)
10) 『日本外交文書』40-1, 事項 12, 日韓協約締結一件, 473항. 
11) 위의 책, 事項 12, 日韓協約締結一件, 474「韓帝의 밀사파견에 관해 묘의결정의 대한처리방침 통보의 건’」p.455 
12) 위의 책, 「한국질서 유지를 위해 혼성여단파견 요청의 건」p. 477
13) 위의 책, 7월 19일자, 통감이 珍田외무차관을 통해 西園寺 총리대신에게 보낸 「韓帝讓位의 經緯 及 右詔勅發布에 관한 건」, pp. 465-466.
14) 『詔勅·法律』, 서울대학교 도서관, pp. 509-510.
15) 『日本外交文書』40-1, 事項 12, 日韓協約締結一件, 487 「韓帝讓位의 詔勅에 관해 外務大臣으로부터 通報의 件」.
16)  楢崎桂園 『韓國丁未政變史』,1907, 日韓書房, pp.64-65.
17) 위와 같음. 권정례의 양위식에 관해『日本外交文書』에는 보고사항으로 올라 있으나 (40-1, 497項) 『고종(태황제)실록』에는 이 행사에 관한 기록이 없다.
18) 『日本外交文書』40-1, 499 「 統監及各國總領事韓國新舊兩帝에 拜謁의 件」. 
19) 『日本外交文書』40-1, 494 「韓帝讓位에 依한 韓國軍隊의 動搖及我軍의 措置의 件」. 한국측의 피체포자는 홍문관 대학사 南廷哲 등의 궁중파, 군부의 ‘불평당’, 參將 李熙斗(군부 군무국장), 副領 魚潭, 參領 李甲(군부 교육국원, 일진회 반대파, 西友會 首領), 參領 林在德(시위 제2연대 제3대대장) 등.『韓國丁未政變史』pp.77-78.  
20)  『純宗(皇帝)實錄』 권1, 光武 11. 7월 22일조.
21) 『日本外交文書』40-1, 530. 「日韓協約에 관한 文書送付의 件」
22) 이하 英王에 관한 서술은 『純宗(皇帝)實錄』의 해당 年月日條 참조.
23) 서울대학교 奎章閣 소장 詔勅綴. 이 서고문의 소장 상태에 대해서는 李泰鎭 , 「통감부의 대한제국 寶印 탈취와 純宗皇帝의 署名 僞造」, 『일본의 대한제국 강점』, p. 167 참조.
24) 이하 본 章의 서명 위조 문서에 대한 서술은 이태진, 앞 논문에 의거함.
1907年日本の韓国皇帝退位強制と統監摂政体制の樹立
－その不法性を論じる－
(Enforced Abdication of Emperor Kojong and the Seizure of the Korean domestic administration by the Japanese Resident-General in 1907
 – Focused on the Illegality and Violence Involved in the Process -)

Yi Tae-jin (Seoul National University)
１．はじめに

２．韓国皇帝の「保護条約」無効化国際闘争
３．日本政府の皇帝退位強制の決定
４．強制退位過程の跛行性

５．統監摂政体制樹立過程の不法性
６．おわりに

１．はじめに

　日本帝国は「議定書」（1904.2）を通じ、朝鮮半島内の軍事基地使用権を獲得した後、「第一次日韓協約」（1904.8）にて、日本政府が推薦する財政・外交の顧問を大韓帝国政府に送り、重要な政務を掌握した。続いて「第二次日韓協約」（1905.11）を強制し、外交権を奪った。このような成果は、すべて日露戦争に動員された軍事力を背景に成された。

　大韓帝国の近代化は日本帝国の軍事的膨張主義とは異なり、零細中立国の実現と産業経済の開発を目標とし、軍事力の養成は相対的に脆弱であった。大韓帝国政府は1900年を前後して外国資本の誘致に成果をあげ、近代化実現に対する期待が大きかったが、1904年日露戦争で日本が朝鮮半島に進駐し、展開された状況の前では絶望的であった。その中でも、日本の保護国化強制を阻止しようとする闘争は熾烈であった。皇帝は保護条約を強制される際、ロシアの皇帝ニコライから第二次万国平和会議に、代表を派遣してほしいという要請を受けていた。9ヵ月後の1906年8月3日に予定されていたこの会議は、「国際紛争の平和的処理方法」と「強制仲裁裁判問題及び常設仲裁裁判所設置問題」等を扱う予定であった。皇帝はこの会議に一縷の望みを抱いて、日本側が出した条約文に署名・捺印することを強く拒否した。

　1905年11月の保護条約は、既存の研究を通じて所定の法的手続きを経ていない点、文書用件上の瑕疵、武力による威嚇、皇帝の同意拒否等、効力不発生の問題点が多く確認されている。この条約は日本が韓国の主権を奪った「旧条約」の核心で、この条約に現れる問題点は36年間の韓国統治の不法性を、より強く補充することになるだろう。だが、日本政府が韓国の主権奪取のために犯した不法行為は、単に条約の強制に終わらない。日本政府は抵抗する韓国の皇帝を強制退位させ、決して正当とはいえない手続きで韓国の内政に対する統監の監督体制を作った。特に後者において、関連文件60余点について統監府職員の韓国「新皇帝」の署名偽造の非行は驚きを隠せない。

　日本による韓国併合という歴史的大事件は、条約強制の一つに留まるのではなく、皇帝権に対する直接的な破壊行為を経て、国家譲与を強制する順序を経ることになる。本稿は1905年11月の条約強制後に行われた、韓国皇帝権に対する日本の破壊行為と、これに基づく統監摂政体制樹立で行われた、犯法行為の実像に対する考察であり、韓国併合の法的問題点に関する視野を広げるのに寄与せんとするものである。

２．韓国皇帝の「保護条約」無効化国際闘争

　韓国皇帝は1905年9月の日露講和条約の結末を見ながら、日本の脅威を予想しこれを防ぐため10月にアメリカ大統領に韓国に対する「列強国の共同保護」を提案することを試みた
。韓国政府の顧問として活動してきたアメリカ人ハルバート（Homer Bezaleel Hulbert）にこれに関する親書を渡し、アメリカに派遣した。皇帝はアメリカ政府がすでに日本の側に立っていることをよく知っていたが、テオドア・ルーズベルト大統領が第二次万国平和会議開催提案者であるため、「共同保護」に対する理解を得られるものと期待していたのである。だが、これは親書を渡す過程で秘密が守られず、アメリカ国務長官と接触ができたときには、既に保護条約が強制された後で失敗に終わった。韓国皇帝は11月26日にハルバート宛に「銃剣の脅威と強要により締結された条約は無効」という内容の電文を送り、自身の意思をはっきりと表明しアメリカ政府との接触に活用できるようにした。だが、アメリカ政府の態度は変わらなかった。皇帝は駐フランス公使・閔泳瓚にもルート国務長官との接触を支持したが、同様に反応を得ることはできなかった。

　日本政府は1905年保護条約に基づき、1906年2月1日付で韓国の外交権を行使する主体として、統監府の設置を定めた。韓国皇帝はこれに対する反対の意を国際的に表明しておく必要があった。皇帝はこの反対の意を含んだ新書を、海外に知らせてくれる人物を探した。皇帝の側近は日露戦争の取材でソウルに来ていた、イギリス・ロンドンの「トリビューン」紙の記者である、ストーリー（Douglus Story）を尋ねた。彼に5年限の列強国の「共通保護」を提案する国王の親書（1906年1月29日付）を渡した。ダグラス記者は敵の脅威を受けながら、仁川へ行きノルウェー人船長の船に乗って中国にわたり、北京駐在イギリス公使に国書を渡した
。

　韓国皇帝にとっては、1906年8月3日に予定されている第二次万国平和会議に、代表を送ることが重大であった。皇帝は1906年6月22日付でハルバートに、修好国の元首に日本の不当な主権威嚇行為を知らせ、今後ハーグ万国公判所の公正な弁理を要請することに着手せよ、という内容の親書を伝える任務を任せた。ハルバートへの委任状と、アメリカ、ロシア、イギリス、フランス、ドイツ、オーストリア・ハンガリー、イタリア、ベルギー、中国等、9カ国の元首に送る親書がすべてこの日に作成された
。だが、この委任状と親書は会議が1907年6月15日に延期されてしまい、無用のものになってしまった。

　ロシア皇帝が第二次平和会議に韓国を招待した事実を日本政府が知ったのは、1906年5月9日であった。駐ロシア公使（バクメテフ、Georigii P. Bakhmetev）がこの会議で、ロシア政府が提起する文件を伝えたものの中から、その事実が発見された
。日本政府は1906年6月18日、閣議を開き対策を立て、6月25日にロシア公使に会議開催時期を延期し外交権を喪失した国家の場合、元外交権保有国の意思を尊重しなければならないという意思を伝えた
。日本のこのような提案は、会議の提案者、開催国、招請国等に伝えられ、1907年6月15日に変更させることに成功するのであった。日露戦争の戦勝国という地位が、これらを可能にさせたと思われる。

　第二次万国平和会議の延期は、韓国皇帝の計画に大きな蹉跌をもたらした。何よりも日本政府が会議延期を通じて、時間をかけて列強国相手に韓国代表の参加を封鎖する外交活動を繰り広げたため、相対的に大きな損害を与えられた。ダグラス記者が北京駐在イギリス公使に伝えた韓国皇帝の、「共同保護」の提案も日を見ることがより難しくなった。イギリスは日露戦争勃発以前に、韓国の中立国宣言を最初に認めてくれた国であったが、戦争での日本の勝利を見て、韓国に対する支援の意思は段々と希薄になっていった。むしろイギリスが自ら出て阻止しなければならない、ロシアの南下を代わりに担当してくれる日本が有難かったのである。

　ダグラス記者は第二次万国平和会議が10ヵ月後に延期された中、1906年12月6日付のロンドン・トリビューン紙に皇帝の提案を含んだ国書の内容を写真と共に掲載した。イギリス政府の無反応の中、自身が韓国に対して約束した任務を遂行するためのものであった。韓国の大韓毎日申報は、この記事を1907年1月16日付紙面に転載し掲載した。韓国皇帝が発布した国書が1年を要して地球を一周し、国内新聞で報道されたということはアイロニカルなことではあるが、当時日本軍のソウル支配がどれほど厳しかったのか、ということを見せてくれる良いの証言である。ストーリー記者は1907年に『極東の明日（Tomorrow in the East）』（London,George Bell&Sons）という著書を出し、自分がどれほど危険な中で国書を伝えることになったのかを述懐した
。

　韓国皇帝は1907年春に、6月15日から開かれる会議に送る特使を新しく構成した。李相卨、李瑋鍾、李儁ら3名を特使に選んだ。日本の監視網を欺くため、3名の出発地と出発時刻はそれぞれ変え、ペテルブルクで合流した。彼らは日本によって韓国代表の参加資格が喪失したことを知り、これを挽回する方法を求めペテルブルクでロシア皇帝の助けを求めた末、会議場に遅れて到着することとなった。彼らがハーグについたのは、会議が始まって10日も過ぎた6月25日であった。特使一行は日本が構築した防壁により会議場に入れず、参加国委員に日本の侵略と韓国の要求を知らせる「控告詞」と付属文書「日本人不法行為」を渡した後、これらの地域発行新聞である『クーリエ・ドゥ・ラ・コンフェランス（Courrier de la Conference）』（6月27日付）に公開した
。これが韓国皇帝側ができた、主権守護の国際的活動の絶頂であった。

３．日本政府の皇帝退位強制の決定

　1907年6月27日付『クーリエ・ドゥ・ラ・コンフェランス』紙の報道は、日露戦争後日本が東洋平和の美名で韓国の主権奪取のため企んだ条約強制の不法性を、西洋世界に暴露する契機となった。大韓帝国政府とその臣民が日本の韓国支配を拒否している事実が、国際社会に始めて正しく知られた。だが、韓国皇帝がこれに対して払った対価は、とても大きなものであった。日本政府は高宗皇帝を退位させ韓国の内政権を掌握する機会にすることを決定した。

　韓国特使3名が平和会議場に現れ日本の蛮行を暴露すると、日本代表・都筑馨六が直ちに林菫外務大臣に報告した。日本特命全権大使・都筑は1905年11月の条約強制時、特派大使・伊藤博文に枢密院議長秘書室長の資格で随行した人物である。彼が平和会議の委員として参加したことは、韓国保護条約実行チームが平和会議をこの条約の国際的完結の機会とみなし、任務を与えられていたことを意味する。

　都筑の報告は韓国統監・伊藤博文にもすぐ伝えられた。伊藤は1907年7月3日付で林外相宛に送った電文で、特使派遣が皇帝の勅令によって行われたのならば、韓国の徴税権、兵権、または裁判権をわれわれが摂取するよい機会であると言い、「局面一変」の措置をとることを主張した
。そしてソウルの高宗皇帝については、今回のことは日本に対する公然とした敵意であると脅迫した
。伊藤統監は続いて7月7日付で西園寺公望総理大臣に、今回のことについて韓国皇帝に厳重警告したが、」これに関する対策を御前会議で決定することを求めた
。この要請に対して日本政府は、7月12日に元老と閣僚が参加する御前会議を開き、原則的に日本帝国政府は今回の機会を逃さず、韓国内政に関する全権を掌握することを希望しこの実行は統監に一任することとなった。そして必要なすべての措置は韓国皇帝の勅令によって行われる形式を請い、このための両国政府間の協約の締結は特に重要な案件であるため、外務大臣を韓国に送り直接統監に説明することにした
。この決定の通知は（１）処理要綱案、（２）第二要綱案、（３）賛否状況等3つの“附記”を添付し、統監が選択し処置するようにした。

　上の“附記”中、（１）は韓国皇帝が内治政務の実行を統監に委任し、統監の同意で内政が施行されるようにする法案、（２）は韓国皇帝が皇太子に譲位し禍根をなくしことにするが、これは韓国政府をして実行するようにし、内政は統監の副署なしでは行われないようにするというものであった。（３）は想定された議題に対する元老・山県有朋、寺内正毅と内閣の「多数」の意見を整理したものである。このとき、併合も考慮されたが大部分、時期尚早であるとし、（１）、（２）が多数意見として出たため、これらを整理し「要綱案」を整理したのである。日本内閣はこの思考過程で生じる摩擦に対し、混成1個旅団を派遣することも決定した
。当時韓国では駐箚軍2個師団が滞留中であったが、皇帝退位時に予想される抵抗により兵力を追加したのである。
　

４．強制退位過程の跛行性

　統監伊藤は本国政府から下達された二つの「要綱案」中、（２）を選択した。韓国政府の内閣大臣をして韓国皇帝に皇太子に譲位するよう建議させた後、統監が内政を掌握する体制を作る根拠として新しい協約の締結を準備した。伊藤の要請を受けた韓国の総理大臣・李完用らは連日の会議の末に、7月16日に皇帝に譲位することを奏請した。韓国皇帝は激怒し、侍従院卿・李道宰を統監伊藤の官邸に送り、王宮へ来ることを要求した。伊藤は18日午後5時に王宮入りし、このことは韓国大臣らがすることで、自分が関与したことではなく、韓国大臣からは何ら相談を受けたことことがないと答えた。この日皇帝は臣下に、私は既に最後の決心をしたので卿らも最後まで日本の要求を防御する手段を講究しなければならない、と言命した。李完用内閣は元老を招集し、皇帝に上位の不可避性を進達することにした。元老の中で9名（徐正淳, 申箕善, 閔泳徽, 李容植, 李重夏, 閔泳韶, 南廷哲, 李允用 金在豊)がこれに応じ王宮入りしたが、4名（朴泳孝, 朴齊純, 李道宰, 成岐運）は参加しなかった
。このような強要の中で日本側は19日午前1時に、「陛下が上位に同意した」ものとみなし、3時に譲位の詔勅を発布した。だが、この詔勅は相当な混同を含んでいた。

　まず発布された詔勅は日付が18日となっており、語句上では次に述べるとおり、譲位ではなく「皇太子をして代理とし」たものであった
。

　

　　「（前略）私が思うに疲れ果ててしまったので、皇位を譲ること（倦勤伝禅）は元来、歴代行われていた例があり、わが先代の王たちの立派な礼は当然正しく受け継ぎ行われなければならない。余が現在、軍国大事を皇太子をして代理としようとするので、儀式の手続きは宮内府・掌礼院で準備し挙行せよ。光武11年7月18日（御世）内閣総理大臣・勲二等・李完用」

この詔勅文は、もちろん譲位を強制した日本政府側で準備したものである。日本政府は7月18日を詔勅発布の日ときめ、予め文案を作成し実際に発表した日の19日になっても直さずにそのまま用いた。保護条約強制日が1905年11月17日に決まり、18日深夜1時を過ぎても17日を公式日と定めたのと似ているケースである。7月19日に外務大臣林菫が総理大臣に送った報告電文によれば、日本側は詔勅文の中に十分でない点があるにはあるが、朝鮮の例に従えば王が生存中に譲位するときには、「代理」の形式で国政を随行するときがあり冒頭に「疲れ果ててしまったので、皇位を譲る」という字句がほかにあるので、譲位とみなしてもよいという解釈を出していた
。だがすぐ朝鮮王朝の慣例では代理の形式で引き下がった王が、いつでも親政を再び行えるということを知り、統監府側は韓国政府内閣をして「真実の譲位」を高宗皇帝から受けるよう強要した。内閣大臣らは19日昼から、皇帝に真実の譲位を表示するよう要求した
。だが、皇帝はこれ以上譲歩できなかった。

皇帝側が詔勅を修正するそぶりを見せないので、内閣と統監府は譲位を既成事実化する作戦を開いた。19日夜に太廟に勅使を送り、20日朝7時に中和殿で「権停例」つまり追うが参加しない状態で、宦官2名が「旧皇帝」と「新皇帝」の代役をし譲位式を挙行した
。朝鮮王朝で各種賀儀や王の誕生日、科挙合格者発表等で、王の参加が難しいとき、権停例という名で欠席挙行をする場合があったが、国王の譲位式や即位式にはこの形式を取った例がない。韓国の皇帝と皇太子が皆、譲位に応じなかったため、このような史上例のない儀式の挙行が発生したのである。この儀式には最小限、宮内府大臣でも参加しなければならなかったが、宮内府大臣・朴泳孝は譲位に反対し参加しなかった。総理大臣・李完用と統監府側は彼の不参に慌て、李完用が宮内府大臣臨時書吏となり式を行った。統監伊藤は譲位式の挙行により譲位が成されたことを既成事実化しようと、王宮入りし「新皇帝」を謁見し祝辞を述べた後、「旧皇帝」も謁見し7時に退出した
。当時、ソウルの市街地では李完用の家を放火するなど、譲位反対デモの騒擾が起こっていたが、伊藤統監一行は武装軍人の護衛の中で参内した。だが、高宗皇帝とその側近らはこの儀式を認めなかった。

7月21日に宮内府大臣・朴泳孝が参内し、李完用の宮内府大臣臨時書吏自体を認められないとし、譲位の不当性を強力に批判した。朴泳孝参内の知らせを聞き李完用らが来ると、朴泳孝はその面前で内閣の失策を責め窮地に陥らせた。だが、皇帝支持勢力の優勢は22日深夜1時頃に終わった日本軍が王宮内に侵入し、彼らをすべて逮捕することによって状況が逆転した。侍従院卿兼内大臣・李道宰をはじめとする皇帝の近臣や、軍部参将・李熙斗（軍部・軍務局長）をはじめとする軍部と侍衛隊将校らが、李完用ら親日分子を逮捕し譲位を阻止する親衛クーデターを起こそうとしたが、日本軍がこれを事前に察知し歩兵第51連帯の1個大隊を動員し、朴泳孝、李道宰、一団の侍衛隊将校らを逮捕した
。

総理大臣・李完用側は親衛クーデターを鎮圧した後、2個の詔勅を続けて発表した。一つは皇太子が「大朝（父皇）の明確な支持を丁重に受け止め、庶政を代理する」ところで人民の大業協賛を求める詔勅、もう一つは「大朝の指示を既に受けたので、太皇帝として奉る意識と手続きを宮内府奨励院で都監を設置し挙行せよ」という詔勅であった。両詔勅はすべて皇帝の名で出されたものであったが、22日深夜1時頃に皇帝の御璽を管理するない大臣が逮捕された状況では、詔勅が皇帝の意を含んだものとはならなかった。逮捕後は逮捕した側の意を含んだものにしか、ならざるを得なかった。

両詔勅に捺印された御璽は、内大臣の逮捕と同時に総理大臣あるいは統監府が掌握するものとなった。両詔勅が発布された日付はすべて7月21日であったが、それらは単に準備された日付に過ぎなかった。文案を予め準備し内大臣逮捕後に彼が管理する御璽を奪って、捺印・交付したのである。親衛クーデターとはこの御璽を奪取するためのものだったのかも知れない。どちらにせよ以後、「勅命之宝」という御璽は統監府側が掌握するものとなり、後述するように「新皇帝」の署名偽造事件まで起こってしまう。7月22日現在、韓国の「旧皇帝」と「新皇帝」は伊藤統監の意のままに譲位をしたものと見なされていた。『純宗皇帝実録』はこれについて「この日昼、内閣大臣らは太皇帝としての尊奉に合わせて皇太子に、代理という称号の代わりに皇帝という大きな称号を用いることを要請した」と記録した
。現皇帝と皇太子が望まない譲位が、このように史上例のない方法を通じて強要された。

統監・伊藤博文は譲位を強制した後、続けて7月24日付で「日韓協約」の締結を強行した。この協約は統監が韓国の「施政改善」を指導し、韓国政府のすべての内政に対する権限を統監が総括する根拠を与えるためのものであった。この条約の締結者は統監・伊藤博文と内閣総理大臣・李完用で、両者は「各国政府から相当な委任を受け記名捺印」したのみ、皇帝の承認可否についてはなんら言及もなかった。韓国側の場合、統監府の意図通りであったならば、「新皇帝」が「委任」の主体でなければならないが、7月24日は譲位が強制された直後であったため、韓国の「新皇帝」が条約の委任問題に介入できる状況で全くなかった。

統監・伊藤博文は7月24日に日韓協約を強制し、総理大臣・李完用に大韓帝国の軍隊解散に関する「覚書」を提示した
。韓国軍は皇宮守衛の任務を担当する一個大隊のみ残し、すべて解散するというものであった。伊藤統監は軍隊解散を命じる皇帝の詔勅を自ら起草し、韓国語に翻訳し7月31日に発表した。皇帝が作成しなければならない詔勅を統監が代わりに作成し、皇帝の承認手続きなしに交付し軍隊を強制解散させた。そして8月2日には「新皇帝」の年号を隆熙と定め、太皇帝の宮号は徳寿、府号は承寧であると発表した。統監府は「新皇帝」を「旧皇帝」の影響下から離すため、7月24日から「両帝の隔離」を論じ8月14日に確定させた。「旧皇帝」は慶運宮にそのまま留まらせる代わり、宮号を徳寿宮に変え、「新皇帝」は昌徳宮に移御するよう方針を立てた。即位式は8月27日に慶運宮の敦徳殿で挙行された。伊藤統監が各国領事を帯同し、「新皇帝」を訪問したことが即位式であった。すべての手続きは統監府のシナリオどおりに行われただけで、韓国の皇帝と皇太子の意を含んだものではなかった。

統監・伊藤博文は幼い英王（垠）を人質として日本に送り、高宗皇帝が反発できないよう政策を並行した
。8月7日に英王を皇太子に冊封し、16日に陸軍歩兵参尉に任命し、日本歩兵幼年学校に留学させる準備を行った。10月16日、両国皇室の友好を口実とし、日本の皇太子がソウルを訪問した。日本の皇太子訪問は、あくまでも韓国の皇太子を日本に連れて行くための雰囲気作りに過ぎないものであった。皇太子・垠は実際、「太子太師」伊藤博文の導きのもとに11月19日に日本へ発たなければならなかった。韓国の「旧皇帝」はこの人質劇のシナリオに抵抗する力を失った。11月13日、「新皇帝」が昌徳宮に移御した後、15日に自ら太廟と永寧殿を参拝し、戻ってくる途中で昌徳宮の「新皇帝」を訪ねた。3日後の18日に「新皇帝」も太廟を参拝し、祖宗の神位の前に自身の即位を知らせる誓告文[添付資料１]を読んだ
。新旧皇帝の譲位と当局は、このときようやく成されたのである。

太皇帝高宗はこのようにやむを得ず譲位を認めたが、社稷の前途はとても悲観的であった。新皇帝は1898年のいわゆる毒茶事件で、心身障害に苦しんでいたため、日本の篭絡を堪当できない立場であった。太皇帝が期待を寄せたのは、全国各地または海外で日本軍と戦っている義兵たちの闘争だけであった。彼は秘密裏に義兵組織に軍資金を送りもしたが、漢城ではこれ以上動くことができなかった。

５．統監摂政体制樹立過程の不法性

　1907年10月18日、「新皇帝」の誓告文には李坧という自分の名を3度書くよう起案されていた。[別添資料1]新皇帝は自身の名を準備された文案の空間に三度、直接書き込んだ。この誓告式は実質的な登位式を意味するものであったため、統監府側はこれを記念するため2つの詔勅文を準備することになった。一つは「慶会を迎え行う大赦免の断行」、もう一つは「維新国是と応行六条目」であった。前者は「登位」し大赦免を行うこと、後者は国政の改善対象6個に関する明示である
。

　だが誓告文に新皇帝が書き込んだ名前は、統監府側が以後2ヶ月間61件の文献に対し、皇帝の名の署名を偽造するのに悪用された。2詔勅を筆頭にこの後、大韓帝国の詔勅、法律、勅令等は日本式公文書決裁方式に従って、皇帝の名の親筆署名制度を導入し決裁することになった。大韓帝国では今まで皇帝の手決印と「勅命之宝」の御璽捺印により決裁が行われてきたが、統監府はこれからは大韓帝国式を捨てて、日本式に御璽捺印されていたところの上に皇帝が名前を直接署名するよう制度を変えた。この制度は誓告式が行われたその日に頒布された上記の2詔勅に対する署名より適用されたが、その署名が皇帝の筆跡とは全く違うものであった。この時より1908年1月18日まで2ヶ月間決裁された61件の文献に加えられた皇帝の名の署名は、5～6個の異なる筆跡で書かれているという事実が明らかになった。再度いうならば、5～6名の関係者各自が担当した文献を作成し、皇帝の名の署名を自らの手で書き処理してしまったのである。皇帝の署名偽造が山盛り行われたのであった。該当する文献は「日韓協約」に従い統監が韓国の内政を監督するため、大韓帝国の官制と財政会計等を変える法律と勅令らである。これが事実であるならば、日本の韓国に対する支配権は犯法行為で獲得されたということを意味する。

　該当文件61件は、登位（即位）初の諸般施策及び人事に関する件5件、官制制定または改正31件、財政会計関連14件、裁判所運営関連3件等の順で、統治体制の核心事項に関するものが大部分であった。例えば「各部官制通則」の場合、政府運用体制を変える事項である。つまり、1905年2月26日の通勅は、第7条で「各部大臣は所属管理を奏特使、奏任官の進退は内閣政府会議を経て上奏し、判任官以下は専行する」としたが、1907年12月13日付の改正文献は「内閣議政府会議」の部分を「内閣総理大臣」に変えた。総理大臣が統監の意を受け専担することに変えたのである。そして同日の「内部官制」の場合、以前には監獄官吏が内部大臣の権限であったが、同日の「監獄官制」は監獄を新設し法部大臣の所管とした。法部大臣が任命する判任官の看守長は、なんと54名とし通訳専任職9名をおき、日本人が看守長の職責を果たせるようにした。「裁判所構成法」は大韓帝国の法院制度を日本式に完全に変えるものであった。このように、大韓帝国の統治の根幹に該当する組織改変の勅令、法律等が、皇帝の署名偽造を通じて成されたということは、驚きを隠せない重大事である。

　署名偽造行為は誰が行ったのであろうか？筆者の調査結果、12月13日付の勅令23件に書かれた筆跡は、統監府文書課長の任に会った日本人・前間恭作のものであると確認できた。前間は1905年11月の保護条約強制時、特命全権公使・林及び特派大使・伊藤の通訳官として活躍し、憲兵を帯同し韓国外部へ行き外部大臣の職印を奪い捺印させた人物である。表1の整理によれば、偽造署名は日別にほとんど同じ人物の筆跡で行われている。この点は統監府で文書を起案したものが、各自一括的に皇帝の名の署名を直筆で処理してしまったということを証明する。新皇帝が誓告式で準備された誓告文に記入した字体を見、その字体を真似て、統監府の日本人官吏が多数の署名偽造を行ったのである。このような作業は1908年1月18日付の「臨時帝室有及国有財産調査局官制改正」を境に終わり、以後は皇帝が直接署名することとした。統監摂政体制確立に必要な文件、60余個を皇帝にすべて見せ直接署名させようとしたならば、皇帝が最小限遅延させるため抵抗することを憂慮し、偽造の犯法行為を知らぬ間に行っていたのである。この作業が終わってからは、重要な事案があることはなかったため、皇帝に直筆署名の機会を与えたのであった。

６．おわりに

　1905年11月の保護条約強制、1907年7月の韓国皇帝に対する譲位強制、「日韓協約」の強制を通じた統監の摂政体制の構築、軍隊解散等は日本帝国の大韓帝国国権奪取の最も重要な局面である。その局面はすべて、不法或いは犯法的な方式と手続きによって行われたことが確認された。1905年の保護条約の不当性、不法性を世界に知らせるため、第二次平和会議に特使を派遣したことを口実に、韓国の皇帝位を強制的に変え、新皇帝の署名を偽造し統監摂政体制構築に必要な勅令、法律の制定を処理した。このような事実により、どうあっても以後達成される日本の韓国併合の、「合法性」の主張を不可能にするものである。たとえ「韓国併合」の法的文献がすべてそろえられたとしても、その予備的基盤構築の犯法的方式の点綴でなされたのであれば、誰がどう「合法」を主張することができるだろうか？日本の韓国併合合法論者は、列強国の黙認または承認を重要な根拠としていたが、それは列強国が日本帝国の東洋平和論の宣伝戦に巻き込まれ、真相を知らない状態で出た黙認というだけであった。列強国が、もし日本帝国が統監摂政体制構築のため、韓国に対して行った犯法行為にどのような態度をとったかを知ることはできないが、不法または犯法の行為は列強国の黙認可否とは関係なく消すことができない厳然とした事実である。

別表: 純宗皇帝署名を偽造し処理された文件分析表>
	年月日
	 種類
	 関連事項分類
	 合計
	偽造筆跡数

	(1907)

 11.18～26, 
	詔勅
	大赦免 1、応行条目1、 礼遇及び任命 2

	 5
	2(18～19日1, 26日 1)

	 12. 4. 
	勅令
	雑税（商工税）処理1
	 1
	1 

	 12. 13.
	詔勅
	帰順者免罪문빙給与 1
	 1
	1 

	 12. 13.  
	勅令
	各部関税通勅1、官制改正11、官制 9、 職印増員 1、歳入歳出予算 1

 
	23
	1(同上)

	 12. 20. 
	勅令
	近衛騎兵編制 1
	 1
	1

	 12. 23.
	法律
	裁判所構成、施行、設置法 3
	 3
	1

	 12. 23. 
	勅令
	俸給令改正1、官制 1
	 2
	1(同上)

	 12. 27. 
	勅令
	官吏俸給・地位・定員・手当等9、官制改正 2、官制4、会計法 2、証明規則改正 1
	19
	1

	 12. 30.
	勅令
	官制改正 3、恩謝金規定 1、学校令改正1
	 4
	1

	(1908)

  1. 7.
	勅令
	咸北清津開放の件 1
	 1
	1

	  1. 18.
	勅令
	官制改正 1
	 1
	1

	
	
	
	61
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The 1905 Convention on the Japanese Protectorate over Korea

In the Context of the 1907 Peace Conference

Lee Keun-Gwan (Seoul National University, International Law)

I. Introduction

This year (2007), many events were (and are to be) held in Korea to mark the centenary of the 2nd Hague Peace Conference. The reason why this Conference holds a special meaning for Korea is that Emperor Kojong made the last attempt to appeal to international society for the nullity or invalidity of the Japanese seizure of Korean diplomatic rights through the forced conclusion of the 1905 Convention.

Much has been written on the three “secret envoys”   dispatched by Emperor Kojong, ie, Yi Sangsul, Yi Jun and Yi Wijong. In the 1980s, North Korea had a South Korean movie director abducted from Hong Kong make a film about Yi Jun who had become famous with his dramatic death in The Hague in July 1907. However, it appears that little discussion has been conducted on the dispatch of the envoys and their activities in The Hague from international law perspective. This is rather surprising in light of the fact that the documents the envoys put forth in The Hague, especially, the one submitted to the other delegations on 27 June 1907, contained a number of arguments based on international law.

This small article attempts to fill the gap by conducting a preliminary analysis of the international law arguments and claims found in the 27 June 1907 document, which was composed of the main text and the much longer and elaborate annex. It also sketches the ideological background to the conference, which substantially constrained the persuasiveness of the Korean position in The Hague.
Ⅱ. A Preliminary Analysis of the Korean Delegation’s Hague Document from International Law Perspective

It needs to be pointed out that analysis of the documents from international legal perspectives has hardly been attempted. Such circumstance is regrettable in light of the facts that these documents constituted one of the most articulate elaborations of the Korean official position and that they contained a number of serious international legal arguments.

In the main text, most emphasis is laid on the lack of consent on the part of emperor Kojong and the conclusion of the 1905 Convention by use of armed force. The text begins by affirming that the Korean independence was recognized and guaranteed by all the powers as early as 1884.
 It goes on to argue as follows based on the personal experiences of the head of the Korean delegation, ie, Yi Sang sul.

   En 1905, le 17 novembre, Yi-Sang-Sul étant Vice Premier

   Ministre a été témoin des agissements du Japon qui, au

   Mépris de tout droit international et par la force armée, nous ont

   constraints a romper les relations diplomatiques amicales qui

   existaient entre nos pay respectifs jusqu’a ce jour.


That the main text focuses on the factor of duress can be easily discernible in the following summary of the Korea position.

Les Japonais ont agi sans le consentement de Sa Majesté l’Empereur.

Pour arriver a leur but, les Japonais ont employé contre le Gouvernement Impérial la force armée.
Les Japonais ont agi au mépris de toutes les lois et coutumes du pays.
The last point, ie, refuting the validity of the 1905 Convention by invoking its conclusion in violation of the all the laws and customs of Korea, in particular, the constitutional rules and customs relating to the conclusion of treaties, merits a more detailed analysis. Indeed, the point is elaborated on in the Annex as follows:

L’Empereur de Coreé … lui [au Marquis Ito] répondit que selon la coutume de ses ancetres lorsqu’une question aussi grave se présentait, it était d’usage de consulter au préalable tous les fonctionaires supérieurs et inférieurs, les ministres, les anciens ministres, les letters et le people, et qu’il lui était impossible de prendre a lui seul une decision.


That this was not a convenient prevarication by Emperor Kojong was persuasively demonstrated by Professor Yi Taejin by his in-depth analysis of the relevant constitutional rules and customs of the Empire of Korea, in particular, the survey of an Imperial Rescript titled “Uijeongbu Gwanje(議政府 官制)” (“Organic Law concerning the State Council”, adopted 26 February 1905). As is meticulously discussed by Professor Lee Sang Chan in his article included in the proceedings for this conference, one would be hard-pressed to deny that the 1905 Convention was “concluded” in gross violation of the rule under “Uijeongbu Gwanje” which dictated that “matter relating to international treaties and important international concessions” be referred to imperial ratification after deliberation at the State Council. It is true that one could have a serious debate over the impact of a violation of (domestic) constitutional rules on the international validity of the treaty. Today, there is a strong tendency to regard these two questions as being strictly insulated from each other save in exceptional circumstances. However, it needs to be noted that the distinction between international and domestic law was less clear in the late 19th and the early 20th centries. As a consequence, there was more room for the domestic law defects in the process of treaty conclusion to affect its international validity. For instance, in the widely-cited 1935 Draft Convention on the Law of Treaties, the claim of an eminent authority on international law as put forth in 1924 is summarized as follows:

Charles de Visscher … declares that treaties bind a State definitively only when they have been concluded in accordance with the constitutional law of the parties, and that each party is bound to take into account the constitutional provisions of the other, governing the exercise of the treaty-making power. A treaty which has been ratified without the assent of the legislature when it is required by the constitution is not therefore binding under international law.

Even when the 1935 Draft Convention was “codified”, there was an acute divergence of views about the questions of the effect of domestic law defects on the international validity of the treaties. What is important for our purposes is the fact that around 1907 the effect or impact was more substantial that is generally admitted today and that, as such, the third point contained in the main text of the Korean delegation carried at least a semblance of respectability.

The logical structure of the Korean position is presented in a more elaborate manner in the Annex. The legal arguments as put forward in the main text are expanded upon. For instance, the argument based on duress and coercion is corroborated by a vivid description of what happened on November 17 and 18 such as the deployment of the Japanese troops and artillery in Seoul. A number of expressions connoting the use of force or duress are used such as "pour intimider le people coréen", "pour enlever le sceau du Ministre des Affaires Etrangères", "à lui arracher son consentement, employant alternativement les menaces et les promesses", "rèvoquer ce traité arraché par la violence et la rese". 
        That the Annex also highlighted the 1905 Convention's contravention of the relevant constitutional provisions was already allude to. What attracts our attention in this connection is the appeal by "prince" Min Yong Whan to Emperor Kojong to "ne pas ratifier le traité vue que ce dernier n'aurait aucune validité sans la ratification impériale". 

        In addition to these arguments, the Annex puts forth another legal claim that is very similar to Francis Rey's main point, ie, Japan's breath of its previous promise to recognize and guarantee the Korean independence. The Annex states in its beginning part: 

  

Le Marquis Ito insista beaucoup pour faire accepter les trios conditions ci-dessus. Sa Majesté l'Empereur lui répodit que l'année précédente il avait entende dire que le Japon annonçait dans sa declaration de guerre à la Russie qu'il la faisait pour soutener l'indépendance de la Corée et qu'en outré, le protocole du traité Corée-Japonais reconnaissait et garantissait la dite independence de la Corée 

 The same document also mentions the protest circulated to the foreign diplomats dispatched to Seoul. In the relevant part, the protest states: 

Le traité de Simonoseki, le traité Corée-Japonais et la declaration de guerre à la Russie avaient tous pour but de garantir l'indépendance perpétuelle de la Corée ainsi que la protection et la sauvegarde des intérêts de notre pays. 

 As was already mentioned above, the line of argument runs very similar to that by Francis Rey, whose 1906 article titled " " was widely cited by the subsequent commentators. In that article, Rey, after contending for the invalidity of the 1905 Convention because it was concluded under duress, went on to observe as follows: 

La seconde cause de nullité du traité de 1905, cet acte la porte en lui-même à raison des engagements antérieurs du Japon. ... le Japon a, vis-à-vis de la Corée, garanti l'indépendance de ce pays dans le protocole du 23 février 1904(art.3). ... 

Le Japon, s'étant engage à garantir l'indépendance de la Corée, était lié par cet engagement et ne pouvait plus conclure avec ce pays, qui en fait lui était complètement subordonnéaucun accord ayant pour but de restreindre et surtout de supprimer dette independence. Les traits de garantie comportent des obligations pour les garant comme pour le garanti. ... L'État garant doit intervener si l'indépendence de l'État garanti est mise en peril par les attaques de puissances tierces ; il ne peut lui-même y porter atteinte.
 

 Another point that invites our attention from the viewpoint of international law is that the Annex tries to "turn the tables on Japan" in connection with the prevailing ideology the time, ie, civilization. It is well known that Japan utilized this core concept of modern European international law in expanding its power in East Asia. For instance, it attempted to use the concept as early as in 1871 when it concluded a treaty of amity with China. The draft treaty as prepared by Japan treated China as a "semi-civilized" state while regarding itself as a fully civilized one! 

 The Annex contains a number of episodes that were intended to dispel the image of Japan as a newly admitted full-fledged member of the family of nations, ie, the club of civilized states. The Annex reports on an alleged dialogue between Marquis Ito and the Korean patriot Choe Ik-hyeon in which the latter, after heavily criticizing him, qualified the former as a "Sauvage". It contains other episodes which demonstrated "un trait de barbarie révoltante". Thus, the Korean delegation adroitly utilized modern international law concepts and rules to drive home their point, ie, the nullity or invalidity of the Japanese seizure of Korean diplomatic rights. Even though they were not admitted to the conference, they achieves a substantial success in disseminating what really happened in Korea since 1904. The scale of surprise and embarrassment felt by the Japanese authorities could be measured by the dramatic measure taken by them subsequently, ie, the forced abdication of Emperor Kojong who the orchestrated this "secret enjoy diplomacy" and the deprivation of the Korean Government's right to domestic administration. 

Ⅲ. An Overview of the Ideological Background to the 1907 Hague Conference 

        One of the reasons why the Korean delegation's desperate endeavour could not fully succeseed can be found in the ideological milieu of international society of that period. Even though the principle of equality was firmly established in international law, international law of that period had a decisive defect because it was a normative system that applied only between civilized nation. 

        Let us look at the privotal concept of "civilization" envolved in the history of international law and how it impacted on the Korean question at the Heague peace conference. 

When the Spaniards made their "discovery" of the "New World" and the native Americans, international law approached the question of relations between Europe and non-Europe States as those between Christian and non-Christian States. According to the commonly held belief within Christendom up to the seventeenth century, difference of religion constituted a legitimate ground for making war against "infields".
 The conquests made in America in the early sixteenth century were justified by the Spanish monarchs on the basis of the Papal grant of the right to acquire territory in the Indies, by force if necessary, for the purpose of spreading the Christian religion.
 

        Around the time of the adoption of the Vienna Treaties(1815), however, beside the comcept of Christianity, another term was used which exerted a great influence on the subsequent development of international law, ie. civilisation. Thus, in the Declaration of the Power on the Abolition of the Trade in the Negroes
 annexed to the Act of the Congress of Vienna, such expressions as "tous les nations civilisés", "tous les puissances de la chrétienté" and "tous les nations civilisées de la terre" were used side by side. It is true that the Holly Alliance concluded in the same year by Russia, Austria and prussia contained the vow to regard the christian religion as the basis of the subsequent development of interntionla law firmly based on the concept of civilisation, the attempt by the Holly Alliance to anchor international law of the day on Christianity was nothing but an episode.
 By the latter half of the nineteenth century, leading authorities of international law. 

        The concept of civilisation was given articulate treatment in leading scholarly works of the day. For instance, de Martens, who played a leading role in the Heague Peace Conference, disscussed the Question of the relations between civilized and uncivilized or semi-barbarous peoples with a particular zeal. In a well-known article dealing with the foreign policy of Russia and England in Central Asia
, he represented the Zeitgeist of the day in a cogent way.

     According to de Martens, international law is possible only in an international community which “l’on ne peut imaginer sans la an solidarite des interest et  l’analogie des tendances entre les nations”
 He consided that such community of interests and moral and juridical ideas exited only among the civilized States of Europe. Thus, international law was “l’esemble des principes qui reglent les rapports des nations entre elles pour la poursuite de leurs buts de culture communs”
.

     In stark contrast to civilized nations, there was no notion of community of interests among peoples. According to de Martens:

     Nothing but superior or irresistible force can make them respect the rights of others. It is as vain to seek for even the vaguest notion of international obligations among barbarous peoples as it is difficult to convince them of the necessity for entering into permanent friendly relations with foreign nations.

Between civilized nations and uncivilized or barbarous peoples, no principle of reciprocity existed such as that which underlay the relations among civilized nations.
 Consequently, their relations could not be put on the positive basis. This does not mean that no legal principles whatsoever could be applied to their relations. It was the law of nature, “immutable and eternal rules for the intercourse of mankind” deriving from the nature of things, which found application in relations between European and uncivilized States.
 As a result, “in Asia, where international relations exist only de facto, whithout their being determined by the received principles of International Law, European diplomacy [was] much freer in its action and less hampered by the control of enlightened public opinion”.
 

After all, according to de Martens, the mission of the nations of Europe consisted in “spreading among Eastern peoples and tribes correct notions of justice, and initiating them in those eternal and beneficent principles which have placed Europe in the van of civilization and humanity”
.

James Lorimer was another example of this tendency. In Book 2 of his treatise dealing with the issue of recognition, he began his discussion by pointing out: “[N]o modern contribution to science seems destined to influence international politics and jurisprudence to so great extent as that which is known as ethnology, or the science of races”.
 He went on to put the question “whether, in the presence of ethnical differences which for jural purposes we must regard as indelible, we are entitled to separate themselves from the rest, and, ostensibly or professedly, to accept our political conceptions”.
 Faithful to the positivistic tendency of social Darwinism, he divided humanity into “three concentric zones or spheres – that of civilized humanity, that of barbarous humanity, and that of savage humanity”. To these three zones or spheres corresponded three stages of recognition –“plenary political recognition, partial political recognition, and natural or mere human recognition” respectively. 

Partial recognition subsists between civilized and semi-barbarous States. The partiality of recognition consisted in that, even when diplomatic relations had been established between them, a civilized State enjoyed the privilege of consular jurisdiction or, as in the case of Egypt, mixed courts within the territory of a semi-barbarous State.
 In contrast, between civilized and savage nations, there was no questions of political or jural recognition. In this case, only natural or human recognition could into consideration. Lorimer’s notion of natural or human recognition, as in the argument by de Martens, has the strong negative connotation of the absence of the protection provided by positive international law. According to Lorimer:

Colonisation, and the reclamation of barbarians and savages, if possible in point of fact, are duties morally and jurally inevitable; and where circumstances demand the application of physical force, they fall within necessary objects of war.

      Not all leading scholars of the day agreed with de Martens or Lorimer. Some scholars criticised heavily the imperialist policy pursued by the great powers of the day. The Swiss scholar, Joseph Hornung, was a good example, arguing that Christian States committed crimes against non-Christian nations.
 According to him, “[i]ls ont genetralement procede vis-à-vis des autres races, par la conquate brutale et par l’explotiation egoiste”.
 The rights of civilisation and commerce were in general invoked to justify the spoliation of the barbarians.
 In particular, he was critical of de Marten’s views and observed that de Martens had forgotten that “tous les peoples ont commence par la barbarie”.

      However, this does not mean that Hournung thought that uncivilized peoples should be treated on the same footing as civilized nations. In his opinion, uncivilized peoples were “children” to be treated “avec douceur”.
 Using expressions anticipatory of those used for the system of mandate under the League of Nations, he supported “un droit de dilection et de tutelle sur le reste de l’humanite” in favour civilized nations.

Ⅳ.Concluding Remarks

      Against such an ideological backdrop, it is not difficult to imagine that an appeal and argument originating from a protectorate of a newly admitted civilized nation, ie, Japan, could not carry much weight at the conference most participants of which were themselves colonial or imperialist powers. The international law of the period was an odd combination of the universally applicable legal rules and principles with strong moral underpinnings and, at the same time, the realpolitik which was accomodating of the raison d’etat of the imperialist powers. It needs to be emphasized, however, that one cannot just take the normative standard of the period as an evaluative starting point when one seeks to achieve a genuine reconciliation with the burdened past. 
Invalidity of Treaties:  Japan’s Annexation Treaty with Korea in 1905 and the United States Treaty leading to Military Occupation in 1915

Maji Christine Rhee(Portland State University)
I.  The analysis of two protectorate treaties: Japanese annexation treaty with Korea in 1905 and the United States treaty with Haiti leading to military occupation in 1915

II.  Theoretical construct:  invalidity of treaties

Coercion, duress, undue influence 

(1) Article 6 of 1969Vienna Convention

(2) Article 6 of 1986 Vienna Convention

Defective intention - Incompetence of an agent

1.  The problems of imperfect ratification

2.  Competence to conclude treaties - Article 46

3.  Violation of notified specific restrictions - Article 47

4.  Error – Article 48 Fraud- Article 49 

5.  Corruption of a representative of a State- Article 50 

6.  Coercion of a representative of a State – Article 51

8.  Coercion of a State by the threat or use of armed force – Article 52

Illegality of the treaty - jus cogens
1.  Article 53  – Concept of public international order

2.  Examples of jus cogens : Prohibition of genocide, slavery, aggression, torture

Relative invalidity - Incompetence, error, fraud, corruption

(1) Only the contracting victim state may invoke the invalidity

(2) Confirmation of treaty is possible - Article 43

(3) Treaty provisions  - Article 44 (3) (4) 

Absolute invalidity

(1)  Coercion and jus cogens
(2)  Any interested state may invoke the invalidity

(3)  Competent tribunal 

(4)  No confirmation of treaty is possible  - Article 45

(5)  No treaty provisions  - Article 44 (5)

*Lack of enforceability – weak transnational enforcement 

*The sources of international law are characterized by contrasting elements of objectivity and subjectivity that preclude application of any theory that adheres too closely to either positivism or naturalism.

II.  Japan-Korea in 1905 and the U.S. - Haiti Treaty in 1915 

Different context different reasoning

1.  Japan’s protectorate treaty leading to Korea’s colony and the United States treaty leading to military occupation in Haiti

2.  Japan’s reasoning – Mission Legislatrice as Mission Civilatrice
Korea’s counter argument – Invalidity at the treaty formation period

1.  Colonial discourse –  voidable treaty 

(1)  Opposing view –  physical coercion or intimidation of the negotiators themselves

(2)   Historical documents as supporting evidence 

(4)  Five appeal documents to Kojong emperor

(5)  1907 peace conference 

(6)  Reactions from the US – “secrete diplomacy” 

III.  The  U.S.- Haiti Treaty in 1915 namely a Protectorate Treaty (Finch, 1916)

Article I  - The United States to aid Haiti in the proper and efficient development of the agricultural, mineral and commercial resources in Haiti (p.861).

Article II – Designation of the Final Advisor

The control of customs house and placing the responsibility of collecting and applying the customs receipts upon a General Receiver who will be nominated by the President of the United States. Nomination of the Financial Adviser attached to the Ministry of Finance for the purpose of devising the adequate system of public accounting, aiding in increasing the revenues (p.861).

Article III – Prohibit Haiti from increasing its public debt.

Article IV – The Financial Advisor shall, in cooperation with the Government of Haiti, collate, classify, and make a full statement of all the debts of the Republic, the amounts, character, maturity and condition thereof, and interest accruing and the sinking fund requisite to their final discharge (p.861).

Article V – The method of collecting funds by the General Receiver and the detailed stipulations concerning the application of the funds collected.

Article VII – Responsibilities of the General Receiver include monthly reports to the appropriate officer of the Republic of Haiti and to the Department of State of the United States.  Reports are subject to inspection and verification (p.862). 

Article IX – Haiti further agrees not to modify the custom duties in a manner to reduce the revenues therefrom without a previous agreement with the President of the United States (p.863).

Article X – Duties of the constabulary include supervision and control of arms and ammunition, military supplies and traffic therein throughout the nation (p.863).

Article XI – Haiti shall not surrender any of the territory of the Republic by sale, lease, or otherwise, or jurisdiction over such territory, to any foreign government of Power, not enter into any treaty or contract with any foreign Power or Powers that will impair or tend to impair the independence of Haiti (p.864).

Article XII provides that government shall execute with the United States a protocol for the settlement of such claims by arbitration or otherwise (p.864).  

Article XIII – Appointment of an engineer or engineers by the President of Haiti upon the nomination of the President of the United States for the execution of such measures as, in the opinion of the two contracting parties for sanitation and public improvement of the Republic of Haiti.  (p.864)

Article XIV – The high contracting parties shall take necessary steps to insure the complete attainment of any of the objects presented in the treaty.  The US lend its aid for the preservation of Haitian independence (p.864)

Article XV contains provisions concerning ratification (p.864)

Article XVI provides the duration of the treaty for ten years and for another ten years if the purpose of the treaty has not been fully accomplished (p.864).  

IV.  Treaty Interpretation

1.  Invalidity claim of the treaty due to economic coercion stated by the United States

(1) Economic coercion used by the United States military against the national assembly of Haiti in 1915 to obtain its assent to a treaty proposed by the American government

   …. Farnham, a vice-president of National City Bank of New York “threatened the  

    Haitians with American intervention and also offered loans to financially desperate  

    Haitian governments on condition that the United States government be granted 

    customs control” (Schmidt, 1971, p.49). 

(2) Coercion not duress since the treaty was not directed against the persons who signed or ratified the treaty in behalf of Haiti.  

     The American representatives in the opinion of your committee influenced the majority

     of the assembly in the choice of a president.  Later, they exercised pressure to induce

     the ratification by Haiti of the convention in September 1915, precisely as the United   

     States had exercised pressure to induce the incorporation of the Platt Amendment in

     the Cuban Constitution, thus, assure the tranquility and prosperity of Cuba (U.S. Senate

     Report No. 774, 67th Cong., 2nd Sess., 1915, p.7).

(3) The treaty was to ultimately support American banking interests into Haitian internal finances 

      American bankers assured the State Department that they would retain at least 50 

      percent control of the Banque and would also attempt to bring to Haiti the benefits of  

      American enterprise and capital” (Schumidt, 1971, p.68).

(3) The treaty was formed by the United States’ seizure of Haitian funds in 1914

      On December 17, 1914, without preliminary warning, a force of United States marines

       was landed at Port au Prince from the U.S.S. Machias.  These marines proceeded to 

       the vaults of the National Bank of Haiti, and forcibly seized and carried away 

      $500,000, which were transported on the Machias to New York.  This money was the 

       property of the Haitian Government and had been deposited in the bank for the   

       redemption of its paper currency (The US Senate Report, 1915, p.4-5).             

(4) Subsequently followed by the landing of the US Marines in Haiti in July 1915

American economic expansion into the Caribbean began with commercial taking and culminated in military invasions. 

2.  Legitimization of the Haiti’s deficient intent by the US armed intervention in Haiti  

      …. first importance that the naval force in Haitian waters should be at once increased,   

       not only for the purpose of protecting foreign interest, but also as evidence of the    

       earnest intention of this Government to settle the unsatisfactory state of affairs which   

       exists (p.4). 

3.   The election of a new president for Haiti

4.  Objections to treaty by the Haitian chambers

5.  The proclamation of martial law by Admiral Caperton

6.   Meaning of the early termination of the Haitian-American Treaty of 1915 

V.  Structural oppression in the forms of patriarchy, capitalism, and white supremacy

1. Retrospect:  Reasoning in the 1915 US-Haiti Treaty

(1)  Continuing the America’s exclusive domination of the Caribbean region against  

     incursions by other powers 

(2)  America’s persistent stance regarding Haiti as the extension of the institution of slavery

and the status of free blacks

     “Dear me, think of it! Niggers speaking French” (The Secretary of State Bryan’s

       response to W. Vick, Receiver General of Customs’ description of Haiti, quoted from 

       Schmidt, 1971, p.48)

(3)  Treaty as a hidden script – promotion of America’s foreign direct investment

      Induce Haiti’s default on the debt owed to German and French merchants.   

(4) Means of limiting European influence – setting up of an American customs receivership

2. The US treaties with Cuba in 1898, Nicaragua in 1909, The Dominican Republic in 1916

3. Absence of the colonial discourse in the Haitian context

     “Imperial anti-colonialism” diplomacy

     Absent discourse on issues of restitution for occupation as historical injustice 

4. Limits to Haitian resistance 

    Issues related to “caco” rebels and the divided literacy between Haitian mulattoes and  

    speakers of Creole, the elite and black peasantry, skin pigmentation from white to black

5.  Negritude - Privilege to change

     Haiti as an exotic object of desire

6.  Jim Crow segregation in Haiti and racial elitism

7.  Effect of Treaty in Haiti – instrument for economic dominance 

8.  The language of treaty – “new forms of taking” 

     Across the board nationalizations

     “Creeping Expropriation” 

9.  The US-Haiti Treaty as a useful instrument toward the legitimization of the US foreign

     investment

    … the relations between the United States and the Latin American states, foreign

     investment and the claims relating to the international law that protected it were 

     perceived as instruments through which the United States was able to maintain its    

     economic dominance in the region.  Foreign investment was seen by the Latin  

    Americans as a Trojan horse which ensured that American influence could be exerted

    through the presence of the foreign investment in the various Latin American states.

    (Lipson, 1985, p.145). 

9.   Racist colonial realities manifested in the massive forced-labor corvee used by the US marines to build roads, plantation agriculture financed by private American investments

10.  Continuing American patronage - The US laid the groundwork for Duvalier dictatorships and the post-Duvalier military regimes by crushing rebellions and creating the centralized government 

VII.  New paradigm for conflict resolution (Hethaway, 2005, Frank, 2006)

1.  The uniqueness of Korea’s invalidity reasoning against Japan 

2.  Restitution or reconciliation (Steninberg, 2000)

3.  Negotiating historical injustice

4.  Examples – German reparations to Jews, restitution for slavery
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ヒトラーの条約強制の事例─国家代表者に対する条約強制の問題　
Hitler’s Duress Directed against the Czechoslovak President of 
E. Hacha to Sign the 1939 Treaty of Protectorate

［中間報告、試論、未定稿；2008年3月明治大学法学論叢掲載予定］

笹川紀勝(Sasagawa Norigatsu, 明治大学)

はじめに

1．　日本の国際法の教科書などの捉えるヒトラーの条約強制の事例［今回の報告］

2．　ニュールンベルク裁判記録に基づくヒトラーの条約強制の事例の再構成［未完成］

3．　国連国際法委員会資料に基づくヒトラーの条約強制の事例の再構成［未完成］

結びに代えて

はじめに

1．ヒトラー(Hitler)は、1939年3月15日、チェコスロヴァキア国家を解体しボヘミアとモラヴィアをドイツの保護領にする条約にチェコスロヴァキア大統領ハッハ（Hacha)と外相コヴァルコフスキー(Chowalkovsky)をして強制的に署名させた（＝「ヒトラーの条約強制の事例」）。この事件は、どのような内容と性格をもっているであろうか。

たしかに、日本でヒトラーの条約強制の事例の受け取り方は、いくつかある。中でも重要なものは、国家代表者に対する強制と国家に対する強制という二つの強制を「併存」で捉える説とそれに対して「混在」で捉える説である。

そして、ヒトラーの条約強制の事例を見ていくと、そのヒトラーの条約強制の事例をいわゆる韓国保護条約の事例（＝「韓国保護条約の事例」）と関係づけて説明する学説がある。それで、韓国保護条約の歴史学的国際法学的再検討国際会議にとって、ヒトラーの条約強制の事例を研究する必要がある。

2．日本を中心としてみた場合、ヒトラーの条約強制の事例を取りあげる主要な文献は三種類ある。もちろん、ドイツ、アメリカ、イギリス、フランス、韓国などに目配りすればもっと文献の範囲は広がるが、それでは、研究範囲が拡大しするし、筆者の言語能力のこともあり、当面は日本の文献に絞りたい。すなわち、第1は、日本の国際法の教科書などである。第2は、ニュールンベルク裁判の訴訟記録である。これにはドイツ語版とその翻訳である英語版があるが、本稿ではおもにドイツ語版による。第３は、ウィーン条約法条約の制定にいたる諸議論を収録した国連の国際法委員会年報である。そして、ヒトラーの条約強制の事例に即してこれら三種類の文献を検証した研究は見当たらないので以下順番に見ておきたい。ただ当面は日本の国際法の教科書を取りあげるに止まる。

3．日本の国際法の教科書などを最初に検討するのは、問題提起のためである。というのは、ヒトラーの条約強制の事例に関する学説を検討してみるとさまざまの議論にであうからである。しかし、そうはいっても、ヒトラーの条約強制の事例を取りあげる教科書はとても数が少ない。それゆえに、分析の偏りは避けがたい。しかし、それだからこそ問題提起の意味はあるだろう。さらに、ヒトラーの条約強制の事例に関して、日本でよく利用されている有名な教科書が、基本的な事実について驚くほど不正確である。教科書の不正確さを訂正することは教育上重要である。そこで、学説を整理してみたい。例えば、事実の正確さに関する問題、論証の仕方に関する問題、国際法の本質的な理解をめぐる問題について学説にコメントを付すこととしたい。なお、以下述べるように、学説は、論文の主題との関係で大きく三つに分けることができる。

1．　日本の国際法の教科書などの捉えるヒトラーの条約強制の事例

(1)　国家代表者に対する強制について

⒜　山本説：国家代表者に対する強制として

ヒトラーの条約強制の事例を国家代表者に対する強制として論じる学説がある。そして、国家代表者に対する強制は、条約法条約51条の規定するところとして捉えられている。すなわち、
「国家の代表個人に強迫（その身体に対する圧迫、恐喝、近親者に対する脅迫など）を加えて締結した条約は、その本国の同意を真正に表明するものではなく、当然に無効である（「条約法条約」51条）。ナチス・ドイツがベルリンに呼びつけたチェコ・スロヴァキア大統領ハッハに対してボヘミア、モラビアの保護関係設定条約の署名を強制したこと（1939年3月。Harris, 787-788)を除けば、こうした過激な先例は少なく、［条約法条約51条］はむしろ創設的な規定である」
。

コメント・論証の仕方に関する問題

第1に、国家代表者に対する強制の先例は「少ない」かどうかは認識の違いとして議論になる。例えば、便宜上法実証主義のルソーを取りあげれば、彼が、条約強制を無効と認めることはないが、これまで当事者の一方によって援用されて来た事例として7つ紹介している
。たしかに、7つの事例は、1526年から1944年までの間に起きたのだから、「少ない」といえばそうであろう。しかし、その中には日本の韓国保護条約（1905）や対華21カ条要求（1915）も入っている。ルソーは、量的に「少ない」かどうかで考えてはいないように見える。それでは、山本は量で考えていることはないか。山本の引用するハリスはたしかに、国家代表者への強制は「稀」(rare)
であるといっている。しかし、ハリスは、ヒトラーの条約強制の事例に関して独自な裏付けをもって述べているわけではない。

第2に、山本は、ヒトラーの条約強制の事例を紹介する際に、国家代表者に対する強制に関する条約法条約51条だけを取りあげる。そのように山本は、ヒトラーの条約強制の事例を国家に対する強制の問題として議論していない。
コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

山本は、過激な先例は少ないから法51条は「創設的」な規定であるという。しかし、慣習法として古い時代から第1次世界大戦以前までに国家代表者に対する条約締結の強制を無効とする見解が文献上極めて多数ある。そして国家代表者に対する強制を無効とする慣習法の実定法化がウィーン条約法条約で行われた。それゆえに、同法51条はかかる伝統的国際法を実定法化したに過ぎないから、はたして同条を「創設的」と捉えることが適切か。疑問なしとはしない。

⒝　松田説：伝統的国際法と現代的国際法の「併存」

i)　松田は、「条約の無効原因」という設問を出している。そして、その設問は、韓国保護条約や日韓併合条約を念頭においたもののようにみえる。すなわち、

（イ）　問題：A国は、第２次大戦終結まで、併合条約は有効であったと主張し、それに対して、B国は、「併合条約署名の場所がA国陸軍によって包囲されていたことを理由に、当初から無効であったと反論した。」A国、B国どちらの主張が、正しいか。

（ロ）　そして、問題への模範解答として、次のようにいう。

「国家の代表者に加えられた行為または脅迫とは、個人としての代表者に加えられるすべての形のものである。したがって、身体に対する脅迫、私的な不品行を暴露することによって破滅させるという脅迫、家族に危害を与えるという脅迫が、含まれる。国家の代表者に加えられた強制の実例として比較的有名なのはボヘミアおよびモラビアに対する保護関係設定の条約締結のため、1939年、ドイツがチェコスロバキア代表者に行なったケースが、ある。」

ii)　さらに、解答のために、次のようにいう。

「併合条約署名のさい、B国代表者にピストルを突きつけたといった事実が存在しなかったならば、B国代表者に対する強制は行われなかったと思われる。また、A国陸軍による包囲は、『武力による威嚇』に該当したと解されるが、かりに『武力の行使』であったとしても、それは、国際連盟規約成立前であったから、ウィーン条約は、遡及されない。したがって、第2次大戦終結まで併合条約は有効であったとするA国の主張が、正当である。」

コメント・事実の正確さに関する問題

ii) について、問題への模範解答の中に強制を行う「ピストル」が出てくるが、問題にその言葉は出ていない。

コメント・論証の仕方に関する問題

松田は、ii) について、山本と同様に、ヒトラーの条約強制の事例を国家代表者への強制の問題と捉えていて、かかる国家代表者への条約強制の場合と同様の要因（ピストルなど）は併合条約の締結の際にはなかったという。しかし、ポーランドの分割条約や日本の韓国保護条約の場合のように、軍隊の包囲が、国家代表者の行動の自由を奪っていたが
、もし松田が軍隊の行動に着目すれば、話しはどうなるか。

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、松田は、ii) について、A国陸軍の包囲によって「武力による威嚇」の事実があったとしても、かかる事実は、ウィーン条約法条約以前のものであったから、同法が遡及して包囲を無効とすることはないという。この意見は、条約法条約以前
と以後で同法の適用の仕方が異なることを示している。したがって、松田は、併合条約を日本の韓国併合条約（1910）で考えているとすれば、併合条約は、たしかに国際連盟規約（1920）以前にあっただけでなく、第1次世界大戦以前にあったから、伝統的国際法で考えたであろう。したがって、A国にとって併合条約は有効という結論を引きだせた。それゆえに、松田は、国家に対する強制を有効とする伝統的国際法から武力による威嚇などを無効とする現代的国際法への変化を意識している。要するに、松田は、伝統的国際法と現代的国際法との「相違」あるいは「併存」に立っている。

第2に、こう考えてくると、一つの疑問がある。それは、現代的国際法が始る第1次世界大戦（1914-1918）以後から条約法条約の国連総会採択（1969）発効（1980）以前までの間にヒトラーの条約強制の事例（1939）があることにかかわる。もう少し範囲を絞ったとしても、国際連盟規約の発効（1920）から条約法条約採択発効（1969；1980）までの間にヒトラーの条約強制の事例（1939）があることにかかわる。そうすると、この期間において、条約法条約が遡及的に適用されることはないから、ヒトラーの条約強制の事例にかかわる現代的国際法は何だろうか。おそらく、その法とはニュールンベルク裁判で問題となったものであろう。ここではそのような法の分析は取りあげないで、後述するところに委ねたい。しかし、松田はこのような疑問を少しも取り扱っていない。

それゆえに、山本・松田は、ヒトラーの条約強制の事例に関して、国家代表者に対する強制の一面だけを捉えた。しかし、学説は多くは国家に対する強制についても問題にするので、一応山本・松田を一つのグループとする。

(2)　国家代表者に対する強制と国家に対する強制

⒜　杉原他説：伝統的国際法と現代的国際法の「併存」と二つの強制の「複合」

ヒトラーの条約強制の事例に関して次のようにいわれる。

i)　「代表者に対して強制が加えられた稀な事例として、1939年にチェコスロヴァキア大統領および外相が、ボヘミアおよびモラヴィアに対してドイツの保護関係を設定する条約への署名を、文字通り無理やり強制された例がある。代表者の身体に物理的な強制が加えられたのであるが、その際、ゲーリングとリッペントロップは、引き続き署名を拒めばまず手始めに2時間以内にプラハを爆撃し破壊する、と繰り返し強迫したといわれ、したがって、国家そのものに対する強制の側面を含む事例とも解される。このように、代表者個人に対する強迫と国家そのものに対する強制は複合的になされることがあるが、条約法条約は、両者は法的には区別されるべきものとして別個に規定した」。

ii)　「国家そのものに対する強制(coercion)の結果締結された条約は、かっては一般に有効と解されてきたが、条約法条約は、武力(force)による威嚇または武力の行使の一般的禁止の原則（国連憲章2条4）をふまえて、これに違反する行為の結果締結された条約を当然に無効とした（52条）。」

コメント・事実の正確さに関する問題

杉原他説は、i) において、歴史的事実としてゲーリング(Göring)とリッペントロップ(Ribbentrop)の二人がプラハの爆撃をもってハッハを強迫したというが、後述するように、その話しは正確ではない。というのは、リッペントロップはその場にいなかったし、プラハ爆撃をいったのはゲーリングだからである。

コメント・論証の仕方に関する問題

i) において、ヒトラーの条約強制の事例において、後述するように、大統領ハッハに署名が「文字通り」無理やり強制されたというのは、単に強制されたというよりも具体的な叙述である。そして、この叙述の情報源は明らかではないが、後述するように、フランス外務省の「イエロー・ブック」の情報に近いが、断定はできない。

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、i) において、ヒトラーの条約強制の事例には、国家代表者に対して署名が文字通り強制された側面とプラハ爆撃と破壊によって国家に対し強制された側面とがある。こうした二つの強制が事実として「複合」している。これは伝統的国際法のレベルで、国家に対する強制は有効、国家代表者に対する強制は無効を表わす。そして、かかる「複合」の事態に対処すべく条約法条約51条と52条が「別個」に規定されたとき、どちらも無効となった。したがって、ヒトラーの条約強制の事例が条約法条約に適合的に解釈されていると思う。そのために、松田のコメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題の第2で述べたように、ヒトラーの条約強制の事例が1939年の時点でどのような法によって二つの強制の側面を示していると解釈されたか、こういう疑問を杉原他も考慮していない。

第2に、ii) において、国家に対する強制は「かっては一般に有効と解されてきた」そうした伝統的国際法と、武力による威嚇などによる条約の強制を「当然に無効」とした現代的国際法が対比されている。それゆえに、国家に対する強制に関して有効とする伝統的国際法から無効とする現代的国際法への転換が認識されている。このように有効から無効への転換が認識されているとしても、それで伝統的国際法が消滅するわけではない。したがって、かかる国家に対する強制の効果の変化の認識は、伝統的国際法と現代的国際法との「相違」あるいは「併存」の状況をなくすわけではない。

⒝　小川説

小川は、条約法条約の規定に基づいて代表者に対する個人的強制と国家に対する強制を論じるが、韓国保護条約の事例やヒトラーの条約強制の事例を論じているわけではない。しかし、小川は、理論枠組みを整理する上で示唆に富むので、以下取りあげたい
。

i)　代表者に対する個人的強制

「代表者個人に加えられた行為または威嚇によって得られたものである場合には、その同意の表明は、いかなる法的効果も有しない（第51条）。条約法上、これまで強迫(duress)と呼ばれてきたものがこれであり、このような状況の下に締結された条約の無効性は慣習法的に確立されている。右の規定は、この慣習規則を成文化したものである。」

ii)　国家に対する強制

「第1次大戦以前の条約法理論によれば、条約の締結にあたる国家の代表者個人にではなくて国家そのものに強制が加えられた場合には、それがたとえ武力による強制であっても、その結果締結された条約は有効であるとされた。その後国際連盟規約や不戦条約など一連の条約とともに、戦争の違法化の観念が発展するにつれて、この考え方は根本的に修正されるに至った。この新しい観念に基礎をおいて、国際法委員会は武力による威嚇または武力の行使によって得られた条約は、その締結の当初から無効(invalid ab initio)であるとする条文を作成し、条約法会議も、これに若干の修正を加えて採択した。」「条約は、その締結が国連憲章中に具現された国際法の諸原則に違反する……場合には無効である（第52条）」。

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、小川は、i) について、伝統的国際法の慣習法的に確立してきたところを条約法条約は成文化したと捉える。したがって、法51条が山本のように「創設的」であるとは解していない。

第2に、小川は、ii) について、国家に対する強制に基づく条約の締結を有効とした「第1次大戦以前の条約法理論」を表わす伝統的国際法と、第1次大戦以後の国際連盟規約、不戦条約、　国連の国際法委員会の「戦争の違法化の観念」の発達によって国家へ加えられた強制による条約の締結を無効とするように修正された現代的国際法を対比させる。したがって、小川は、伝統的国際法と現代的国際法をそれぞれ固有なものとしたが、伝統的国際法から現代的国際法への修正を意識する松田・杉原他と一致する（松田、コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題の第1、及び、杉原他、コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題の第２）。

小川は、いわば法に基づかない暴力によって他国を屈従させることをなくそうとする現代的国際法の課題を意識させる。すなわち、小川は、現代的国際法が、国家代表者に対する強制を無効とした伝統的国際法を受け容れ継承し、さらに、伝統的国際法では国家に対する強制が有効とされたことを否定して、戦争終結の平和条約は別として、戦争・武力による威嚇・武力の行使などによる幅広い国家に対する強制も無効とする。そうして、条約法条約の51条と52条を二つの強制にそれぞれ割り振って規定したことによって、実定法上二つの強制の「併存」の理解が可能になった。また、杉原他は二つの強制を「複合」という。

第3に、上の第2を応用すれば、韓国保護条約は伝統的国際法の世界に位置づけられ、国家代表者に対する強制では無効となり、国家に対する強制では有効となる。ヒトラーの条約強制の事例は現代的国際法の世界に位置づけられ、国家代表者に対する強制で無効、国家に対する強制でも無効となる。

なお、小川は、伝統的国際法と現代的国際法とを「別個」の法体系としている杉原他に同意し、彼等がヒトラーの条約強制の事例における二つの強制の「複合」をいうことにも賛成できるであろう。

(3)　現代的国際法の視点による伝統的国際法の吟味

杉原他・小川は、伝統的国際法と現代的国際法の両法体系の固有な存在に目配りすると同時に、ヒトラーの条約強制の事例に関して、法51条と52条の二つの強制の「併存」を適用することを理解できるであろう。ところが、こうした杉原他・小川とは異なった視点を展開する学説がある。それは、少なくとも類型的には二つある。

一つは、現代的国際法の視点から伝統的国際法を捉え、かつ、ヒトラーの条約強制の事例に関して二つの強制の「混在」をいう坂元・経塚説である。

もう一つは、伝統的国際法と現代的国際法の両法体系の固有な存在に目配りしながら、なお伝統的国際法の今日的意義を見出そうとする村瀬他説である。安易に、現代的国際法の二つの強制に関して独自の「混在」を指摘する。

⒜　坂元説

坂元は、たしかにヒトラーの条約強制の事例と韓国保護条約の事例を比較し、いくつもの論文と著書も発表しているので、以下詳しく検討して見よう。
①　［1989年論文］：「第1次大戦後の武力行使違法化の動きとともに、かかる違法な武力行使によって国家に課せられた条約を無効とする規範意識が、次第に諸国家の間に醸成されていったのである。とくにファシズム国家による戦間期におけるいくつかの国家実行は、国家代表者に対する強制はともかく、国家そのものに対する強制は条約の無効原因とならない、という伝統的理論の矛盾を顕在化させ、これまでの理論状況からの脱却を要請した。そうした矛盾を克服する一つの動き［として］スチムソン・ドクトリンがある。」

以上述べた国家実行の「代表的事例としては、1939年、ヒットラーが、プラハ爆撃を脅しにボヘミアとモラビィアをドイツの保護領とする協定に署名するようチェコの大統領に強要した事例がある。」

②　［1995年論文］：国連の国際法委員会のウイーン条約法条約の最終草案の「コメンタリーにおいて、具体的な強制の事例として言及されているのは、ウォルドックの最初の草案とは異なり、わずかに一例のみである。引用の対象となったのは、［1939年のドイツとチェコスロバキアの協定である］
。本協定は、ヒットラーが、チェコスロバキアの大統領と外相をベルリンに呼びつけ、ボヘミアとモラビィアをドイツの保護領とする協定に署名するようピストルを突きつけて要求し、拒否すればプラハを爆撃すると脅した事例である。翌日、大統領と外相はついに同協定に署名した……。本事例は、国家それ自体に対する強制という側面と、国家代表者に対する強制という両方が混在した事例でもある。その意味で、コメンタリーが、国家代表者に対する強制による条約の固有の先例をあげえなかったことが注目される。［ゴシックは筆者］

／　ところで、平成５年の第126回国会参議院予算委員会において、日韓保護条約の無効を訴える本岡議員の質問に対して、このILC最終草案のコメンタリーで日韓保護条約が例示されていない事実を捉えて、日本政府は、『国際社会がコンセンサスとしてこの1905年の条約を無効であると考えているんだという認識を私たちは持っておらない』と答弁している。……［日本政府が］当該条約は国家代表者に対する強制による条約ではなかった……との結論……を導こうとするのであれば、いささか疑問が残る」
。

③　［1996年口頭発表記録］：有賀長雄はいわゆる日韓保護条約（1905）は「国家代表者に対する強制の事例ではない」と主張して、「日韓保護条約は国家の代表者に対する強制であり無効だと発表し」たパリ法科大学の講師レイに反論した。「国家代表者に対する強制があったかどうかは事実認定にかかわるので、歴史学者でない私には断定的には言えませんが、日韓保護条約が無効だとはっきり言っている日本の国際法学者は多分いないと思います。……

強制による条約締結の例として、ナチスドイツがチェコのボヘミアとモラビアをドイツの保護領とした条約があります。この保護条約は、代表者にピストルを突き付けたりしているので、国家代表に対する強制という性格を持ちます。署名しないと爆撃するとも言っているので、国家そのものに対する強制の性格も併せ持っているが、同時に代表者に対する強制でもあるのでこの条約は無効だというのが通説的立場です。」

④　［2005年論文］：「そうすると、国家代表者に対する強制があったと立証できない限り、かかる条約の無効は主張できないことになる。この立証責任は条約の無効を主張する側にある。国家代表者に対する強制を行えば条約は無効になると熟知していた日本が、第2次日韓協約や日韓併合条約の締結にあたって、かかる規則に抵触するような行為をあえて行ったとは考えにくい。これらの条約の締結にあたって、日本が大韓帝国に威圧を加えたことは確かではあるが、最後まで国家代表者に対する強制の類（例えば、1939年にボヘミヤとモラビアに対するドイツの保護権を確立する条約の締結に際して、チェコスロバキアの大統領と外務大臣に拳銃を突きつけるという行為）は用いなかったと思われる」
。

コメント・事実の正確さに関する問題

第1に、②の1995年論文、③の1996年口頭発表記録、④の2005年論文は、いずれも、ヒトラーが「ピストル」をハッハに突きつけたという。しかし、後述するように、文献上「ピストル」が用いられた事実は見当たらない。たしかに、横田が、脅迫や強制による条約締結を無効とする説明のために、「ピストルを突きつけて同意させる」場合
を紹介しているが、しかし、この紹介は、一般論に止まり、ヒトラーの条約強制の事例との関係で述べられたようにはみえない。

第2に、後述するが、②の1995年論文は、ヒトラーがハッハと会談して脅した「翌日」にハッハは署名したというが、ハッハは1939年3月14日夜にベルリンに到着し、待たされ、会談は1939年3月15日の深夜1時から2時15分まで行われた、あるいは1時15分から2時15分まで行われ、署名は4時30分に行われた。それゆえに、②の1995年論文では、歴史的には脅した日時と署名のなされた日時が二日間に及んでいる。しかし、会談も署名も同日に行われたので、「翌日」という認識は正確ではない。

第3に、①の1989年論文と②の1995年論文は、ヒトラーがプラハ爆撃をもってハッハを脅したというが、そうではない。というのは、後述するが、プラハ爆撃はゲーリングが言ったものだからである。

コメント・論証の仕方に関する問題

第1に、韓国保護条約の締結に際して、坂元のいうように、物理的なピストルを突きつけることはなかった。しかし、日本軍は王宮を占拠し、大臣たちの会議室に軍人を複数入室させ、大臣たちをその部屋から自由に退出させなかった、軍事力による威圧の下で条約強制があったと指摘されている
。そのために、ピストルとさまざまの軍事力とはアナロジーで捉え得るから、坂元が、韓国保護条約の締結に際しピストルは「用いられなかった」というだけではなにも論証したことにならない、一方的な断定をしているだけではないかと思う。

第2に、③の1996年口頭発表記録が「日韓保護条約が無効だとはっきり言っている日本の国際法学者は多分いない」というのは、事実の世界の話しである。そのために、同発表が、学問的に検討した国際法学者で無効を論じるものは「いない」と述べているわけではない。さらにまた、坂元が、④の2005論文で、国家代表者に対する強制を行えば条約は無効になると日本は「熟知」していたから、第2次日韓協約や日韓併合条約の締結にあたって、日本は「かかる規則に抵触するような行為をあえて行ったとは考えにくい」というとき、とくに第2次日韓協約（韓国保護条約、乙巳五条約）に即して「熟知」を証明する責任は坂元にあると言わなければならない。なぜなら、坂元以外に、日本政府の握っている手の内の「熟知」の内容を知りうるものはいないからである。

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、①の1989年論文は、伝統的国際法では対処できない事態に直面して、第1次大戦後の武力行使違法化を表わす現代的国際法の登場を指摘し、ファシズム国家の国家実行が、国家代表者に対する強制だけでなく、国家そのものに対する強制を無効原因としない伝統理論からの脱却を要請したといい、スチムソン・ドクトリンに言及する。そして、坂元は、かかる国家実行の代表例としてヒトラーの条約強制の事例を掲げた。

しかし、現代的国際法の登場を促したものが、ファシズムだけであったのかどうかは気になる。すなわち、たしかに、1915年の対華21カ条要求に関し、ワシントン会議（1922）で中国は無効論を展開した際日本は国家代表者に対する強制にわたる行為はしていないから中国は条約破棄はできない
と自己の行動を正当化した。そして、1932年、日本は満州国を樹立した。それを期に、伝統的理論では対処できないという警鐘を鳴らしたのがアメリカの国務長官スチムソンであった。彼は、「不戦条約に違反する方法で引き起こされるいかなる事態、条約、協定も承認しない」旨の通牒を発した
。

こうして見ると、①の1989年論文は、伝統的国際法と現代的国際法の区別を意識し、ヒトラーの条約強制の事例を、国家代表者に対する強制と国家に対する強制を含む方向で現代的国際法に位置づけたことを覚えておきたい。この論文では、松田・杉原他・小川とさほど変わらないように見える。

第2に、②の1995年論文と③の1996年口頭発表記録は、国家に対する強制と国家代表者に対する強制という二つの強制の間には「混在」、「併せ持つこと」（＝「混在」）があるという。これは、二つの強制の関係に関して①の1989年論文より踏み込んだ理解を示す。

次に、事例との関係を調べてみよう。

まず、②の1995年論文と③の1996年口頭発表記録は、ヒトラーの条約強制の事例に即して国家に対する強制と国家代表者に対する強制という二つの強制の「混在」を言っている。

では、韓国保護条約の事例もまた、国家に対する強制と国家代表者に対する強制という二つの強制の「混在」を示すと、坂元は述べているのだろうか。坂元は直接には「混在」を示すと述べているわけではないので、この疑問を解くために、坂元の②の1995年論文に即して検討して見たい。そうすると、次のようにいえる。

すなわち、国際法委員会の委員ウォルドックが、最初条約法条約の草案のコメンタリーで、具体的な強制の例としてあげたのは、1773年のポーランドの議会包囲、1905年の日韓保護条約、1915年のハイチ国会包囲、1939年のヒトラーの条約強制の四つであった
。ところが、最終的な草案のコメンタリーでは1939年のヒトラーの条約強制の事例のみがあげられた
。では、四つの事例がなぜ一つの事例になったのか。この変化について坂元は、「コメンタリーが、国家代表者に対する強制による条約の固有の先例をあげえなかった」からだと解釈する（ゴシックは筆者）。ということは、坂元は、ウォルドックが最初掲げた三つ（ポーランド、韓国、ハイチ）を「国家代表者に対する強制による条約の固有の先例」とはみていないということ、したがって、最初掲げた三つも二つの強制の「混在」を示すと考えているといわざるを得ない。それだけでなく、コメンタリーは、ヒトラーの条約強制の事例と最初の三つを含めてすべて二つの強制の「混在」を示すと考えている。
それなら、なぜ四つの事例をすべて二つの強制の「混在」として最終草案のコメンタリーで紹介しなかったのか。それとも、コメンタリーは直近のものを例示すればこと足りると考えたのか。

第３に、「国家代表者に対する強制による条約の固有の先例」を指摘できなかったということは何を意味するだろうか。すなわち、二つの強制の「混在」はつねにあるのだから、1905年の韓国保護条約の締結のときにもすでに世界的に意識されていたことになる。そうすると、韓国保護条約の事例に即していうならば、伝統的国際法では、国家に対する強制は有効であると考えられていたが、「混在」の現代的国際法では、国家に対する強制は無効である。そうすると、現代的国際法の視点で伝統的国際法を吟味する「混在」の立場からするなら、韓国保護条約の事例の国家に対する強制は有効から無効へと変化する。過去の出来事が、今日の視点で新たに解釈される。そうすると、坂元のいう時際法
の視点からそのように過去にさかのぼることは適切なのかと疑問を述べざるを得ない。

坂元のまとめとして

第1に、コメント・事実の正確さに関する問題と論証の仕方に関する問題の解決はそれほど難しくはないだろう。

第2に、コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題で明らかになってきたところは、難しい問題を含む。すなわち、現代的国際法と伝統的国際法の関係の捉え方では、坂元と杉原他・小川の間には、根本的と思える見解の相違がある。そして、ヒトラーの条約強制の事例と韓国保護条約の事例の二つの強制の捉え方でも、坂元と杉原他・小川の間には、根本的と思える見解の相違がある。次のようにいえる。

(1)　坂元は、現代的国際法の視点で伝統的国際法の特徴を吟味したから、伝統的国際法を現代的国際法とは別の存在とはみていない。法体系としてはいわば一元論を展開している。そして、ヒトラーの条約強制の事例を二つの強制の「混在」するものとして捉えていた。韓国保護条約の事例の強制に関しても、二つの強制の「混在」を読みとったから、「国家代表者に対する強制による条約の固有の先例」を否定する。

(2)　それに対して、杉原他・小川は、現代的国際法と伝統的国際法を互いに異なる二つの法体系をなしている「別個」のものと捉えた。そして、ヒトラーの条約強制の事例の二つの強制と同様に、条約法条約51条と52条に基づいて二つの強制が「併存」すると捉える理論枠組みを持っている。韓国保護条約の事例については条約法条約が遡及的効果を及ぼすことはないから、法51条と52条に言及する必要はない。

⒝　経塚説　

i) 「1773年のポーランド分割条約の際、その条約を受諾するようポーランド国会の構成員に強迫が加えられた。1905年韓国王及びその大臣が保護条約の受諾を強制された。ハイチの国会議員が1915年、米国の軍隊によって協定を批准するよう強制された。以上の場合、国家の元首または大臣に対する強制が、元首または大臣個人に対する強迫なのか、それとも国家自身に加えられる強迫とみられるのかの区別が困難な場合も生ずる。最近の例として、ヒトラー・ドイツが1939年にボヘミヤ及びモラヴィアに対するドイツの保護権を設定する条約をチェコと結ぶ際、チェコの大統領及び外務大臣を強迫すると同時に、チェコに対する威圧をも加えた事例がある。」

ii) 「たしかに、全権代表個人に加えられる強迫は、それに基づいて結ばれた条約を無効ならしめるといえるが、国家の職務上の機関（例えば、元首、首相、外務大臣）に加えられる強制の場合、明らかに肉体上の強圧の場合は別として、国家自体に加えられる強迫との区別が実際上困難な場合が生ずるし、また、両者、つまり、個人的強迫と国家自体に加えられる強迫が同時に行なわれる場合もあり、簡単に決定はできない。各事件毎に解決すべき問題となろう。」

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、i) について、経塚は、1773年のポーランド分割条約、1905年の韓国保護条約、1915年のハイチ国会包囲について、国家に対する強制と国家代表者に対する強制の区別が困難であるという。したがって、従来伝統的国際法で国家代表者に対する強制のゆえに無効とされてきたこれら三つの事件が、一挙に曖昧な状況におかれるにいたった。そして、これら三つの事例とヒトラーの条約強制の事例とは、二つの強制の「混在」において捉えられる。それゆえに、国家に対する強制と国家代表者に対する強制の二つの強制の区別は、もはや、伝統的国際法でどのように受け止められてきたかは、まったく考慮されない。

第2に、坂元と同様に、現代的国際法の視点で伝統的国際法を読み替える。それゆえに、現代的国際法と伝統的国際法とを「別個」と捉える杉原他・小川とは異なる。

⑷　現代的国際法における伝統的国際法の再考

村瀬他説：伝統的国際法の『国家に対する強制』（有効）

i)　ヒトラーの条約強制の事例に関する村瀬他の考えを分かりやすくするために、いくつかに段落を付けたい。

Ａ：「伝統的に国際法では、強制（強迫）による条約も、その強制が共同体としての国家そのものに向けられたものであり、かつ、とくに国際法で禁止された手段を用いた強制でない限り、無効なものとは考えられてこなかった。……強制が無効原因とされたのは、それが条約締結の衝にあたる国家の代表に向けられた場合（代表個人やその家族等の身体・名誉等に対する強迫を含む）のみであった。」

Ｂ：「条約法条約においても、基本的に、代表個人に対する強制は条約を無効とするのに対して、国家に対する強制は、それが道義的にはいかに好ましくないとしても、『国際連合憲章に規定する国際法の諸原則に違反する武力による威嚇又は武力の行使の結果締結された条約』（52条）でない限りは有効との立場を崩してはいない。」

Ｃ：「こうしてたとえば、1945年8月14日にわが国が受諾したポツダム宣言……が、『日本国本土の完全なる破壊』（3項）の威迫のもとに、無条件降伏を要求し、それ以外の選択は『迅速且完全なる壊滅あるのみとす』（13項）という強迫をもって行われたものであっても、これはあくまで日本の国家に対する強迫であるから、同宣言はもとより有効である。」

Ｄ：「また、1939年3月14日にヒトラーおよびゲーリング（外相）はチェコスロバキアのハーハ大統領とシュバルコウスキー外相をベルリンに呼びつけ、同国の解体を意味する条約への署名を強要し、拒否すればプラハを空爆により破壊すると通告された結果、翌日未明にいたって大統領と外相は屈服して同条約に署名したが、これは、国家に対する強制と、国家代表個人に対する脅迫とが混在している場合といえよう。もっとも、後者の側面についても、個人に対する物理的・肉体的・精神的な脅迫というよりは、国家の職務上の機関に加えられる強制であり、その法的評価は微妙である。」

ii)　強制による条約という視点から韓国保護条約が述べられる。なおその叙述は簡潔なので若干補って紹介しよう。すなわち、
1965年の日韓国交正常化交渉の中で、日本による「朝鮮の植民地化の過程で結んだ条約」（＝「韓国保護条約」1905など）に関して、その条約の有効無効が議論になった。そして、日韓基本関係条約2条として規定された「もはや無効」の言葉を両政府は自分に都合よく解釈してその立場を譲らなかった。

コメント・事実の正確さに関する問題

第1に、i) のＤにおいて、ヒトラーとゲーリングが一緒になってハッハたちをベルリンに呼びつけたといわれる。しかし、後述するように、呼びつけたのはヒトラーであった。ゲーリングはそうではない。

第2に、i) のＤにおいて、ハッハがヒトラーおよびゲーリングと会談したのは、1939年3月14日であり、ヒトラーとゲーリングがプラハ爆撃を通告した結果、翌日（3月15日）になってハッハは署名したといわれる。しかし、後述するように、ヒトラーとハッハの会談の日時とハッハの署名の日時は同日であったから、二日間にわたる日時の設定は正確ではない。

コメント・国際法の本質的な理解をめぐる問題

第1に、i) について通覧すると、村瀬他の主張が見えてくる。すなわち、

伝統的国際法では、「国家に対する強制」は、国家代表者に対する強制とは異なり、無効とは考えられなかった（Ａ）。条約法条約（52条）でも、「国家に対する強制」が有効という場合が崩されていない（Ｂ）。ポツダム宣言でも「国家に対する強迫」は有効であった（Ｃ）。以上のように、伝統的国際法の「国家に対する強制」を有効とすることが叙述の中心にある。以下便宜上伝統的国際法でいう「国家に対する強制」を「『国家に対する強制』（有効）」をもって表示する。

したがって、現代的国際法（条約法条約）が成立した後でも、伝統的国際法の「国家に対する強制」（有効）が機能する余地のあることに眼が注がれる。そして、この伝統的国際法の「国家に対する強制」（有効）は、現代的国際法（条約法条約52条）の無効をいう「国家に対する強制」（法52条）と同じではない。無効を意味する「国家に対する強制」を以下「『国家に対する強制』（無効）」をもって表示する。したがって、「国家に対する強制」という同じ言葉が使われても意味は文脈によって異なる。

第2に、ヒトラーの条約強制の事例において（Ｄ）、国家代表者に対する強制と「国家に対する強制」（有効）の二つの強制の側面が指摘されている。すなわち、署名の強制は国家代表者に対する強制で無効であるが（＝「国家代表者に対する強制」（無効））、プラハ空爆の脅迫は「国家に対する強制」で有効になる（＝「国家に対する強制」（有効））。この文脈は、現代的国際法である条約法条約52条とは関係がない。

そして、ii) において、「強制による条約」という枠組みでヒトラーの条約強制の事例と韓国保護条約の事例とが並行的に考えられている。そして、その強制の中身では、「国家に対する強制」（有効）と「国家代表者に対する強制」（無効）が考えられ、二つの強制の「混在」が示される。したがって、「混在」といっても、一つは有効、もう一つは無効である。そこで、日韓基本関係条約2条の「もはや無効」の文言に日韓両政府がそれぞれの主張を盛り込み得た論理構造は何であったかが明かされる。すなわち、「国家に対する強制」（有効）と「国家代表者に対する強制」（無効）である。両政府の主張であるところの、多分日本：「国家に対する強制」（有効）及び多分韓国：「国家代表者に対する強制」（無効）の対応関係の分析は、ここでは十分な情報がないので、難しい。

なお、坂元は、二つの強制の「混在」をいうとき、伝統的国際法では「国家に対する強制」（有効）、「国家代表者に対する強制」（無効）だが、現代的国際法では「国家に対する強制」（無効）、「国家代表者に対する強制」（無効）と考えている。したがって、どういう文脈で「混在」がいわれるかは注意が欠かせない。

第３に、i) において、国家代表者にかかわって、純然たる「個人」と「国家の職務上の機関」を担う「個人」の区別が論じられ、後者の場合、その「個人」に対する強制の「法的評価は微妙」であるといわれる。この「微妙」に関して必ずしも村瀬他の意図が明らかではないが、次のことだけ述べておきたい。すなわち、

まったく市井の個人が突如条約締結を強制されることはあり得なくあっても無意味である。そうすると、国家代表者に対する強制とは、本質的に「国家の職務上の機関」の担い手に限定されるといわざるを得ない。むしろ、伝統的国際法ではかかる「国家の職務上の機関」を担う個人を前提として
その個人への「強制」「脅迫」による無効が考えられたし、「国家に対する強制」（有効）は戦争終結のための平和条約などであって、個人とは関係なく国家自体に向けられ有効と考えられた。したがって、伝統的国際法では二つの強制のどちらで考えるかで法的評価が「微妙」に変化する余地はなかった。

いずれにしろ、「微妙」の意味についてなお説明が必要であろう。

仮のまとめとして

①　日本の国際法の教科書はどれでも、ヒトラーによるハッハへの条約強制の事例を、重要な事例としてつねに言及しているということはない。実際、言及しない教科書は少なくない。

②　いくつかの教科書において、ヒトラーによるハッハへの条約強制の歴史的事実の分析は、驚くほど不正確である。言い換えれば、年代と日時、関係する人物、プラハ爆撃の脅しの状況などについて学生に正確な情報が提供されるべきである。

③　ヒトラーの条約強制の事例の解釈問題として、前提にある国際法を伝統的に考えるか、現代的に考えるかは重要である。

④　とくに時間を厳格に考えると、1939年のヒトラーの条約強制の事例を現代的国際法に位置づけつつ、なお、具体的な法の内容をどうするかが未検討になっている。そして、ヒトラーの条約強制の事例を条約法条約の51条と52条で考える向きがある。理論的に曖昧。

⑤　一方で、伝統的国際法を軽視して、現代的国際法の視点で考えるものがある（坂元）。時際法上問題。韓国保護条約の事例をそのように考えると、二つの強制の曖昧さが出てくる。

他方で、伝統的国際法と現代的国際法の二つの独自な体系性を肯定するものがある（多分多数派）。韓国保護条約の事例をそのように考えると、二つの強制の曖昧さはない。伝統的国際法では国家代表者に対する強制の問題。

⑥　ヒトラーの条約強制の事例を研究することを通して、韓国保護条約の事例の位置付けを伝統的国際法の体系に位置づけること＝研究目的。今回はそれへの努力。

2．　ニュールンベルク裁判記録に基づくヒトラーの条約強制の事例の再構成［未完成］

3．　国連国際法委員会資料に基づくヒトラーの条約強制の事例の再構成［未完成］

結びに代えて
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The Legitimacy of Treaties – Coercion, Corruption, and Violations of Jus Cogens Norms
 Jon M. Van Dyke(University of Hawaii)

Introduction

This paper analyzes the principles of international law applicable to the formation of treaties, focusing on the question of the legitimacy of a treaty that the representatives of one country force the representatives of another country to sign, with military force or other direct forms of coercion or duress.  This issue has direct applicability to the legitimacy of the November 1905 Treaty between Japan and Korea, but it has also come up frequently in the context of other treaties and agreements throughout modern history.  

Pacta Sunt Servanda 


The principle that treaties are binding and enforceable is one of the venerable principles of international law, and is now codified in Article 26 of the Vienna Convention on the Law of Treaties:
 “Every treaty in force is binding upon the parties to it and must be performed by them in good faith.”  This principle is thought to be essential to the stability and predictability of the international legal system.

Coercion and Duress

Exceptions to the rule that treaties must be complied with are limited, in order to ensure that the basic principle is not undermined.  A summary of international law as of 1886 explained the situation as follows:

Coercion, while invalidating a contract produced by it, does not invalidate a treaty so produced.  Thus there can be no question of the binding force of the treaty which followed the French-German war
 which led to the dethronement of Napoleon III, though its terms were assented to under coercion.  The same may be said to the consent of France to the settlement enforced by the allies after Waterloo,
 and so the treaty by which Mexico ceded California and the adjacent territory to the United States
.  On the other hand a treaty produced by material fraud or physical force applied to the negotiator, may be repudiated.

This distinction between the exercise of force against a country and against the country’s representatives was voiced by numerous commentators during this period, but, as explained below,
 the more logical distinction would be between treaties that are designed to bring closure to protracted military conflicts and other treaties that result from military threats or pressure imposed by a stronger power on a weaker country.

 Unequal Treaties

The traditional Western view has been that the concept of “unequal treaties,” i.e., those “forced upon a weaker state by a stronger one” “has never been accepted in international law,” because “[n]o two states are ever equal, and to allow a state to avoid its treaty obligations on this ground could undermine the stability of treaty relations.”
  A U.S. federal appellate judge recently confirmed the underlying basis for this position, noting (in the context of a challenge to a provision in the 1985 Compact of Free Association negotiated between the Republic of the Marshall Islands and the United States) that courts should not disrupt agreements resulting from negotiating imbalances, because such action would disrupt the stability of the international legal system:  

Nor is this transformed into a claim against the United States by the contention that the United States Government has “coerced” a favorable settlement. The American Government, after all, typically bargains from a position of strength; and I see no basis on which this court could scrutinize international agreements and inquire into the adequacy of the consideration given to foreign states.


Nonetheless, the view that some treaties are inherently unacceptable because of the result they produce persists and has played an important role in recent years.  One clear example is the Hay-Bunau Varilla Treaty of 1903
 whereby Panama granted territory to the United States for the purpose of building a canal across the isthmus.  Because of the pressure from Panamanians and Latin American countries, and because of the clear recognition that the 1903 treaty had been obtained as a result of military coercion, it was abrogated by the two Torrijos-Carter Treaties signed on September 7, 1977 by the United States and Panama in Washington, D.C.


The People’s Republic of China has been particularly vocal in denouncing “unequal treaties” including the 1898 Convention of Peking, which expanded the territory of Hong Kong.
  Wang Tie-ya, one of the foremost Chinese scholars has written that “the PRC considers that unequal treaties are null and void ab initio,” adding that China has attempted to resolve its territorial disputes through peaceful negotiations.
  One scholar has noted that “[t]he notion is gradually developing...that inequality may itself be a sufficient ground for disputing the validity of a treaty.”





Japan’s Increasing Influence in Korea During the Russo-Japanese War



Japan’s military control over Korea developed gradually during the late 1800s and increased sharply after the Sino-Japanese War of 1895, when Japan entered into a rivalry with Russia.  This rivalry led to the Russo-Japanese War from February 1904 to May 1905, when Korea became particularly important strategically. 



 Although Korea took a neutral stance in the Russo-Japanese War, Japan sent troops into Seoul and compelled Korea to sign a “protocol agreement” on February 23, 1904, which read: 

For the purpose of maintaining a permanent and solid friendship between Japan and Korea and firmly establishing peace in the Far East, the Imperial government of Korea shall place full confidence in the Imperial government of Japan and adopt the advice of the latter in regard to improvements in administration . . .  [T]he Imperial government of Japan definitely guarantees the independence and territorial integrity of the Korean Empire.
 

This agreement also stated that Japan would take necessary measures to protect the Korean Emperor from threats of foreign powers or internal disorder, thus providing a justification to increase its military presence throughout Korea, as well as establishing navigational rights in coastal waters.
  This Protocol marked the moment when Korea lost its ability to act independently on the world stage:  “Korea was deprived of its rights to conduct diplomacy and its sovereignty and independence by this protocol signed on February 23, 1904, not by the Protectorate Treaty concluded on November 17, 1905.”
 


Another agreement was signed between Korea and Japan in August 1904, through which all Korean financial matters were placed under the direction of a Japanese-appointed financial advisor.
  Article I of the agreement stipulated that “the Korean government shall engage as financial adviser to the Korean government, a Japanese subject, recommended by the Japanese government, and all matters concerning finance shall be dealt with after his counsel has been taken.”
   All matters of foreign affairs were also placed under the direction of a Japanese appointed foreign affairs advisor:

The Korean government shall engage as diplomatic advisor to the Department of Foreign Affairs a foreigner recommended by the Japanese government, and all important matters concerning foreign relations shall be dealt with after his counsel has been taken … The Korean government shall previously consult the Japanese government in concluding treaties and conventions with foreign powers, and in dealing with other important diplomatic affairs, such as the granting of concessions to or contracts with foreigners.

Japan also appointed a defense advisor, police advisor, royal household affairs advisor, and education advisor to the Korean government, although these last four positions were not provided for in the August 1904 agreement.
  As historian Ki-Baik Lee has explained:  “Japan thus had created what was known at the time as a ‘government by advisers’ in Korea. The situation was exactly as if actual administrative authority had passed into Japanese hands.”


Other countries recognized Japan’s rights and interests in Korea following the Russo-Japanese war.  The United States gave its approval of Japan’s continued occupation of Korea in a secret treaty signed by the Japanese Prime Minister and the U.S. Secretary of War William H. Taft in July 1905.
  Taft’s remarks, approved by President Theodore Roosevelt, stated:

The establishment of a suzerainty over Korea by Japanese troops to the extent of requiring that Korea enter into no foreign treaties without the consent of Japan was the logical result of the present war and would directly contribute to permanent peace in the East.

Great Britain accepted Japan’s control over Korea during the reformation of the Anglo-Japanese Alliance in August 1905.  The new agreement between Great Britain and Japan stated:

Japan possessing paramount political, military and economic interests in Korea, Great Britain recognized the right of Japan to take such measures of guidance, control and protection in Korea as she may deem proper and necessary to safeguard and advance those interests as long as such measures were not contrary to the principles of equal opportunities for the commerce and industry of all nations.

Following publication of this new Anglo-Japanese Alliance, Korea protested to both Japan and Britain and stated that it would not acknowledge the treaty.
  Korea further argued that the alliance violated a previous agreement between Britain and Korea:

Did the British Empire ignore Korea because she was a small nation?  It is true that the small nations are powerless against any large nation, but alas, how could you violate our friendship?  Our government is still hoping for good relations with the British Empire, so we propose the discarding of the Anglo-Japanese treaty of 1905.


Despite Korea’s protests, Japan’s influence over its administrative affairs continued to grow.  On November 17, 1905, Japanese officials entered the Kyoungun’gung Palace (at the location of the present Toksugung Palace) in Seoul escorted by Japanese soldiers and demanded that Emperor Kojong and his ministers sign a prepared treaty.  As this meeting was taking place, Japanese troops took up stations at various locations throughout Seoul to assert their authority.  The U.S. Minister in Seoul, Edwin Morgan, reported that “bodies of [Japanese] troops marched through the streets and artillery guns were displayed.”
  When the Japanese delegation received a less than enthusiastic response from the palace officials, the Japanese entourage went to the Department of Foreign Affairs to convince Foreign Affairs Minister Pak Che-sun to affix his seal to the treaty.
  As Professor Yi Tae-jin has explained: 

Escorted by military police, Maema Kyosaku, official interpreter for Ito Hirobumi, entered the Korean Ministry of Foreign Affairs and confiscated the official seal of the Minister of Foreign Affairs.  He and others threatened the Minister into signing the document and then affixed the seal himself.

The Japanese diplomats brought 50 Japanese military police to this meeting, and at one point General Hawsegawa pointed to Chief Minister of Council Han Kyu-seol and Foreign Affairs Minister Pak Che-sun and “gave some instructions to the police in Japanese, visibly shaking those ministers who understood what had been said.”
  Later that same day, Hirobumi Ito reportedly told his Japanese colleagues that “if he [Minister Han] plays the coquette, then kill him.”
  Thus, “[a]fter forcing the minister to sign the document, the Japanese affixed the seal themselves.”
  “The fact that the Foreign Minister did not bring his seal to negotiations where Korea was being forced to accept the agreement shows that he was not attending in the capacity of the representative of his country.  In fact, [Emperor] Kojong had never appointed a representative for the negotiations as he had not acceded to Ito Hirobumi’s request to issue full powers.”
  The signature and seal of Foreign Affairs Minister Pak Che-sun was finally put on the document (the official seal having been brought to him from the Foreign Affairs Ministry) after 1:30 a.m. on the morning of November 18, 1905.  


Those arguing that this treaty should be viewed as having no force under international law thus emphasize (1) that “the Koreans were forced to sign by military threat” and (2) that “the Convention lacked the appropriate formalities, including full powers issued to signers and ratification by the emperor.”
  Professor Sakamoto has rejected the view that Foreign Minister Pak lacked full powers under the Korean Constitution to enter into this agreement, saying that “international law generally assumes that a foreign minister, as well as a prime minister, fully represents his state without having to be given full powers when negotiating and signing treaties.”
 

 
The key provision of this November 1905 Protectorate Treaty stated:

The government of Japan, through the Department of the Foreign Affairs at Tokyo, will hereafter have control and direction of the external relations and affairs of Korea . . . [T]he government of Korea agrees not to conclude hereafter any act or engagement having an international character except through the medium of the government of Japan . . . The government of Japan shall be represented at the court of His Majesty the Emperor of Korea by a Resident-General, who shall reside in Seoul, primarily for the purpose of taking charge of and directing matters relating to diplomatic affairs.

Through this Treaty of 1905, Japan solidified it control over Korea’s foreign affairs, “reduced Korea to semi-colonial status,”
 and led to the dismantling of the Korean Ministry of Foreign Affairs on January 17, 1906.
  Although the treaty limited the authority of the Resident-General “primarily” to diplomatic affairs, the new Resident-General in fact took control of the entire administration, effectively removing any vestiges of sovereignty.
 

Did International Law Prohibit the Threat and Use of Force in 1905?


In the late nineteenth century, international law was more primitive than it is today.  No global institutions existed, and only a few special-purpose regional organizations had been created.  Some topics –  such as diplomatic immunity – were fairly well developed, and consensus had also been reached on the important goals of stopping piracy and slavery.  War was still viewed by some as an acceptable instrument of foreign policy, but the dramatic increase in destructive weaponry resulting from the industrial revolution caused many to realize that constraints were needed on the use of force.  Major international meetings were called, the most significant being the 1899 and 1907 Hague Conferences, which were designed to codify the laws of armed conflict and to establish limits on certain types of military activities. 


 The rules governing the use of force formed a central part of the international law of the nineteenth century, and these rules evolved dramatically during the first half of the twentieth century.  Military action and the acquisition of territory by conquest was accepted by some as a part of the international legal system in the early years, but some limitations had been agreed to by end of the nineteenth century.  The British scholar Ian Brownlie said that the nineteenth century “was still dominated by an unrestricted right of war and the recognition of conquests,” but also explained that “[i]n the latter part of the period new trends in favour of peaceful settlement of  disputes appeared.”
  Brownlie has cited the U.S. acquisition of the Philippines and Puerto Rico in 1898 as examples of the recognition of the right “to obtain territory by right of conquest,” and further explained that “[m]any contemporary works of authority stated ... that the right to resort to war was a question of morality and policy outside the sphere of law or that it was a means of change aiding the evolution of international society.”
  But by the end of the nineteenth century, countries had to provide justifications for resorts to war because democracy was growing, “[c]heap newspapers with mass circulation increased the flow of ideas and discussion of policy,” “[w]ar ceased to be the affair of despots and professional armies,” and “public opinion had become a force to be reckoned with.”
  


Countries began utilizing force in more limited contexts, such as “reprisals, pacific blockades, certain justifiable interventions, and naval demonstrations,” and justified such use of force by arguments such as “provocation, self-defence, self-preservation, defence of vital interests, and necessity.”
  The U.S. occupation of Cuba in 1898, for instance, was justified by U.S. scholars “as a case of humanitarian intervention, intervention to protect the property of nationals,  ... or abatement of a nuisance.”
 


In the years preceding World War I, the world was becoming more of a true “community of states,” non-European countries were being accepted as “civilized nations,” and developments in communication and transportation were creating a “universal economic system.”
  The need to limit the use of force thus became important in order to promote stability, protect the sovereign state system, respect other democracies, and protect investments.  The Hague Peace Conferences of 1899 and 1907 were convened during “a high tide of idealism”
 to address the increased firepower created by the industrial revolution, and they marked important efforts to articulate the laws of armed conflict, limit the scourge of war, and promote the peaceful settlement of disputes.  



Twenty-five nations attended the 1899 Hague Conference, which was convened by Czar Nicholas II of Russia, and a larger number ratified the documents produced by the meeting, which included conventions for the Peaceful Settlement of International Disputes, on the Laws and Customs of War on Land, for the Adaptation to Maritime Warfare of the Principles of the Geneva Convention of 1864, Prohibiting the Launching of Projectiles and Explosives from Balloons and declarations on the use of projectiles to transmit poisonous gases, and on the prohibition of dum-dum bullets.
  Although European nations dominated the negotiations, 19 Latin American nations signed or ratified one or more of the documents, as did China, Japan, Korea, Persia, Siam, and Turkey.


The 1907 Hague Conference, called again by the Russian Czar Nicholas II upon the initiative of U.S. President Theodore Roosevelt, produced conventions on the Pacific Settlement of International Disputes, the Limitation of Employment of Force for Recovery of Contract Debts, the Opening of Hostilities, the Laws and Customs of War on Land, the Rights and Duties of Neutral Powers and Persons in Case of War on Land, the Status of Enemy Merchant Ships at the Outbreak of Hostilities, the Conversion of Merchant Ships into War-Ships, the Laying of Automatic Submarine Contact Mines, Bombardment by Naval Forces in Time of War, Adaptation to Maritime War of the Principles of the Geneva Convention, Certain Restrictions with Regard to the Exercise of the Right of Capture in Naval War, the Creation of an International Prize Court (Never Ratified), and the Rights and Duties of Neutral Powers in Naval War.
  The European nations again dominated the negotiations, but 18 Latin American nations signed or ratified one of more of the conventions as did China, Japan, Persia, Siam, and Turkey (with Korea missing because it had been placed under a protectorate by Japan).  Liberia also adhered to many of the conventions.
   These important meetings demonstrated that the countries of the world were greatly concerned about the misuse of force, but did they establish that the threat or use of force against a weaker power to establish domination was prohibited? 


Professor Brownlie’s characterization of nineteenth century opinions regarding the 

legitimacy of the use of force reflected a common view, but it failed to recognize the agonizing reappraisals undertaken by scholars and diplomats during this period about the nature of warfare and the legitimacy of acquiring territory by force.  Many commentators and diplomats were grappling with the question whether a war could be “just” and thus legitimate.


Diplomat and Columbia University Law Professor John Bassett Moore wrote in 1906 that territory could be acquired by conquest, but added that such acquisition should not be considered to be complete until it is acknowledged in a treaty of peace or cession or has been confirmed by “a long and permanent possession.”
  He objected to the view that international law had somehow “legalized war,” and explained instead that the scholars and diplomats working to develop international law had “sought to ameliorate the evils of an institution which [they] could not destroy.”
  Professor Lawrence described acquisition of territory by conquest as a legitimate means of acquiring property after “successful military operations,”
 but also devoted a number of pages in his 1910 treatise to the growing “sentiment of horror and reprobation of war.”
 


Efforts to prohibit the legitimacy of resorts to force during the nineteenth century were particularly strong in the Western Hemisphere, perhaps because it was the first area where 

decolonialization had occurred, thus producing regional arrangements not totally dominated by the major powers.
  U. S. Secretary of State James G. Blaine denounced Chile’s annexation of Peruvian provinces and the Bolivian seacoast during the 1879-83 Pacific War, stating that “the exercise of the right of absolute conquest is dangerous to the best interest of all the republics of this continent.”
  In 1883, Latin American republics met with Simon Bolivar in Caracas, and adopted the Caracas Protocol, which rejected “the so-called right of conquest.”


The United States convened the International American Conference in Washington in 1890, at which a concerted effort was undertaken to establish a mandatory arbitration treaty accompanied by a commitment to reject the legitimacy of acquisitions of territory through conquest.  The initial U.S. position at the conference was offered in the following resolution:


 Whereas, in the opinion of this conference, wars waged in the spirit of aggression or for the purpose of conquest should receive the condemnation of the civilized world:  Therefore 


Resolved, That if any one of the nations signing the treaty of arbitration proposed by the conference, shall wrongfully and in disregard of the provisions of said treaty, prosecute war against another party thereto, such nations shall have no  right to seize or hold property by way of conquest from its adversary.
 

Secretary of State Blaine then offered a more formal draft of an arbitration treaty stating 

explicitly that “the principle of conquest shall not, during the continuance of the treaty of 

arbitration, be recognized as admissible under American public law” and that “all cessions of territory made during the continuance of the treaty of arbitration shall be void if made under 

threats of war or the presence of an armed force.”
  The conference accepted this proposal, with only Chile abstaining, but the plan for the treaty of arbitration adopted by the conference never 

became operative.
  Also instructive are the voices of opposition to U.S. annexation of Hawaii that emerged from the Canadian Parliament at the time.


Japan also originally opposed the U.S. annexation of Hawai'i, arguing in late 1897 that “the maintenance of the status quo in Hawaii was essential to the good understanding of the powers having interests in the Pacific” and that the rights and claims of Japanese subjects residing and working in Hawaii might be jeopardized (adding also that it entertained no designs itself to the islands).
  This expression of Japanese concern was followed by U.S. assurances to the Japanese government that Japanese subjects would be treated fairly and without discrimination in an annexed Hawaii.
  In December 1897, “Japan withdrew its protest against annexation and ultimately settled its difficulties with the Republic [of Hawaii] in return for an indemnity of $75,000, after Washington had exerted pressure to end the disagreement prior to annexation.”
 


The question of what the content of international law was in 1905 regarding the threat and use of force is thus a complicated one.  In his 1998 article, Professor Sakamoto Shigeki said that "At that time, international law did not prohibit war as a means of resolving international conflicts, and therefore a strong state’s forcing a weak state through military threats or exercises did not invalidate a treaty.”
  That statement is too categorical and ignores the many actions and voices pointing toward a rejection of that view.  The law was changing, and those nations that continued to dominate their weaker neighbors through force or threats of force were violating emerging norms that developed into binding principles of international law in the years immediately following this period.
The 1918 Treaties of Brest-Litovsk and Bucharest

After the Bolsheviks seized power in Russia in November 1917, Vladimir Lenin realized “that Russia had lost the war with Germany, that the Russian Army had ceased to exist,”
 and that it was necessary to extricate Russia from World War I.  As the Germans were marching into Russia, the new Soviet government agreed in the Treaty of Brest-Litovsk
 to give up all the western territories that had been conquered by the czars during the three previous centuries, areas that were inhabited by Poles, Finns, Lithuanians, and other non-Russians.  Two months later, on May 7, 1918, Germany forced Romania to sign the Treaty of Bucharest,
 which required Romania to cede territory to Bulgaria, give Austria-Hungary control of the passes of the Carpathian Mountains, and lease its oil wells to Germany for 90 years.


Almost immediately after these treaties were signed, an article appeared in the “Editorial Comment” section of the American Journal of International Law declaring that the treaties were “one of the most colossal frauds of modern times” and “must be pronounced null and void from every possible legal as well as moral and political point of view.”
  This short paper, written by Amos S. Hershey, Professor of Political Science and International Law at the University of Indiana in the United States, provides a useful summary of the international law principles accepted at that time.  Professor Hershey began by summarizing the law governing the formation of treaties, and his summary is included here in full because of its importance to the present discussion:


The authorities are, in general, agreed that in order that a treaty may be regarded as legally valid, the following conditions must be observed:


1.  There must be capacity to contract.  The “High Contracting Parties” must be capable of contracting, i.e., they must be in possession of the necessary rights and powers.  Thus, a fully sovereign state has full capacity to enter into contracts with other fully sovereign states, and a part or semi-sovereign state has such measure of contracting power as has been retained by or conferred upon it. 


2.  The negotiators of the treaty must have full powers from their government.  They must not act in excess of their powers, or their government is not bound.


3.  The treaty must, in a general way, be in conformity with, or at least not in direct violation, of the rules, principles and customs of international law.  Thus, a treaty would clearly not be binding which had as one of its objects the subjugation or partition of the open sea, or stipulated the establishment of piracy, privateering or the slave trade.


4.  There must be freedom of consent on the part of the contracting states and of their agents or negotiators.  But in our interpretation of the phrase “freedom of consent,” we should not forget that, as stated by one of our greatest authorities,


In international law force and intimidation are permitted means of obtaining redress for wrongs, and it is impossible to look upon permitted means as vitiating the agreement made in consequence of their use, by which redress is provided for....


However, as stated by the same authority,


Violence or intimidation used against the person of a sovereign, or a commander, or of any negotiator invested with powers to bind his state, stands upon a different footing.  There is no necessary correspondence between the amount of constraint put upon the individual, and the degree to which one state lies at the mercy of the other, and, as in the case of Ferdinand VII at Bayonne, concessions may be extorted with are wholly unjustified by the general relations between the countries.  Accordingly all contracts are void which are made under the influence of personal fear.

Applying these principles, Professor Hershey asserted that “it appears that the leading Russian negotiators were in the pay of the German Government and acting, in part at least, as its agents.”
  This behavior constitutes “acts of bribery and treachery,” and, in addition, the treaties’ provisions “violate the fundamental principle upon which they were avowedly based – namely that of self determination without annexation or indemnities” and hence the treaties must be viewed as “invalid.”
  According to Professor Hershey, the treaties, “virtually destroy the political and economic independence of the States – Russia, Roumania and the Ukraine – with which they were negotiated and which they pretend to recognize as equals.”
  The Treaty of Bucharest, he wrote, contained provisions on navigation in the Danube River that “is in evident violation of the rights and privileges of the other European Powers on the Danube River” and was “intended to give Germany a complete strangle-hold on Roumania and reduce her to a complete state of political as well as economic dependence.”
  Similarly, the Brest-Litovsk Treaty was “signed under military or official pressure and reduced the Boshevik Government to a state of economic and political impotence.”
  Importantly, “they were negotiated with men who, whatever their intentions or motives may have been, were not free to act as representatives of the state they professed to represent.”
  “Trotsky and his associates soon found themselves chained to the chariot wheels of their Austro-German masters and forced to do their bidding.”


Professor Hershey stressed that the outcome of these treaties deprived the residents of the disputed territory of their fundamental right to self determination, which he viewed (as described in paragraph 3 of his list of principles, above) as a fundamental principle of international law, akin to the “partition of the open sea, or...the establishment of piracy, privateering or the slave trade.”
  These are matters that we would today characterize as jus cogens principles, or peremptory norms, from which no derogation is permitted.
  The carving up of territory without the consent of the residents “is a direct violation of the principle of self-determination” and “it grossly violates the principles of nationalities and ‘consent of the governed,’ laid down by President Wilson as bases for the international relations of the future.”
  Because the two treaties are “tainted with all sorts of treacheries and illegalities,” they “must be pronounced null and void from every possible legal as well as moral point of view.”
 


As it turned out, both of these treaties were ultimately rejected.  Germany renounced the Treaty of Brest-Litovsk on November 5, 1918, after only eight months, and broke diplomatic relations with the Soviet Union because of its revolutionary propaganda, and the Soviets also renounced the treaty eight days later.
  The Ottoman Empire broke the treaty even earlier, in May 1918, by invading the newly created Democratic Republic of Armenia.  In the 1922 Treaty of Rapallo,
 Germany and the Soviet Union formalized their nullification of the Brest-Litovsk Treaty, reestablished diplomatic relations, and agreed to abandon all war-related territorial and financial claims against each other.
  With regard to the Treaty of Bucharest, “King Ferdinand I of Romania refused to sign the treaty (already ratified by the Romanian Parliament) and after the Central Powers were defeated in November 1918, it was nullified by the Marghiloman government and the terms of the Armistice of 11 November.”

The 1969 Vienna Convention on the Law of Treaties





The 1969 Vienna “Treaty on Treaties” is widely viewed as the codification of customary international law governing treaties and the interpretation of treaties.  The articles most directly relevant to the present discussion are:
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Article 51 Coercion of a representative of a State

The expression of a State's consent to be bound by a treaty which has been procured by the coercion of its representative through acts or threats directed against him shall be without any legal effect. 

Article 52 Coercion of a State by the threat or use of force 

A treaty is void if its conclusion has been procured by the threat or use of force in violation of the principles of international law embodied in the Charter of the United Nations.

Article 53 Treaties conflicting with a peremptory norm of general international law (jus cogens)

A treaty is void if, at the time of its conclusion, it conflicts with a peremptory norm of general international law. For the purposes of the present Convention, a peremptory norm of general international law is a norm accepted and recognized by the international community of States as a whole as a norm from which no derogation is permitted and which can be modified only by a subsequent norm of general international law having the same character.

Article 64 Emergence of a new peremptory norm of general international law (jus cogens)


If a new peremptory norm of general international law emerges, any existing treaty which is in conflict with that norm becomes void and terminates.

The classic example of coercion against the representative of a state invoking Article 51 is “the extreme pressure put on the President and Foreign Minister of Czechoslovakia in 1939 to get them to sign the treaty creating a German protectorate over Bohemia and Moravia.”
  A frequently-invoked example of coercion against a state that rendered a treaty void is “[t]he Nationality Treaty of 1938 between Czechoslovakia and Germany, which gave effect to provisions of the notorious Munich Agreement.”


Under the law governing today, the “threat or use of force” involved in the affixing of the signature and seal of the Korean Minister on the 1905 Convention would render it to be “void.”  But was this principle part of governing international law in 1905?  Professor Sakamoto has acknowledged that “no one can claim that the Convention was signed voluntarily by two equal partners,” but has also contended that: “At that time, international law did not prohibit war as a means of resolving international conflicts, and therefore a strong state’s forcing a weak state through military threats or exercises did not invalidate a treaty.”
  Professor Sakamoto has concluded that as of 1905 “duress to state representatives alone was recognized as grounds for nullifying treaties.”
  He acknowledged that threatening a foreign diplomat with murder would void a treaty, but has written that he has not been able to find evidence of such a threat, and said rather that “the Japanese government tactfully pressured the Korean government to sign without resorting to such drastic measures.”
  



Jus Cogens (Commanding Law/ Peremptory Norm)




Today, it is clear that countries cannot enter into treaties that violate fundamental principles of international law.  These fundamental principles – characterized as “jus cogens” or peremptory norms – override any contrary agreement.  A treaty in which two countries agree to invade together a third country and divide up its territory between them, for instance, would be void and unenforceable.  This outcome is now codified in Articles 53 and 64 of the Vienna Treaty on Treaties, quoted above.  Article 69 explains that a void treaty has “no legal force.”


The origins of the illegality of entering into a treaty in violation of a jus cogens norm can be traced back to earlier times, including, for instance, the writings of the Swiss author Johann Blunschli, who wrote in 1867 that “treaties the contents of which violate the generally recognized human right...are invalid.”
  Professor Hershey also relied heavily on this concept for his analysis of the Brest-Litovsky and Bucharest Treaties, discussed above.
  The Restatement (Third) of the Foreign Relations Law of the United States says that “[t]here is general agreement that the principles of the United Nations Charter prohibiting the use of force are jus cogens.”

Treaties Concluded Under Coercion

In 1975, Franciszek Przetacznik, a Polish diplomat who had previously worked at the U.N. Secretariat, wrote an article entitled The Validity of Treaties Concluded Under Coercion, in which he attempted to summarize the law as it had evolved by that date.
  In this paper, Przetacznik listed a number of treaties that were concluded because of the threat or use of force by a strong country (or countries) against weak countries.  He noted the traditional distinction between coercion against a negotiator as an individual and coercion directly against a country, but many of his examples involve some of both, and he demonstrated that it is frequently hard to separate the examples neatly into categories.  Among his examples are:


* The 1526 Treaty of Madrid,
 concluded by Emperor Charles V of Spain and King Francis I of France “when the latter was a prisoner of the former, and had given his consent as a result of force and constraint in order to obtain his release from captivity.”
  This treaty was repudiated by Francis I after his relief from captivity and the treaty was void ab initio, because, as Grotius explained, “a king who derived his sovereignty from the people could not while a prisoner conclude a valid treaty, because he cannot exercise that sovereignty under circumstances when he is no longer free.”


* On February 19, 1772, Russia, Prussia, and Austria signed a treaty to partition Poland, which was ratified on September 22 of that year, and in 1773 the armies of the combined nations occupied Warsaw and armed Russian soldiers surrounded the Polish Parliament to coerce its members to accept the treaty of partition.  Those Polish senators who opposed the partition were arrested and exiled to Siberia by the representatives of Russia’s Catherine the Great.


* In 1808, France’s Emperor Napoleon forced King Ferdinand VII of Spain to renounce his crown at Bayonne, France, but this treaty was repudiated later by Spain.


* On March 16, 1810, King Louis Napoleon Bonaparte of Holland (who had been made ruler of Holland by his older brother Emperor Napoleon in 1806) was forced, while practically a prisoner of Emperor Napoleon, to accept a treaty imposed upon him and abdicate his crown (and thus accede to French military and economic interests at the expense of Dutch interests), so that Emperor Napoleon could consolidate his armed forces.
  


* The Treaty of October 20, 1883 between Peru and Chile was viewed by Peru as void because it had been imposed upon Peru by force.


* The Treaty of May 22, 1903, whereby the United States required Cuba to include the Platt Amendment in its constitution, was obtained by “coercion” and “pressure” by the United States.
  The Platt Amendment allowed the United States military forces to intervene in Cuba to preserve its independence and maintain order and gave the United States land for a naval base.


* The Treaty of October 20, 1904 between Bolivia and Chile has been challenged by Bolivia as having been imposed upon it by force.


* The November 5, 1905 treaty between Korea and Japan, which is described by Przetacznik in the following terms: “Mention also should be made of the illegal employment of the coercion by the Japanese plenipotentiaries with the aid of soldiers against the Emperor of Korea and his ministers, to obtain their acquiescence to the treaty of November 17, 1905, for the establishment of a Japanese protectorate over that country.”


* “Similarly, pressure was employed by Japan against China to obtain the acquiescence of that State to the treaties and notes of May 1915.  The Japanese ultimatum containing so-called twenty-one demands required that the treaty demands be complied within 48 hours, and in the meantime military forces were put into conspicuous display.”


* “Another instance of the employment of coercion against the treaty-making organs of the state was the surrounding of the national assembly of Haiti by United States forces in 1915 to coerce its Members into ratifying a convention concluded between those countries.”


* The 1918 Brest-Litovsk and Bucharest Treaties of 1918, discussed above.


* The “third-degree methods of coercion employed in March 1939 by Hitler to obtain the signature of the President of Czechoslovakia, E. Hacha, and his Minister for Foreign Affairs to the treaty creating a German protectorate over Bohemia and Moravia.”


Przetacznik stated, after this listing of examples, that Grotius and Vattel “were of the view that coercion cannot be used either against the State or its representatives in the conclusion of a treaty,”
 but he also acknowledged that other early writers contended that only coercion against the representative of a country would void a treaty.
  Professor Lee Keun-Gwan has demonstrated that the distinction between duress against a representative of the state and the state itself is difficult to maintain because the state is by its very nature an artificial legal creation that manifests itself only through its representatives, and, further that “[i]t was only in the nineteenth century that the State came to be regarded as possessing real personality of its own.”
  Treaties that are designed to bring closure to military conflicts are inevitably the product of military force, and yet adherence to their outcomes seems to be a practical necessity in order to promote international stability and future peace.
  But is it necessary to legitimize other types of treaties that have been forced upon a weaker nation?  Although it may have been necessary to distinguish between peace treaties and other types of treaties to promote stability and peace, the distinction between the threat or use of force against the state, on the one hand, and against the state’s representative, on the other hand, seems less compellingly logical.

Fisheries Jurisdiction (United Kingdom v. Iceland) (ICJ 1974)

The issue whether force voids a treaty was raised by Iceland, which argued that the 1961 Exchange of Notes between Iceland and the United Kingdom whereby the two countries agreed that either could submit a dispute regarding fisheries jurisdiction to the International Court of Justice (ICJ) had been terminated by Iceland because it had been entered into pursuant to duress.
  The Iceland Foreign Affairs Minister wrote to the Court on May 29, 1972 that “[t]he 1961 Exchange of Notes took place under extremely difficult circumstances, when the British Royal Navy had been using force to oppose the 12-mile fishery limit established by the Icelandic Government in 1958.”
  The Court responded by confirming that “[t]here can be little doubt, as is implied in the Charter of the United Nations and recognized in Article 52 of the Vienna Convention on the Law of Treaties, that under contemporary international law an agreement concluded under the threat or use of force is void.”
  Despite this recognition, however, the Court did not give serious consideration to Iceland’s claim, explaining that it could not evaluate such a position on the basis of vague charges unsupported by evidence, and noting that the Exchange of Notes had been “freely negotiated by the interested parties on the basis of perfect equality and freedom of decision on both sides.”

The 1928 Barcenas-Esguerra Treaty Between Nicaragua and Colombia and the Territorial and Maritime Dispute (ICJ, Nicaragua v. Colombia).

The status of a treaty concluded as a result of military coercion or duress has taken on new focus in a case now pending before the ICJ entitled Territorial and Maritime Dispute (Nicaragua v. Colombia).  The part of this dispute relevant to our discussion focuses on the small islands of San Andres and Providencia, which are just over 100 nautical miles directly east of the coast of Nicaragua in the Caribbean, and about 300 nautical miles northwest of the coast of Colombia proper.  San Andres has a population of about 85,000, and Providencia has a population of 5,000, and both are now popular tourist destinations.  These islands became part of the Federation of Central American States in 1821 and became part of Nicaragua when the Federation dissolved in 1838.  But in the Barcenas-Esguerra Treaty of 1928,
 Nicaragua acknowledged Colombia’s authority over San Andres and Providencia in exchange of Colomibia’s recognition of Nicaragua’s sovereignty over the Mosquito Coast, along the Caribbean.


In the 1980s, the Sandinista government in Nicaragua renounced the Barcenas-Esguerra Treaty of 1928, saying it had been signed under U.S. pressure when the U.S. military occupied the Nicaragua and thus did not constitute a sovereign decision.  As explained in Nicaragua’s 2003 Memorial to the ICJ:

after United States Marines occupied Nicaragua in 1927...the President of Nicaragua became, in the words of former United States Secretary of War Henry Stimson, a simple “figurehead.”  The occupation and control of Nicaragua and her Government by the United States lasted from 1927 to 1932.  During this period the United States directly or indirectly exercised virtual control over all Government functions in Nicaragua including army and internal security forces, finances, customs collection, the only railroad, the National Bank and the elections.

In late 1928, 5,480 U.S. marines and naval forces were in Nicaragua,
 “the chief of the National Guard of Nicaragua was a United States General and the officers were United States marines,”
 and “[t]he first aerial bombings of an open city in world history took place in Nicaragua during this period.”
  U.S. Secretary of State Frank Kellogg referred to the “American occupation” of Nicaragua in a letter dated October 3, 1928.
  According to Nicaragua, the “signature and ratification [of the Barcenas-Esguerra Treaty of 1928] were concluded whilst Nicaragua was under the occupation of the United States of America and her Government was deprived of its international capacity and could not freely consent to be bound by treaties.”
  “[T]he real negotiators of the Treaty were Colombia and the United States, and...Nicaragua was merely an onlooker awaiting instructions.”
  The Treaty, therefore, “lacks legal validity” and was “not a treaty of delimitation.”  Colombia argues, on the other hand, that the treaty’s final ratification by the Nicaraguan Congress on March 6, 1930, when U.S. forces were on their way out of Nicaragua, confirms its validity.  


Nicaragua’s argument focuses on the evolution of law as it existed in 1928, which “was the year when the Briand/Kellogg Pact was signed”
 and was after the Covenant of the League of Nations came into force.
  In addition, on February 18, 1928, the Sixth Conference of the American States enacted “two resolutions condemning the war of aggression and the war as an instrument of national policy in their mutual relations.”


Nicaragua also relies on Article 64 of the Vienna Treaty on Treaties, which says, as explained above, that “[i]f a new peremptory norm of general international law emerges, any existing treaty which is in conflict with that norm becomes void and terminates,” arguing that the emergence of a clear prohibition on the use of force has voided the provisions of the 1928 Barcenas-Esguerra Treaty because it was negotiated under the threat of force.  


The factual setting of this dispute over the 1928 Treaty between Nicaragua and Colombia bears certain direct similarities to the controversy over the legitimacy of the 1905 Protectorate Treaty between Korea and Japan.  Both cases involve the presence of substantial numbers of foreign troops and both involve situations in which the underlying capacity of one of the treaty partners to act independently has been raised.
  

The 1965 Normalization Treaty Between Japan and Korea

In 1965, the Republic of Korea and Japan entered into a treaty restoring normal diplomatic relations.
  Article 2 of this treaty says that: “It is confirmed that all treaties or agreements concluded between the Empire of Korea and the Empire of Japan on or before August 22, 1910 are already null and void.”  This powerful language would appear to render moot the entire discussion of the validity of the 1905 treaty, because this language appears to recognize its inherent invalidity.  Japan contends, however, that the 1905 agreement was valid at the time because it was “concluded on the basis of free will and on an equal footing.”


That characterization is certainly inconsistent with the historical facts, as Professor Sakamoto has acknowledged,
 so the question remains whether the coercion that was exercised by Japan against the Korean Emperor, the Korean ministers, and the Korean population in 1905 should be viewed as undermining the legitimacy of the 1905 Treaty.  Certainly, under current law as reflected in the Vienna Treaty on Treaties, the answer would have to be yes,
 but it also seems clear that the answer should be yes even under the law as it existed at the beginning of the twentieth century.  Underlying concepts of consent were understood at the time, and no one can seriously argue that Korea (or its representatives) consented to the 1905 Treaty.  Without some linkage to concepts of consent, the whole idea of a treaty is meaningless, and therefore a treaty that has been forcibly imposed upon a country by its military stronger neighbor must be viewed as having been void, even as of 1905.  

条約強制問題の予備的研究―21ヶ条要求と軍の動向
Preliminary Research on the Problem of Japanese Twenty-one Demands to China
荒井信一(Arai Shinichi, Tsurugatai University)
はじめに
　ヴェルサイユ講和会議の冒頭、中華民国代表が公表した「公書」は、21ヶ条要求の結果結ばれた日華条約は「武力をもって強要したもの」として条約改訂を要求した(ワシントン発1月23日電)₁。これまでの21ヶ条研究は外交史的研究に偏る傾向があったが、民国代表がいう「強要」の実態を解明するためには軍事史的なアプローチが欠かせない。
　第1次世界大戦への日本の参戦(14年8月23日)、ドイツの青島要塞攻略戦争(以下青島戦争と略す、9月2日～11月7日)は21ヶ条要求の序曲としておこなわれた。とくに青島戦争は、この戦争なしには21か条はありえなかったにもかかわらず、戦争の実態解明は不十分であった。
青島戦争は、日独戦争として大戦中におこなわれた日本陸軍唯一の作戦であり、飛行機、国産軍用トラックなど新しく出現した最新兵器の実験場でもあった₂。この戦争はドイツ相手の大国間戦争であったが、同時に中国の領土を対象とし中国の領土で戦われた植民地戦争でもあった。当時成立したばかりの中華民国は清代の外交とは一線を画し、不平等条約撤廃、国権回収をめざす一方、「文明国」としての地位を確立するために国際的なルールにしたがって対外問題を解決することに力を入れた₃。しかし日本の当事者たちは民国政府の近代化努力を理解せず対清外交以来の差別意識をもって国際的なルールを軽視し、武断的な政策をすすめた。そのため青島戦争の遂行に関し、中立国の中国との間に葛藤が生じたのが大きな特徴である。中華民国がむしろ国際法の遵守につとめ日本の軍事的現実主義に対抗したのにたいし、日本は軍の実行を正当化する手段として国際法を援用する消極的態度に終始した。また日本軍の行動によって受けた良民惨殺・婦女姦淫などの問題が参政院で議論され、民国政府が実地調査をおこなったことも新しい特徴ということができ、民国朝野の近代的法(人権)意識の高まりを示す事実として重要である₄。
以上のような問題状況を念頭におき条約強制問題を考えるための予備的作業として、青島戦争から日華条約締結にいたるまでの日本軍の動向を概観することが小論の目的である。

注
　(1)「日支条約改正に関する一公書」『外交時報』第346号91～92ページ
　(2)斉藤聖二「日独青島戦争の戦闘経緯」(『シオン短期大学研究紀要』第34号(1994年12月)123ページ
　(3)大陸やとくに台湾に保管されている外交档案資料を中心に分析した研究に、川島真『中国近代外交の形成』(名古屋大学出版会、2003年)があり、この時期の中国外交を近代化の視点から評価している。なお劉傑の書評 (『史学雑誌』115編10号、2006年10月号) 参照
　(4)調査報告として「日軍攻佔青島時山東官民損失表｣(「中華民国外交档案」)がつくられ、死傷者被害の賠償金にかんしては「殺傷人命応対日本公家方面要求賠償各案目録」(外交部作成)がある。斉藤聖二「日独青島戦争と中国人被害」(『シオン短期大学研究紀要』第37号、1997年12月)参照。
１．山東作戦と中立侵犯問題
　1914年8月４日、イギリスはドイツに宣戦布告したが、早くも７日にはシナ海に活躍しつつあるドイツの武装商船の捜索と撃破のため、日本艦隊の使用を同盟国の日本に求めてきた。申し入れを受けて大隈重信内閣は、7日夜から8日にかけて閣議をひらき参戦を決定した。その際、日本の真意を物語るものとしてよく引用されるのは、9日井上馨が元老山県有朋と大隈首相に送った意見書である。それは、世界大戦を「大正時代の天佑」とし、この「天佑」を利用して国内では国論を統一するとともに対外的には英仏露3国と団結して「東洋にたいする日本の利権を確立しなければならない」と述べた。日本は8月15日にはドイツに最後通告をおくり23日に宣戦を布告した。最後通告には、ドイツの膠州湾租借地を中国に還付するため無償無条件で日本に引き渡すことを求めた条項があり、加藤高明外相は中国大使にたいし「領土侵略というような隠れた目的は存在しない」と日本の参戦目的を説明した。また外相がオランダ公使にたいし同様の説明をおこなったところ、「それでは日本はわが植民地を併呑するつもりではなおのか」といって公使が握手を求めたというエピソードも伝えられている₁。しかし領土的野心を否定した説明と東洋における｢日本の利権の確立｣という参戦目的とのあいだにはおおきな距離があり、諸外国から日本の野心が疑われる状況があった。日露開戦直後の「日韓議定書｣(1905年2月23日)の国名をかえただけだと評された｢日支新議定書｣なる怪文書が日本の大新聞 (『大阪朝日新聞』8月21日付)により大々的に報道される有様であった₂。
　参戦後、9月には日本はドイツの権益の集中する山東半島に出兵し膠州湾と山東鉄道を占領し、11月にはドイツの拠点青島要塞をおとして長城以南の中国大陸に進出する足場を獲得した。青島戦争にはイギリスも約1300の兵を参加させて将来の発言権を確保しようとした。
青島戦争が終了すると大隈内閣は対華交渉 (1915年1月18日～5月7日)の開始を決定、日置益駐華公使は袁大総統に5項２１ヶ条からなる日本の要求を渡した。最も問題の多かったのが第5号で実質的に中国を保護国化する内容であったにもかかわらず、｢希望｣条項として諸外国に対しては2月21日までその存在を認めなかったため、日本の真意に疑念をもたれ最も紛糾を呼んだ。交渉は3月はじめまでに行き詰まり、中国では対日商品不買、救国貯金運動などを含め広範な反対運動が広まった。日本は3月中旬から下旬にかけて山東省、漢口、満州方面の日本軍を増強して中国側を威嚇した。しかし交渉はかえって難航したので5月7日、第5号を削った最終案を提示し、48時間の期限付き最後通告で受諾をせまった。9日、中国がこれを受諾したので交渉妥結となり、25日に条約、付属公文、交換公文に対する調印がおこなわれた。
以上が交渉妥結までの簡単な経過であるが、詳細はすべてこれまでの諸研究にゆずり、条約強制と密接に関係する日本軍の動向に焦点をあて、日本軍の動きを中心に「強圧的非常手段」(堀川武夫)を考察してみたい。
日独開戦後の日本の野心と行動を警戒した列強の関心は極東地域を中立化しアジア太平洋における日本の行動を制限することにむけられた。中国政府は早くも8月6日中立宣言をだし、日本の対独最後通告直後の総統会議(17日)で戦局(交戦)を制限し局外中立を守ることを決定した。民国政府は4個師団を動員して中立厳守の覚悟をしめすとともに総督府内に中立事務所をおき、陸海軍部、交通部からの委員、総督府参議らによる専門委員会をつくった。また天津、上海、南京、黒竜江省のように交戦国との関係が深い地方に中立事務所をもうけた。これらは局外中立に関する国際法上の問題点を検討し局外中立を万全のものにするための努力であった。有賀長雄はこれらの措置について「民国が自発的にその国際行動をして国際法の準規に合せしめんとする証拠」として高く評価している₃。
しかし中国には交戦国の双方に属する在留外国人がおおく、しかも治外法権によってたとえ在留外国人が中立規則を犯したとしても当該外国人の属する国の領事裁判に委ねるほかなく、中立規則の励行には困難があった。とくにドイツが中国から租借した膠州湾については租借条約に戦時の規定がなかった。戦争が始まるとドイツは青島要塞の戦争準備を急ぎ、またここを根拠地に連合国の通商を破壊しようとした。租借地は法的には中国の領土であったため、中立違反として英仏の中国政府に対する抗議を招き、武力行使の口実とされるおそれがあった。

交戦地帯の設定は、この困難を解決するための措置であった。交戦地域に戦局を限定し、そこ以外では中立規則を励行し交戦国の抗議を回避するねらいがあった。民国政府の側からいえば、交戦国が中国の領土を侵犯すれば公式の抗議をせざるをえないが、交戦地域を画定すれば「中国の領土の一体性を尊重することを望むとして、交戦国に指定された地域以外に作戦を拡大しないように明確に要請」₄することができた。青島戦争開始直前の8月31日、日本政府は濰県以東を日本軍使用地域としたい旨中国側に申し入れた。濰県はドイツの敷設した山東鉄道(膠州―済南)の中間にある交通の要地であった。中国政府は申し入れを了承したが、交戦地域外の部分の山東鉄道は自ら管理・保護する旨を宣言した。
9月2日、日本軍主力が龍口に上陸し青島戦争がはじまると中国政府は龍口、莱州府および膠州湾付近一帯を交戦地域に指定し北京外交団に通告した(4日)₅。交戦地帯の設定により日本軍の中立侵犯は回避されたように見えたが、日本軍は9月25日、山東鉄道の濰県停車場を占領した。もともと陸軍は山東鉄道全線を押収し、日本の管理下におく方針であり、停車場占領は濰県以西の鉄道を押収する第1歩であった。これが山東鉄道押収の意図のもとにおこなわれたことは容易に察知されたので、中国政府は9月29日、濰県が交戦地域外であると指摘し、日本軍の濰県駅占領を中立違反だとして撤退を要求した。日本軍は要求を拒否し、現地交渉を一方的に打ち切ったので、民国政府は山東鉄道の守備兵を撤去させて武力衝突を回避した。日本軍は前進を開始し10月6日には省都済南にはいり山東鉄道全線が日本軍に占拠され管理下におかれた₆。
交戦地帯の外におよんだ日本軍の行動は中立規則違反であった。当時中国との折衝にあたった日置公使は日本軍の行動がいかに国際信義にそむくものであったかを、外相に語っている。

「…さきに中立除外地域(交戦地域)を画定した際、中国側に対し、実際にはわが軍が濰県を通過することはないが、物資調達のために将校下士官が立ち寄ることはあるかもしれないと言明しておいた。ところがまもなくわが軍隊が濰県停車場及び濰県以西線(濰県―済南)の鉄道を押収してしまったので、中国側がはげしく反抗し物議をかもした。そこで外相訓令によりすでに中国側にたいしては、小停車場におく日本兵は20名以下にするが、大停車場には場合によっては30名以上の日本兵をおくようになることは避けがたい云々と言明しておいた。そのような経緯があるので、今さら鉄道沿線に多数の軍隊を増派し、ことに済南に2個中隊を配置することになったことは、中国側からすればもはや何事についても本使のいうことは信用できないということになる。本使一身はともかく、帝国の体面上真に憂慮にたえない」(加藤外相宛10月17日付)₇。

陸軍が中国の中立をいかに無視したかは、日本の海軍が交戦地域を尊重したことと比べてみるといっそうはっきりする。山東作戦のとき、ドイツ駆逐艦S－90号が日本の軍艦高千穂と交戦、これを撃沈したあと中国領海内に座礁、自沈した。現地艦隊は同艦を引き揚げ修理し再使用することを強く主張したが、海軍軍令部長は「S－90号の位置は交戦地域外なのでそのまま遺棄する」ように命じて中立尊重の態度をつらぬいた₈。
青島戦争が終わると、1915年1月7日、民国政府は山東省の交戦地域廃止を宣言し日本に対し中華民国の中立を尊重するため即時軍隊を撤退するように求めた。しかし日本は要求を拒否し、青島に守備軍を駐屯させ続けた。明石参謀次長はすでに10月13日付の現地視察報告のなかで、「わが兵5万が山東を支配している時が対華問題を解決するよい時期とおもいます」 (寺内正毅宛書簡)と述べ5万の兵力を背後にして対華交渉を始めることを主張した₉。日本側に撤兵意思などはじめからなくむしろ青島戦争の終結を｢好機｣とし21ヶ条要求を中国に提議し、局面は日華交渉に移ってゆく。中国の首都北京に近い山東省における日本の大軍のプレゼンスの威圧的意義は、明石次長により次のように説明された。「わが提議は十分強硬にこれを貫徹する必要があります。もしわが要求が拒否されたなら、断乎として数師団を燕京(北京)の城郭に進めれば、数ヶ月もかからないで解決するでしょう。万一根本の解決が不十分であれば、いつか欧州の平和が達成されたあと、さらに非常に面倒を要する問題になるでしょう」(同上1月29日付、『寺内文書』)。

３．条約強制と日本の出兵計画
ヨーロッパ大戦の勃発を、日本の各界が「天佑」として受け止め、さまざまな対華要求が噴出し加藤外相が調整に苦労するさまは、多くの研究がふれている。資料が残っている陸軍の最初の対華要求は参謀本部第2部長福田雅太郎が外務省にあてた「日支協約案要領」(14年8月7日付)である₁。「協約強談のため」シナ駐屯軍の増兵、有力な艦隊の渤海湾遊弋などの威圧手段が提案され、軍事力と一体となった外交交渉が想定されていることが注目される。翌年、参謀次長となる田中義一が想定した武力干渉・兵力増強策は次のようなものであった。突発事件への過敏な警戒がうかがえるが、中国の激しい民族的反対や諸外国の反発を視野にいれた結果であろう。
「膠州(青島戦争)は１師団でほぼ大丈夫」であるが「さらにもう１師団を動員してさらに輸送できるように手配しておくのが万全と思います」。しかし「いよいよ北京に取り掛かる場合には予期できないことが突発するかもしれません。北清(華北)地方には若干支那軍隊もあり、また(中国が)長江沿岸で故意に騒動を起こして外国の注意をひこうとするなどのことがないとは限りません。場合によれば、漢口に増兵し南京あたりに部隊を派遣し、そのほか長江筋の保安手段を執る必要が起こるかもしれません。そのほか京奉全線(北京－瀋陽)を守備する必要が起こらないとは保証できませんし、事件の突発に備え天津に増兵する用意もしておく必要もあるでしょう。かれこれ考慮して」「動員実施は2個さらに1個(師団)の準備は必要とおもいます」(岡陸相宛書簡8月18日付、『寺内文書』)。

　　　出兵の範囲は華北から長江沿岸にひろがり、3個師団におよぶ兵力の投入がすでに参戦直前に想定されている。翌年、21ヶ条要求をめぐる日華交渉が開始されると明石参謀次長のもとで計画が具体化する。明石が2月3日付で寺内正毅に宛てた書簡によれば次のような計画で第1期の増兵は交渉を有利に運ぶ威圧手段、第2期計画は、交渉決裂に備えた戦争準備であろう。
　　　　「第1期において満州及び青島交替兵を送り、当分現在の駐屯兵と重複配置すること、第2期においては数師団の出征準備をし、ただちにこれを北京攻略に使用すること、さらに満州軍(関東軍)の1部を華北に進め、要すればその後を朝鮮軍で補う」(『寺内文書』)。軍の配備は「①旅順のⅠ連隊を基幹とするものをもって天津駐屯軍の増強。②満州・東部内蒙古の要地を満州軍で占領し、その空所を朝鮮軍で補填。③鴨緑江上流通化方面と北間島に小部隊の派遣。｣(同2月15日付)
ここで注目されるのは満州に所在する関東軍とともに朝鮮軍の動員が考えられていること、満韓国境接壌地帯の間島地方への出兵が計画されていることである。それは朝鮮軍の本質が植民地統治だけでなく大陸侵略のための軍事力であることを物語ると同時に植民地支配を間島地方にまで拡大したい軍の意向をも明らかにしている。
22日には参謀総長長谷川好道から朝鮮駐さつ軍司令官宛に対華作戦計画が指示され、さらに3月10日の閣議で増兵が決定した。満州・青島の交替兵および条約の規定内の天津への2600人の増派であった。明石のいう「第1期」の増兵であり、加藤外相は「条約の範囲内で、非武断的に弾圧態度をとること」とした₂。しかし『朝日新聞』はこれにより「平時駐屯のおよそ2倍の兵力」となり「対支交渉に最悪の事態を思わせる動きがおこれば、ただちに応急の措置をとることができる」(1915年3月11日付)とした。明石参謀次長も閣議も「確乎とした大々的軍事行動までは確定」しなかったが、「事ここに至れば一波万波を生じ、一炬燎原の勢いを生じ来る、何が起こるかわからない」(寺内宛3月8日付)と述べ、独自に本格的な軍事行動に発展する可能性を想定している。明石のこの段階での「第2期」の想定はつぎのようなものであった。

「満蒙各地で中国軍隊に退去を命じ、自由行動をとる事ができ、また民国政府が依然何もしないでわが軍兵を待つ状況があれば、あるいはすすんで北京城郭の兵をよそに退去させ、その秩序を日本軍が完全に維持し、民国政府の反省を求めることができる…」(寺内宛書簡、3月24日付)。

5月７日には48時間の期限付きで日本案の受諾の最後通告がだされた。中国が応じなければ強制手段発動となる。それは首都北京攻略をめざし、朝鮮国境から長江流域におよぶ出兵計画であった。最後通告とともに出動各部隊に作戦命令が出された。

最後に海軍の出動計画にふれておく₃。はやくも5月4日、当時鎮海湾で射撃訓練をしていた第二艦隊に出動命令が下った。第2艦隊司令官は「なるべく陸軍兵力の行使を避け、伸縮自在な海軍力によって機宜の処置をとる」ことは｢適切｣としながら、まず「渤海湾封鎖行為を開始し、南北支那海上交通を遮断せんとす｣と海上封鎖を主眼とする意見を軍令部長に上申した₄。
しかしこの段階で海軍首脳の態度は積極化していた。最後通告発信とともに軍令部から伝達された「艦隊策動の大綱」は、黄海及び華中沿岸、揚子江河口(呉淞を含む) 、揚子江流域(呉淞より上流)、華南沿岸にわたる広範囲のものであった。重点は揚子江の制圧におかれ、そのため「なるべく速やかに江口の要地を扼し、なお進んで長江本流における水陸の防御設備ならびに敵艦艇を破壊して、外海から漢口に至る水路を管制し、それにより通航の自由を確保し居留民の保護、漢口駐屯軍との連絡を確保する。必要があれば、陸軍の遡江を援護し、これと共同作戦することがありうる」とあって単なる示威行為の域をはるかにこえている₅。
出動命令と作戦構想をうけて第二艦隊司令長官が下達した『作戦命令(乙)』 (5月9日付) ₆によれば漢口から下流の長江の制海権を手中に収め、陸上作戦を併用しつつ沿岸の武備を一掃し、そのためには陸戦隊、航空機の使用も辞さない本格的な軍事行動である。中国の要求受諾により計画は中止され幻に終わったが、それはあきらかに示威、威嚇の範囲をこえていた。日華条約はまさに戦争の脅迫によって強要された条約の典型にほかならない。

注
　　(1)　野村乙二郎『日本近代外交史の研究―日露戦後から第1次当方会議まで』刀水書房、1982年、141ページ。「日支新議定書」は日本の日置公使が帯同したものとされたが、もちろん事実ではない。しかし日本の参戦が、直ちに中国保護国化の危機と結び付けられて論じられたことは韓国併合の記憶と21ヶ条要求との連続性を物語っている。「日支新議定書」なるものの規定と日韓議定書の該当部分を並べてみよう。はじめが日支、次が日韓である。
　「一　第3国の侵害により支那共和国の安寧あるいは領土保全に危険ある場合は大日本帝国政府は速やかに臨機応変の処置を執るべき事」
　「第4条　第3国の侵害により、もしくは内乱のため、大韓帝国の皇室の安寧あるいは領土の保全に危険ある場合は、大日本帝国政府は速やかに臨機必要の処置を取るべし(以下略)」
(2)　長岡新次郎「欧州大戦参加問題」日本国際政治学会編『日本外交史研究・大正時代』1958年夏季号所収
(3)　有賀長雄「中華民国と欧州大戦国際法論」『国際法外交雑誌』第18巻第5号3ページ
(4)　Peter Lowe、“Great Britain and Japan  A  Study of British Far Eastern Policy”( Macmillan,1969)pp.195,6。
(5)　中国政府の通告(9月4日付)「支那政府は欧州戦争に対し中立を宣言し忠実にこれを厳守した。山東省地方官憲の報告によれば、ドイツ軍は膠州湾及びその勢力範囲内において、軍事行動を開始し、日英連合軍また龍口、膠州湾、莱州府及びその他附近において軍事行動を開始せり。ドイツ、日本及び英国は支那と親善の関係にあり、不幸にして支那の領土内において不測の態度をとるに至れるを遺憾とす。故に交戦地域を1904年日露戦役当時遼東半島に制限せしと同様に、特別なる条件を付することとせり。即ち支那政府は龍口、莱州府及び膠州湾に付属する地方は、軍隊の通過あるいは戦闘行為に関し、中立厳守の責を負わず。然れどもその他の地点に対しては、すでに宣言したる中立をあくまでも厳守し、支那の領土あるいは外交交渉等の件は列国もまたこれを認め、交戦地域内人民の所有財権は同様に保護すべし。」 引用は牧野義智『支那の外交関係』下巻(外交時報社、1920年)128ページ
(6)　９月２６日、元老井上馨から青島戦争と山東鉄道押収との関係を聞かれて加藤外相は「何とかこじつけたいと思う」と答えている(山本四郎編『第二次大熊内閣関係資料』京都女子大学、1979年、１６４ページ)。山東鉄道の占領・管理をめぐり日本がどのような「こじつけ」をお主張したかは、堀川前出書109～110ページ参照。参謀本部編『秘 日独戦史』(参謀本部、1916年)の関連記述は「中国との交渉を無視し、山東鉄道を接収し、済南を接収」である。簡単であるが、中立国である中国との交渉を無視して中立地帯に武力行使をした事実(中立法違反か)を日本の参謀本部自身が認めている。
(7)　加藤高明伝記編纂委員会編『加藤高明』(1929年)上巻699～700ページ
(8)　平間洋一「対華21か条要求と海軍」『軍事史学』23巻1号(1987年6月)37ページ
(9)　 『寺内正毅文書』、山本四郎「参戦・21ヶ条要求と陸軍」『史林』57巻3号(1974年5月号)25ページより引用。以下とくに断らないかぎり『寺内文書』からの引用は、山本論文による。なお青島戦争のための動員令は、開戦前の８月１６日および２１日に発令され、独立師団が編成された。追加動員数を加えれば総員51700人に達する巨大な師団であった(斉藤聖二前出「日独青島戦争の戦闘経緯」71，2ページ)。
(10)　内容は南満州、内蒙古の自治承認、条約国の既得権利承認が主で、他に兵政・行政・幣制改革の日本委任、中国の利権譲与・借款発起にたいする日本の同意などのちに第5号に含まれることになる要求も書かれている (アジア歴史資料センター蔵)
　　　(11)前出『加藤高明』下巻　163～5ページ
(12) 海軍は21ヶ条要求に対してこれまで消極的な態度をとってきた。主要な関心が対米軍備の強化にあったからである。山東作戦と平行して海軍はドイツのミクロネシア植民地に対し南洋作戦をおこなったが、これもアメリカをにらんだ作戦であった。21ヶ条要求に関連しては第3号の福建不割譲が海軍の主要関心事であったといわれる。平間洋一前出論文35～37ページ
　　　(13)「大正4年5月5日発　軍令部長宛　第2艦隊司令官電報」前出32ページ
(14) 揚子江流域作戦に関する当部の意図要領』(軍令部次長、大正四年五月七日発　第二艦隊宛)　同33，4ページ
(15) 「一　まず、呉淞砲台を攻略して、長江の咽喉を扼し爾後の作戦に便すると共に、敵に大打撃を与え、爾後機宜行動せんとす。
二　呉淞砲台攻撃は第2艦隊命令(甲)の如し。
　　　　　　　　時宜により陸戦隊を以って完全に破壊するを必要と認めたる時は、鹿島・三笠・生駒・鞍馬の)連合陸戦隊を揚陸せしむ。(略)

三 呉淞砲台奪取破壊後、江蔭砲台を攻撃し、爾後機宜上流に遡航し漢口に至る水路を完成し、通商の自由、居留民の保護及び漢口駐屯軍と連絡を保たんとす。
四　(略)

五 (略) 特設陸戦隊銃隊一大隊・機砲隊一中隊・航空隊一隊・飛行機六台及び同母艦若宮丸　第二艦隊に編入せらるるに至らば、主として呉淞より上流の作戦に使用せんとす。」
「第2艦隊作戦命令」(大正4年5月9日発令)　同　34ページ
中國廢止《中日民四條約》之法理論點與修約運動的發展

Abrogation of Twenty-one Demands

 and Treaty Revision Movement in 1920s’ China

唐啟華(Tang Chi-hua, 台北政治大學)(
一、前言

外交史是中國近代史研究中一個重要的部份，但因與現實政治關係密切，常帶有很濃厚的民族主義色彩。加以學術性研究積累不足，台海兩岸的外交史研究，使用中國自身外交檔案的成果都不多見，能運用多國檔案對照的學術研究更是鳳毛麟角。此外，中國外交史研究缺乏與國際法的對話，常只站在中國一廂情願的詮釋，攻擊對方。這種缺乏檔案功夫與法理觀點的外交史，其實政治宣傳的成分多，學術研究的成分少。因此，到目前為止的中國外交史論述，基本上仍是為民族國家甚或特定政黨服務的國族史的一環，主要作用在於激發國民的愛國主義，外交史研究常只是政治宣傳的附庸。1915年之中日“二十一條”交涉就是一個很好的例子，此案至今雖已超過九十年，但是因為在中國近現代史及外交史中，一直被賦予過多之政治解讀，長期以來被塑造成政治神話，至今在海峽兩岸仍未能進入學術研究的範疇。
筆者藉此次會議的機會撰寫本文，首先試圖釐清一些多年來以訛傳訛、積非成是的史實，諸如“二十一條”名稱、“二十一條”內容與意涵等。其次，試圖作一些初步的國際法理討論，諸如比較“二十一條”與1905年《日韓條約》、中國廢止（abrogation）
所謂“二十一條”（正式名稱應是《中日民四條約》）之國際法論點，及其與1920年代中國“修約運動”的關連性。希望這些成果，可以破除部分有關“二十一條”的政治神話，進而將其帶入學術討論的範疇。

二、所謂“二十一條”名稱問題

    到目前為止，中國學界及一般民眾對1915年中日“二十一條”交涉及所訂條約之名稱仍不明確，並有許多誤解與神話，在進行學術討論之前，有必要先作釐清。在中國“二十一條”早已成為反帝廢約運動的宣傳重點，一般人常將日本提出的“二十一條要求”與交涉之後簽訂的《中日民四條約》混淆，常以為“二十一條”就是條約名稱。華盛頓會議山東問題基本解決，日本也宣布放棄三條權利，剩下來未解決的部分條約與換文，仍然統稱為“二十一條”，到1923年國會仍要求取消“二十一條”。因此“二十一條”之定義到底如何？其內容的變化如何？必須先弄清楚。
    “二十一條”（“二十一箇條要求”，Twenty-one Demands）嚴格來講，指的是1915年1月18日，日本駐華公使向中國政府提出的日方要求。中日雙方以此為基礎，自2月2日展開談判，到4月20日為止，中方節節抗爭，雙方激烈辯爭，日本參酌中國意見做出不少讓步，於26日提出最後修正案。5月1日，中方提出對案，在許多問題上仍堅持不讓。日方經多次內部會議後，於7日對中國提出最後通牒，要求中國須於原則上完全接受4月26日最後修正案內容中第一至四號，及第五號福建不割讓條款，事實上已酌採中國5月1日對案之內容。限令中方於9日下午6時以前答覆，否則將執必要之手段。9日中國迫於情勢，接受最後通牒。此後，雙方即分別準備簽約事宜，在條約文字內容上有不少折衝。最後，中日於25日在北京簽署：《關於山東省之條約》、《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》等兩條約，及十三件換文。

當時北京政府外交部對該二條約及十三換文，使用之正式名稱為《一九一五年五月二十五日中日兩國政府所訂之條約及換文》。
簡稱《一九一五年中日協定》
或《一九一五年中日條約及換文》。
日本稱之為《大正四年日中條約及換文》。
又有學者稱之為《中日北京條約》或《中日民四條約》。
准此，嚴謹之學術用語，應為《民國四年五月二十五日締結之中日條約及換文》或《一九一五年五月二十五日中日兩國政府所訂之條約及換文》，可簡稱為《中日民四條約及換文》、《一九一五年中日條約及換文》，或可再簡稱為《一九一五年中日協定》、《中日民四條約》或《中日北京條約》等名稱。（本文使用《中日民四條約》一詞）
    然而，長久以來中國朝野一直對“二十一條”要求與《中日民四條約》不加區分的混用。隱含日本對中國提出亡國要求，並以最後通牒逼迫中國接受，加以袁世凱為了稱帝，簽訂此賣國條約，因而認為“二十一條”要求與《中日民四條約》同義。1919年五四運動時，就有“取消二十一款條約”之標語，
此後“取消二十一款條約”、“廢除二十一條”等口號不斷宣傳複製，成為反帝廢約運動重要的目標。八十多年來，“二十一條”一詞早就眾口鑠金、積非成是，在「國恥史」與北洋軍閥「賣國史」上有不可動搖的重要地位。往往學者也如此使用，不能辨明其間的區別。

事實上，早在中日交涉當時，許多國人不明瞭交涉真相，就常以“二十一條”指涉《中日民四條約》，除五四運動“取消二十一款條約”之標語，民間更是常用“廢除二十一條”、“廢止二十一條”等名稱。
即使北京外交部也常混用，早在1919年巴黎和會，王正廷就使用“廢除二十一款”及“廢除二十一條”之名。
可見在1920年前後，以“二十一條”、“二十一款條約”指稱《中日民四條約》，早已是約定成俗的用法。

華盛頓會議時，日本代表幣原喜重郎於1922年2月2日，就強調：「《1915年之條約及換文》，每多謂為“二十一條要求”，實與事實不合，且屬極大之舛誤。照此名詞，皆以為日本力持原來之全部提案及中國接受其全部。實則日本之第一次提案中，除第五項外，尚有數條，業經完全取消，或大加修改，以應中國政府意願，然後草就最後提案，交與中國而請其承受。」

但是中國朝野依然故我，1923年國會議決取消《民四條約》時，議員們在議案中大量使用“二十一條”、《二十一條各條約換文》、《中日協約二十一條》、《二十一條各條約換文》、《二十一條各約》之名。
甚至於外交部內部說帖也常混用，有云：「《民國四年中日條約及換文》（亦稱二十一條）」者。
外交部與駐外使節聯繫時，也常如此用。
到南京國民政府時期，“二十一條”與《中日民四條約》已無法區分。在王卓然、劉達人主編《外交大辭典》中，兩者幾乎混同。
因此，1932年《國聯調查團報告書》稱：「中國人民，無論其為官吏或平民，均深信『二十一條』一詞實際上與『一九一五年條約與換文』同義。」

    經過數十年來報章雜誌、教科書，甚至學術專著的以訛傳訛，到今日一般人的觀念混沌不清。七、八年前，大陸學者就為此問題，有過筆戰。北京近代史研究所研究員張振昆指出：「“二十一條”是《民四條約》的緣起，而《民四條約》是“二十一條”的結局」。並強調其實在交涉過程中，日本條件受中國頑抗，最後簽訂的條約“有所減緩”。八十多年來，有人用“二十一條條約”指稱《民四條約》， 用詞不嚴謹。但“二十一條”絕非條約名稱。

另一學者則列舉許多史學著作，使用“二十一條”作為條約名稱，強調“二十一條”是條約，「這是目前正在發行的不少著作的共識。」
張振昆再撰一文強調“二十一條”不是條約。指出1915年1月18日日本向中國提出之“二十一條要求”不是條約。5月7日，提出之最後通牒，要求中國接受日本最後修正案24款，除調第五號有關福建一款外。5月25日中日簽訂的是《關於山東省之條約》，及附屬換文2項；《關於南滿州及東部內蒙古之條約》條，及附屬換文11項；總稱《民四條約》。
這個筆戰，反映了大陸學界對“二十一條”觀念之模糊。也反映了大陸長期宣傳日本侵略中國，提出亡國之“二十一條要求”，並以最後通牒方式逼迫中國接受，即所謂“五七國恥”；又宣傳袁世凱為了實行帝制，屈服日本要求，即所謂“五九國恥”。

    日本學者也常不能明確區分“二十一條”與《中日民四條約》的差別。有些學者使用正式的《大正四年日華條約及交換公文》之名，但也有學者使用《日華二十一箇條約》、《二十一箇條約》的名稱。
英文正式名稱應是Treaty, and Exchanges of Notes, Respecting the Province of Shantung；Treaty, and Exchanges of Notes, Respecting South Manchuria and Eastern Inner Mongolia；Exchange of Notes Respecting the Matter of Hanyehping；Exchange of Notes Respecting the Fukien Question—May 25, 1915。
學界通常使用 The Twenty-one Demands and the Agreements of May 25th, 1915；The Treaties and Notes concluded with Japan on May 25th, 1919；The Twenty-one Demands and the Agreements of May 25th, 1915；The Agreements of 1915；the Treaties and Notes concluded with Japan on May 25th, 1915；Sino-Japanese Agreements of 1915等名稱。

三、《中日民四條約》的內容

中國方面對“二十一條”與《中日民四條約》不太區分，而《中日民四條約》一詞之意涵也幾經變遷，陸續有部分被新約取代，或是日本自行宣佈放棄，是則所謂“二十一條”一詞指涉的內容，歷經多次演變，不可含混待之。

《中日民四條約》在1915年5月25日簽訂時，包括兩個條約及十三件換文。即《關於山東省之條約》及附屬換文2件：〈關於山東事項之換文〉、〈關於山東開埠事項之換文〉。《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》，及附屬換文8件：〈關於旅大南滿安奉期限之換文〉、〈關於東部內蒙古開埠事項之換文〉、〈關於南滿洲開礦事項之換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古鐵路課稅事項之換文〉、〈關於南滿洲聘用顧問事項之換文〉、〈關於南滿洲商租解釋換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古接洽警察法令課稅之換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古條約第二至第五條延期實行之換文〉。另外有〈關於漢冶萍事項之換文〉、〈關於福建事項之換文〉、〈關於交還膠澳之換文〉等3件。

1922年2月華盛頓會議中，中日簽訂《解決山東懸案條約》，於是《關於山東省之條約》及〈關於交還膠澳之換文〉被新約取代。
另外，日本代表幣原聲明放棄：〈關於南滿洲東部內蒙古鐵路課稅事項之換文〉、〈關於南滿洲聘用顧問事項之換文〉及“二十一條”第五號「日後商協」之權利。但對南滿東蒙問題，日本視為關鍵利益，堅持條約有效，並全力阻止在會議中提出，美國也採取拖延手段，於是華盛頓會議並未討論。但是中國不肯承認，顧維鈞聲明：「中國代表團，保留在將來遇有一切適當時機，關於一九一五年條約與換文之未曾為日本政府明文放棄部分，有尋求解決之權。」
有人認為華會中，「以日本之聲明放棄及另案之解決，已將是項條約及換文，去其三分之二之效力，其餘三分之一，中國亦得有在適當機會謀適當解決之權利。」

    於是，1922年之後所謂“二十一條”，指的主要是《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》及附屬換文。
然而，中國不願承認，國會於1923年議決廢止其餘各條，3月10日外交部照會日本，聲明：“所有民國四年五月二十五日締結之中日條約及換文，除已經解決及已經貴國政府聲明放棄並撤回所有保留各項外，應即全部廢止，并希指定日期以便商酌旅大接收辦法，及關於民國四年中日條約及換文作廢後之各項問題。”
但是日本政府否認，14日照復認為其餘各條“今貴國政府欲將兩國間有效存在之條約及換文，任意廢棄，不但非所以謀中日兩國國民親善之道，且有背於國際通義，此日本政府斷難承認者也。…況本約及換文之一部分業已另訂條約或經聲明放棄撤回保留，此外絕對無可變更之處，特此聲明。”
於是，日本在滿蒙之利益遂成懸案，日本事實享有旅大租借地、南滿、安奉鐵道延期99年；日本國臣民在南滿東蒙之土地商租、自由往來、營業權。對於前者，中國莫可奈何。對於後者，中國朝野極力抵制，製造更多懸案與衝突，影響到“九一八事變”的發生。

對於中日有關滿蒙權益之爭執，1932年《國聯調查團報告書》說得很清楚： 1919年中日條約與換文，即所謂“二十一條”之結果也。此項爭執，多關係南滿及東部內蒙古，因除漢冶萍公司問題外，其他在1915年商訂之協定，非經代以新協定，即經日本自動放棄。在滿洲之爭執關於下列規定：

（1） 關東租借地之日本所有期展至九十九年（1997）；

（2） 南滿及安奉鐵路之日本所有期延長九十九年（2002-2007）；

（3） 允准日本臣民在南滿內地，即在根據條約或其他開放與外人居住經商之地域以外者，有商租地畝之權；

（4） 允准日本臣民在南滿內地有居住往來並經營工商業之權，及在東部內蒙古有參加中日合辦農業之權。

      上項允准與讓與，日人有無法律權利享受，胥視一九一五年條約與換文之效力而定，而華人固繼續否認該約與換文有束縛彼等之力。中國人民，無論其為官吏或平民，均深信『二十一條』一詞實際上與『一九一五年條約與換文』同義，並以為中國之目的，應為解除該約之束縛；凡是種種，無論幾何專門之解釋與理由，不能稍移其志。…中國方面既堅持一九一五年之條約「根本無效」，故對於該約關於滿洲之規定，除情勢必要外，不予履行。…日人頗多怨言，…堅持該約關於滿洲之各項規定為有效，日本政府與人民，似屬一致。

是則“二十一條”之名稱與內容，實與中國人對《中日民四條約》之有效性認定與否，密切相關連，不純粹是學術或法律問題。

四、1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》比較

    兩者相似之處，在於日本欲將韓國與中國納為保護國，皆以武力脅迫簽約。不同之處，在於日本之武力脅迫係施諸簽約代表（Coercion of a representative of a State）或國家（Coercion of a State by the threat）。另在實務面上，韓國無力抗拒，被迫接受條約。中國則始終強力抵抗，力拒損害主權最大之第五號，逼使日本使用最後通牒。即使簽約之後，也以各種行政法律方式抵制之。民間也始終否認條約，用各種方式抵制日貨。致使日本所得之條約權益，無法順利享有。並造成中日間齟齵不斷，關係日益惡劣，終於訴諸戰爭手段解決。
    日本合併韓國之舉，對中國人心理衝擊很大。1904年2月23日《韓日議定書》：在皇室的安寧或領土完整受到第三國或內亂的侵害與威脅時，日本政府可以採取臨機應變的必要措施；韓國政府應提供一切便利，使日本政府行動自由；日本政府能為前項的目的隨時徵用軍事戰略上必要的地點。1904年8月22日《外國人傭聘協定》，又稱《第一次韓日協約》或《第二次韓日議定書》：規定韓國政府須招聘由日本政府推薦的一名日本人為財政顧問，日本政府推薦的其他外國人一名為外交顧問；有關財政與外交的一切事項，務必依照外國顧問意見辦理；今後與外國締結的條約和其他重要外交案件，必須事前與日本政府商議。1905年11月18日《乙巳保護條約》又稱《第二次韓日協約》，把處理韓國與外國一切關係的全權讓與日本；今後韓國政府非經日本政府的仲介，不得簽署任何具有國際性質的條約；日本政府在韓國國王闕下設置統監一名做為東京的代表，專管有關外交事務。
1915年中日二十一條交涉時，中國民間盛傳日本對華提出如《韓日議定書》之內容，將中國置於日韓合併前之地位。1914年8月21日，日本駐華公使日置益於就任時，即因大阪《朝日新聞》刊登他帶著有如《日韓議定書》之內容的要求，要跟中國開始交涉的消息，因而引起中國方面非常的警戒心。
中國報紙將其轉載，並評論說：「與日韓議定書一模一樣，即使死亦不忍見亡國之禍。」日本報紙所報導的內容，確實有所本，與陸軍方面的要求案很類似。日本民間的強硬論者，譬如黑龍會的內田良平向小池政務局長所提出意見書中的《國防協定私案》，簡直是要把中國變成日本的屬國。

    當“二十一條”的內容全部披露後，中國舉國震動，認為中國將要蹈朝鮮的覆轍而亡國之說，甚囂塵上。
交涉期間，農商總長周自齊對日置益說：日本併吞朝鮮，是中國人恐懼日本的根源。
三月，商界對日杯葛，散發於全國的傳單和報刊論說，皆敘述朝鮮的悲慘情況，說明中國將成為第二個朝鮮，促使人民發奮。而且，對於日本的要求條款有的說得很誇張，幾乎說成是亡國的要求。
《中國學生月刊》（The Chinese Students Monthly）3月號，有文章指出：中國應學比利時的抵抗外敵入侵，而不應學朝鮮的屈服。
5月9日，北京總商會通電全國各省商會，痛陳此次日本提出的要求，與日本昔年向朝鮮提出的要求相仿。朝鮮接受後，不旋踵即為日本所滅，要求全國“勿忘國恥”。

1919年巴黎和會，中國代表團於4月15日提出《廢除一九一五年中日協定說帖》。該說帖是廣州政府代表堅持提出的，北京代表反對將山東問題與民四協定分別提出和會，並擔心廣州藉此案攻擊北京政府，對此說帖相當被動。
《說帖》由陳友仁擬定，經中國代表團顧問莫禮循（George E. Morrison）、柏卓安（John MacLeavy Brown）及寶道（George Padoux）等的修改，並得美國代表團協助。
該《說帖》有數處比較1905年《日韓條約》與“二十一條要求”之內容，稱：「日本對於中國所提出之二十一條要求，較之前在高麗取消獨立以前日本所遇之性質，未必稍輕也。」
對第二號要求，日本國臣民在南滿東蒙特殊利益，「則向來中國官吏在此兩區所感受行政上之困難、束縛、困苦之使之不能發生實效者，亦將增加矣。從前使高麗變成日本行省之領土制度，益將便於推廣矣。」

就事論事，1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》相比較，最接近的主要有兩點，一是“二十一條”第五號，要求聘請日本人為顧問。二是南滿東蒙之商租權，讓日本國臣民享有國民待遇。然而，中國對第五號要求堅決抵抗，早在日本提出最後通牒時，即已放棄。至於南滿東蒙商租權，中國雖被迫簽約，但始終以種種行政法令抵制日本臣民權益，關鍵因素之一就是擔心滿蒙成為朝鮮第二。
因此，1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》實質上關係不大，但是在中國人的心理作用上，兩者關係密切。

五、中國朝野要求廢止《民四條約》之法理依據

中國朝野多次提出要求廢除《中日民四條約》，其依據之理由頗能呈現當時中國的國際法認識。1919年巴黎和會，中國要求廢除之理由有五：

1.此約因歐戰而發生，解決問題之權利，完全屬於和會。

2.此約與和會本於公道正義防止未來戰爭之原則相違背。

3.此約與英、法、俄、美四國與日本締結保障中國政治獨立及領土完全之協定抵觸。

4.此約是在日本脅迫之下談判與簽署的，非中國自願。

5.此約具臨時性質，日本在允認中國參戰前，先行與各國定秘密條約，確保中日條約權益。而此種秘密條約，違背交戰國承認之和平原則。

1921年底，華盛頓會議前夕，朱經農指出年來國人所提出廢止《中日民四條約》之理由，可分為五端：
1.此約成於脅迫，違反國際法自由協議之原則，在理不能認為有效。
2.因情勢之變遷，此約已不復適用於今日。

3.此約與美國前總統威爾遜所宣布十四條件（Fourteen Points）不合，為公理正義計，今後無繼續存在之理由。
4.此約種將來戰爭之惡因，將有危害於世界之和平，應援據《國際聯盟約法》第十九、二十條之規定，提交聯盟議會重行審議。倘與該約法之精神相抵觸，則請立予廢止。

5.此約未經中國國會同意，不能發生效力。

華盛頓會議中，中國代表提出廢止中日協定要求，王寵惠於1922年2月4日聲明中國理由如下：

1.此約所引出之利益，完全為片面的。

2.此約破壞中國與他國之條約。

3.此約與華會通過關於中國之原則不能相容。

4.此約已引起中日間之歷久誤解，設不即廢棄之，將來必至擾亂兩國之親善關係，且將障礙召集此會所欲獲得者之實現。

1923年1月19日，參議院通過“民國四年中日二十一條約及換文議決無效案”，理由是：

1.該約係迫脅而成，按之國際法當然無效，

2.該約未經國會同意，按之約法當然無效，

3.該約迭經政府代表根據上述理由在國際會議席上聲明取消，當然無效。

3月10日，北京政府外交部〈為廢除二十一條不平等條約致日本公使芳澤謙吉照會〉，理由是：

1.無交換理由，

2.侵犯中國與他國所訂條約，

3.此項條約換文與華會通過各原則不能相容，

4.此項條約及換文已屢發生中日間之誤會。

     1923年初，旅大租借地原來25年租借期即將屆滿，國會議決廢止《中日民四條約》時，

周甦生認為中國攻擊中日條約之效力以收回旅大之法律依據薄弱，應依據情勢變遷條約不適用之理由，主張《中日民四條約》締結以後，國內外情勢已發生重大變化：1.國際上，東亞均勢已經大變，德俄已非遠東威脅，日本無長據旅大之理由。2.華會以後，租借地之收回已成趨勢，中國正致力於提前收回所有外國在中國的租借地，斷無將依原約租借已滿期之旅大，反任其延長租借之理。3.中日條約締結以來，民國內政情狀，已經過重大的變化，決不能再容本國領土長在外國政府支配之下，為國內禍亂應謀之策源地。因此，依據重大情勢變遷原則，中國有單獨宣告解約（Denunciation）之權利。加以此原則已寫入《國際聯盟盟約》第十九條規定，周甦生建議：第一步：先以情勢變遷為由向日本交涉廢約。第二步：如日本拒絕，我國可對中日條約行使一方宣告解約之權能。第三步：若日本仍不交出旅大，則訴諸國際仲裁。

    初步歸納，1919-1923年間中國朝野歷次要求廢止《中日民四條約》之理由如下：

1. 《中日條約》係日本以武力脅迫（Under duress）簽訂，違反國際法自由協議（Free of action）之原則。

2. 締結《中日條約》之非常情形，致使該約成為唯一創局，而無先例可以引用。
3. 《中日條約》係臨時性質，中國參戰後情勢變遷（Principle of Rebus Sic Stantibus），不復適用。

4. 《中日條約》是片面的權利義務關係，有欠公允。

5. 《中日條約》未經國會同意。

6. 中國從未承認《中日條約》，屢次在國際會議要求廢止。

7. 《中日條約》破壞中國與他國簽訂之條約。

8. 《中日條約》違反巴黎和會維護和平防止戰爭之原則（Fourteen Points）相違背。

9. 《中日條約》違反華會《九國公約》尊重中國領土主權完整之原則相違背。

10.《中日條約》違反《國聯盟約》。

11.《中日條約》已引起中日間之歷久誤解與衝突，為遠東和平之障礙（Endangers the peace of the world）。

另外，學者提出的有趣論點，尚有周甦生認為收回旅大中國之法律依據薄弱，主張不從根本上對於中日條約之效力加以攻擊，而依據情勢變遷條約不適用之理由，以行一方「宣告解約」（Denunciation）之權利。基本上，中國朝野提出許多廢止《中日民四條約》之法理依據，但是強調正義公理和平等空泛之原則，無法強力挑戰日方堅持之嚴格法律觀點。然而這些理由已可反映出當時中國對條約及國際法觀念的演進歷程。

六、廢止《民四條約》與中國修約運動的發展
1915-1923年，中國多次努力廢止《中日民四條約》，其間中國修約觀念有長足發展，並與北洋時期的“修約運動”密切相關。其原因除北京政府自身一貫的外交努力之外，與國際外交的變化以及民意輿論的影響都有密切關連。

1915年中日“二十一條”交涉時，正值歐戰期間，仍是帝國主義外交盛行之時，列強對日本的要求並不覺有太大的不妥，又基於戰局的考量，並沒有強力介入中日爭端。當時中國輿論強烈反日，商界發動抵制日貨，袁世凱也操縱輿論對付日本。袁氏外交成功之處，在於利用日本元老與外相加藤高明之間的矛盾，得以盡可能的減少國權之損失。
歐戰之後，美國總統高唱所謂“威爾遜主義”（Wilsonianism），強調公理正義、公開外交、民族自決、裁減軍備、建立國際集體安全機制等新外交原則。中國受其鼓舞，外交轉趨“聯美制日”，在巴黎和會提出廢止中日條約說帖。當時北京政府受皖系控制，不願開罪日本，廣州政府則借民意壓制北京政府，堅持提出此說帖，並受美國代表團協助，強調《中日民四條約》是臨時性質，係日本脅迫中國簽訂，不合乎公理正義，違反中國領土行政完整原則，且日本與列強進行秘密外交，與公開外交不合等理由，在在可見呼應威爾遜強調公理正義的主張。同時國內五四運動起，民意輿論關心外交，抵制日貨，對政府產生不小壓力。結果中國拒簽《凡爾賽和約》，親日外交官下台，且中國向國際社會明白宣示要廢止《中日民四條約》。
    1920年1月國際聯盟正式成立，《盟約》生效。7月直皖戰爭後，直系入主北京，安福系瓦解。1921年底華會前夕，朱經農認為年來國人所提出廢止中日條約之理由五端，除此約成於脅迫、違反美國前總統威爾遜所宣布十四條件之公理正義外，提出情勢變遷、此約違反《國聯盟約》危害於世界之和平、此約未經中國國會同意不能發生效力等新論點。並主張應援據《國聯盟約》第十九、二十條之規定，提交國聯重行審議。倘與該約法之精神相抵觸，則請立予廢止。
華會中，中國代表王寵惠於1922年2月4日發表廢除中日條約之宣言，舉出新的理由有：片面利益、破壞中國與他國之條約、與《九國公約》不合、引起中日誤解與衝突等。主張對《中日民四條約》加以公正之審查而圖廢棄之。日本代表則強調《中日條約》是合法的，若以非出於自願為藉口，要求取消讓與之權利，將造成危險之先例，影響現存國際關係。但是日本也不得不作讓步，除山東問題另訂條約解決外，日本自行宣布放棄三條權益。中國則宣布保留在將來遇有一切適當時機，有尋求解決《中日民四條約》之權。
華會後，4月直奉戰爭，6月恢復法統，10月舊國會開議。由於旅大舊租約即將屆滿。1923年1月19日，參議院通過「民國四年中日二十一條約及換文議決無效」案，其理由為：1.該約係迫脅而成，按之國際法當然無效。2.該約未經國會同意，按之約法當然無效。3.該協約迭經政府代表根據上述理由在國際會議席上聲明取消，當然無效。新增加的理由是強調中國屢次在國際會議聲明取消。
    3月10日，外交部照會日本公使要求廢止《中日民四條約》，舉出1.無交換理由，2.侵犯中國與他國所訂條約，3.此約與華會通過各原則不能相容，4.此約及換文已屢發生中日間之誤會。雖無新的法理論點，但第一次正式照會特定列強要求廢止舊約。更值得重視的是強調民意，3月7日，外交總長黃郛與英國公使麻克類（Ronald Macleay）會晤時，英使建議不要向日本提出照會，以免自討沒趣，有礙中日邦交，各國也不會同情中國。黃郛答以：“本國國民民氣激昂，不可平抑。”
10日提出照會中，就強調：“查此項條約換文，本國輿論始終反對，本國政府迭次在巴黎、華盛頓提出此案，要求取消，原以全國民意為根據。”國會又議決無效，咨請政府辦理，“足徵本國民意始終一致”。“本國政府深信貴國政府及國民看重中日邦交，必能容納本國國民全體之意思，將數年間兩國親睦之障礙，完全掃除。”

    同時，學者周甦生認為收回旅大中國之法律依據薄弱，主張依據情勢變遷條約不適用之理由，行使一方片面「宣告解約」之權利。並依據《國聯盟約》第十九條規定，以情勢變遷為由向日本交涉廢約；如日本拒絕，我國可對中日條約行使一方宣告解約之權能；若日本仍不交出旅大，則訴諸國際仲裁。
    1915-1923年間，中國朝野為解除“二十一條”束縛，在外交觀念上有長足的進步，並善用國際新外交的助力，提出了許多修約的論點與方法，為1920年代中國的修約運動，奠下堅實的基礎。幾乎所有中國對所謂“不平等條約”的定義要素，在這一段期間都發展出來了，諸如：武力脅迫、片面利益、情勢變遷、到期廢約、損害中國領土主權完整、違反國際公理正義原則、危害國際和平、違反民意等等，都已出現。甚至已經把“二十一條”與“不平等條約”聯繫在一起了，例如巴黎和會時，「國民外交協會」張謇等，向北京政府提出外交意見書七項，其中第三項是“廢更中國所受不平等條約及以威逼利誘或秘密締結之條約合同及其他國際文件”，主張取消違反公理正義之條約，尤其是即行廢更以威逼利誘之手段或秘密之方法行之者。並列舉其中之顯著者三項，就包括“一九一五年中日二十一款之條約”應撤廢。
可見，《中日民四條約》與“廢除不平等條約”觀念的密切相關性。

七、結語

“二十一條”一詞，在中國近代史中，是日本帝國主義侵略中國的象徵，其神話般的地位，早已深入人心，不可動搖。但也因此，“二十一條”被賦予過多的政治意涵，一再宣傳附會，嚴重失真。本文是將它回歸到學術研究範疇的初步研究，試圖就事論事，釐清一些基本的觀念。
“二十一條”與《中日民四條約》相混用，有其歷史背景。《民四條約》內容也有變遷，華會之後，中日爭執之焦點在於日本臣民在南滿東蒙之商租權。中國對《民四條約》自始抵制，受到1905年《日韓條約》的影響頗深，唯恐滿蒙淪為日本的殖民地。中國不承認《民四條約》，屢次在國際會議要求廢止，最後經國會議決，外交部照會日本政府，但日本堅持《民四條約》有效。中國朝野用各種方式抵制，日本認為中國漠視日本合法條約權益。最後，九一八事變爆發，日本認為是正當自衛其條約權益，並堅持以建立滿洲國徹底解決滿蒙問題。中日無法能和解，終於導致中日戰爭。中日間對廢止《中日民四條約》的爭執，是東亞國際關係史上一個重要的問題，牽涉到中國外交的變化、國際外交的變化及日本外交的困境。
就中國外交的變化而言，袁世凱在談判中極力抗拒，盡力減少國權之損失。簽約之後，又用各種法律手段限制日本條約權益，其外交努力應予以肯定。中國參戰後，於巴黎和會提出《廢止中日協定說帖》，從國際法理與民間排日活動，否定日本權益。1923年又發動另一波廢約攻勢，正式照會日本要求廢約。在此期間，中國外交結合民意與國際法各種理由，否認《民四條約》之合法與有效，東北地方官也百計限制日本權益。法理、民意與抵制的結合，是1920年代中國外交的新發展。

就國際外交的變化而言，在歐戰之前，被視為正當之以戰爭為脅迫、秘密外交等強權外交手段，在巴黎和會、華盛頓會議之後，已備受攻擊，遭到公開外交、公理正義原則、裁軍非戰、民族自決等「新外交」觀念的衝擊。加以《國聯盟約》、《九國公約》、《巴黎非戰公約》等的簽訂，使日本在1915年以武力脅迫中國接受“二十一條”，當時被認為是沒有什麼不對的「舊外交」手段，幾年之後，就受到質疑，搖搖欲墜了。即以國際法對強迫（coercion）之見解，在歐戰之前，認為加諸簽約代表人身威脅簽訂之條約無效，但加諸國家的強迫所簽訂之條約，仍屬有效。歐戰之後，對公理正義有較多的考量，《國際聯盟盟約》已否定暴力威脅，1928年《巴黎非戰公約》，更確定侵略戰爭是非法的。這種新外交潮流對中國幫助很大，但是在法理上不能溯及既往。
就日本外交的困境而言，日本一直想向滿蒙發展，利用歐戰天佑之時機，欲一舉徹底解決滿蒙懸案，脅迫中國簽訂中日《民四條約》。但是中國朝野百般抵制，在巴黎和會及華盛頓會議都要求廢止《民四條約》，日本在國際壓力之下，對山東作讓步，但決心確保滿蒙權益。然而中國否認《民四條約》之合法與有效，東北地方官百計限制日本權益，造成更多之滿蒙懸案。日本雖堅持《民四條約》在法理上的效力，但在道德地位上，已嚴重削弱。日本之舊式帝國主義（Imperialism），遭到美國威爾遜主義（Wilsonianism）、蘇聯列寧主義（Leninism）及中國民族主義（Nationalism）三方面的挑戰，正如日本外交史學者北岡伸一云：「日本好不容易與世界列強比肩成為殖民地國之時，其所習得的帝國主義外交術，卻沒有什麼效用，因為包圍在日本周圍的國家有中國、蘇聯與美國，各持不同論調高唱反帝國主義。」

廢止《民四條約》與1920年代中國的修約運動發展關係密切，“二十一條”刺激中國民族主義興起，歐戰後世界新外交興起，Nationalism 與 Wilsonianism 結合，法理觀點與民意結合，要求修約。但是公理正義等原則有其極限，雖能逼使日本放棄部分權益，無法強力挑戰日本堅持的條約神聖合法，以及確保滿蒙條約權益的決心。到1923年之後，中國外交受更加激進的蘇聯 Leninism 影響，以革命外交之名，主張中國可片面廢除所謂“不平等條約”，對日本產生新一波更強烈的衝擊。
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一、前言 
到目前為止的中國外交史論述，基本上仍是為民族國家甚或特定政黨服務的國族史的一環，主要作用在於激發國民的愛國主義，外交史研究常只是政治宣傳的附庸。1915年之中日“二十一條”交涉至今雖已超過九十年，但是因為在中國近現代史及外交史中，一直被賦予過多之政治解讀，長期以來被塑造成政治神話。本文首先釐清一些多年來以訛傳訛、積非成是的史實，諸如“二十一條”名稱、“二十一條”內容與意涵等。其次，作一些初步的國際法理討論，諸如比較“二十一條”與1905年《日韓條約》、中國廢止（abrogation）所謂“二十一條”之國際法論點，及其與1920年代中國“修約運動”的關連性。 

二、所謂“二十一條”名稱問題 
在中國“二十一條”早已成為反帝廢約運動的宣傳重點，一般人常將日本提出的“二十一條要求”與交涉之後簽訂的《中日民四條約》混淆，常以為“二十一條”就是條約名稱。“二十一條”指的是1915年1月18日，日本駐華公使向中國政府提出的日方要求。中日雙方以此為基礎，自2月2日雙方激烈辯爭，日本參酌中國意見做出不少讓步，於5月7日對中國提出最後通牒，9日中國迫於情勢，接受最後通牒。此後，雙方於25日在北京簽署：《關於山東省之條約》、《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》等兩條約，及十三件換文。 
當時北京政府外交部對該二條約及十三換文，使用之正式名稱為《一九一五年五月二十五日中日兩國政府所訂之條約及換文》。簡稱《一九一五年中日協定》或《一九一五年中日條約及換文》。日本稱之為《大正四年日中條約及換文》。又有學者稱之為《中日北京條約》或《中日民四條約》。嚴謹之學術用語，應可簡稱為《中日民四條約及換文》、《一九一五年中日條約及換文》，或可再簡稱為《一九一五年中日協定》、《中日民四條約》或《中日北京條約》等名稱。 
然而，長久以來中國朝野一直對“二十一條”要求與《中日民四條約》不加區分的混用。隱含日本對中國提出亡國要求，並以最後通牒逼迫中國接受，加以袁世凱為了稱帝，簽訂此賣國條約，因而認為“二十一條”要求與《中日民四條約》同義。1919年五四運動時，就有“取消二十一款條約”之標語，此後“取消二十一款條約”、“廢除二十一條”等口號不斷宣傳複製，成為反帝廢約運動重要的目標。 

三、《中日民四條約》的內容 
中國方面對“二十一條”與《中日民四條約》不太區分，而《中日民四條約》一詞之意涵也幾經變遷。《中日民四條約》在1915年5月25日簽訂時，包括兩個條約及十三件換文。即《關於山東省之條約》及附屬換文2件：〈關於山東事項之換文〉、〈關於山東開埠事項之換文〉。《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》，及附屬換文8件：〈關於旅大南滿安奉期限之換文〉、〈關於東部內蒙古開埠事項之換文〉、〈關於南滿洲開礦事項之換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古鐵路課稅事項之換文〉、〈關於南滿洲聘用顧問事項之換文〉、〈關於南滿洲商租解釋換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古接洽警察法令課稅之換文〉、〈關於南滿洲東部內蒙古條約第二至第五條延期實行之換文〉。另外有〈關於漢冶萍事項之換文〉、〈關於福建事項之換文〉、〈關於交還膠澳之換文〉等3件。 
1922年2月華盛頓會議中，中日簽訂《解決山東懸案條約》，於是《關於山東省之條約》及〈關於交還膠澳之換文〉被新約取代。另外，日本代表幣原聲明放棄：〈關於南滿洲東部內蒙古鐵路課稅事項之換文〉、〈關於南滿洲聘用顧問事項之換文〉及“二十一條”第五號「日後商協」之權利。但對南滿東蒙問題，日本視為關鍵利益，堅持條約有效，並全力阻止在會議中提出，美國也採取拖延手段，於是華盛頓會議並未討論。但是中國不肯承認，顧維鈞聲明：「中國代表團，保留在將來遇有一切適當時機，關於一九一五年條約與換文之未曾為日本政府明文放棄部分，有尋求解決之權。」 
於是，1922年之後所謂“二十一條”，指的主要是《關於南滿洲及東部內蒙古之條約》及附屬換文。然而，中國不願承認，國會於1923年議決廢止其餘各條，3月10日外交部照會日本，聲明：“所有民國四年五月二十五日締結之中日條約及換文，除已經解決及已經貴國政府聲明放棄並撤回所有保留各項外，應即全部廢止。”但是日本政府否認。於是，日本在滿蒙之利益遂成懸案，日本事實享有旅大租借地、南滿、安奉鐵道延期99年；日本國臣民在南滿東蒙之土地商租、自由往來、營業權。對於前者，中國莫可奈何。對於後者，中國朝野極力抵制，製造更多懸案與衝突，影響到“九一八事變”的發生。 

四、1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》比較 
兩者相似之處，在於日本欲將韓國與中國納為保護國，皆以武力脅迫簽約。不同之處，在於日本之武力脅迫係施諸簽約代表（Coercion of a representative of a State）或國家（Coercion of a State by the threat）。另在實務面上，韓國無力抗拒，被迫接受條約。中國則始終強力抵抗，力拒損害主權最大之第五號，逼使日本使用最後通牒。即使簽約之後，也以各種行政法律方式抵制之。民間也始終否認條約，用各種方式抵制日貨。致使日本所得之條約權益，無法順利享有。並造成中日間齟齵不斷，關係日益惡劣，終於訴諸戰爭手段解決。 
日本合併韓國之舉，對中國人心理衝擊很大。1915年中日二十一條交涉時，中國民間盛傳日本對華提出如《韓日議定書》之內容，將中國置於日韓合併前之地位。1914年8月21日，日本駐華公使日置益於就任時，即因大阪《朝日新聞》刊登他帶著有如《日韓議定書》之內容的要求，要跟中國開始交涉的消息，因而引起中國方面非常的警戒心。中國報紙將其轉載，並評論說：「與日韓議定書一模一樣，即使死亦不忍見亡國之禍。」日本報紙所報導的內容，確實有所本，與陸軍方面的要求案很類似。日本民間的強硬論者，譬如黑龍會的內田良平向小池政務局長所提出意見書中的《國防協定私案》，簡直是要把中國變成日本的屬國。 
當“二十一條”的內容全部披露後，中國舉國震動，認為中國將要蹈朝鮮的覆轍而亡國之說，甚囂塵上。交涉期間，農商總長周自齊對日置益說：日本併吞朝鮮，是中國人恐懼日本的根源。三月，商界對日杯葛，散發於全國的傳單和報刊論說，皆敘述朝鮮的悲慘情況，說明中國將成為第二個朝鮮，促使人民發奮。而且，對於日本的要求條款有的說得很誇張，幾乎說成是亡國的要求。《中國學生月刊》（The Chinese Students Monthly）3月號，有文章指出：中國應學比利時的抵抗外敵入侵，而不應學朝鮮的屈服。5月9日，北京總商會通電全國各省商會，痛陳此次日本提出的要求，與日本昔年向朝鮮提出的要求相仿。朝鮮接受後，不旋踵即為日本所滅，要求全國“勿忘國恥”。 
1919年巴黎和會，中國代表團於4月15日提出《廢除一九一五年中日協定說帖》。該說帖是廣州政府代表堅持提出的，北京代表反對將山東問題與民四協定分別提出和會，並擔心廣州藉此案攻擊北京政府，對此說帖相當被動。《說帖》由陳友仁擬定，經中國代表團顧問莫禮循（George E. Morrison）、柏卓安（John MacLeavy Brown）及寶道（George Padoux）等的修改，並得美國代表團協助。該《說帖》有數處比較1905年《日韓條約》與“二十一條要求”之內容，稱：「日本對於中國所提出之二十一條要求，較之前在高麗取消獨立以前日本所遇之性質，未必稍輕也。」對第二號要求，日本國臣民在南滿東蒙特殊利益，「則向來中國官吏在此兩區所感受行政上之困難、束縛、困苦之使之不能發生實效者，亦將增加矣。從前使高麗變成日本行省之領土制度，益將便於推廣矣。」 
就事論事，1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》相比較，最接近的主要有兩點，一是“二十一條”第五號，要求聘請日本人為顧問。二是南滿東蒙之商租權，讓日本國臣民享有國民待遇。然而，中國對第五號要求堅決抵抗，早在日本提出最後通牒時，即已放棄。至於南滿東蒙商租權，中國雖被迫簽約，但始終以種種行政法令抵制日本臣民權益，關鍵因素之一就是擔心滿蒙成為朝鮮第二。因此，1915年“二十一條”與1905年《日韓條約》實質上關係不大，但是在中國人的心理作用上，兩者關係密切。 

五、中國朝野要求廢止《民四條約》之法理依據 
中國朝野多次提出要求廢除《中日民四條約》，其依據之理由頗能呈現當時中國的國際法認識。1919年巴黎和會，中國要求廢除理由有五； 1921年底，華盛頓會議前夕，朱經農指出年來國人所提出廢止《中日民四條約》之理由可分為五端；華盛頓會議中，中國代表提出廢止中日協定要求理由四條；1923年1月19日，參議院通過“民國四年中日二十一條約及換文議決無效案”，理由三條；3月10日，北京政府外交部〈為廢除二十一條不平等條約致日本公使芳澤謙吉照會〉，理由四條；1923年初，旅大租借地原來25年租借期即將屆滿，國會議決廢止《中日民四條約》時，周鯁生認為中國攻擊中日條約之效力以收回旅大之法律依據薄弱，應依據情勢變遷原則，中國有單獨宣告解約（Denunciation）之權利。 
初步歸納，1919-1923年間中國朝野歷次要求廢止《中日民四條約》之理由如下： 
1. 《中日條約》係日本以武力脅迫（Under duress）簽訂，違反國際法自由協議（Free of action）之原則。 
2. 締結《中日條約》之非常情形，致使該約成為唯一創局，而無先例可以引用。 
3. 《中日條約》係臨時性質，中國參戰後情勢變遷（Principle of Rebus Sic Stantibus），不復適用。 
4. 《中日條約》是片面的權利義務關係，有欠公允。 
5. 《中日條約》未經國會同意。 
6. 中國從未承認《中日條約》，屢次在國際會議要求廢止。 
7. 《中日條約》破壞中國與他國簽訂之條約。 
8. 《中日條約》違反巴黎和會維護和平防止戰爭之原則（Fourteen Points）相違背。 
9. 《中日條約》違反華會《九國公約》尊重中國領土主權完整之原則相違背。 
10.《中日條約》違反《國聯盟約》。 
11.《中日條約》已引起中日間之歷久誤解與衝突，為遠東和平之障礙（Endangers the peace of the world）。 

六、廢止《民四條約》與中國修約運動的發展 
1915-1923年，中國多次努力廢止《中日民四條約》，其間中國修約觀念有長足發展，並與北洋時期的“修約運動”密切相關。其原因除北京政府自身一貫的外交努力之外，與國際外交的變化以及民意輿論的影響都有密切關連。 
1915-1923年間，中國朝野為解除“二十一條”束縛，在外交觀念上有長足的進步，並善用國際新外交的助力，提出了許多修約的論點與方法，為1920年代中國的修約運動，奠下堅實的基礎。幾乎所有中國對所謂“不平等條約”的定義要素，在這一段期間都發展出來了，諸如：武力脅迫、片面利益、情勢變遷、到期廢約、損害中國領土主權完整、違反國際公理正義原則、危害國際和平、違反民意等等，都已出現。 
七、結語 
“二十一條”一詞，在中國近代史中，是日本帝國主義侵略中國的象徵，其神話般的地位，早已深入人心，不可動搖。“二十一條”與《中日民四條約》相混用，有其歷史背景。《民四條約》內容也有變遷，華會之後，中日爭執之焦點在於日本臣民在南滿東蒙之商租權。中國對《民四條約》自始抵制，受到1905年《日韓條約》的影響頗深，唯恐滿蒙淪為日本的殖民地。中國不承認《民四條約》，屢次在國際會議要求廢止，最後經國會議決，外交部照會日本政府，但日本堅持《民四條約》有效。中國朝野用各種方式抵制，日本認為中國漠視日本合法條約權益。最後，九一八事變爆發，日本認為是正當自衛其條約權益，並堅持以建立滿洲國徹底解決滿蒙問題。中日無法能和解，終於導致中日戰爭。中日間對廢止《中日民四條約》的爭執，是東亞國際關係史上一個重要的問題，牽涉到中國外交的變化、國際外交的變化及日本外交的困境。 
就中國外交的變化而言，袁世凱在談判中極力抗拒，盡力減少國權之損失。簽約之後，又用各種法律手段限制日本條約權益，其外交努力應予以肯定。中國參戰後，於巴黎和會提出《廢止中日協定說帖》，從國際法理與民間排日活動，否定日本權益。1923年又發動另一波廢約攻勢，正式照會日本要求廢約。在此期間，中國外交結合民意與國際法各種理由，否認《民四條約》之合法與有效，東北地方官也百計限制日本權益。法理、民意與抵制的結合，是1920年代中國外交的新發展。 
就國際外交的變化而言，在歐戰之前，被視為正當之以戰爭為脅迫、秘密外交等強權外交手段，在巴黎和會、華盛頓會議之後，已備受攻擊，遭到公開外交、公理正義原則、裁軍非戰、民族自決等「新外交」觀念的衝擊。加以《國聯盟約》、《九國公約》、《巴黎非戰公約》等的簽訂，使日本在1915年以武力脅迫中國接受“二十一條”，當時被認為是沒有什麼不對的「舊外交」手段，幾年之後，就受到質疑，搖搖欲墜了。即以國際法對強迫（coercion）之見解，在歐戰之前，認為加諸簽約代表人身威脅簽訂之條約無效，但加諸國家的強迫所簽訂之條約，仍屬有效。歐戰之後，對公理正義有較多的考量，《國際聯盟盟約》已否定暴力威脅，1928年《巴黎非戰公約》，更確定侵略戰爭是非法的。這種新外交潮流對中國幫助很大，但是在法理上不能溯及既往。 
就日本外交的困境而言，日本一直想向滿蒙發展，利用歐戰天佑之時機，欲一舉徹底解決滿蒙懸案，脅迫中國簽訂中日《民四條約》。但是中國朝野百般抵制，在巴黎和會及華盛頓會議都要求廢止《民四條約》，日本在國際壓力之下，對山東作讓步，但決心確保滿蒙權益。然而中國否認《民四條約》之合法與有效，東北地方官百計限制日本權益，造成更多之滿蒙懸案。日本雖堅持《民四條約》在法理上的效力，但在道德地位上，已嚴重削弱。日本之舊式帝國主義（Imperialism），遭到美國威爾遜主義（Wilsonianism）、蘇聯列寧主義（Leninism）及中國民族主義（Nationalism）三方面的挑戰，正如日本外交史學者北岡伸一云：「日本好不容易與世界列強比肩成為殖民地國之時，其所習得的帝國主義外交術，卻沒有什麼效用，因為包圍在日本周圍的國家有中國、蘇聯與美國，各持不同論調高唱反帝國主義。」 
廢止《民四條約》與1920年代中國的修約運動發展關係密切，“二十一條”刺激中國民族主義興起，歐戰後世界新外交興起，Nationalism 與 Wilsonianism 結合，法理觀點與民意結合，要求修約。但是公理正義等原則有其極限，雖能逼使日本放棄部分權益，無法強力挑戰日本堅持的條約神聖合法，以及確保滿蒙條約權益的決心。到1923年之後，中國外交受更加激進的蘇聯 Leninism 影響，以革命外交之名，主張中國可片面廢除所謂“不平等條約”，對日本產生新一波更強烈的衝擊。
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中日民四條約 중국측의 법리논점과 조약 수정운동의 발전
Abrogation of Twenty-one Demands

 and Treaty Revision Movement in 1920s’ China

唐啟華(Tang Chi-hua, 台北政治大學)
1. 머리말 

 지금까지 중국 외교에 관한 논문들은 기본상 민족국가를 위하거나 아니면 특정 정당의 역할을 위한 國族史的 일환으로서 주로 국민의 애국주의를 일으키는데 작용토로 하여, 외교사연구는 언제나 정치 선전을 위한 부수적인 측면으로서 여겨져 왔다. 1915년의 중일 양국간 21조 교섭이 지금까지 이미 90년을 지나고 있지만, 중국근현대사 및 외교사 중에서 지나치게 일관되게 정치적으로 해석해 옴으로서 장기적으로 정치신화를 조성해 왔다. 

 본문에서는 먼저 여러 해 동안 와전되어 왔거나 사실과는 달리 누적되어 온 이를테면 ｢21조의 명칭｣, ｢21조의 내용과 들어 있는 의미｣ 등을 정리하고자 하며,  그런 다음 약간 초보적이긴 하나 국제적인 법리에 대해 토론코자 한다. 예를 들면, ｢21조｣와 1905년의 ｢일한조약(을사늑약)｣, 혹은 중국이 폐지를 주장한 ｢21조의 국제법적인 논점｣ 및 1920년대 중국의 ｢조약 수정운동｣과의 연관성 등이 그것이다. 

2. 소위 ｢21조｣라는 명칭문제 

 중국에서 21조는 일찍이 反帝廢約運動을 선전하는 중심적인 사건으로 되어 왔다. 일반인들은 항상 일본이 제시한 ｢21조 요구｣와 교섭 후에 체결한 ｢중일민사조약｣을 혼용하여 항상 ｢21조｣, 즉 조약이라는 명칭을 사용해 왔다. ｢21조｣는 1915년 1월 18일 일본주중공사가 중국정부를 향해서 제시했던 일본측 요구를 말한다. 중일 양측은 이를 기초로 해서 2월 2일부터 격렬하게 변론을 했다. 이에 일본은 중국의 의견을 참작하여 많은 양보를 하면서 5월 7일 중국에 대해 최후 통첩을 보내, 9일 중국은 압박을 받는 정세 하에서 최후 통첩을 받아들였다. 이후 쌍방은 25일 북경에서 ｢산동성에 관한 조약｣, ｢남만주 및 동부내몽고에 관한 조약｣ 등 두 개의 조약 및 13건을 건넸다. 

 당시 북경정부 외교부는 이 두 개의 조약 및 13개 항목에 대해 정식 명칭으로 ｢1915년 5월 25일 중일 양국정부가 정한 조약 및 환문｣이라 불렀다. 이를 간략히 칭하여 ｢1915년 중일협정｣, 혹은 ｢1915년 중일조약 및 환문｣이라고도 했다. 일본에서는 이를 칭하여 ｢大正 4년 일중조약 및 환문｣, 혹은 학자에 따라서 ｢중일 북경조약｣, 혹은 ｢중일민사조약｣이라고도 했다. 이를 엄격히 학술용어로써 규정한다면, ｢중일민사조약 및 환문｣, 또는 ｢1915년 중일조약 및 환문｣이라 할 수 있고, 혹은 이를 간칭하여 ｢1915년 중일협정｣, ｢중일민사조약｣, ｢중일북경조약｣ 등의 명칭을 사용할 수도 있다. 

  

  그러나 오랜 기간 동안 중국에서는 지속적으로 ｢21조｣요구에 대해 ｢중일민사조약｣과 구분하지 않고 혼용하여 사용하고 있다. 즉 일본이 중국에 대한 망국의 요구를 제시했다는 뜻이 숨어 있고, 더불어서 최후 통첩이라는 방식으로 중국이 받아들이도록 압박하였으며, 나아가 원세계가 황제로 즉위하기 위해 이 매국적인 조약을 서명하였기 때문에, 따라서 ｢21조 요구｣와 ｢중일민사조약｣은 같은 뜻으로 인식되어지고 있다. 1919년 5․4운동 시 ｢21조 조약을 취소하라｣는 표어가 있은 이래 이후 ｢21조 조약 취소｣, ｢21조 폐지｣ 등의 구호가 끊이지 않고 선전되거나 반복되는 바람에 반제폐약운동의 중요한 목표가 되었다. 

 3. ｢중일민사조약｣의 내용 

 중국 측에서는 ｢21조｣에 대해 ｢중일민사조약｣과 크게 구분하지 않고 있다. 그리고 ｢중일민사조약｣이라는 단어의 의미는 여러 차례에 걸쳐서 변하였다. ｢중일민사조약｣은 1915년 5월 25일 체결할 때 두 개의 조약 및 13개의 항목을 환문한다는 내용이 포함되어 있다. 즉 ｢산동성에 관한 조약｣ 및 부속적으로 2건의 환문(｢산동사항에 관한 환문｣, ｢산동 개항에 관한 환문｣)이다. ｢남만주 및 동부내몽고에 관한 조약｣ 및 부속문건 8건의 환문(｢여순, 대련, 남만 안봉의 期限에 관한 환문｣, ｢동부내몽고 개항사항에 관한 환문｣, ｢남만주 광산의 개간 사항에 관한 환문｣, ｢남만주, 동부내몽고 철로 과세 사항에 관한 환문｣, ｢남만주 고문 초빙 사항에 관한 환문｣, ｢남만주 商租 해석에 관한 환문｣, ｢남만주, 동부내몽고를 연계하여 경찰법령에 의거하여 과세하는 것에 관한 환문｣, ｢남만주, 동부내몽고 조약 제2에서 제5조항까지 연기를 실행하는 것에 관한 환문｣) 등이다. 그 외에 ｢漢冶萍 사항에 관한 환문｣, ｢복건 사항에 관한 환문｣, ｢교주와 마카오 교환에 관한 환문｣ 등 3건이다. 

 1922년 2월 워싱턴회의 중 중일 양국은 ｢산동 현안 해결 조약｣을 체결하였다. 그리하여 ｢산동성에 관한 조약｣ 및 ｢교주와 마카오를 교환하는 것에 관한 환문｣ 등은 새로운 조약으로 대신하게 되었다. 그 외에 일본대표 幣原이 성명을 발표하여  ｢남만주, 동부내몽고 철로 과세 사항에 관한 환문｣, ｢남만주 고문 초빙 사항에 관한 환문｣ 및 ｢21조｣ 제5호 ｢日後 협상｣ 권리 등을 放棄하였다. 그러나 남만동몽문제에 대해서 일본은 이익을 점하는데 있어서 관건적인 문제로 보고 조약의 유효성을 견지하였다. 더불어서 전력을 기울여 이를 방지하고자 회의 중에 이 주장을 제시하였고, 미국도 이에 대한 토의를 연기한다는 수단을 취함으로써 워싱턴회의에서는 이에 관한 토론을 완전히 끝내지를 못했다. 그러나 중국은 이를 승인하는데 동의하지 않았기에 顧維鈞은 ｢중국대표단은 장래 모든 것이 적당한 시기를 만날 때까지 이 문제를 보류시키고자 하며, 1915년 조약과 환문에 대해서 아직은 일본정부가 명확하게 포기하겠다는 부분을 밝히지 않고 있기 때문에 해결할 수 있는 권리를 찾고 있다｣고 했다. 

 그리하여 1922년 이후에는 소위 ｢21조｣에 대한 문제로서 주로 ｢남만주와 동부내몽고의 조약｣ 및 그 부속 환문에 대해 지적하게 되었다. 그러나 중국은 승인하기를 원하지 않았으므로 국회는 1923년 그 나머지 각 조항을 폐지하는 것으로 결의했다. 3월 10일 외교부는 일본에 대해 각서를 통해 “모든 민국 4년 5월 25일 체결한 중일조약 및 환문은 이미 해결되었거나, 귀국정부가 모든 보류된 각 항목을 방기하거나 철회한다는 것 외에는, 반드시 전부 폐지해야 한다”고 성명을 발표했다. 그러나 일본정부는 이를 부인했다. 그리하여 일본은 만몽에서의 이익이 드디어 현안으로 떠오르게 되었고, 일본은 사실상 여순과 대련의 조차지, 남만, 안봉철도를 99년간 연기한다고 하여 일본의 臣民들은 남만동몽의 土地商租, 자유 왕래, 영업권 등을 향유하게 되었다. 전자에 대해서 중국은 어찌할 수가 없었다. 그러나 후자에 대해서 중국 조야는 극력으로 이를 저지하며 더욱 많은 현안을 만들어 충돌하게 됨으로써 9․18사변이 일어나는 데에 영향을 주게 되었다. 
 4. 1915년 ｢21조｣와 1905년 ｢일한조약｣의 비교 
 두 사안이 비슷한 점은 일본이 한국과 중국을 보호국으로 삼고자 무력으로써 위협 협박하여 체결하였다는 점이다. 다른 점은 일본의 무력 위협 협박 대상이 서명하는 대표(Coercion of a representative of a State)인지, 아니면 국가(Coercion of a Stare by the threat)라는데 있었다. 그 외 실무적인 면에서 한국은 저항할 힘이 없었으므로 조약을 받아들일 수 밖에 없었다. 중국은 시종 강력하게 주권을 손해받는 최대 조항인 제5조에 대대적으로 저항하여 일본으로 하여금 최후 통첩을 사용토록 압박했다. 조약을 체결한 후에 또한 각종 행정 법률 방식에 의해 이를 제재했다. 민간에서도 시종 조약을 부인하여 각종 방식을 통해 일본 제품에 대한 불매운동을 전개했다. 그리하여 일본으로 하여금 얻고자 한 조약의 권익을 순리적으로 향유할 수가 없게 하였다. 더불어서 중일간에 불협화음이 끊이지 않게 됨으로서 양국의 관계는 점점더 악화되어 갔고, 마침내 전쟁 수단을 통해 해결하지 않으면 안 되는 단계에까지 이르게 했던 것이다. 
 일본이 한국을 합병한 후에 중국인들의 마음은 더욱더 큰 심리적 충격을 받아야 했다. 1915년 중일 양국이 ｢21조｣를 교섭할 때, 중국의 민간인들 사이에서는 일본이 중국에 제시한 것이 ｢한일의정서｣의 내용과 같아서 장차 중국은 일한합병 전의 위치에 놓이게 될 것이라는 소문이 무성했다. 1914년 8월 21일 일본주화공사 日置益은 취임할 때, 오사카 『아사히신문』에 ｢한일의정서｣의 내용과 같은 요구를 실리며 중국에 이와 같은 것을 요구하며 교섭하기 시작했다고 했기 때문에, 중국측에서는 비상한 경계심이 일어나게 됐던 것이다. 중국 신문에서는 이러한 내용을 평론 등과 함께 게재했다. 즉 “일한의정서와 모든 것이 같다. 이는 죽는 한이 있더라도 두고 볼 수 없는 망국의 화이다”라며 이는 일본 신문에 보도된 내용인데, 이는 육군방면의 요구안과 아주 비슷하다고 했다. 일본 민간의 강경론자는 예를 들면 黑龍會의 內田良平은 小池 정무국장에 대해서 의견서를 제출했는데, 그 내용에 있는 ｢국방협정사안｣은 “중국을 일본의 속국으로 만들어야 한다”는 것이었다. 
 ｢21조｣ 내용 전체를 피력하자 중국은 거국적으로 진동하기 시작했다. 중국은 장차 조선의 전철을 밟게될 것이라고 생각하는 ｢망국의 설｣이 전국에 만연하게 되었다. 교섭하는 기간 동안 농상총장 周自齊가 日益置에 대해서 다음과 같이 말했다. “일본이 조선을 병탄한 것은 중국이 일본을 두려워하는 근본 원인이다. 3월 商界는 일본의 요구에 대해 전국에 뿌린 전단과 신문 잡지 등의 논설을 통해 조선의 비참한 상황을 서술하며 중국은 장차 제2의 조선이 될 것이라면서 인민들로 하여금 발분토록 촉구하였다. 그리고 일본이 요구조건은 매우 과장된 것이라며 거의가 다 망국을 요구하는 것이다”라고 했다. 『중국학생월간』(The Chinese Students Monthly) 3월호에 실린 문장을 통해 중국은 벨기에가 외적의 침입에 저항했던 사실을 반드시 배워야 한다고 했다. 5월 9일에는 북경총상회가 전국 각 성의 商會에 전보를 통해, 이번에 일본이 제출한 요구는 매우 답아들이기 어려운 것으로, 일본이 예전에 조선에 제시한 요구조건과 같다고 말했다. 조선은 이를 받아들인 후에 종적도 없이 일본에 의해 멸망헸다면서, 전국에 대해 “나라의 부끄러움을 잊지 말자”고 요구했다. 

 1919년 파리평화회의에 중국대표단은 4월 15일 ｢1915년 중일협정을 폐지해 달라는 說帖｣을 제출했다. 이 설첩은 광주정부대표가 제출했던 것으로서, 북경대표가 장차 산동문제와 민사협정을 나눠서 파리평화회의에 제출하는 것을 반대하자 광주에서 이 안을 빌미로 북경정부를 공격하는 것을 염려하였기 때문에 이 설첩은 상당히 피동적이었다. 이 ｢설첩｣은 陳友仁에 의해서 정해진 것으로서 중국대표단 고문인 George E. Morrison, John Macleavy Brown alc, George Padoux 등의 수정을 거쳤고, 더불어서 미국대표단의 협조를 얻었다. 
 1915년 ｢21조｣와 1905년의 ｢일한조약｣을 서로 비교할 때, 가장 근접하는 주요 요인에는 두 가지가 있다. 하나는 21조 제5호에서 일본인을 고문으로 초빙할 것에 대한 요구였다. 두번 째는 남만동몽의 商租權에 관한 문제로서 이는 일본국 신민들로 하여금 국민적 대우를 받게하고자 함이었다. 그러나 중국이 제5호에 대해 끝까지 저항하자 일찍이 일본은 최후 통첩을 제시할 때 이미 이를 방기하였다. 남만동몽상조권은 중국이 비록 압박을 당하는 가운데 조약이 체결되었지만, 그러나 시종 여러 행정법으로써 일본신민들의 권익을 저지했고, 관건적 요소의 하나는 오로지 만몽이 제2의 조선이 되는 것에 대한 걱정이었다. 이 때문에 1915년 21조와 1905년 일한조약의 관계는 실질상 그다지 크지가 않다. 그러나 중국인의 심리적인 작용상에서 양자는 밀접한 관계가 있다고 하겠다.  
 5. 중국 조야에서 ｢민사조약｣ 폐지를 요구한 법리 근거 
 중국 조야는 여러 차례에 걸쳐 ｢중일민사조약｣의 폐지를 주장했다. 그럴때 의거한 근거 이유는 당시 중국의 국제법 인식을 잘 보여주고 있다. 1919년 파리평화회의에 중국이 폐지해 줄 것을 요구한 이유로서 다음과 같은 다섯 가지가 있다. 즉 1921년 말 워싱턴회의가 열리기 전 날 朱經農은 연래 국민들이 ｢중일민사조약｣ 폐지를 제시한 이유를 다섯 가지로 나누었다. 워싱턴회의 중 중국대표는 중일협정을 폐지하는 이유로써 4가지를 제시했다. 1923년 1월 19일 참의원은 ｢민국 4년 중일 21조약 및 환문 결의 무효안｣을 통과시켰는데, 그 이유는 3가지였다. 3월 10일 북경정부 외교부는 ｢21조 불평등조약의 폐지를 위한 일본공사 芳澤謙吉에게 보낸 각서｣에서 4가지 이유를 제시했다. 1923년 초 여순과 대련 조차지는 원래 25년간이 조차기간인데 그 기한이 다 되었다며 국회에서는 ｢중일민사조약｣ 폐지를 결정했을 때, 周鯁生은 중국이 중일조약을 공격할 수 있는 효력이 여순과 대련을 되돌려 받는 법률적 근거가 너무 약하다고 생각했고, 또 정세 변화에 의거해야 한다는 원칙 하에서 중국은 단독적으로 조약을 해지할 수 있다는(Denunciation) 권리를 선포했다. 

  

 간단히 정리한다면, 1919-1923년 사이 중국 조야가 요구했던 ｢중일민사조약｣ 폐지 주장의 이유는 아래와 같다. 
 ① ｢중일조약｣은 일본이 무력으로 위협 협박(Under duress)을 하여 체결했다. 따라서 이는 국제법적으로 자유협의(Free of action)의 원칙을 위반한 것이다. 

 ② ｢중일조약｣을 체결한 비정상적인 상황은, 이 조약을 새로운 국면에서 체결케 하기 위해 창조한 것이라 할 수 있므로, 이는 선례가 없는 바를 인용한 것이다. 

 ③ ｢중일조약｣은 임시적 성격의 조약으로, 중국이 참전한 후에 정세가 변화되었으므로(Principle of Rebus Sic Stantibus), 재차 적용하기가 어렵다. 

 ④ ｢중일조약｣은 한족민의 권리 의무와이 관계이기에 공평성이 결여되어 있다. 

 ⑤ ｢중일조약｣는 국회의 동의를 거치지 않았다. 

 ⑥ 중국은 종래 승인하지 않은 ｢중일조약｣을 누차 국제회의 석상에서 폐지를 요구해 왔다. 
 ⑦ ｢중일조약｣은 중국과 다른 나라와 체결한 조약을 파괴했다. 

 ⑧ ｢중일조약｣ 은 파리평화회의의 유지를 위반했고, 전쟁을 방지한다는 평화원칙(Fourteen Points)에도 서로 위배한다. 

 ⑨ ｢중일조약｣은 워싱턴회의의 ｢9개국 조약｣에서 중국영토 주권의 완정을 존중한다는 원칙을 위반하는 것이며, 그 뜻과도 상호 위배된다. 
 ⑩ ｢중일조약｣은 ｢국제연맹의 약법｣을 위반하였다 

 ⑪ ｢중일조약｣은 이미 중일간의 오래된 역사적 오해와 충돌을 일으켜, 원동 평화의 장애가 되었다(Endangers the peace of the world). 

 6. ｢민사조약｣ 폐지와 중국 조약 수정운동의 발전 

 1915-1923년 중국은 여러 차례 ｢중일민사조약｣ 폐지를 위해 노력했다. 그러는 사이에 중국의 조약을 수정해야 한다는 관념은 장족인 발전을 했다. 나아가 북양정부시기의 ｢조약 수정운동｣과 밀접한 상관관계를 갖게 되었다. 그 원인은 북경정부 자신이 일관되게 외교적인 노력을 한 것 외에, 국제외교의 변화 및 민의 여론의 영향 등과도 밀접한 연관이 있다. 
 1915-1923년 사이에 중국 조야에서는 ｢21조｣의 속박을 해제시켜야 한다는 주장 하에 외교관념상에서 장족의 진보를 했고, 더불어서 국제적인 새로운 외교의 도움을 잘 이용하여 많은 조약의 논점과 방법을 제시하여 1920년대 중국의 조약 수정운동을 위한 견실한 기초를 마련하게 되었다. 중국의 거의 모든 소위 ｢불평등조약｣의 정의적 요소는 이 시기에 모두 발전되어 나타나게 된 것이다. 예를 들면, 무력 협박, 한쪽만의 이익을 주장, 정세의 변천, 조약 폐기시기의 도래, 중국 영토에 손해를 끼치는 주권의 완전한 정리, 국제 공리 정의 원칙에 대한 위반, 국제평화의 위기, 민의에 대한 위반 등등의 정의가 모두 이 시기에 나타나게 된 것이다.   
 7. 결론 

 ｢21조｣ 이 말은 중국근대사 중에서 일본제국주의가 중국을 침략했던 상징적인 말로서, 그 신화성은 일반적인 위치를 가지고 있고, 일찍이 사람들의 마음 속에 깊이 새겨져 있어 쉽게 움직여지지 않고 있다. ｢21조｣와 ｢중일민사조약｣은 서로 혼용되어 사용되고 있다. ｢민사조약｣의 내용도 변화하였다. 워싱턴회의 이후 중일간 논쟁의 초점은 일본신민들이 남만동몽에서 상조권을 갖는 문제였다. 중국은 ｢민사조약｣에 대해서 처음부터 저지하였는데, 이는 1905년의 ｢일한조약｣의 영향이 매우 깊었기 때문이었다. 그저 만주와 몽고가 일본의 식민지로 떨어질 것을 두려워 했던 것이다. 중국은 이에 ｢민사조약｣을 승인하지 않았다. 그리고 누차 국제회의상에서 폐지를 요구했다. 마침내 국회의 결의를 통해 외교부는 이에 대한 각서를 일본정부에 보냈다. 그러나 일본은 ｢민사조약｣이 유효하다는 주장을 견지했다. 중국 조야에서는 여러 방식을 동원하여 이를 저지하고자 했다. 그러자 일본은 중국이 일본의 합법적인 조약의 권익을 좌시하지 않을 것이라고 생각하게 되었다. 그 결과 9.18사변이 폭발하게 되었고, 일본은 그 조약의 권익을 자위하는 것이 정당하다고 생각하였고, 더불어 만주국을 건립하여 철저히 만몽문제를 해결하려는 뜻을 견지하였다. 그리하여 중일 양국은 평화적으로 해결할 수 없게 되자 마침내 중일전쟁에까지 이르게 됐던 것이다. 중일간의 ｢중일민사조약｣ 폐지에 대한 논쟁은 동아시아 국제관계사상에서 가장 중요한 문제로써, 중국외교의 변화에 따라, 그리고 국제외교의 변화에 따라, 또한 일본외교의 곤란한 상황에 따라 영향을 받았던 것이다. 

 중국외교의 변화에 대해 말하면, 원세개는 담판을 하는 가운데 항거하며 국권의 손실을 극력으로 감소시키고자 했다. 체결 이후 또한 각종의 법률적 수단을 통해 일본이 갖는 조약의 권익을 최대한 제한시켰다. 그 외교적 효력은 긍적적으로 평가되고 있다. 중국이 종전 후에 파리평화회의에 제출한 ｢중일협정을 폐지하기 위한 설첩｣에서 국제법의 법리와 민간에서의 배일활동을 통해 일본의 권익을 부정했다. 1923년 또한 조약 폐지 공세를 발동시켰다. 그리고는 정식으로 일본에 각서를 보내 조약 폐지를 요구했다.이 기간 동안 중국외교는 민의와 국제법의 각종 이유와 결합하여 ｢민사조약｣의 합법성과 유효성을 부인했고, 동북지방관도 백계의 지혜를 짜내 일본의 권익을 제한했다. 법리, 민의와 저지와의 결합은 1920년대 중국외교의 새로운 발전이라고 할 수 있다.  
 국제외교의 변화에 대해 말하면, 유럽전쟁 이후 전쟁에 의해 이루어진 협박, 비밀외교 등 강권적인 외교수단이 정당화 되어졌다. 파리평화회의, 워싱턴회의 후에는 공격 받을 준비가 이미 갖춰져 있었다. 그리고 외교의 공개, 公理的인 정의원칙, 감군과 비전, 민족자결 등 신외교 관념의 충격을 받고 있었다. 나아가 ｢국제연맹의 약조｣, ｢9개국 공약｣, ｢파리비전공약｣ 등의 체결은, 1915년 무력으로 중국을 협박하여 ｢21조｣를 받아들이게 한 일본으로 하여금, 그 당시에는 구외교 수단이 그다지 잘 못된 것이 아니라고 여기게 했지만, 몇년 후 여러 의문을 받게 되면서 점점 실추되게 되었다. 
  

 즉 국제법은 강박(ceordion)에 대한 견해가 유럽전쟁 이전에는 모든 조약체결 대표자 인신에 위협을 가하게 되면 체결된 조약이라도 무효였지만, 그러나 국가에 대해 강박을 가해 체결한 조약은 여전히 효력을 갖고 있었다. 유럽전쟁 이후 공리에 대한 정의는 여러 차례 고려되어져, ｢국제연맹맹약｣에서는 이미 폭력적인 위협을 부정하게 되었다. 1928년 ｢파리 非戰 공약｣에서는 침략전쟁은 非法的이라는 것을 더욱 명확히 정하였다. 이러한 신외교 조류는 중국에 대해 큰 도움이 되었다. 그러나 법리상에서는 이전의 것까지 소급적용하는 것이 불가능했다. 
 일본외교의 어려움에 대해서 말한다면, 일본은 일찍부터 만몽을 향해 발전해 가고자 했다. 그리하여 유럽전쟁이라는 천재일우의 시기를 이용하여 일거에 철저하게 만몽현안을 해결하고자 했다. 그리하여 중국을 협박하여 중일 ｢사민조약｣을 체결토록 했다. 그러나 중국조야에서는 이에 대해 저지하고, 파리평화회의와 워싱턴회의에서 ｢사민조약｣을 폐지해 줄 것을 요구했다. 일본은 국제적인 압력하에서 산동문제에 대해 양보해야 했지만, 만몽에서의 권익을 확보하고자 결심하였다. 그러나 중국이 ｢사민조약｣의 합법적인 유효를 부인하고, 동북의 지방관들이 백방으로 일본의 권익을 제안하자 더욱 많은 만몽에 관한 현안이 조성되었다. 
 일본은 비록 법리상에서 ｢민사조약｣의 효력을 견지하려 했으나 도덕적인 입장에서 이미 엄청나게 타격을 받고 있었다. 일본의 구식 제국주의는 미국의 윌슨주의, 소련이 레닌주의, 중국의 민족주의 등 세 방면에서 도전을 받아야 했다. 이에 대해 일본의 외교사학자인 기타오카(北岡伸一)는 “일본은 매우 어렵게 세계열강과 어깨를 나란히 할 수 있는 식민지국이 되려고 했을 때, 그들이 습득한 제국주의외교술은 오히려 아무런 작용도 할 수 없었다. 왜냐하면 일본의 주위를 포위한 국가에는 중국, 소련, 미국 등이 있었고, 이들은 각각 다른 논조로 반제국주의를 고창하고 있었기 때문이다”라고 했다. 

  

 ｢민사조약｣ 폐지와 1920년대 중국의 조약 수정운동의 발전은 밀접한 관계를 가지고 있다. ｢21조｣는 중국민족주의의 흥기를 자극했다. 유럽전쟁 후 세계에서는 민족주의와 윌슨주의의 결합, 법리관점과 민의의 결합, 조약수정의 요구 등 신외교가 일어났다. 그러나 공리, 정의 등의 원칙은 극히 한계를 가지고 있었다. 비록 일본이 부분적인 권익을 방기토록 압박은 가할 수 있었지만, 일본이 견지했던 조약의 신성한 합법성과 만몽조약에서 권익을 확보하고자 했던 결심에 강력하게 도전할 수는 없었다. 1923년 이후 중국의 외교는 소련 레닌이즘의 영향을 받지 않을 수 없어서 혁명외교라는 이름으로, 중국 자신만의 소위 불평등조약 폐지를 주장하여 일본에 대해 새로운 강렬한 충격을 더욱 생성해 냈던 것이다. 

                    <要 約 文> 
          Abrogation of Twenty-one Demands 

and Treaty Revision Movement in 1920s’ China 

         中日民四條約 中國側의 
     法理論點과 條約 修正運動의 發展
          

                                            唐啓華(Chi-hua Tang) 
1. はじめに 

 今まで、中國外交に關する論文は、基本上民族國家のためか、そうではなければ 特定政黨の役割のための國族史的一環として國民愛國主義を起す作用をするような外交史硏究は、いつも政治宣傳のための附隨的な側面として見られて來た。 1915年の中日兩國間の21カ條の交涉が今まで、もう90年が過ぎているが、中國近現代史及び外交史の中で一貫的に政治的で解釋してきたから、長期的に政治神話を造成して來た。 

 本文ではまずその間に訛傳されて來た事實とは異って累積されて來た｢21カ條の名稱｣、｢21カ條の內容と包含されている意味｣等を整理しようとし、その後、初步的ではあるが國際的な法理に對して討論しようとする。たとえば、 ｢21カ條｣と1905年の｢日韓條約｣、或は中國が廢止を主張した｢21カ條の國際法的な論點｣及び1920年代中國の｢條約修正運動｣との聯關性等がそれである。 

2. いわゆる｢21カ條｣という名稱問題 

 中國で21カ條は早くから反帝廢約運動を宣傳する中心的な事件として思れて來た。一般人は常に日本が提示した｢21カ條要求｣を交涉した後に締結した｢中日民四條約｣を混用して常に｢21カ條｣, 卽ち、條約という名稱を使用して來た。｢21カ條｣は1915年1月18日日本駐中公使が中國政府に提示した日本側の要求をいう。中日兩側はこれを基礎にして2月2日から激烈に辯論をした。これに日本は中國の意見を參酌し、多い讓步をしながら5月7日中國に對して最後の通牒を送り、9日中國は壓迫を受けている情勢の下で、最後の通牒を受け取った。以後、雙方は25日北京で｢山東省に關する 條約｣、｢南滿洲及び東部內蒙古に關する條約｣等、二つの條約及び13件を渡たした。 

 當時、北京政府外交部はこの二つの條約及び13個項目に對して正式名稱として｢1915年5月25日中日兩國政府が定めた條約及び換文｣と呼んだ。これを簡稱して｢1915年の中日協定｣、或いは、｢1915年の中日條約及び換文｣といった。日本ではこれを｢大正4年の日中條約及び換文｣、或いは學者に從って｢中日北京條約｣、或いは、｢中日民四條約｣といった。これを嚴格に學術用語で規定すれば、｢中日民四條約及び換文｣、または｢1915年の中日條約及び換文｣といえ、或いは、これを簡稱して｢1915年の中日協定｣、｢中日民四條約｣、｢中日北京條約｣等の名稱として使うことができる。 

  

 しかし、長い間、中國では持續的に｢21カ條｣の要求に對して｢中日民四條約｣と區分しないまま混用して使ってきた。卽ち、日本が中國に對する亡國の要求を提示したという意味が隱れており、ともに最後の通牒という方式で中國が受けいれるように壓迫し、さらに袁世凱が皇帝で卽位するため、この賣國的な條約を署名したので、｢21カ條の要求｣と｢中日民四條約｣はおなじの意味であると認識されている。1919年5․4運動の時、｢21カ條の條約を取り消そう｣という標語があった以來、｢21カ條條約の取り消し｣、｢21カ條の廢止｣等の口號が續く宣傳されたから、反帝廢約運動の重要な目標になった。 

 3. ｢中日民四條約｣の內容 

 中國の側では｢21カ條｣に對して、｢中日民四條約｣と大きく區分されていない。そして、｢中日民四條約｣という單語の意味は數次に渡って變った。｢中日民四條約｣は1915年5月25日締結する時、二つの條約及び13個の項目を換文するという內容が包含されている。卽ち、｢山東省に關する條約｣及び附屬的な2件の換文(｢山東事項に關する 換文｣、｢山東開港に關する換文｣)である。｢南滿洲及び東部內蒙古に關する條約｣及び附屬文件8件の換文(｢旅順、大連、南滿安奉の期限に關する換文｣、｢東部內蒙古 開港事項に關する換文｣、｢南滿洲鑛山の開墾事項に關する換文｣、｢南滿洲、東部內蒙古鐵路課稅事項に關する換文｣、｢南滿洲顧問招聘事項に關する換文｣、｢南滿洲商租解釋に關する換文｣、｢南滿洲、東部內蒙古を連繫して警察法令に依って課稅することに關する換文｣、｢南滿洲、東部內蒙古條約第2で第5條項まで延期を實行することに關する換文｣)等である。その外に｢漢冶萍事項に關する換文｣、｢福建事項に關する換文｣、｢膠州とマカオ交換に關する換文｣等の3件である。 

 1922年2月ワシントン會議の中で、中日兩國は｢山東懸案解決條約｣を締結した。ゆえに｢山東省に關する條約｣及び｢膠州とマカオを交換することに關する換文｣等は新たな條約で代替するようになった。その外に、日本代表であった幣原が聲明を發表し、｢南滿洲、東部內蒙古鐵路課稅事項に關する換文｣、｢南滿洲顧問招聘事項に關する換文｣及び｢21カ條｣第5號｢日後協商｣の權利等を抛棄した。しかし、南滿東蒙問題に對して日本は利益を求める關鍵的な問題として見て、條約の有效性を堅持した。ともに全力を出してこれを防止するため、會議でこの主張を提示した。 これについて米國も反對を示めず、討議를を延期するという方法を取り、ワシントン會議ではこれに關する討論を完全におさめるのができなかった。しかし中國はこれを承認するのを同意しなかったので、顧維鈞は｢中國代表團は將來適當な時期を合う時まで、この問題を保留させろう。また、1915年條約と換文に對しては、まだ日本政府が明確に抛棄するのを示さなかったので、解決できる權利を搜している｣といった。 

 そのため、1922年以後にはいわゆる｢21カ條｣に對する問題として、主に｢南滿洲と東部內蒙古の條約｣及びその附屬換文に對して指摘することになった。しかし、中國は承認するのを望まなかったので、國會は1923年その殘りの各條項を廢止するように決意した。3月10日外交部は日本に對して、覺書を通じて“民國4年5月25日締結した中日條約及び換文はもう解決しており、貴國政府が保留されている各項目を放棄したり、撤回するということ外には必ず全部廢止すべきである”という聲明を發表した。しかし、日本政府はこれを否認した。そして日本は滿蒙での利益を懸案として處理すべきの問題として決め、日本は事實上旅順と大連の租借地、南滿、安奉鐵道の權利を99年間保有するように延期すると發表し、日本臣民は南滿東蒙の土地商租、自由往來、營業權等を享有するようになった。前者に對して中國はなんでも對應するのができなかったが、後者に對して中國朝野は極力にこれを沮止し、もっとも多い懸案を作り、衝突するようになり、9․18事變が起るのに影響を与えた。 

 4. 1915年｢21カ條｣と1905年｢日韓條約｣の比較 
 二の事案が似っている点は日本が韓國と中國を保護國化しようとする意圖下で、武力で脅迫しながら締結したという点である。異った点は日本が武力で脅迫しながら署名させた相手が代表(Coercion of a representative of a State)であるか、 どうか、そうではなければ、國家(Coercion of a Stare by the threat)であったかというところにあった。その外、實務的な面で、韓國は抵抗する力がなかったので、條約を受て入れることしかできなかったが、中國は始終强力に主權が侵害される最大條項であった第5條に大々的に抵抗し、日本が最後通牒という方法を使うように壓迫した。條約を締結した後にも各種行政と法律を利用する方式によってこれを制裁した。民間でも始終條約を否認しながら、各種方式を通じて日本製品に對する不買運動を展開した。そして日本が得ろうとした條約の權益を順理的に享有することができないようにした。これによって中日の間に不協和音が續くおきたので、兩國の關係がだん々惡化させていった。その結果戰爭という手段を通じて解決しなければならない段階まで至ったのである。 
 日本が韓國を合倂した後に、中國人の心はもっと大きな心理的衝擊を受け取った。1915年中日兩國の｢21カ條｣を交涉する時、中國の民間人の間では、日本が中國に提示したのが｢韓日議定書｣の內容とおなじであるから、將來中國は日韓合倂の前の位置におかれるといううわさが盛り上げていた。1914年8月21日日本駐華公使日置は 就任する時、大阪の󰡔朝日新聞󰡕に｢韓日議定書｣の內容と同じな要求を載せながら中國がこのようなことを要求し、交涉始じめたと寫いたので、中國側では警戒心が起ったのであった。中國の新聞では、かかる內容を評論等と共に揭載した。卽ち、“日韓議定書とはすべてが同一である。これは見通すのができない亡國の禍である”と寫いた。これは日本の新聞に報道された內容であるが、陸軍方面の要求案と非常に似っているといった。日本民間の强硬論者らは、例えば、黑龍會の內田良平は小池政務局長に對して意見書を提出したが、その｢國防協定事案｣は“中國を日本の屬國と作るべきである”という內容であった。 
 ｢21カ條｣の內容全體を披瀝すると、中國は擧國的に振動する始めた。中國も將來には朝鮮の前轍を踏まるべきであると考える｢亡國の說｣が全國に蔓延になった。交涉する期間の間に農商總長周自齊が日益に對してつぎのようにいった。“日本が朝鮮を倂呑したのは中國が日本を恐れる根本原因である。3月商界は日本の要求に對して全國にくばった傳單と新聞雜誌等の論說を通じて、朝鮮の悲慘な狀況を敍述し、中國は將來第2の朝鮮になるべきであるといいながら、人民が發奮すべきであると促求した。そして日本の要求條件は亡國を要求することである”といった。󰡔中國學生月刊󰡕(The Chinese Students Monthly) 3月號に載られた文章を通じて中國はビリスが外敵の侵入に抵抗した事實を必らず習うべきであるといった。 5月9日には北京總商會が全國各省の商會に電報を通じて、こんど日本が提出した要求は非常に受け入れるのが難しいことで、日本が以前に朝鮮に提示した要求條件と同一であるといった。朝鮮はこれを受け取った後、消えてしまったといった。 

 1919年のパリ平和會議に中國代表團は4月15日｢1915年の中日協定を廢止してもらうという說帖｣を提出した。この說帖は廣州政府代表が提出したものであった。これは北京代表が將來山東問題と民四協定を分けてパリ平和會議に提出することに反對すれば、廣州ではこの案を口實に北京政府を攻擊する可能性があるというのを心配したので、この說帖は相當に被動的であった。この｢說帖｣は陳友仁によって決められたもので、中國代表團の顧問であるGeorge E. Morrison, John Macleavy Brown alc, George Padoux等の修正をへて、米國代表團の協助を受け取った。 
 1915年の｢21カ條｣と1905年の｢日韓條約｣をたがいに比較するとき、一番近接する主要な要因には二つがある。一つは、21カ條の第5號である。すなわち、日本人を顧問として招聘することに對する要求であった。二つは、南滿東蒙の商租權に關する問題で、これは日本國臣民が國民的待遇を受け取ろうとしたことであった。しかし、中國が第5號に對して最後まで抵抗したので、日本は最後通牒を提示するときこれを放棄した。南滿東蒙商租權は中國が壓迫をうけとるるなかで締結された條約であるが、しかし始終それぞれの行政法で日本臣民の權益を沮止した。その關鍵的な要素は滿蒙が第2の朝鮮になることが心配になったからである。これから1915年の21カ條と1905年の日韓條約の關係は實質上そんなに大きいではない。しかし中國人の心理的な作用上で兩者は密接な關係があったといえる。 
 5. 中國朝野で｢民四條約｣の廢止を要求した法理根據 
 中國朝野は屢次に渡って、｢中日民四條約｣の廢止を主張した。その時、依據した根據をみれば、當時中國の國際法認識が如何であったかがよく見られる。1919年パリ平和會議に中國が廢止を要求した背景には、つぎのような五つのことがあった。卽ち、1921年末ワシントン會議が開催する前日、朱經農は年來國民が｢中日民四條約｣の廢止を提示した理由を五つに分けていた。ワシントン會議の中で、中國代表は中日協定を廢止する理由として4つのことを提示した。1923年1月19日參議院は｢民國4年中日21條約及び換文決意無效案｣を通過させたが、その理由は3つであった。3月10日北京政府外交部は｢21カ條の不平等條約の廢止のための日本公使芳澤謙吉に送った覺書｣で、4つの理由を提示した。1923年初、旅順と大連の租借地は元來25年間の租借期間であったが、その期限がもうちかついたので國會では｢中日民四條約｣の廢止を決定した時、周鯁生は中國が中日條約を攻擊する方法としては、旅順と大連をとりことすのができる法律的根據が弱いと考え、政勢の變化に依據すべきであるとおもった。かかる考え方に基いて、中國は單獨的に條約を解止できる(Denunciation)權利があると宣布した。 

  

 簡單に整理すれば、1919-1923年の間に、中國朝野が要求した｢中日民四條約｣の廢止の主張の理由はつぎのようであった。 
 ① ｢中日條約｣は日本が武力で威脅脅迫(Under duress)して締結した。故にこれは國際法的に自由協議(Free of action)の原則を違反したのである。 

 ② 非正常的な狀況下で｢中日條約｣が締結された、この條約を新たな局面で締結させるため、創造したことであるといえるので、 これは先例のないことを引用したことである。 

 ③ ｢中日條約｣は臨時的性格の條約で、中國が參戰した後に政勢が變化したので、(Principle of Rebus Sic Stantibus), 再たび適用するのが難しい。 

 ④ ｢中日條約｣は漢族民の權利義務との關係であるから公平性が缺如されている。 

 ⑤ ｢中日條約｣は國會の同意を經過していなかった。 

 ⑥ 中國は從來承認していなかった｢中日條約｣を屢次國際會議の席上で廢止を要求して來た。 
 ⑦ ｢中日條約｣は中國と別の國家と締結した條約を破壞した。 

 ⑧ ｢中日條約｣はパリ平和會議の維持を違反し、戰爭を防止するという平和原則(Fourteen Points)にも違背する。 

 ⑨ ｢中日條約｣はワシントン會議の｢9個國條約｣で中國領土主權の完整を尊重するという原則を違反することであり、その意味とも相互違背する。. 
 ⑩ ｢中日條約｣は｢國際聯盟の約法｣を違反した。 
 ⑪ ｢中日條約｣はもう中日間の長い歷史的誤解と衝突を起し、 遠東平和の障碍になった。(Endangers the peace of the world). 

 6. ｢民四條約｣の廢止と中國條約修正運動の發展 

 1915-1923年中國は數次｢中日民四條約｣の廢止のために努力した。そのような間に中國の條約を修正すべきであるという觀念は長足の發展をした。さらに北洋政府時期の｢條約修正運動｣と密接な相關關係を持つことになった。その原因は北京政府自身が一貫に外交的な努力をしたことの外に、國際外交の變化及び民意輿論の影響等とも密接な聯關があった。 
 1915-1923年の間に、中國朝野では｢21カ條｣の束縛を解除すべきであるという主張下で、外交觀念上で長足の進步をし、ともに國際的な新たな外交の協助をよく利用して多い條約の論點と方法を提示して1920年代中國の條約修正運動のための堅實な基礎をつくった。中國のすべての｢不平等條約｣の正義的要素は、この時期にすべて發展され現れることになった。 例えば、武力による脅迫、一方的な利益の主張、政勢の變遷、條約廢棄時期の到來、中國領土に損害を及ぼす主權の完全な整理、國際公理正義原則に對する違反、國際平和の危機、民意に對する違反等の正義がすべてこの時期に現れることになった。 
 7. 結論 

 ｢21カ條｣ということばは、中國近代史の中で日本帝國主義が中國を侵略した象徵的なことばで、その神話性は一般的な位置を持っており、早く人間のこころの中に深く刻んでいたので、容易に動かられないままである。｢21カ條｣と｢中日民四條約｣は互いに混用され使用されている。｢民四條約｣の內容も變化した。ワシントン會議以後、中日間の論爭の焦點は日本臣民が南滿東蒙で商租權を持つ問題であった。中國は｢民四條約｣に對して、はじめから沮止したが、これは1905年の｢日韓條約｣の影響が非常に深かったからであった。ただ、滿洲と蒙古が日本の植民地に轉落されるのを恐れたのであった。中國はその理由で｢民四條約｣を承認しなかった。そして、屢次の國際會議上で廢止を要求した。結局國會の決意を通じて外交部はこれに對する覺書を日本政府に送った。しかし、日本は｢民四條約｣が有效するという主張を堅持した。中國朝野ではいろんな方式を動員してこれを沮止しようとした。そうすると日本は中國が日本の合法的な條約の權益を坐視しないと考えることになった。その結果、9.18事變が爆發するようになった。日本はその條約の權益を自衛するのが正當であると考え、共に滿洲國を建立して徹底に滿蒙問題を解決しようという意志を堅持した。そのため、中日兩國は平和的に解決するのができなかったので、結局中日戰爭にまで至るようになったのである。中日の間の｢中日民四條約｣の廢止に對する論爭は、東アジアの國際關係史上で、一番重要な問題として中國外交の變化に從って、そして國際外交の變化に從って、また日本外交の困難な狀況に從って影響を受け取ったのである。 

 中國外交の變化に對していえば、袁世凱は談判をするなかで抗拒しながら國權の損失を極力で減少させろうとした。締結以後もまた各種の法律的手段を通じて日本が 持っている條約の權益を最大に制限させた。その外交的效力は肯定的であったと評價されている。中國が終戰の後に、パリ平和會議に提出した｢中日協定を廢止するための說帖｣で、國際法の法理と民間での排日活動を通じて日本の權益を否定した。1923年もまた條約の廢止の攻勢を發動させた。その後、正式に日本に覺書を送り、條約の廢止を要求した。この期間のあいたの中國外交は、民意と國際法の各種の理由と結合して、｢民四條約｣の合法性と有效性を否認し、東北地方官も百計の智慧で日本の權益を制限させた。法理、民意と沮止との結合は、1920年代中國外交の新たな發展であったといえる。 

 國際外交の變化に對していえば、歐洲戰爭以後の戰爭によって行った脅迫、秘密外交等の强勸的な外交手段が正當化された。パリ平和會議、ワシントン會議の後には、攻擊を受け取る準備がもう完成されていた。そして、外交の公開、公理的な正義原則、減軍と非戰、民族自決等の新外交の觀念の衝擊を受け取っていた。さらに｢國際聯盟の約條｣、｢9個國公約｣、｢パリ非戰公約｣等の締結は、1915年武力で中國を脅迫しながら｢21カ條｣を受け入れるように强要した日本に、その當時には旧外交の手段がそんなにまちがったのではないと見られたが、なん年後には、いろんな疑問を受け取りながら徐々に失墜されていった。 
  

 卽ち、國際法は强迫(ceordion)に對する見解が歐洲戰爭の以前には、すべての條約締結の代表者の人身に威脅を加えば、締結された條約であっても無效であったが、 國家に對して强迫を加えて締結した條約は依然にその效力を持っていた。歐洲戰爭 以後の公理に對する正義は何回も考慮され、｢國際聯盟盟約｣ではもう暴力的な威脅を否定するようになった。1928年｢パリ非戰公約｣では侵略戰爭は非法的であるのがもっとも明確に規定された。かかる新外交の潮流は中國に對して、大きな協助になった。しかし、法理上では以前のことまで遡及適用するのが不可能であった。 
 日本外交の困難さに對していえば、日本は早くから滿蒙の向いて發展していこうとした。そのため、歐洲戰爭という千載一遇の時期を利用し、一擧に徹底に滿蒙懸案を解決しようとした。そして中國を脅迫し、中日｢民四條約｣を締結するようにした。しかし、中國朝野ではこれに對して沮止し、パリ平和會議とワシントン會議で｢民四條約｣を廢止してもらうように要求した。日本は國際的な壓力の下で、山東問題に對して讓步すべきであったが、滿蒙での權益を確保しようと決心した。しかし、中國が｢民四條約｣の合法的な有效を否認し、東北の地方官が百方で日本の權益を提案するともっと多い滿蒙に關する懸案が造成するようになったのである。 
 日本は法理上で｢民四條約｣の效力を堅持しようとしたが、道德的な立場でもう深刻な打擊を受け取っていた。日本の舊式帝國主義は米國のワィルソン主義、蘇聯のレニン主義、中國の民族主義等の三つの方面から挑戰を受け取るべきであった。これに對して日本の外交史學者であった北岡伸一は、“日本は非常に難しく世界列强と比肩することができる植民地國になろうと時、かれらが習得した帝國主義の外交術はむしろどのような作用もするのかできなかった。なぜなら、日本の周圍を包圍した 國家には中國、蘇聯、米國等があり、かれらはそれぞれ異った論調で反帝國主義を 高唱していたからであった”といった。 

  

 ｢民四條約｣の廢止と1920年代中國の條約修正運動の發展は密接な關係を持っていた。｢21カ條｣は中國民族主義の興起を刺戟した。歐洲戰爭の後、世界では民族主義とウィルソン主義との結合、法理觀點と民意の結合、條約修正の要求等の新外交が行なった。しかし、公理、正義等の原則は極に限界を持っていた。日本が部分的な權益を放棄するように壓迫は加ったが、日本が堅持した條約の神聖な合法性と滿蒙條約での權益を確保しようとした決心に强力に挑戰することはできなかった。1923年 以後、中國の外交は蘇聯のレニンイズムの影響を受けるべきであったから革命外交という名前で、中國自身だけのいわゆる不平等條約の廢止を主張し、日本に對して 新たな强烈の衝擊をもっと生成するようにしたのである。 

國內法與國際法之爭議 ── 二十一條要求的效力探討

Conflict between International Law and Domestic Law – China’s Endeavour to Abolish the Twenty-one Demands, 1915~1923
吳翎君(Wu Lin-chun, 台灣．花蓮教育大學)(
   過去討論1915年中日二十一條交涉的相關研究相當豐碩。大抵集中於以下幾個面向：(一)袁世凱與中日二十一條的外交交涉。早期台海兩岸的觀點 多傾向袁世凱為遂求帝制運動成功而向日本妥協。新近的中英文著作均對袁世凱在二十一條交涉中的外交手段有較肯定的評價。
(二)從巴黎和會到華盛頓會議中有關廢除二十一條交涉、山東問題及中國民族主義運動之相關議題
。(三)圍繞日本大陸政策之形成，以及戰後巴黎和會和華盛頓體系的形成。
在有關二十一條的豐富論著中，從法理層面來討論此一條約的論著，無疑是較欠缺的。本文希望將討論焦點放置於法理層面，分析中國方面如何看待中日二十一條的效力──共和憲法中對條約權的規範、條約的生效和廢除的程序問題，以及當時對國際法的理解。

1915年5月25日，二十一條要求簽訂後，中國政府與民間始終主張廢除。1919年巴黎和會中首度通過國際會議要求廢除，所持理由係日本以最後通牒形式威迫訂約，且向列強控訴日本侵佔中國土地，壟斷中國經濟。1921年11月華盛頓會議召開，1915年中日條約及換文的提案（Sino-Japanese Treaties and Notes of May 25, 1915）在會議中最初被列為次要提案，且日本代表表示此係中日兩國事，反對在大會中討論。1922年2月大會閉幕前不久，廿一條要求的提案始得於太平洋及遠東問題委員上正式討論。日本強調1915年條約及換文在國際法上的效力，堅決反對廢止。最後各國決議保留中國日後解決此案的權利，並列入大會正式記錄。

中國輿論對於華盛頓會議中的二十一條交涉結果大感失望。1922年10月，北京國會乃提出「條約無效說」的程序問題，並發動議員聯署簽名，要求廢除二十一條。其與之前的二十一條交涉最大不同，在於過去要求廢約多以「強迫訂約」與國際法相斥為訴求。華會之後的討論，雖仍沿續「強迫訂約」的訴求，但更引發出國內法以及國際法認知的討論。即使在在倒閣、擁閣的不安政局中，國會議員、外交部之間對於中日二十一條如何廢除，以及條約無效的程序問題頗多討論。此外，北洋政府的外籍顧問團如寶道(Georges Padoux，1867-?)等人則從國際法上提出迴異於國會議員的「條約無效論」主張，供北京政府參考。此一有關中日二十一條在法理上的見解互異，過去並未受到關注。

因此，本文擬從以下面向討論二十一條交涉過程中，中國訴諸法理的緣由、立場、過程及其適切性：一、民初約法中條約權和國際法中的廢約權，亦即共和憲法中對於條約簽訂的權限、拘束力和效力，以及中國從國際法認知中對於廢除不平等條約的討論。二、國內法：條約無效論的國會程序問題。三、北洋政府顧問團的觀點。藉此釐清過去中國長期持論中日二十一條無效說，在當時國際法與國內法的法理層面究竟有何效力、爭議及其歷史意義。本文討論下限止於1920年代，主要因1920年代末期以後如何廢除二十一條的討論已被更大的議題所覆蓋，亦即如何廢除中國所有的不平等條約才是關注的焦點。

一、民初約法中的條約權和國際法中的廢約權

1912年1月初修訂的《中華民國臨時政府組織大綱》，規定「臨時大總統得參議院之同意，有宣戰、媾和、締結條約之權。
1912年3月修定的《中華民國臨時約法》，進一步規定「臨時大總統經參議院之同意，得宣戰、媾和及締結條約之權」，宣告外交最高權力雖由臨時大總統行使，但仍須受參議院監督。至於外交權力的界定，據《中華民國臨時約法》規定：臨時大總統代表全國，接受外國之大使、公使；臨時大總統對於參議院議決事件如否認時，得於咨送後十日內聲明理由，咨院覆議，但參議院於覆議事件如有到會參議員三分之二以上仍執前議時，臨時大統應遵照執行。國務總理及各部總長均稱為國務員。國務員輔佐臨時大總統負其責任。國務員於臨時大總統提出法律案，公布法律及發佈命令時須副署之。
上述這些規定大抵規範了臨時大總統、參議院以及國務院在外交問題上的權力分配、條約模式的形成，建構了民國肇始的外交權力分權制衡的框架。

1913年10月，袁世凱於就任臨時大總統之後，先是解散國會，接著成立約法會議，修改《中華民國臨時約法》。次年5月初，袁世凱頒佈《中華民國約法》。袁氏約法與臨時約法最大的不同在於大總統的權力不但在內政方面大大擴充，且在外交權力也高度集中。其中與大總統之外交權限及條約簽訂相關者，對照如下表：

	中華民國臨時約法，1912年3月
	中華民國約法，1914年5月

	第三十四條 臨時大總統任免文武職員，但任命國務員及外交大使公使須得參議院之同意
	第二十一條    大總統制定官制官規。                          大總統任免文武職官。

	第三十五條 臨時大總統經參議院之同意，得宣戰媾和及締結條約。


	第二十二條   大總統宣告開戰媾和
第二十五條    大總統締結條約但變更領土或增加人民負擔之條款須經立法院之同意

	第三十七條 臨時大總統代表全國接受外國之大使、公使
	第二十四條 大總統接受外國大使公使




新舊約法在外交權限最大的不同是立法院的監督範圍大大縮小，袁世凱約法中有關締結條約中的總統權限變大，且在解釋上有很大的空間：「大總統締結條約但變更領土或增加人民負擔之條款須經立法院之同意」。然而，這樣的一個立法院機構在當時並未建立起來。1914年1月，由於袁世凱對國民黨把持國會有所忌憚，且對政黨政治不具信心，最後下令解散國會。
此亦是1922年國會恢復後，欲提案聲明廢止中日二十一條，即被質疑1915年交涉之際並未有一立法機構之事實，如今欲補行此一聲明程序，法律程序上並不完備(下詳)。再者，根據1914年5月公布的《參政院組織法》「關於締結條約事件」之規定，「大總統得咨詢參政院」，「參政院得建議於大總統」，
因此，國會對總統的制衡關係也被削弱了。

　　民國肇建之初，共和憲法之制定，原本即是件困難的工程，軍事外交兩項因牽涉大總統與國會之權限，尤為困難之最。袁世凱的日籍顧問有賀長雄(Nagao Ariga, 1860-1921)
，於1913年6月著〈共和憲法上之條約權〉，亦認為大總統的軍事外交職權必須有所限制；如無限制，則可能造成專制政府之流弊。他提到：「立憲諸國中，批准一切條約無須國會承認者，只有日本、英吉利及俄羅斯而已。其他各君主國君主及共和國大總統，於一切正式條約，或關於特種事項之正式條約，批准之前，均有須經國會承認之義務，而此承認，則必須在簽押之後批准之前要求之。蓋在未簽押，則條約並未確定，而既經批准又絕無從取消也」。

    有賀認為，臨時約法和國民黨憲法芻議中有關外交及條約項目，「均皆一語不及外交之事」，有很大的瑕疵。例如：臨時約法僅有第35條「臨時大總統經參議院之同意得宣戰媾和及締結條約。再如，國民黨憲法芻議第69條「大總統經國會之同意，得宣戰、媾和及締結條約，但遇敵人侵犯領土時得先行宣戰，再要求國會追認」等語。他認為「凡外交之事，以談判為本，而以條約為末。而外交之終局，雖有時歸於戰爭，而未必盡然。故只言有宣戰之權，而未言及有外交之權，則意有未盡也。要之軍事與外交兩項，非依據法律而行之行政事務，故將其全權歸於大總統，實為共和憲法重大之要點。」因此，有賀建議民國之憲法宜設以下之規定：
一、大總統擔任民國外交。 

二、決定外交政策，既屬大總統職權之，則授外交文書，及締結略式條約，同屬其職權中之一作，而無須國會之承認明矣。

三、如關於正式條約只可訂立下之明文：

凡條約關乎立法範圍之事件者，須經國會之同意始生效。
有賀最後建議：民國憲法條文須當如下：「大總統擔任民國外交。凡條約關於乎立法範圍之事件者，須經國會之同意始生效力」。
主張總統在條約權上的權限如為略式條約
不必經國會同意，如關乎立法範圍才須經國會同意，方才生效，總統的外交權限無疑被放大。而從1914年5月，袁世凱頒布的《中華民國約法》對於條約權的內容，雖然在文字上有所不同，但在精神上是採用了有賀對於大總統權限的意見。

    有賀於1912年袁世凱聘其為法律顧問，二十一條交涉時袁世凱遣請其歸國向日本元老派溝通，要求降低此約對中國的傷害。有賀在寫就〈共和憲法上之條約權〉一文時，尚未有二十一條及袁世凱帝制之佈置；該文除反映有賀個人對大總統與國會在共和憲法上的條約權權限，亦反映袁世凱政府私人顧問團的共同見解。

    民國初年，中國對於國際法的了解仍不成熟，對於國際法知識的獲得不是通過直接翻譯法學原作，而是主要通過譯自日文國際法的翻譯材料。例如：陳時夏翻譯中村進午的《平時國際公法》。共和法政學會編輯部翻譯的日本普文學會編纂的《國際公法、國際私法問題義解》，遠滕原六著，沈豫譯的《國際法要》。
李大釗、張潤之於1915年翻譯的《中國國際法論》（或譯「中華國際法論」）亦是譯自日籍學者今井喜幸的原著。

如以巴黎和會和華盛頓會議為分界點，可明顯看出1920年代以後，由於中國民族主義的高張，廢除不平等條約的呼聲響徹雲霄，在此一情勢之下，對於國際法的論述才由透過轉手翻譯，大量轉為直接翻譯，甚或激發學者對國際法的強烈興趣，而於報刊為文或自行著述有關不平等條約及國際法的相關論文。
巴黎和會和華盛頓會議召開之際，在一片國民外交聲中，要求廢除不平等條約及二十一條的討論中，大抵情緒飽滿，強調「強迫訂立」的過程與國際法精神不符。1922年以後國會提出簽訂條約的憲法程序時，才較多引用國際法與國內法中關於條約簽訂的有效討論。此後一直到1930年代中國對於國際法的引介和認識才逐步深化。

1925年金保康《解決不平等條約的步驟》將不平等條約劃分成三種：不需要同意即可自動廢除的條約、需要雙方協議廢除的條約、單方面可以廢除的條約。
1926年張廷灝《不平等條約的研究》則是考察了帝國主義論和殖民主義論，將國際公法解釋為帝國主義保護其非法利益，以強凌弱的手段。強調過去對外條約皆出於非自願、且非雙方同意，因此在「情形變更、條約不適用」原則下可要求廢約。
1928年，張廷灝彙整馬寅初、周鯁生等學者的專文，編輯成《不平等條約討論集》，要求國民政府成立後首要工作即向全世界宣佈廢除中外間的不平等條約。

1929年邱祖銘《中外訂約失權論》，則指「袁世凱將稱帝，日人提出二十一條，併南京、天津、辛丑約而成四約，四約不改，國無幸存」，
暗指二十一條和袁世凱稱帝的關聯，但他不強調二十一條係被威迫簽約，而從主權平等的觀點考察條約在國際法中的效力，條約非「神聖不可侵犯」，時異勢遷後可以修改。他說：
日本代表討論二十一條問題時云，本會屢次承認由中國自主締約許讓之權利，不能視為違犯中國之主權與獨立，此種曲解，其流弊不堪設想。蓋締約期共守立國，首崇信此固人所共喻。然時異勢遷，條約當然可以修改或廢棄此rubus sic stantibus條款，亦為法家所公認。苟曲解條約為神聖不可侵犯，則為害無窮……。

比起民國初年以轉譯的日文國際法教材為主，1920年代末期到30年代初期中文國際法學的引介有不少進步成果，而其主要關懷不僅在於二十一條，而是全面廢除不平等條約加諸於中國的桎梏。其中周鯁生的《國際法大綱》和周緯《新國際法》最為人所知。
周鯁生的《國際法大綱》第8章專論條約，論析條約之概念、條約之形式、條約成立之要件、條約之批准、條約之解釋、條約之終止。
本書舉證各國的條約案例，但未引用中國的任何一件條約案例討論，殊為可惜。有關於條約的終止，該書提到兩種方式：一、結束（expiration）：有一定的期限、有解除的條件、條約規定的行為已經完結。二、解除(dissolution)：相互的同意、一方拋棄權利、執行不可能、不法的目的、戰爭、單方宣告解約(denunciation)。
此外，奧本海(Lassa F. Oppenheim)巨著《國際法之將來》也於1928年由陳宗熙翻譯出版。
 

自日本提出二十一條以後到1920年代，正是中國開始對國際法中的條約權有較完整的介紹，其中雖帶有民族主義的反帝情緒，但中國對於條約權的討論也可視為探索國際法認知之試煉過程。
二、國內法：條約無效論的國會程序問題

華盛頓會議結束後，中日二十一條並未獲得滿意解決，引起人民的失望。在國民外交之呼聲下，乃有所謂「官乃亡國之官，民非亡國之民」
的慨歎和評語。且由於政局動盪、內閣更動頻繁，以致國會程序的進度前後擱置數月，進一步導致民間輿論的強烈不滿，認為國會議員將廢約問題「視同兒戲」、「在內閣總辭中把聲請廢止的照會胡亂送出」。
雖然如此，國會議員在華會結束後，試圖從共和憲法上的「程序」問題，要求國會補行否決二十一條，且由於旅順和大連的租約期按照原來條件將於1923年3月26日屆滿，所以有時間之急迫性，應及時廢止二十一條。從外交部檔案及相關文件，可見國會和外交部對此事頗為慎重，其與輿論報紙高亢的民族主義情緒中所訾責對外交涉的「胡亂」作為有所出入。 

舊國會於1922年8月初重開後，
迅即關注中日二十一條。據北洋外交部資料顯示，國會此一主張，早於1922年9月間。眾議員劉彥致外交總長顧維鈞，咨請政府將中日二十一條案咨送國會補行同意案。理由是當時國會被袁氏非法解散無正當之民意機關。據約法第19條參議院之職權規定「大總統經參議院之同意得宣戰、媾和及締結條約」。又國會組織法第十四條「民國憲法未定以前，臨時約法所定參議院之職權為民國議會之權，則關於締結條約國會有同意之權」。是以，國會恢復後對於該項條約，應補行同意之權。

    當時外交總長顧維鈞以為我國政府終未予承認二十一條，且業已在巴黎和會及華府會議兩次聲明請予取消。若於此時由政府提請國會同意「似轉有承認該約有效之嫌」。更重要的是國會於1917年恢復開會時，政府以不欲明認之故，未經提請同意。此次提請追認各條約，亦以同項理由未將該約列入。顧維鈞認為二十一條及換文有業已另行觧決者，有業由日本聲明放棄者，一律提出固嫌未妥，僅提未能觧決取消之一部份是明知該部分為有效矣。因此他認為：「似不如由國會自動的聲明否認，庶將來交涉，談判時多一撤銷之根據」。
顧維鈞希望由國會自行聲明否認，不必由政府主動提請國會同意表決，反而予人承認該約之嫌。

顧維鈞的說法確有合理之處，國會應是採取此一意見，接著由國會主動提出程序討論，前後長達數月。1922年11月1日，眾議院第三屆第五次常會，由議員劉彥、張樹森共一百二十餘人，提請將二十一條之中日協約及換文等，由國會議決無效，咨請政府宣告。這項提案首先表示：「惟是華盛頓會議，吾國提請取消，究未經通過。終至保留取消機會而止，此條約效力，究竟在如何狀態之中，頗費研究」。因此，提案中揭示此約由日本以哀的美頓書脅迫，但此一亡國條約，尚在效否不明之中，實非所以維持國格挽回國權之正當辦法。「該協約換文，係威迫成立，毫未經我國約法上締結條約須得國會同意之手續」，因此院會全體一致，對於該項協約換文等，議決無效。
據提案內容：

細查此條約之經過，從未交付國會，而現在政府自聲明保取消以後，亦無再交付國會之理由。但是吾國在華會主張取消理由，因未得國會駁回之根據，亦不敢據此為重要理由，當時同情友邦，鮮焉惜之。非常國會，雖履有宣言，而正式國會從未有意思表示。夫國會有條約締結同意權，條約不同，形式不備，當然無效。

接著又有劉彥等議員提案：首先亦強調日本乘歐戰方酣，以最後通牒壓迫之所成立。「此種條約，即為我國亡於日本之先聲，亦始終未經我國承認之有效條」。其亦根據國會對條約有同意與否之權限：「查民國約法，締結條約須經國會同意，政府亦不認為有正式條約性質，始終未向國會提出。然政府雖認該協約無效，而日本或以本經聲明撤銷之部，仍自認為有效，亦未可知。非經我國會正式將該協約換文全部議決無效，咨請政府向中外宣告，無以絕外交上之隱患，而鞏固國家之基礎」。

日本小幡公使與北京駐日公使汪榮寶數次密談，對於北京國會否決二十一條案表示嚴重關切。日使表示：「未經國會通過則貴國與他國所訂條約未經國會通過逕由總統批准者其例甚多，況該條約締結後，貴國國會曾先後開會兩次，何以彼時不否認」。汪公使答以：「未經國會通過之條約，國會無表示者政府可認為國民已默認，獨此二十一條，則國會有積極的否認表示，政府不得不依據民意商請貴國政府取消」。
雙方語甚怏怏。

1923年1月19日，參議院通過二十一條無效案。據七人審查委員會報告， 

由國會議決無效，宣告中外一案，應當成立。其理由如下：

1、 該協約迫脅而成，按之國際法，當然無效。

2、 該協約未經國會同意，按之約法，當然無效。

3、 該協約迭經政府代表根據上述理由在國際會議席上聲明取消，當然無效。

在國會一片廢止聲的呼籲中，從時機、國際法、國內約法、世界先例等方面來論述中國無論如何必須提出廢約的理由，論點大致如下：

一、關於時機：中國代表聲明先於巴黎和會否認二十一條，又要求撤廢於華府會議，獲各國承認保留案，遇有機會再議。而旅、 大租借即將期滿，此為最適當再議之機會。
　　二、關於國際法：1915年中日條約及換文，係日本武力強迫而成立，支配中國主權，極為不平等之條約，與國際間平等原則反背，其根本上已無效，中國決無履行義務。且與各國之前訂立之條約自互抵觸。
三、關於中國約法：中國臨時約法，凡與各國協訂條，非經國會通過不能發效力。日本以二十四小時強迫袁政府承認，不俟國會成立，提出通過即與協定，違返國約，當然無效。況全體國民反對於前，國會又多數通過無效於後，決無履行之義務。

四、關於世界各國之先例可援：以近代以來飽受俄國侵略的土耳其為例，土耳其受俄國威迫簽訂喪權條約，後來在英國干涉下，俄國乃廢棄前約，因此，中國可援例辦理。中國國會無論如何應聲明取消，為收回旅大之張本。如不承認，只有付之國際裁判之途徑。

1923年3月10日，中國政府外交部照會日本駐華公使，一方面再次強調二十一條「為中日親善之最大障礙」。再次敘明自二十一條提出後，經巴黎和會、華盛頓會議後中國的各項否認聲明；另方面表達中國國會於1923年1月常會議決認為該約無效，經參議院咨請政府查照辦理，足證民意始終一致。因此，外交部向日本重新聲明「除已經解決及已經貴國政府聲明放棄並撤回所保留各項外，應即全部廢止，並希指定日期，以便商酌旅大接收辦法，及關於民國四年中日條約換文作廢後之各項問題」。

針對外交部的這項聲明，日本政府1923年3月14日回覆「此實出於日本政府之意外，且頗為遺憾者也」。強調中國政府將兩國間「有效存在」之條約及換文，任意廢棄。不但非所以謀中日兩國國民親善之道，且有背於國際通義，日本政府斷難承認。但日本的回覆則以「或」字代替中國外交部照會的「及」字，隻字之差，差之千里：
查來照於引用貴國政府訂約後之聲明及巴黎會議，華府會議貴國全權所提出之要求後，請將該約及換文中除已已經解決或由日本政國政府聲明放棄撤回保留者外，全部廢棄等語。按大正四年之中日條約及換文，曾經兩國政府正當委任全權代表簽字，而該約又經兩國元首批准。日本政府於該約之見解，業於華府會議由日本全權聲明。……況本約及換文之一部份，業已另訂條約或經聲明放棄、撤回、保留，此外絕對無可變更之處。特此聲明。至於來照所稱協商接收旅大，並籌廢約後善后辦法之議，實無酬對之必要。

針對日本拒絕廢約的答覆，國會議員再次提案。1923年3月28日，眾議院咨議員褚輔成等116位提案，提議政府對予日本政府覆文嚴重駁回。議員張樹森建議提出五點聲明，除引用國際法概念外，情緒忿恨不平。其中有關全權委任代表、程序問題、效力問題，中、日的爭執如下：
1、 關於全權委任代表：

(1)日本主張：該約經兩國受正當全權委任之代表正式簽字，且經中日兩國元首之批准，而日本政府關於此項條約之見解又經日本全權在華府會議有所聲明，因此認為有效。
(2)中國國會主張：國際間締結條約以批淮為要件，而批須依各締約國法律上之手續，亦為二十世紀之通例。憲法下批准條約權，在日本帝國為天皇，在中國實質上則為國會。中國方面始終未經國會承認，「蓋以無權者之批准為有效，則一國之任何官吏或人民與他國締結條約皆可作為有效，豈非國際間莫不大之危險」。
二、關於程序問題

(1)日本主張：為「正當手續」訂結之國際條約
(2)中國國會主張：中國絕無與日本締結此一政治條約之意。再次強調日本乘歐戰方殷，各國無睱東顧之機會脅迫我國政府與之締結有利於片面之條約。中國政府不從，日本竟以最後通牒之手段迫令簽字。針對國內法的問題，張樹森等議員認為日本明知中國憲法有承諾條約權在於國會，而國會正值解散之際「勒逼我國無批准權之總統為法外之行動」。「如此而可謂正當手續，則凡人類間之強迫行為，皆可謂正當，世界寧有公理可言耶」。
三、效力問題

(1)日本主張：日本通告各國政府謂該約有效部分，業已無幾。中國政府有意破壞有效各款，日本政府礙難再行讓步。

(2) 中國國會主張：再次強調二十一條係由強迫而成，在中國方面迄未完成憲法上之手續，當然全部無效。「日本政府執本未發生效力之約，責我有破壞」。

值得注意的是，前述外交部致日本之照會，被眾議員責備「措詞頗失當」，蓋國會主張「根本無效」，而依外交部之照會解釋「二十一條已發生效力，今請取消之意，此其大分別也」。議員責備外交總長黃郛（黃膺白）「不聽我言，致有此失，固膺白學問太薄弱之故」。
1923年3月30日，眾議員郭同函呈〈國會議員移日本眾議院議員書〉，除沿續前述議員的主張外，特針對未經國會程序無效論提出說明，甚至引用美國總統威爾遜倡議組織國際聯盟，但美國國會最後未批准加入國聯為例，提出北京國會之抗議聲明：
 本國之國內法訂立條約須經國會之同意方完全發生效力……當袁世凱秉政之日，我合法之國會既經停止其職權，然其時合法議員之多數設自由集會之辦事機關，曾再三宣言認此項條約及換文未經國會之同意為無效。……即謂袁氏所修改之約法及其代替合法國會之參政院則猶有核准條約之權也，在袁氏亦未嘗交其同意，是在袁氏政府亦無意使此項條約及換文發生效力。

三、北洋政府顧問團中的國際法觀點

民國建立以後，延攬不少外籍人士擔任財政、經濟、教育與法律等方面的顧問。在法學部份，不僅提供內政與外交上的諮詢，對於西方法律的引介和中國法制的創建，均扮演重要的推手。
巴黎和會以後擔任北洋政府的法律和政治顧問則有寶道(Georges Padoux，1867-?)、艾斯卡拉(Jean Escarra, 1885-1955)、韋羅貝 (Westel W. Willoughby)等人。艾斯卡拉的貢獻主要在於中國的商法的制定。
韋羅貝是華盛頓會議的中國代表提案起草人之一，寶道則是在1923-24年間針對二十一條是否有效，建言最多。

北京政府外籍顧問團所扮演的重要角色，可以韋羅貝在《外人權利與地位》一書提到1917年3月中國對德絕交，同年8月14日對德國和奧匈宣戰，北京政府同時聲明與上述國家間的一切條約，專約和協定概行作廢，這一意見正是受到北京外籍法律顧問團的影響。當時北洋政府美籍顧問約翰．福開森(John C. Ferguson，1866-1945)博士
在美國參議院外交委員會聴證中，回答關於中國所主張對德宣戰已使中國同意將德國權利轉移日本一節歸於無效所根據的理由時稱：
中國政府是採取了兩位著名的法國國際法學家，一位俄國最著名的法學家，一位荷蘭的著名法學家，還有一位比利時著名的法學家的意見，中國是以這些著名的法學家所提供的意見為根據的。他們認為儘管中國於1915年和日本已訂有和約，但中國之對德宣戰不僅使德國的租借權，並使它和日本所訂的條約都歸於無效。有人問福開森博士這是否是被徵詢意見的法學家們的一致意見，他回答說是的。

據韋羅貝的看法：按照國際法和國際慣例的一般原則，這一作廢聲明究竟有何效力，以及因此在戰爭結束時德國在中國有哪些權利日本可根據民四條約來主張的問題都有些爭論。後來即到1919年凡爾賽和約的簽字國似乎都接受這樣的見解，即德國在山東的條約權利仍然存在，因此可以成為由條約來處置的問題。「所以，如果中國在凡爾賽條約簽字的話，它就沒有什麼理由可繼續主張這些權利在它宣告它和國間一切現有條約或協行概行廢止之時已經不存在了」。
依韋羅貝的記載，巴黎和會時中國代表王正廷、顧維鈞等人最後拒不簽字的舉動，外籍顧問團中的國際法專家之意見應也發揮了關鍵作用。
韋羅貝 (Westel W. Willoughby)於1921年出任華盛頓會議中國特別顧問，1921年11月16日華盛頓會議由施肇基團長提出中國方面的提案，內含十項原則，韋羅貝為起草人之一。韋氏著有《在會議中之中國》(China at the Conference-A Report)，記述華會交涉過程甚詳。本書共有25章，及五大附錄。其中第21章以後記載中國在華會取消二十一條的提案、日本的回應及美國的聲明，以及山東問題及解決方案。

依韋羅貝所著《在會議中之中國》，1921年12月4日，在華盛頓會議的全體委員會上，中國代表王寵惠提出廢除1915年中日條約及換文問題。中國的訴求是「這些協定根本影響了中國的生存、獨立和完整」。日本代表植原(Hanihara)則表示此一問題牽涉「協定的效力、修正和廢除的問題」，要求延後保留討論，而且如要討論的話，僅是中日之間談商的問題。結果在1922年2月2日委員會的第三十次會議上，始再提出。在日本代表幣原(Baron Shidehara)的正式聲明中有段文字，可看出中、日雙方對於條約「效力」問題之歧見：

	日本的聲明
	中國的答覆

	我們假定，中國代表團對1915年的條約的法律效力並無質疑之意，因為那些條約是經兩國政府正式授權的代表正式簽字和蓋印的，批准書的互換也照公認的國際慣例而完成。中國之堅持廢除這些文件，此事本身即說明，中國也一樣認為這些條約實際是仍有效的（effective），除非等到被廢除，否則仍當繼續有效。

	帀原男爵所說中國要求廢除1915年的協定此事本身即包含了中國承認這些協定效力之意，這話是不對的，事實上中國政府和中國人民一向認為由於談判時的情況這些協定本身是特殊的，而且由此而產生的條件僅是事實上的條件，並未經中國方面合法的承認(only de facto and without any legal recognition)。



關於1915年中日條約及換文的效力問題，乃成為雙方各執一詞。韋羅貝在稍後出版的《外人在華特權和利益》一書中，以一頁記載他執筆之際1923年1月中國國會正通過決議，宣布該項條約無效，並要求中國政府照此辦理之事。他提到正如華盛頓會議上一樣，日本政府重申這些條約和協定繼續有效，但韋氏並未表述個人的法理見解或評語。

在1922-1923年間，當中國國會提出程序問題向日本聲明二十一條無效說時，時任北洋政府法律顧問的寶道
則頗多建言。他於1923年2月2日提出對1915年中日協約之說帖。值得注意的是，寶道從國際法的立場，認為國會提出的條約無效論，無法說服人，因此他提出一份完整的說帖，希望北京政府應採行另外的手段。根據國會提出的理由：大抵可歸納二項：一、強迫訂立。二、違反憲法。寶道針對此二種理由，引用國際法論著一一駁斥，並提出法律及政治上之見解：
一、強迫訂立：
寶道認為日本發出最後通牒，固屬一種強迫方法，但是據他所知，包括哈爾所著《國際公法》等書，由強迫而訂立之條約「無論現在與從前一般著名國際法學家無不認為有效」。「如謂由強迫訂立之條約即屬無效，則一切和約戰敗國均可免履行之義務，戰敗國所以承認戰勝國之要求讓與權利無非為強力所束縛。苟亦藉口強迫否認履行則永久和平不克成立，國際戰爭無日終止」。
因此，他認為不論就理論或事實，中國均無根據以宣告1915年中日條約為無效。
同時，他提出國會所欲廢止的條文「未經強迫而成立，則其通過宣告無效之議決案，尤難辨解為合理。」理由如下：國會所最注意者為延長旅順租約與南滿及安奉鐵路之讓與權，而他查遍外交部於簽約後公布之1915年中日談判時之會議錄明白載有在3月9日即最後通牒送達以前二個月，於第八次全權代表會議時，中國允認展延大連旅順租約，以及南滿安奉鐵路之讓與權至九十九年為止。因此，他認為日本當時無須用強迫取得此數種利益，「中國已自顧讓與，之至最後通牒之作用祇因中國對於山東事項、蒙古事項、漢冶萍公司等事未能滿意答復，所論是無論如何以強迫訂立為理由，終不能提出也」。

 二、違反憲法

寶道認為國會提出「違反憲法」為理由，亦無法服人。雖然依據臨時約法第35條規定「大總統非經國會同意，不得締結條約」，但在1915年5月間，當中日協約簽訂時，民國元年之臨時約法已失效力，代以袁世凱制定之中華民國約法，查袁氏約法第25條如下：「大總統得締結條約，但條約內規定如有變更領土或增加國民負擔時，須得國會之同意。」

    寶道認為1915年中日協約並未變更中國領土，因租界地仍視為中國領土亦未增加國民負擔，故依據約法並無提交國會之必要。現在國會對於此層必以為中華民國約法為不合法，民國元年之約法雖被袁世凱廢止，而論理上在當時總統違法廢止期內仍舊有效。依照國際法依據國家主權獨立之原則，外國政府從無審問此一政府是否合法，祇有證明何者為事實上成立之政府即與辦理交涉。袁世凱行使權力中國國內幾全體承認其權力，外國亦全體承認其權力 ，恐無人能否認之。因此，憲法無效說自失立場。

三、法律上之觀察點

   寶道認為國會所主張法理上之弱點和日本交涉，必定失敗，且可以預卜即使與中國最表同情之友邦亦不贊同，且無法為之辯護。原因在於此一主張「適與最明暸之先例，最確定之國際法原則互相抵觸，無論由伸裁、由調解或申請國際聯合辦理均難得其諒觧」。更基本原因在於「今日世界大勢為之一變，種種條約皆由強迫而成立，多數國家憲法迄未確定，故中國以法律上立論適足鞏固日本之地位，中國提出之問題並非欲知其撤消中日協約之主張是否合於道德公允之高尚理由，乃欲知形式上此種條約是否依照日常手續辦理之。就此形勢問題勢必失敗」。

四、政治上之觀察點

    寶道從務實的觀點認為「中國祇求脫離此協約，並非因其強迫訂立，乃因其條文欠于公正使人不平，致中日間永久和危及兩國友好關係之存在，其真正與憲法上之效力，並不因中國之提議取消其條文而失效」。他提醒中國華盛頓會議時保留第五號條款的文字時，美國「絕未提及此協約法律上之效力」。後來中國代表團聲請華盛頓會議紀錄如下：「中國代表團一俟遇有機會，凡1915年5月25日中日協約及換文中之數部份為日本政府似未明白拋棄者，有保留覓求解決之權。」

最後，寶道提出建言，中國政府提出取消1915年協約在法理上既如此薄弱，則應避免提出，而中國如根據國際聯盟約第19條應最適合於現在情形，亦即要求國際聯盟召集大會重行審查已不適用之條約，並訴求此一現狀危及世界和平之理由。

中國外交部給日本正式照會被拒後，國會議員又再提聲覆案，且責備外交部的照會措辭不當。寶道於1923年5月18日在中國政治學會之演說〈條約之約束力〉，再次援引國際法專家之意見，闡明「強迫訂約之不足以毀其條約效力」。

從北京外籍顧問團韋羅貝和寶道的論述中，均可看出兩人不支持國會的「高尚道德」說法。而外交部並未理會國會的指責，就判斷而言，外交部或亦聽取了外籍顧問的觀點，將來尋外交途徑解決之。總之，寶道認為中國一再強調「威迫訂約」，是一種高尚的道德主張。國際法對二十一條的認定和交涉過程是事實發展的結果，中國不宜訴諸泛道德立場，而應從務實的外交管道解決對二十一條中的不適切條款。
四、結論──事實存在的認定

顧維鈞嘗言：「中國寧為玉碎，勿為瓦全之成語，可作為個人立身處世之箴言，但不能經常應用於外交，更不適合於多邊條約之談判」。
民初以來的國民外交在民族主義的情感下動輒訴諸於「帝國主義威迫論」，要求廢除二十一條要求的主張長期被視為理所當然，且於國際法有據。1922年國會的主張看似從法理上找尋著力點，但是從外籍顧問的務實觀察，或從參與其事的外交部官員，如施肇基、王寵惠、顧維鈞和黃郛等人的回憶或日記中，這些人固然提到中國始終否認二十一條要求，但絕少引述該約未經國會簽字「條約無效論」的說法，或許這些職業外交官亦默認此約雖係強迫訂立，即或中國片面否認，但在當時袁世凱係代表國家主權最高執行者，批准條約即應已發生效力。

二十一條要求，袁世凱是在「含淚接受」此一「喪權辱國」之條款
，中國始終未予承認，先後於巴黎和會和華會聲明取消，但從當時各國並未特別討論條約的效力問題，而是處理如何善後的態度看來，它應是事實存在的協約，強迫訂約並未表示無效。在國民外交的澎湃聲浪中，北京國會欲以憲法程序之正當理由，廢除二十一條要求的想法，試圖從國內法和國際法的立場來支持條約無效論。但外交部和北洋政府法律顧問團的回應都傾向於務實外交的作法。然而，北洋政府的法律顧問團和國會，立場雖不同，但據相關資料看來，兩者之間並沒有交鋒和辯論，此應和當時政局太過動盪，外長頻頻更迭有關。
中國國會討論二十一條要求的提案集中於1922-1923年間，此後二十一條要求成為懸案，並非通過國際法或國內法的辨證結果而解決。山東問題於華會之外另行解決，而其他部份內容，日本堅持不肯取消。最重要的是日本在滿洲亦保有其優勢，直到第二次世界大戰終止，日本從滿洲撤退，此後二十一條案始告完全結束。

民國初期對於締結條約的權力、程序、效力和國家主權等概念，幾乎和民國的政治建制同時起步，國內法對於條約程序的規範和國際法的理論在二十一條交涉的過程中，逐漸受到重視。雖然國際法是否優於國內法，或國際法在國內法上的效力問題，長期以來即有爭論
。但在二十一條交涉的個案中，1922年中國國會所持條約需經國會批准的國內法認知，在1915年國會解散，而袁世凱主政的情況下，實難以說服各國大總統所簽訂之條約為無效，所謂中國政治的特殊情況，對歐美國家而言是中國的內政問題，實非外交問題。然而由二十一條延伸出的國內法和國際法對條約的拘束力問題或中國對不平等條約的關注，則持續發燒。1920年代末期和30年代初期大量有關國際法論著的產出，也看出當時民間對於廢除不平等條約的渴盼，與政府的外交折衝成果實相呼應。
[Summary]
Dispute between Domestic law and International Law: the Process of China Asking for Abolition the Twenty-one Demands  
吳翎君(WU Lin Chun)
(Professor, Department of Local Studies, National Hualien University of Education, Taiwan)
過去討論1915年中日二十一條交涉的相關研究相當豐碩。大抵集中於以下幾個面向：(一)袁世凱與中日二十一條的外交交涉。早期台海兩岸的觀點 多傾向袁世凱為遂求帝制運動成功而向日本妥協。新近的中英文著作均對袁世凱在二十一條交涉中的外交手段有較肯定的評價。 (二)從巴黎和會到華盛頓會議中有關廢除二十一條交涉、山東問題及中國民族主義運動之相關議題。(三)圍繞日本大陸政策之形成，以及戰後巴黎和會和華盛頓體系的形成。在有關二十一條的豐富論著中，從法理層面來討論此一條約的論著，無疑是較欠缺的。本文希望將討論焦點放置於法理層面，分析中國方面如何看待中日二十一條的效力──共和憲法中對條約權的規範、條約的生效和廢除的程序問題，以及當時對國際法的理解。

1915年5月25日，二十一條要求簽訂後，中國政府與民間始終主張廢除。1919年巴黎和會中首度通過國際會議要求廢除，所持理由係日本以最後通牒形式威迫訂約，且向列強控訴日本侵佔中國土地，壟斷中國經濟。1921年11月華盛頓會議召開，1915年中日條約及換文的提案（Sino-Japanese Treaties and Notes of May 25, 1915）在會議中最初被列為次要提案，且日本代表表示此係中日兩國事，反對在大會中討論。1922年2月大會閉幕前不久，廿一條要求的提案始得於太平洋及遠東問題委員上正式討論。日本強調1915年條約及換文在國際法上的效力，堅決反對廢止。最後各國決議保留中國日後解決此案的權利，並列入大會正式記錄。

中國輿論對於華盛頓會議中的二十一條交涉結果大感失望。1922年10月，北京國會乃提出「條約無效說」的程序問題，並發動議員聯署簽名，要求廢除二十一條。其與之前的二十一條交涉最大不同，在於過去要求廢約多以「強迫訂約」與國際法相斥為訴求。華會之後的討論，雖仍沿續「強迫訂約」的訴求，但更引發出國內法以及國際法認知的討論。此外，北洋政府的外籍顧問團如寶道(Georges Padoux，1867-?)等人則從國際法上提出迴異於國會議員的「條約無效論」主張，供北京政府參考。此一有關中日二十一條在法理上的見解互異，過去並未受到關注。

因此，本文擬從以下面向討論二十一條交涉過程中，中國訴諸法理的緣由、立場、過程及其適切性：一、民初約法中條約權和國際法中的廢約權，亦即共和憲法中對於條約簽訂的權限、拘束力和效力，以及中國從國際法認知中對於廢除不平等條約的討論。二、國內法：條約無效論的國會程序問題。三、北洋政府顧問團的觀點。藉此釐清過去中國長期持論中日二十一條無效說，在當時國際法與國內法的法理層面究竟有何效力、爭議及其歷史意義。

一、民初約法中的條約權和國際法中的廢約權

袁世凱頒佈《中華民國約法》。袁氏約法與民國初年的臨時約法最大的不同在於大總統的權力不但在內政方面大大擴充，且在外交權力也高度集中。

1914年1月，由於袁世凱對國民黨把持國會有所忌憚，且對政黨政治不具信心，最後下令解散國會。此亦是1922年國會恢復後，欲提案聲明廢止中日二十一條，即被質疑1915年中日交涉之際並未有一立法機構之事實，法律程序上並不完備。而根據袁氏約法第25條如下：「大總統得締結條約，但條約內規定如有變更領土或增加國民負擔時，須得國會之同意。」二十一條未涉及領土變更，因此，總統有締結條約之權利。

巴黎和會和華盛頓會議召開之際，在一片國民外交聲中，要求廢除不平等條約及二十一條的討論中，大抵情緒飽滿，強調「強迫訂立」的過程與國際法精神不符。1922年以後國會提出簽訂條約的憲法程序時，才較多引用國際法與國內法中關於條約簽訂的有效討論。此後一直到1930年代中國對於國際法的引介和認識才逐步深化。

2、 國內法：條約無效論的國會程序問題。

據外交部資料顯示，國會此一主張，早於1922年9月間。眾議員提出「條約無效」論。理由是當時國會被袁氏非法解散，無正當之民意機關。據相關法律規定：「關於締結條約，國會有同意之權」。所以，國會於1922年8月恢復後對於該項條約，應補行同意之權。

1923年1月19日，參議院通過二十一條無效案。其理由如下：

4、 該協約迫脅而成，按之國際法，當然無效。

5、 該協約未經國會同意，按之約法，當然無效。

6、 該協約多次經由政府代表根據上述理由，在國際會議席上聲明取消，當然無效。

北京國會甚至引用美國總統威爾遜倡議組織國際聯盟，但美國國會最後未批准加入國聯為例，提出北京國會之抗議聲明：
 本國之國內法訂立條約須經國會之同意方完全發生效力……當袁世凱秉政之日，我合法之國會既經停止其職權，然其時合法議員之多數設自由集會之辦事機關，曾再三宣言認此項條約及換文未經國會之同意為無效。……即謂袁氏所修改之約法及其代替合法國會之參政院則猶有核准條約之權也，在袁氏亦未嘗交其同意，是在袁氏政府亦無意使此項條約及換文發生效力。
三、北洋政府顧問團中的國際法觀點

巴黎和會以後擔任北洋政府的法律和政治顧問則有寶道(Georges Padoux，1867-?)、韋羅貝 (Westel W. Willoughby)等人。

北京政府外籍顧問團所扮演的重要角色，可以韋羅貝在《外人權利與地位》一書提到1917年3月中國採取對德絕交政策，以及巴黎和會中國代表拒絕簽字，均是受到外籍顧問團的建議和影響。韋氏著有《在會議中之中國》(China at the Conference-A Report)，記述華會交涉過程甚詳。其中第21章以後記載中國在華會取消二十一條的提案、日本的回應及美國的聲明，以及山東問題及解決方案。但本書並未從法理層面來分析二十一條的效力，而是著重如何解決二十一條要求所造成的現狀問題，採取務實態度面對中日交涉。

寶道從國際法的立場，認為中國國會提出的條約無效論，無法說服人，他提出一份完整的說帖，希望北京政府應採行另外的手段。寶道從四個理由，一一駁斥國會的主張：

1、 強迫訂立。是一種道德高尚的主張。

二、違反憲法。是中國內政問題，非外交問題。據袁氏約法，訂約權在於大總統。而1915年中日協約並未變更中國領土，因租界地仍視為中國領土亦未增加國民負擔，故依據約法並無提交國會之必要。

三 、法律上之觀察點。今日世界大勢大為改變，種種條約皆由強迫而成立，多數國家憲法迄未確定，故中國以法律上立論適足以鞏固日本之地位，

四、 政治上之觀察點。他認為中國係因二十一條要求，欠於公正使人不平，以致於危及中日兩國友好關係之存在，但其真正與憲法上之效力，並不因中國之提議取消其條文而失效。
他建議，中國應要求國聯召集大會重行審查已不適用之條約。
7、 結論──事實存在的認定

民初以來的國民外交在民族主義的情感下動輒訴諸於「帝國主義威迫論」，要求廢除二十一條要求的主張長期被視為理所當然，且於國際法有據。1922年國會的主張看似從法理上找尋著力點，但是從外籍顧問的務實觀察，或從參與其事的外交部官員，如施肇基、王寵惠、顧維鈞和黃郛等人的回憶或日記中，這些人固然提到中國始終否認二十一條要求，但絕少引述該約未經國會簽字「條約無效論」的說法，或許這些職業外交官亦默認此約雖係強迫訂立，即或中國片面否認，但在當時袁世凱係代表國家主權最高執行者，批准條約即應已發生效力。

二十一條要求，袁世凱是在「含淚接受」此一「喪權辱國」之條款，中國始終未予承認，先後於巴黎和會和華會聲明取消，但從當時各國並未特別討論條約的效力問題，而是處理如何善後的態度看來，它應是事實存在的協約，強迫訂約並未表示無效。在國民外交的澎湃聲浪中，北京國會欲以憲法程序之正當理由，廢除二十一條要求的想法，試圖從國內法和國際法的立場來支持條約無效論。但外交部和北洋政府法律顧問團的回應都傾向於務實外交的作法。然而，北洋政府的法律顧問團和國會，立場雖不同，但據相關資料看來，兩者之間並沒有交鋒和辯論，此應和當時政局太過動盪，外長頻頻更迭有關。
民國初期對於締結條約的權力、程序、效力和國家主權等概念，幾乎和民國的政治建制同時起步，國內法對於條約程序的規範和國際法的理論在二十一條交涉的過程中，逐漸受到重視。雖然國際法是否優於國內法，或國際法在國內法上的效力問題，長期以來即有爭論。但在二十一條交涉的個案中，1922年中國國會所持條約需經國會批准的國內法認知，在1915年國會解散，而袁世凱主政的情況下，實難以說服各國大總統所簽訂之條約為無效，所謂中國政治的特殊情況，對歐美國家而言是中國的內政問題，實非外交問題。然而由二十一條延伸出的國內法和國際法對條約的拘束力問題或中國對不平等條約的關注，則持續發燒。1920年代末期和30年代初期大量有關國際法論著的產出，也看出當時民間對於廢除不平等條約的渴盼，與政府的外交折衝成果實相呼應。
<요 약 문>
國內法과 國際法의 爭議

- 二十一條要求의 效力을 檢討 -

       

                             우링쥔(吳翎君, WU Lin Chun) 

 
이전까지 1915년 중일 21조 교섭에 대해 토론한 상관된 논문은 상당히 많다. 이들 논문들은 대체로 아래 몇 가지 방면으로 요약될 수 있다. (1) 원세개와 중일 21조와의 외교교섭에 관한 것으로, 일찍이 대만과 대륙학자들의 관점은 대체로 원세개가 제제운동(帝制運動)을 성공시키기 위해 일본과 타협을 했다는 관점에 치우쳐 있는 논문들이다. 최근의 중문과 영문으로 된 저작들을 보면 대체로 원세개가 21조 교섭 중 취한 외교수단에 대해 비교적 긍적적 평가를 내리고 있다. (2) 파리강화회의로부터 워싱턴회의에 이르는 중에 21조를 폐지해야 한다는 교섭이 있었는데, 이는 산동문제 및 중국 민족주의운동과 관계되는 논의였다. (3) 일본대륙정책의 형성 및 전후 파리강화회의와 워싱턴회의 체제의 형성을 둘러싼 논란이다. 
 21조와 관계된 풍부한 논저들 중에서 법리적 측면에서 검토한 이 조약에 관한 논저는 말할 것도 없이 거의 없는 실정이다. 본 논문에서는 이러한 법리적 측면에 관심을 갖고, 중국방면에서는 중일 21조의 효력, 즉 공화헌법 중 조약권에 대한 규범, 조약의 효력과 폐지하고자 시도했던 절차문제 및 당시 국제법에 대한 이해 등을 어떻게 볼 것인지에 대해 논하고자 한다.   
 1915년 5월 25일 21조 요구에 서명한 후 중국정부와 민간에서는 시종 폐지하라는 주장이 있었다. 1919년 파리강화회의가 열리자 이 조약의 폐지를 통과시켜 줄 것을 요구했는데, 이는 이 문제를 요구한 최초의 국제회의였다. 이렇게 요구하게 된 이유는 일본이 최후 통첩 형식으로 위협하며 조약을 맺을 것을 강박했기 때문이라는 것이었다. 또한 열강들을 향해 일본이 중국의 강토를 침략하고 중국 경제를 농단(壟斷)했음을 호소했다. 1921년 11월 워싱턴회의가 개회되자, 1915년 중일조약 및 교환된 문건의 제안(Sino-Japanese Treaties and Notes of May 25, 1915）을 회의 중 최초로 의제로 놓아줄 것을 요구했다. 이에 일본대표는 이는 중일 양국간의 일이라며 대회 중에 토론하는 것을 반대한다는 의견을 피력했다. 1922년 2월 대회 폐막을 얼마 남겨 놓지 않은 시점에서 21조 요구의 제안은 태평양 및 원동문제위원회에서 정식으로 토론되기 시작했다. 일본은 1915년 조약 및 교환된 문건은 국제법상에서 효력이 있다고 강조하며 폐지하는 것을 강고히 반대했다. 결국 각국은 중국이 후에 이 문제를 해결할 수 있는 권리를 보유한다고 결의했다. 그리고 대회의 정식 기록으로 남겨놓았다. 

 중국의 여론은 워싱턴회의 중 21조 교섭 결과에 대해 크게 실망하였다. 1922년 10월 북경의 국회는 이에 체결과정의 절차문제를 제시하며 ｢조약무효론｣울 제출하였고, 또한 의원들이 연명으로 서명하여 21조를 폐지해 달라고 요구했다. 이러한 요구와 이전의 21조교섭 중 가장 크게 다른 점은 과거 조약의 폐지를 요구한 것은 대체로 ｢강박에 의해 체결된 조약｣으로서 국제법에 위배된다는 호소와 요구를 했다는 점이었다. 그러나 워싱턴회의 후의 토론은 비록 계속해서 ｢강박에 의해 체결된 조약｣이라고 호소됐으나, 그러나 국내법 및 국제법을 인식하는 가운데 토론을 하는 경향이 나타났다. 그외에 북양정부의 외국 고문인 빠두(寶道, Georges Padoux，1867-?) 등이 국제법적인 측면에서 국회의원들의 ｢조약무효론｣ 주장과 다른 점을 우회적으로 제출하여 북경정부가 참고토록 제공하였다. 이러한 중일 21조와 관련하여 법리상에서의 견해 차이는 과거에는 그리 주목을 받지 못하던 견해였다. 

 따라서 본 논문에서는 아래 21조 교섭 과정 중에서 중국이 호소한 모든 법리의 연유, 입장, 과정 및 그 적절성에 대하여 토론하고자 한다. 그 첫째는 민국초기 약법 중 조약권과 국제법 중의 조약폐지권, 또 공화헌법 중 조약 서명에 관한 권한, 구속력과 효력, 그리고 중국이 국제법에 대해 인지하고 있던 것 중에서 불평등조약을 폐지하는 것에 대한 토론, 둘째, 국내법에서 조약무효론에 대한 국회의 절차문제. 셋째, 북양정부 고문단의 관점 등이다.    
 그 결과를 가지고 과거 중국이 오랫동안 가지고 있던 중일 21조 무효설을 정리하고자 하며, 당시의 국제법과 국내법의 법리적 측면에서 도대체 어떤 효력, 쟁의, 그 역사적 의의가 있는가를 살펴보고자 한다. 
(1) 민국초기 약법 중 조약권과 국제법 중의 조약폐지권  
 원세개는 ｢중화민국약법｣을 반포했다. 이 원씨 약법과 민국초년의 임시약법이 가장 다른 점은 대총통의 권력이 비단 내정방면에서 대대적으로 확충되었을 뿐만이 아니라, 또한 외교권력에 대해서도 고도로 집중되어 졌다는 점이다. 
 1914년 1월 원세개는 국민당이 국회를 가지고 있는 것에 대해서 아주 꺼려했고, 또한 정당정치에 대해서 믿음을 갖고 있지 않았다. 그리하여 결국 국회를 해산했던 것이다. 이는 1922년 국회가 회복된 후에 중일 21조 폐지 성명을 발표하고자 했을 때, 1915년 중일이 교섭을 할 때 입법기구가 없었다는 사실을 들어 법률적인 절차가 제대로 갖추어지지 않았다는 질의를 내게하는 결과로 나타났다. 그것은 원씨 약법 25항목을 근거로 했는데, 그 내용은 다음과 같다. 즉 “대통령은 조약체결을 할 수 있다. 그러나 조약 내 규정을 만일 영토를 변경하거나 혹은 국민부담을 증가할 경우 반드시 국회의 동의를 얻어야 한다”는 것이었다. 
 그러나 21조는 영토변경에 대해서는 다루지를 않았기 때문에 총통은 조약체결의 권리가 있었던 것이다. 

 파리강화회의와 워싱턴회의가 열렸을 때, 일부 국민들이 외교문제에 대해 제시한 의견 중 불평등조약 및 21조를 폐지해야 한다는 요구에 대해 토론 할 때, 일반적으로 만연되었던 정서는 ｢강박에 의해 맺어진 조약｣의 절차와 국제법 정신이 일치하지 않는다는 점이었다. 1922년 이후 국회가 조약에 서명하는 헌법절차를 제시했을 때, 비로서 비교적 국제법과 국내법을 많이 인용하는 가운데 조약체결에 관한 유효성이 토론되었다. 이후 1930년대에 이르기까지 중국은 국제법을 소개하기 시작했고, 그에 대한 인식이 서서히 깊어갔다.  
(2) 국내법 : 조약무효론의 국회 절차 문제 

  

 외교부 자료에 의하면, 국회는 이러한 주장을 잘 보여주고 있다. 일찍이 1922년 9월 사이에 중의원은 ｢조약무효론｣을 제출했다. 이유는 당시 국회가 원세개에 의해 비합법적으로 해산되어 정당성 없는 민의기관으로 되었기 때문이라는 것이다. 이와 유관한 법률규정으로서 ｢조약 체결에 관해 국회는 동의할 권리가 있다｣는 항목이 있다. 따라서 국회가 1922년 8월 회복된 다음 이 조약에 대해서 반드시 보충하여 동의해야 할 권한을 행사해야 한다는 것이었다. 

 1923년 1월 19일 참의원에서는 21조 무효안을 통과시켰다. 이 이유는 아래와 같다. 

 4항 : 이 협약은 강박과 위협에 의해 이루어졌다. 국제법에 따라 당연         히 무효다. 

 8항 : 이 협약은 국회의 동의를 거치지 않았다. 약법에 따랐기에 당연         히 무효이다. 

11항 : 이 조약은 여러 차례 정부대표를 경유하여 상술한 이유를 근거로         국제회의 석상에서 취소 성명을 냈기 때문에 당연히 무효이다. 

 북경 국회에서는 심지어 미국대통령 윌슨이 창의하여 조직한 국제연맹까지 끌어들여 이를 이용하려 했으나, 미국 국회는 끝내 국제연맹의 의제에 북경국회가 제출한 항의성명을 넣는 것을 승인하지 않았다. 

 그 항의성명 내용은 다음과 같다. 

 “본국의 국내법은 조약을 체결할 때 반드시 국회의 동의를 거쳐야 완전히 효력이 발생토록 되어 있다......원세개가 정권을 잡고 있을 때, 우리의 합법적인 국회는 그 직권을 정지 당하고 있었다. 그러나 그 당시 합법적인 지위를 갖고 있던 국회의원들 대다수는 자유롭게 집회할 수 있는 사무기관을 부설하고 있었다. 그리하여 이들 기구들은 재삼 이 조약 및 교환된 문서는 국회의 동의를 거치지 않았으므로 무효임을 선언하였다......즉 원세개가 수정한 약법 및 국회를 합법적으로 대체한 참정원(參政院)이 곧 조약을 비준할 수 있는 권한이 있었으나, 원세개는 또한 그들의 동의를 받지를 않았다. 이는 원세개 정부가 이 조약 및 교환된 문건으로 하여금 효력을 발생케 하는데 뜻이 없었던 것이다.” 
 (3) 북양정부 고문단 중의 국제법 관점 

 파리강화회의 이후 북양정부의 법률과 정치 고문을 담당한 사람은 빠두(寶道, Georges Padoux)와 윌러비(韋羅貝, Westel W. Willoyghby) 등이다. 

 북경정부의 외인 고문단은 중요한 역할을 했다. 윌러비는 󰡔외인 권리와 지위󰡕라는 책에서 1917년 3월 중국이 독일에 대해 절교한 정책을 취하게 된 것과 파리강화회의에서 중국 대표가 서명하는 것을 거절한 것 등은 모두가 외인 고문단이 건의하거나 영향을 준 것임을 서술하였다. 윌러비는 󰡔회의 중의 중국(China at the Confrlence-A Report)󰡕이라는 저서에서 평화회의의 교섭과정을 상세히 기술하였다. 그 중 제21장에서는 이후 중국이 평화회의에서 21조를 취소해야 한다는 제안, 일본의 반응, 미국의 성명, 산동문제 및 그 해결 방안 등에 대해 기술하였다. 그러나 이 책은 법리적 측면에서 21조의 효력을 분석하지는 않았다. 이 저서는 21조 요구가 조성한 현상문제를 어떻게 해결할 것인지에 대해 중시하여, 실무적인 태도를 취해 중일교섭에 임했다. 
 빠두는 국제법적인 입장에서 중국 국회가 제출한 조약무효론이 설득력이 없다고 생각했다. 그는 자신의 완정한 주장을 의견서로 제출하면서, 북경정부는 마땅히 다른 수단을 취하여 행동하기를 희망했다. 빠두는 4가지 이유에서 국회의 주장을 반박했다. 

 ① 강박하여 체결했다 : 일종의 도덕적이고 고상한 주장이다. 
 ② 헌법을 위반했다 : 중국의 내정문제이지 외교문제가 아니다. 원씨의 약법에 의해 조약을 체결하는 권한은 대총통에게 있었다. 1915년 중일협약으로 중국영토가 변경된 것은 아니다. 조계지는 여전히 중국영토였고, 또한 국민부담을 증가시키지 않았다.  따라서 약법에 근거한다면 국회에 제안할 필요가 없었다. 

 ③ 법률상에서 관찰한 점 : 오늘날 세계적인 대세는 크게 변하였다. 많은 여러 조약이 모두 강박에 의해서 성립되었다. 다수의 국가헌법은 아직 확정되지 않고 있다. 따라서 중국이 법률상에서 논리를 세워 적당하게 일본의 지위를 공고히 해 두는 것으로 족하다. 
 ④ 정치상에서 관찰한 점 : 그는 중국이 21조 요구가 공정성이 결여되어 있고 사람들로 하여금 불평등하기 때문에 중일 양국 우호관계를 위험하게 하는 데로 이르게 할 존재라고 생각했으나, 그러나 진정성은 헌법상의 효력이라고 생각했기에, 중국이 그 조문을 취소해야 한다고 제안한 것은 결코 실패한 것이라 아니라 고 보았다. 

 그는 건의하기를 중국은 반드시 국제연합에 대회를 소집하여 재차 심사를 요구하여 조약으로서 적용하지 말도록 해야 한다고 했다. 
결론 - 사실적으로 존재함을 인정해야 한다 

 민초 이래의 국민외교는 민족주의적 정감 하에서, 모두 ｢제국주의의 위협 협박론｣에 호소하여 21조를 폐지해야 한다는 요구를 주장하였다고 보여지는 것은 당연한 것이었다. 또한 국제법에 근거한 것이기도 했다. 1922년 국회의 주장은 법리상에서 근거를 찾으려는 데 역점을 두었다고 볼 수 있다. 그러나 외인 고문들은 실무적인 면에서 관찰하려 했고, 혹은 그 일에 참여하는 외교부 관원, 예를 들면, 시조기(施肇基), 왕총혜(王寵惠), 고유균(顧維鈞), 황부(黃郛) 등은 자신들의 회고록이나 일기 중에서, 중국이 시종 21조 요구를 부인했다고 계속해서 제시했다. 그러나 이 조약이  국회가 서명하는 과정을 거치지 않았다고 하여 ｢조약무효론｣을 주장해야 한다는 점에 대해서는 절대적으로 적게 인용하여 서술했다. 이는 아마도 이들 직업외교관들은 이 조약이 비록 강박하여 성립된 조약이라 할지라도 이 조약을 묵인했었던 것이 아니었나 하는 점을 생각하게 한다. 다시 말해서 중국에서는 일부만이 이를 부인했다는 것을 말해준다. 따라서 당시 원세개는 국가의 주권을 대표하는 최고의 집행자였으므로 조약을 비준한 것으로 볼 수가 있어 그 효력이 이미 발생했다는 것을 알 수가 있다. 
 21조 요구는 원세개가 “눈물을 머금고 받아들였다”고는 하나 “권리를 상실하고 나라를 욕되게 한 조약”이었다. 비록 중국이 시종 승인하지 않았고, 파리강화회의와 원싱턴 회의에 취소 성명을 내기는 했으나, 당시 각국에서는 특별히 조약의 효력문제에 대해서 그다지 토론하지 않았고, 어떻게 처리하고자 했는가 당시의 태도를 보면, 그들은 이 조약이 사실상 존재한 조약이고, 강박에 의한 조약이나 효력이 없다고도 표시하지 않았다. 
 다만 국민외교가 팽배해지는 상황 속에서 북경국회는 헌법절차상의 정당한 이유로써 21조 요구를 폐지하고자 하는 생각이 있었고, 또 국내법과 국제법적 입장에서 ｢조약무효론｣을 지지하고자 시도를 했지만, 그러나 외교부와 북양정부 법률고문단의 대응은 모두 실무적인 외교적 방법에 의해 한다는 쪽으로 기울고 있었다.  
  이처럼 북양정부의 법률고문단과 국회의 입장이 비록 다르기는 하지만, 관련 있는 자료에 근거하여 보면, 양자 간에 첨예하게 부딪치거나 변론한 바가 없었다. 이는 당시의 정국이 너무 혼란스러웠던 관계로 외교부장이 빈번하게 경질되었던 것과 관계가 있다고 보아야 할 것이다. 

 민국초기 조약을 체결할 수 있는 권력, 절차, 효력과 국가주권 등의 개념이 거의모두 민국의 정치제도가 건립되는 것과 함께 일어났기 때문에, 국내법의 조약절차에 대한 규범과 국제법적 이론이 21조 교섭과정 중에서 점점 주시되게 되었던 것이다. 국제법이 국내법보다 우위에 있었는지 아닌지, 혹은 국제법이 국내법상에서 효력문제가 있는지 없는지의 문제는 장기적으로 논쟁되어 왔다. 그러나 21조 교섭 중 1922년 중국 국회가 조약이 지녀야 할 국회 비준의 필요성이 국내법에 있다는 것을 알고, 1915년 국회를 해산하여 원세개가 정권을 주도하는 상황 하에서 대총통이 서명한 조약이 무효라고 하는 주장만으로 각국을 설득하기란 어렵다고 본다. 
 소위 중국정치의 특수 상황을 구미국가들 입장에서 말한다면, 이는 중국의 내정문제이지 실제로 외교문제가 될 수 있는 것이 아니다. 그러나 21조문제가 국내법과 국제법으로까지 이어져 조약의 구속력 문제, 혹은 중국이 불평등조약이라는 관점은 계속적으로 과열되어 갔다. 그 결과 1920년대 말기와 30년대 초기에 대량으로 국제법에 관한 논저들이 나타나고 있다. 이러한 현상은 당시 민중들이 불평등조약을 폐지하라는 열망에 대해 정부의 외교와 절충된 성과로서 서로간에 호응되어 나타나게 된 결과였다고 볼 수 있는 것이다.  
<要 約 文>
國內法と國際法の爭議
- 二十一條要求の效力を檢討 -

       

                                      吳翎君(WU Lin Chun) 

 1915年にあった中日21カ條交涉に對して討論した論文は非常に多い。これら論文は大體つぎのいくつかの方面で要約できる。(1)袁世凱と中日21カ條との外交交涉に注目した視角ので論文ある。大體臺灣と大陸學者の觀點は袁世凱が帝制運動を成功させるため、日本と妥協したという觀點に傾いている論文が多い。最近かかる視角により、中文と英文で寫れた著作を見れば、袁世凱が21カ條交涉の中で取った外交手段に對して大部分比較的肯定的な評價をおろしている。(2)パリ講和會議からワシントン會議に至る間に、21カ條を廢止すべきであるという交涉があったが、これは山東問題及び中國民族主義運動と關係がある論議であった。(3)日本大陸政策の形成及び戰後パリ講和會議とワシントン會議體制の形成に對する論亂である。 
 21カ條と關係された豊富な論著の中で、法理的側面から檢討したこの條約に關する論著は、いうまでもなく、ほとんどない實情である。 
 この論文では、かかる法理的側面に關心を持ち、中國方面では中日21カ條の效力, 卽 ち、共和憲法の中で條約權に對する規範、條約の效力と廢止しようと取り上げた條約手續の問題及び當時の國際法に對する理解等をいかに見るべきかに對して論じろうとおもう。 

 1915年5月25日、21カ條要求に署名した後、 中國政府と民間では始終廢止しなければならないという主張があった。1919年パリ講和會議が開催されると、この條約の廢止をこの會議で通過させるべきであるということが要求された。これはこの問題を要求した最初の國際會議であった。このように要求した理由は、日本が最後通牒の形式で威脅しながら條約を結ぼおと强迫したからであった。また、列强に向いて日本が中國の疆土を侵略し、中國經濟を壟斷したのを呼訴した。1921年11月ワシントン會議が開會すると、1915年中日條約及び交換された文件の提案(Sino-Japanese Treaties and Notes of May 25, 1915）を最初に會議の議題として取り扱うことを要求した。 

 そうすると日本代表は、これは中日兩國間のことであるから、大會中に討論するのは反對するという意見を披瀝した。1922年2月大會閉幕がちかついた時點で、21カ條要求の提案は太平洋及び遠東問題委員會で正式に討論され始った。日本は1915年條約及び交換された文件は國際法上で效力があると强調しながら廢止するのを强固に反對した。結局各國は中國が以後この問題を解決する權利を保有するという形式で決意をおろし、大會の正式記錄として認めた。 

 中國の輿論はワシントン會議の中、21カ條交涉の結果に對して大きく失望した。そして1922年10月北京國會は、締結過程の手續問題を提示しながら｢條約無效論｣を提出し、また議員が連名で署名し、21カ條を廢止することを要求した。かかる要求は過去の條約が｢强迫によって締結された條約｣であるから、これは國際法に違背するという理由とは大きく異なった要求であった。しかし、ワシントン會議後の討論は、以前と同じに｢强迫によって締結された條約｣であるから廢止するべきであるという呼訴が續かれた。ただ、異った点は、國內法及び國際法を認識する中で討論する傾向が現れたことであった。 

 その外に北洋政府の外國顧問であるパ-ド(寶道, Georges Padoux，1867-?)等が國際法的な側面で、國會議員の｢條約無效論｣主張と異なる点を迂廻的に提出し、北京政府が參考するように提供したことがある。 

 このように中日21カ條と關聯して現れた法理上でのそれぞれの見解は、過去には注目しなかった見解であった。 

 從って、この論文では、つぎの21カ條交涉過程の中で中國が呼えたすべての法理の緣由、立場、過程及びその適切性に對して討論しようとする。1番目は、民國初期の約法の中で、條約權と國際法の中の條約廢止權、また共和憲法の中の條約の書名に關する權限、拘束力と效力、そして中國が國際法に對して認知していたことの中で、不平等條約を廢止しようとすることに對する討論、2番目は、國內法で條約無效論に對する、國會の手續問題、3番目は、北洋政府の顧問團の觀點について考察しようとする。    
 その結果を持ち、過去中國が長いあいた持っていた中日21カ條無效說を整理しようとし、當時の國際法と國內法の法理的側面で、どのような效力、爭議、その歷史的意義があるか、どうかを考察しようとする。 
(1) 民國初期の約法の中での條約權と國際法の中での條約廢止權  
 袁世凱は｢中華民國約法｣を頒布した。この袁氏約法と民國初年の臨時約法が一番異なる点は、大總統の權力が內政方面で大々的に擴充されたことと、また外交に對してもその權力が高度に集中されたという点である。 
 1914年1月袁世凱は國民黨が國會を持っていることに對して非常に憚り、また政黨政治に對しても信賴を持っていなかった。そして結局國會を解散したのであった。 
  これは1922年國會が回復された後、中日21カ條の廢止聲明を發表する時、1915年中日交涉の時には立法機構がなかったから、法律的な手續が取り揃えなかったという問題點を取り上げる理由になった。それは袁氏約法の25項目を根據としたが、その內容はつぎのようである。卽ち、“大總統は條約締結をすることができる。しかし條約の內の規程、もし領土を變更するとか、或は國民負擔を增加させる場合、必ず國會の同意を得るべきである”ということであった。 
 しかし21カ條は領土變更に對しては取り扱わなかったので、總統は條約締結の權利があったのである。 

 パリ講和會議とワシントン會議が開會した時、一部の國民が外交問題に對して提示した意見の中で、不平等條約及び21カ條を廢止すべきであるという要求に對して討論する時、一般的に蔓延された情緖は、｢强迫して結んだ條約｣には手續の問題があり、またこれは國際法精神と一致しないという点が指摘された。1922年以後國會が條約に署名する憲法手續の問題点を提示した時、始めに比較的國際法と國內法を多く引用する中で、條約締結に關する有效性が討論されたのであった。以後1930年代に至るまで中國は國際法を紹介する始め、それに對する認識が徐々に深くなった。 

(2) 國內法 : 條約無效論の國會手續の問題 

  

 外交部資料によれば、國會はかかる主張をよく見せている。1922年9月に衆議院は ｢條約無效論｣を提出した。その理由は當時の國會が袁世凱によって非合法的に解散され、正當性がない民意機關になったということであった。これと關係がある法律規定として｢條約締結に關して國會は同意する權利がある｣という項目がある。從って、國會が1922年8月回復された後、この條約に對して必ず補充して同意すべきの權限を行使しなければならないという意見が現れる背景になった。 

 1923年1月19日參議院では、21カ條無效案を通過させた。この理由はつぎのようである。 

 4項 : この協約は强迫と威脅によって結ばれた。それから國際法によって         當然無效である。. 

 8項 : この協約は國會の同意を經由しなかった。約法に從ったので當然無         效である。 

11項 : この條約は何回も政府代表を經由して上述した理由を根據として國         際會議の席上で取り消し聲明を出したから、當然無效である。 

 北京國會では、甚だしく美國大統領ワィルソンが創意し組織した國際聯盟まて利用しようとしたが、美國國會は國際聯盟の議題に北京國會が提出した抗議聲明が入れるのを承認しなかった。 

 その抗議聲明の內容はつぎのようである。. 

 “本國の國內法は條約を締結する時、必ず國會の同意を經るべきである。それなら完全に效力が發生することになる。......袁世凱が政權を掌握している時、わが合法的な國會はその職權を停止されていた。しかし、その時合法的な地位を持っていた國會議員の大多數は、自由に集會をするのができる事務機關を附設していた。これら機構はこの條約及び交換された文書が國會の同意を經由しなかったという理由で、この條約は無效であるということを宣言した。.....卽ち、袁世凱が修訂した約法及び國會を合法的に大體した參政院が、條約を批准する權限があったにもかかわらず、袁世凱はかれらの同意を受け取らなかった。これは袁世凱政府がこの條約及び交換された文件に對して效力を發生させる意思がなかったことを示す。” 
 (3) 北洋政府顧問團の中の國際法觀點 

 パリ講和會議以後、北洋政府の法律と政治顧問を擔當したひとはパド(寶道, Georges Padoux)とワィロビ(韋羅貝, Westel W. Willoyghby) 等がいる。 

 北京政府の外人顧問團は重要な役割をやった。ワィロビは󰡔外人權利と地位󰡕という書で、1917年3月中國がドイチに對して絶交するという政策を取ったこととパリ講和會議で中國代表が署名するのを拒絶したことは、すべて外人顧問團が建議したり、影響を与えたりした結果であると述べた。ワィロビは󰡔會議の中の中國(China at the Confrlence-A Report)󰡕という著書で、平和會議の交涉過程を細しく記述した。その中の第21章では、以後中國が平和會義で21カ條を取り消すべきであるという提案、日本の反應、米國の聲明、山東問題及びその解決方案等に對して記述した。しかし、この本は法理的側面で21カ條の效力を分析するのはしなかった。この著書は21カ條要求が造成した現狀問題を、いかに解決すべきかの問題を重視し、これのため實務的な態度を取りながら中日交涉に臨んだ。 

 パドは國際法的な立場で中國國會が提出した條約無效論が說得力がないと考えた。かれは自身が完全に整理した主張を意見書として提出しながら北京政府は當然別の手段を取って行動すべきであると希望した。パドは4つの理由で國會の主張を反駁した。 

 ① 强迫締結 : 一種の道德的であり、高尙な主張である。 
 ② 憲法違反 : 中國の內定問題であり、外交問題ではない。袁氏の約法により、條約を締結する權限は大總統にある。1915年中日協約で中國領土が變更されたのではない。租界地は依然に中國の領土であり、また國民負擔を增加させなかった。 從って、 約法に根據すれば、國會に提案する必要がない。 

 ③ 法律上で觀察した点 : 今日世界的な大勢は大きく變った。多いいろんな條約はすべてが强迫によって成立された。多數の國家憲法はまだ確定されていない。從って、 中國が法律上で論理を立て適當に日本の地位を認めるのがよい。 

 ④ 政治上で觀察した点 : 中國側からは、21カ條要求が公正性が缺如されており、ひとびとに對して不平等であるので、中日兩國の友好關係を危險な所まで至たせる存在であると考えた. しかし、その眞正性は憲法上の效力があるか、どうかということであるから、中國がその條文を取り消すべきであると提案したのは、決して失敗したのではないと見た。 

 かれが建議したのは、中國は必ず國際聯合に大會召集を呼え、再たび審査を要求し、條約として適用しないように呼訴するのがよいといった。 
結論 - 事實的に存在したのを認めるべきであり。 

 民初以來の國民外交は民族主義的情感の下で、｢帝國主義の威脅論｣に呼訴して21カ條を廢止すべきであるという要求を主張したと見られるのは當然のことであった。またこの主張は國際法に根據して呼えたことでもあった。1922年國會の主張は、法理上で根據を搜そうとしたことに力點をおいた。 これに對して外人顧問は實務的な面で觀察しようとした。そして、このことに參與した外交部官員、例えば、施肇基、王寵惠、顧維鈞、黃郛等は自身の回顧錄や日記の中で、中國が始終21カ條要求を否認したと示している。しかし、この條約が國會が署名する過程を經由しなかったとして｢條約無效論｣を主張しなければならないという点に對しては、絶對的に少なく引用して敍述した。これはおそらくかれら職業外交官はこの條約が强迫によって成立された條約であるといっても、この條約を黙認したのではなかったのではないかと考えさせる。換言すれば、中國では一部だけがこれを否認したということを示している。ゆえに、當時の袁世凱は國家の主權を代表する最高の執行者であったので、もう條約を批准したと見るべきである。從ってこの條約の效力はもう發生されたと理解してもいいのであろう。 

 21カ條要求は袁世凱が“含漏接受”といわれるが、“喪權辱國”であった。中國が始終承認しなく、パリ講和會議とワシントン會議に取り消し聲明を提出したが、當時各國では特別に條約の效力問題に對してそんなに討論しなかった。また、いかに處理しようとしたか、當時の態度を見れば、かれらはこの條約が事實上存在した條約であり、强迫による條約であるから效力がないというに示したこともなかった。 
 ただ、國民外交が澎湃している狀況の中で、北京國會は憲法手續上の正當の理由として、21カ條要求を廢止しようとする考えがあり、また、國內法と國際法的立場で、 ｢條約無效論｣を支持しようと試圖したが、しかし外交部と北洋政府の法律顧問團の對應は全部實務的な外交的方法によらなければならないという方に傾いていた。このように北洋政府の法律顧問團と國會の立場が異っているのは正かであるが、有關資料に根據して見れば、兩者の間に尖銳的にぶつかったり、辯論したりしたことはなかった。 これは當時の政局が非常に混亂されていたため、外交部長が頻煩に硬質されたことと關係があったのではないかと見られる。 

 民國初期に條約を締結するのができる權力、手續、效力と國家主權等の槪念がほとんど民國の政治制度が建立されることと共に現れたので、國內法の條約手續に對する規範と國際法的理論が21カ條交涉過程の中で段々注視するようになったのである。國際法が國內法より優位にあったか、どうか、或は國際法が國內法上で效力問題があったか、どうかの問題は、長期的に論爭されて來た。しかし、21カ條交涉の中で、1922年中國國會が條約が持つべきの國會の批准の必要性が國內法にあったのを知り、1915年國會を解散して袁世凱が政權を主導する狀況の下で、大總統が署名した條約が無效であるという主張だけには、各國を說得することが難しいと見られる。 

  

 いわゆる中國政治の特殊狀況を歐美國家の立場からいえば、これは中國の內政問題であり、實際に外交問題になるべきのことではない。しかし、21カ條が國內法と國際法までつながって條約の拘束力問題、或は中國が主張する不平等條約という觀點は續く過熱されていった。その結果、1920年代末期と30年代初期に大量に國際法に關する論著が現れた。かかる現狀は當時民衆が“不平等條約は廢止すべきである”という熱望に對して、政府の外交と折衷されて表現された結果ではないかとおもう。  
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